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研究要旨：本研究の目的は、メンタルヘルス不調により療養を要する労働者のセルフケアや家族に
よるケア、療養面、労務管理面等において、労働者本人、家族、主治医、事業場者および人事労務
担当者、ライン、産業医等の産業保健スタッフ等の関係者がどのように関与すべきか等について、
複数の事業場でのモデル事業や臨床研究（効果評価研究）を取り入れた以下の研究を行って、臨床
面と職場において科学的根拠をもった、実効性のある、メンタルヘルス不調労働者の休業中のセル
フケア、円滑な復職、再発予防を総合的に支援する新しい制度とツールを含む対策を提案すること
である。 
1. メンタルヘルス不調による休業者のセルフケア支援方策の開発 
2. 主治医と事業場スタッフの円滑な連携を目的としたフィットノートシステムの開発  
3. 生活記録表による復職支援の開発 
4. リワーククリニックのスタッフによる職場訪問型復職支援プログラムの開発  
5. 復帰後の再発予防のための管理監督者教育および職場環境改善の手法の開発 
6. 職場復帰後のメンタルヘルス不調労働者の再発予防のための産業保健スタッフ・上司・本人が

情報交換するシステムの開発  
第２年度にあたる本年度は、 
1. メンタルヘルス不調により休業中の労働者のセルフケアの支援方策について、産業保健スタッフ

向けガイドラインの素案と、ウェブを利用したセルフケア支援ツールを作成した。 
2. 日本型フィットノートシステムの素案とシステム構築のためのツールとマニュアルを作成し、ワ

ーキンググループや専門家からから、制度、運用上の課題、および法的な問題点等について意見
を得て改善した。 

3. 産業医並びに精神科医によるフォーカスグループディスカッションの結果に基づいて、標準的な
生活記録表と生活記録表を用いた復職判定マニュアル（暫定版）を作成した。 

4. 復職支援プログラムを整理し、リワークスタッフによる職場訪問型支援のガイドライン案を、実
際に事業場で活用できるツール類とともに作成した。これらを基にリワークスタッフのトレーニ
ングを行うためのプログラム案を作成し、パイロット的に試行した。 

5. 管理監督者向けのマネジメントスキルに対応したメンタルヘルス不調の部下の復職対応スキル
研修の基本プログラムを完成させ、試行により有効性が示された。従来から行われている産業保
健上の就業上の配慮以外にも、多様な視点による改善を盛り込んだ「職場復帰時の職場環境改善
の手法（暫定版）」を作成した。 

6. 産業保健職および精神科医等の意見を聞き、システムの運用、手順、掲載する情報等の範囲等を
決定し、情報交換システムのパイロット版を作成した。また、既存の情報交換システムとの互換
性を確認した。 

以上より、最終年度における効果評価研究の準備を整えた。 
 

分担研究者 
島津明人（東京大学大学院医学系研究科・精神

保健学 准教授） 
梶木繁之（産業医科大学産業生態科学研究所・

産業保健経営学研究室・産業医学 講師） 
秋山 剛（ＮＴＴ東日本関東病院・精神神経科 

部長） 
川上憲人（東京大学大学院医学系研究科・精神

保健学 教授） 
江口 尚（北里大学医学部公衆衛生学 助教）  
 

A. 研究目的 
メンタルヘルス不調による高欠勤率や休職者

がいる事業所の割合の高止まりおよび復職後早

期の再休職率の高さ(Endo et al, Ind Health 
2013; Foss et al, 2010)から、当該労働者の円滑

な職場復帰および再発予防は重要課題である。  
海外には、産業医によるセルフケア支援が復

職と再発予防に有効かつ経済的であったとする

オランダや(van der Klink et al, OEM 2003)、主
治医が休業者の仕事への適合性を評価し、雇用

主による支援の必要性を助言できる「職場復帰
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診断書」（フィットノート）を活用している英

国(http://www.nhs.uk/chq/Pages/2584.aspx)の
先進例とともに、本邦でも、生活記録表を活用

した好事例(難波 2012)、リワークのスタッフが

職場で復職支援を行う試み、スムーズな関係者

間の連絡が復職に資するという考えがあるが、

効果は未検証である。 
本研究では、メンタルヘルス不調により療養

を要する労働者のセルフケアや家族によるケア、

療養面、労務管理面等において、労働者本人、

家族、主治医、事業場者および人事労務担当者、

ライン、産業医を含む産業保健スタッフ等の関

係者がどのように関与すべきかについて、研究

申請者が有する産業医と臨床医のネットワーク

により、複数の事業場でのモデル事業や臨床研

究（効果評価研究）を取り入れた研究を行って、

臨床面と職場において科学的根拠をもった、実

効性のある、メンタルヘルス不調労働者の休業

中のセルフケア、円滑な復職、再発予防を総合

的に支援する新しい制度とツールを含む対策を

提案する（図上）。 
 
B. 研究方法 

本研究では、以下６つの課題に関する研究に

より、実効性のある職場復帰支援方法を開発し、

提案する。平成 26 年度に情報を収集し、平成

27 年度に、各種方策を実行するためのガイドラ

インやマニュアル等のツール類を試作し、準備

が整い次第、有効性評価のため比較対照研究も

しくはモデル事業を開始し、平成 28 年度にガイ

ドライン、マニュアルを完成させることを計画

している（図下）。本年度は、日本産業衛生学

会第 57 回産業精神衛生研究会において、研究班

企画のシンポジウムを開催し、産業精神保健の

専門家および一般実務家からの意見をいただき、

それぞれの成果物に反映させた。 
1. メンタルヘルス不調による休業者のセルフケ

ア支援方策の開発（島津明人ほか） 
産業保健職向けのガイドライン（案）は、国内

外のメンタルヘルス不調者を対象とした復職支

援ガイドラインなどを参考に、研究協力者の意見

を聞きながら原案（第１版）を作成し、続いて、

研究班の分担研究者の意見を基に修正し、第２版

を作成した。 
セルフケア支援ツールは、対象疾患をうつ病に

限定し、ガイドライン（案）にもとづき、うつ病

予防支援ウェブサイト、労働者のメンタルヘルス

支援ポータルサイトなどを参考にしながら、６つ

のステップから構成される内容をWEBで提供す

るツール「うつせる。」を作成した。 
 
2. 主治医と事業場スタッフの円滑な連携を目的

としたフィットノートシステムの開発（堤 明純

ほか） 
日本型フィットノートシステムの素案とシス

テム構築のためのツールとマニュアルを作成し

た。ワーキンググループとそのほかの専門家から、

使用感や実施の容易さ、記入時間、法的な問題点

等について意見を得て改善した。さらに、モデル

事業で確認すべき制度上の課題を整理した。 
 
3. 生活記録表による復職支援の開発（梶木繁之

ほか） 
産業保健職および精神科医と、フォーカスグ

ループディスカッションを行い、生活記録表に

盛り込むべき必要最小限の要素と記入方法、お

よび評価の要素を検討した。さらに、生活記録

表の利用実態を明らかにするために、日本産業

衛生学会産業医部会員を対象とした自記式アン

ケート調査実施した。 
 
4 リワーククリニックのスタッフによる職場訪

問型復職支援プログラムの開発（秋山 剛ほか） 
ガイドラインの原案を作成した上で、研究協

力者の助言を得て、リワーク機関スタッフによ

る職場訪問型復職支援のガイドライン（案）ス

タッフのトレーニングプログラムを作成した。

現場で利用するツール類を作成してガイドライ

ンに盛り込んだ。 
 
5 復帰後の再発予防のための管理監督者教育及

び職場環境改善の手法の開発（川上憲人ほか） 
1) 管理監督者教育の開発と試行 
管理監督者の復職対応をビジネスコンピテン

シーの拡張版と考え、具体的なスキルあるいは
行動目標を位置づけた上で、受講者参加型の研
修プログラムを開発した。またスキルと関連し
たツールを開発した。2016年1～2月に、ある企
業の管理監督者を25名程度のグループに分け12
0分の研修を試行した。研修前後のアンケートに
より、スキル別の到達目標と復職対応の自己効
力感を評価した。 
2) 職場復帰時の職場環境改善の手法の開発 

2015年12月から2016年１月にかけて、「東京
大学職場のメンタルヘルス専門家養成プログラ
ム基礎コース」を2015年度に修了したメンバー4
2名から「職場復帰が奏功するための職場環境改
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善のアイデア（職場復帰時の職場環境改善のア
イデア）」を募集した。収集したアイデアに対
して、KJ法にてアイデアのカテゴリー化を行っ
た。 

 
6 職場復帰後のメンタルヘルス不調労働者の再

発予防のための産業保健スタッフ・上司・本人が

情報交換するシステムの開発（江口 尚ほか） 
産業保健職および精神科医等の意見を聞き、

システムの運用、手順、掲載する情報の範囲等

を決定し、情報交換システムのパイロットシス

テムを立ち上げ、システムのひな形を確定した。

また、既存のSNSとの連携の可否について、専門

家のヒアリングや、実際に使用されている医療関

連の事例を参考に検討した。 
 
倫理的配慮 
 いずれの課題についても、研究内容に対応する

倫理指針等に基づき、研究分担者の所属施設にお

いて倫理審査を含めた手続きを経て実施した。 
 
C. 研究結果 
1. メンタルヘルス不調による休業者のセルフケ

ア支援方策の開発（島津明人ほか） 
産業保健職向けのガイドライン（案）は、国内

外のメンタルヘルス不調者を対象とした復職支

援ガイドラインなどを参考に、「対象」「内容」

「形式」の３つの要素について、推奨内容5項目，

ヒント１項目を含む合計6項目から構成される第

２版までを作成した。具体的には、対象は推奨内

容1項目（対象）から、内容は推奨内容3項目（う

つ病の心理教育、認知行動療法、休職前の就業状

況に関する振り返り）とヒント1項目（楽観性に

関する内容）から、形式は推奨内容1項目（リハ

ビリテーション）から構成された。 
セルフケア支援ツールは、ガイドライン（案）

にもとづき、対象疾患をうつ病に限定して、復職

の流れと事例、うつ病の知識、生活リズムを整え

る、ストレス対処 （認知行動療法）、キャリア

の再考、復職に向けての準備の６つのステップか

ら構成される内容を、アウトリーチのしやすさも

考慮して、WEBで提供するツール「うつせる。」

を作成した。 
 
2. 主治医と事業場スタッフの円滑な連携を目的

としたフィットノートシステムの開発（堤 明

純ほか） 
日本型フィットノートシステムの素案とシス

テム構築のためのツールとマニュアルを作成し、

ワーキンググループから、使用感や実施の容易

さ、記入時間、法的な問題点等について意見を

得て改善した。モデル事業の対象は、産業保健

職の支援が不足がちな、従業員規模 50 人未満の

小規模事業場とした。適用疾患を整理し、事業

場、ケース、それぞれから復職に資する情報を

聴取するためのツールを作成した。モデル事業

における評価ポイントを設定するために、英国

で出されつつあるフィットノートの運用や制度

についての課題を整理した。 
 
3. 生活記録表による復職支援の開発（梶木繁之

ほか） 
産業医並びに精神科医によるフォーカスグル

ープディスカッションの結果に基づいて生活記

録表を用いた復職判定マニュアル（暫定版）を

作成した。休職者が復職を考え始めたときに開

始し、２週間の記入期間を設けることとした。

「睡眠覚醒リズムの確立」を復職判定の必須項

目とし、「日中の活動内容（運動・外出）」を反

映する項目を復職判定の推奨項目として提案し

た。 
日本産業衛生学会産業医部会のアンケート調

査では 415 名（37 %）の回答を得た。生活記録

表の使用者は、未使用者よりも復職にかける面

接の頻度が多く、面接時間が長かった。未使用

者は、生活記録表の存在自体を知らないもの３

割程度あった。さらに、生活記録表を用いた復

職判定マニュアルを利用したいとする者は 3/4
程度にのぼった。 
 
4. リワーククリニックのスタッフによる職場訪

問型復職支援プログラムの開発（秋山 剛ほか） 
原案を作成した上で、研究協力者への意見を

入れ、「リワークスタッフによる職場訪問型支援

のガイドライン案」を作成した。さらに、本人

および企業から明確な説明同意を取得するため

の説明同意資料、本人および企業の双方から職

場、業務についての基本的な情報を収集するた

めのシート、本人の状態について企業に情報を

提供するためのリワークチェックリスト、復職

後のフォロー面談の前に、本人の体調と業務状

況について情報を収集するためのシートと、職

場へのアドバイスの与え方についての指針とす

る「リワークスタッフによるフォロー面談の手

引き」のツールを作成した。最終的に、以上の
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資料を用いてリワークスタッフのトレーニング

を行うための、「リワークスタッフによる職場訪

問型支援のガイドライン」スタッフトレーニン

グプログラム案を作成し、パイロット的に試行

した。 
 
5. 復帰後の再発予防のための管理監督者教育及

び職場環境改善の手法の開発（川上憲人ほか） 
1) 管理監督者教育の開発と試行 
管理監督者向けのマネジメントスキルに対応

したメンタルヘルス不調の部下の復職対応スキ

ル研修の基本プログラムが完成した。この研修

プログラムは、①調査データや文献レビューな

どの根拠に基づき、②マネジメントスキルに対

応することで復職対応という健康管理面だけで

なくビジネス面でもメリットのある研修である

ことを明確にし、③５つの具体的で実践的なス

キルを学ぶことを目標とし、④さらに参加型研

修とすることで研修効果を大幅に向上させると

いう４つの特徴を持っている。パワーポイント

のプレゼンテーション資料だけでなく、別冊と

して関連資料や書き込み可能なワークシートを

まとめた冊子を用意した。企業における試行（前

後比較）では、受講者の満足度が高く、研修の

受け入れやすさが示された。本研修のねらいと

一致したスキルが役立つとの回答があり、目標

スキルの評定も、すべてのスキルで有意に増加

していた。 
2) 職場復帰時の職場環境改善の手法の開発 
 実務経験もある多様な職種からなるメンバー

によって、主に KJ 法を活用してアイデア収集と

検討が行われ、職場復帰の職場環境改善のアイ

デアを、４つの改善のタイミングと、６つの改

善手法の組み合わせによってまとめた。「心の健

康問題により休業した労働者の職場復帰支援の

手引き」（平成 21 年改定）に示されている時系

列でケアに相当して、職場環境改善も時系列に

沿って取り組むことが妥当であると考えられた。

安定した職場復帰を行うために今回収集された

アイデアには、ストレスを受けづらいような座

席を配置したり、机にパーテーションを置いて

工夫するなどといった物理的な職場環境改善の

手法や、職場同僚に休業者に関する情報を共有

するなどといったコミュニケーションを通じた

職場環境改善手法が含まれており、従来から行

われている、産業保健職が面談を通じて休業者

のケアを行い、人事労務や職場の管理監督者が

就業上の配慮を行うという内容以外にも、多様

な視点による改善事例が盛り込まれた。 
 
6. 職場復帰後のメンタルヘルス不調労働者の再

発予防のための産業保健スタッフ・上司・本人

が情報交換するシステムの開発（江口尚ほか） 
産業保健職および精神科医等の意見を聞き、

システムの運用、手順、掲載する情報等の範囲

等を決定し、情報交換システムのパイロット版

を作成した。パイロット版では、本人、上司、

産業保健職の各立場から、職場復帰プラン（面

談の予定などリマインド機能含む）、通院状況、

勤怠、体調、および、情報共有の頻度を、情報

保護に留意しながら確認ができ、必要な対応が

できる仕様を工夫した。専門家の意見（ニーズ）

も入れて、予定の面談ができていないなど、計

画通りに進んでいない場合は、一目で分かるよ

うなアラーム機能や、本人の体調を書き込める

機能を取り入れた。完全非公開型 SNS を活用し

て在宅介護者のフォローなどを行っている事例

を収集し、検討中のシステムに掲載可能な機能

の参考とした。 
 
D. 考察 

メンタルヘルス不調による休職者の支援方策

の有効性の検証は、海外でも少数であり、臨床

医および産業医とのネットワークを活用した効

果評価研究およびモデル事業を実施する本研究

は、これまで本邦で行われていなかった方策に

ついて、根拠に基づく実効可能な方策の提案を

目指している。本年度は、各分担研究班で、そ

れぞれの課題に関して、最終年度に実施する効

果比較研究やモデル事業を実施するためのガイ

ドラインやマニュアル等のツール類を開発した。 
 
1. メンタルヘルス不調による休業者のセルフケ

ア支援方策の開発（島津明人ほか） 
休業中は、産業保健スタッフの支援が及びに

くい期間であるがオランダなどでは産業医等が

積極的に支援を展開し効果が上がっていること

が報告されている。欧米の先進ガイドラインを

参考にしてわが国の産業保健スタッフが利用で

きる支援を、エビデンスの強弱に応じて「推奨」

「ヒント」で示したガイドラインは、わが国に

おいて、産業保健職が休職者の支援を実施する

参考になると考えられる。同時に、休業者自身

の復職の動機付けや自己効力感の増進を目的と
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したウェブベースの自己学習型ツールを開発し

た。適用となる対象を限定してのトライアルと

なるが、両ツールともに休業者の復職支援の新

たなレパートリーとなるか、最終年度に効果評

価が行われる。 
 
2. 主治医と事業場スタッフの円滑な連携を目的

としたフィットノートシステムの開発（堤 明

純ほか） 
わが国の現状を鑑みて、小規模事業場におい

て利用可能性を検討するフィットノートシステ

ムの素案とモデル事業場のマニュアルを作成し

た。わが国に制度として導入するための課題と

しては、法的な課題とともに制度上もクリアし

なければならない課題は多い。英国で課題とな

っている事項を含めて、モデル事業で確認をす

ることで、わが国にフィットノートを導入する

資料が得られることが期待される。 
 
3. 生活記録表による復職支援の開発（梶木繁之

ほか） 
産業医と精神科医との間で、フォーカスグル

ープディスカッションを行い、生活記録表に必

要最低限必要な要素を抽出し、その使用方法を

マニュアル化した。さらに、復職判定のための

必須項目と推奨項目を整理し、復職判定マニュ

アルの暫定版を作成した。産業医と精神科医で

重視するポイントが異なるところはあるものの、

復職後の業務遂行能力を確認するのに、両専門

職が最重要視した「睡眠覚醒のリズムの確立」

を必須項目、また、両専門職のコンセンサスが

得られた「日中の活動内容（運動・外出）」を推

奨項目とする復職判定の目安を提示するととも

に、生活記録表の使用期間（２週間）について

もその指標を明らかにした。最終年度は、本マ

ニュアルを使用した効果判定を実施する。 
日本産業衛生学会の産業医部会員における調

査では、生活記録表を使用している産業医は、

使用していない産業医よりも、面接機会と時間

に多くを費やしていた。最終的なアウトカム（復

職、復職後の再発）に結びつく要因が何である

かについては、今後の検討を要するものの、未

使用者の７割を越える産業医に生活記録表を用

いた復職マニュアルのニーズがあることが分か

った。 
 
4. リワーククリニックのスタッフによる職場訪

問型復職支援プログラムの開発（秋山 剛ほか） 
リワークスタッフによる職場訪問型支援は、

これまでに系統的には、ほとんど行われてきて

こなかったため、両者のコミュニケーションを

図るには、復職を行う当該労働者のプライバシ

ーを保護しながら必要な情報をやり取りする工

夫が必要である。職場の役割を維持しながら、

これまで不足していた、リワークと職場を結ぶ

ツール類を盛り込んだ「リワークスタッフによ

る職場訪問型支援のガイドライン案」を作成し

た。このガイドラインに基づいたトレーニング

プログラム案では、講義の内容を様々な意見と

結びつけて理解することが可能になるように、

参加者による小グループ討論を重視しており、

トレーニングプログラムをパイロット的に試行

した。 
 
5. 復帰後の再発予防のための管理監督者教育及

び職場環境改善の手法の開発（川上憲人ほか） 
1) 管理監督者教育の開発と試行 
開発した研修の利点として、①楽しさ、②具

体的な方法の習得、③復職対応を論理的に整理

することの有用性の理解、④参加型研修の有用

性、⑤学習内容の日常のマネジメントへの利用

可能性などが示されたが、課題として、研修時

間が短いことが挙げられ、スキルの一部を削除

する、参加型研修部分を簡略化するなどの方法

で時間枠に収まるように工夫する必要がある。

平成 28 年度には、さらに改善された研修プログ

ラムによる比較対照試験を計画しており、本年

度の試行結果からは、良好な結果が得られるこ

とが期待される。 
2) 職場復帰時の職場環境改善の手法の開発 
職場復帰の職場環境改善のアイデアを実施す

る担当者を誰にするかが課題となったが、リソ

ースが不足しがちな中小企業における担当者の

設定は課題となると考えられた。そのため、本

アイデアをまとめるにあたっては、どのような

事業所でも対応ができるように、カテゴリー化

した役割を職種に与えることは避けて、時系列

にアイデアを列挙することにとどめて汎用性を

持たせることにした。今後は、職場復帰時の職

場環境改善アクションチェックリストを策定し

ていくために、さらにアイデアの収集を行う予

定となっている。 
 
6. 職場復帰後のメンタルヘルス不調労働者の再
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発予防のための産業保健スタッフ・上司・本人

が情報交換するシステムの開発（江口 尚ほか） 
産業医等専門職の意見を取り入れて、当該労

働者に負担なく、上司、産業保健スタッフ等と

コミュニケーションが取れるシステムのひな形

を作成した。産業医のヒアリングからは、短時

間でケアすべき労働者の状況が把握できること、

上司の視点では、面接を含めた就業配慮の備忘

機能に有用性が伺われた。 
個人情報の保護が最重点課題であるが、イン

ターネットで運用をするのかイントラネットで

運用をするのか等で、それぞれの課題を検討し

た。介護現場では完全独立型の SNS が患者のケ

アに活用されており、参考になると思われた。 
質的には、上司の負担感が増加することへの

ケアが課題となった。システムが有する「管理」

するイメージに偏らず、ステークホルダーを「支

援」するものとなるような改良の必要性を認め

た。 
 
E. 結論 

メンタルヘルス不調により休業中の労働者の

セルフケアの支援方策について、産業保健スタ

ッフ向けガイドラインの素案と、ウェブを利用

したセルフケア支援ツールを作成した。 
日本型フィットノートシステムの素案とシス

テム構築のためのツールとマニュアルを作成し、

ワーキンググループとその他の専門家から意見

を得て、運用上および制度上の課題を、法的な

問題点を含めて整理した。 
産業医並びに精神科医によるフォーカスグル

ープディスカッションの結果に基づく生活記録

表を用いた復職判定マニュアル（暫定版）を作

成した。 
リワークスタッフによる職場訪問型支援のガ

イドライン案を、実際に事業場で活用できるツ

ール類とともに作成した。ガイドライン案を用

いてリワークスタッフのトレーニングを行うた

めの、リワークスタッフのトレーニングプログ

ラム案を作成した。 
労働者の再発予防を目的とした管理監督者の

態度、行動に着目した教育研修プログラム（案）

を開発した。復職に際して考慮されることが望

ましい職場環境チェックリストを開発した。 
産業保健職および精神科医等の意見を聞き、

システムの運用、手順、掲載する情報等の範囲

等を決定し、情報交換システムのパイロット版

を作成した。また、既存の情報交換システムと

の互換性を確認した。 
以上より、最終年度における効果評価研究の

準備を整えた。 
 
Ｆ. 健康危機情報 
 該当なし。 
 
G. 研究発表 
1. 論文発表 

1) 堤 明純、鈴木知子：女性労働者のスト

レス対策：一次予防から三次予防まで．

産業ストレス研究 2015;22(3):197-202  
2) Mori K, Nagata M, Hiraoka M, Kudo 

M, Nagata T, Kajiki S: Surveys on the 
competencies of specialist 
occupational physicians and effective 
methods for acquisition of 
competencies in Japan. J Occup 
Health. 2015;57(2):126-141. 

3) 善家雄吉、梶木繁之、吉川徹、仲尾豊

樹、吉川悦子、庄司卓郎、福本恵三、

酒井昭典: 労働災害による難治性手外

科関連外傷症例の発生予防に関する検

討-Expert Opinion Gathering 
Meeting の開催について- J.UOEH（産

業医科大学雑誌）2015;37(4):313-318 
4) 有馬秀晃、島津明人、江口尚、堤明純：

復職支援プログラムほかオランダにお

ける先進的な産業保健の取り組み．産

業医学ジャーナル（印刷中）  
2. 学会発表 

1) 島津明人：シンポジウム休業者支援の

進歩と課題、今後望まれる支援方策－

休業中のケア．メンタルヘルス不調に

よる休業中の労働者のセルフケアの支

援. 日本産業衛生学会第 57 回産業精神

衛生研究会. 平成 28 年 2 月 20 日（横

浜） 
2) 堤 明純：メンタルヘルス不調で休業

した労働者の復職を支援する fit note 
関連ツールの開発. 第 25 回日本産業衛

生学会 産業医・産業看護全国協議会． 
平成 27 年 9 月 18 日（山口） 

3) 堤 明純：職場復帰診断書（fit note）
システム導入の課題. 第 74 回日本公衆

衛生学会総会．平成 27 年 11 月 4 日（長

崎） 
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4) 堤 明純：職場におけるメンタルヘル

ス対策 Update．平成 27年度日本産業
衛生学会東海地方会特別講演 2015 年
11月 14日，名古屋市 

5) 堤 明純：近年のメンタルヘルス対策

の動向第 1 回日本産業衛生学会中国地
方会研究会特別講演 2016年 2月 13日，
岡山市 

6) 堤 明純：シンポジウム休業者支援の

進歩と課題、今後望まれる支援方策－

休業中のケア．Fit note システムの紹
介とわが国への導入可能性．日本産業

衛生学会 第 59 回産業精神衛生研究会
平成 28年 2月 20日（横浜） 

7) 梶木繁之：シンポジウム休業者支援の
進歩と課題、今後望まれる支援方策－

休業中のケア．生活記録表による復職

支援．日本産業衛生学会 第 59 回産業
精神衛生研究会平成 28年 2月 20日（横
浜） 

8) 秋山 剛：シンポジウム休業者支援の

進歩と課題、今後望まれる支援方策－

休業中のケア．リワークプログラムの

短期化と社会保険労務士との連携．日

本産業衛生学会 第 59 回産業精神衛生
研究会平成 28年 2月 20日（横浜） 

9) 川上憲人：シンポジウム休業者支援の
進歩と課題、今後望まれる支援方策－

休業中のケア．マネジメントコンピテ

ンシーに基づいた管理監督者向けメン

タルヘルス不調者の復職対応スキル教

育．日本産業衛生学会 第 59 回産業精
神衛生研究会平成 28年 2月 20日（横
浜） 

10) 江口 尚：シンポジウム休業者支援の

進歩と課題、今後望まれる支援方策－

休業中のケア．ICT を活用した職場復
帰後の情報交換システムの開発．日本

産業衛生学会 第 59 回産業精神衛生研
究会平成 28年 2月 20日（横浜） 
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平成２７年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発」

（14070101‐01） 
分担研究報告書 

 
休業中の労働者のセルフケア支援方策の開発 

 
分担研究者 島津明人 東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野・准教授 

 
 
研究要旨：メンタルヘルス不調による休職者の支援方策の有効性の検証は海外でも少数で

あり，科学的根拠に基づく実行可能な方策を提案し，その有効性を評価することは重要で

ある。本研究では，メンタルヘルス不調による休業中の労働者のセルフケアの支援に関し

て，支援方策の開発とその効果評価を目的とした。2 年目の平成 27 年度は，科学的根拠に

基づくセルフケア支援方策のガイドライン（案）の作成と支援ツールの作成を行った。 
ガイドライン（案）は，国内外のメンタルヘルス不調者を対象とした復職支援ガイドラ

インなどを参考に，「対象」「内容」「形式」の 3 つの要素について，推奨内容 5 項目，ヒン

ト 1 項目を含む合計 6 項目から構成される第 2 版まで作成が終了した。今後，産業保健ス

タッフなどガイドラインの使用者からも意見を聴取し内容を確定させる。 
セルフケア支援ツールは，ガイドライン（案）にもとづき，対象疾患をうつ病に限定し，

6 つのステップから構成される内容を WEB で提供するツール「うつせる。」を作成した。

今後，パイロット研究（前後比較試験）により内容と形式を確定したうえで，本試験（無

作為化比較試験）にて効果の最終評価を行う。確定した内容についてはリーフレット形式

でも提供できるように作業を行う。 
 
 
研究協力者 
今村幸太郎（東京大学大学院医学系研究科

精神保健学分野・特任研究員） 
北村尚弘（一般社団法人働くしあわせプロ

ジェクト JINEN-DO） 
佐官俊一（東京大学大学院医学研究科精神

保健学・院生） 
楜澤直美（川崎市障害保健福祉部障害者雇

用・就労推進課） 
西大輔（国立精神・神経医療センター精神

保健研究所システム開発研究室・室長） 
水谷美佳（株式会社リヴァ） 
宮本有紀（東京大学大学院医学研究科精神

看護学・准教授） 
 
Ａ．はじめに 
 メンタルヘルス不調による休職者の支援

方策の有効性の検証は海外でも少数であり，

科学的根拠に基づく実行可能な方策を提案

し，その有効性を評価することは重要であ

る。 
本分担研究では，メンタルヘルス不調に

よる休業中の労働者のセルフケアの支援に

関して，支援方策の開発とその効果を無作

為化比較試験による検証することを目的と

する。2 年目にあたる平成 27 年度では，科

学的根拠に基づくセルフケア支援方策のガ

イドライン（案）の作成と支援ツールの作

成を目的とした。 
 
Ｂ．対象と方法 
1. 休業中の労働者のセルフケア支援ガイ

ドライン（案）の作成 
以下の手続きによって，事業所の産業保

健スタッフがメンタルヘルス不調により休

業中の労働者を支援するためのガイドライ

ンを作成する。 
1）素案の作成 

以下の知見を参考にガイドライン素案を

作成する。 
・ 産業医向け復職支援ガイドライン（オラ

ンダ産業医学会, 2007） 
・ うつ病の労働者の職場復帰支援コクラ

ンレビュー（Nieuwenhuijsen et al., 
2014） 
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・ 日本うつ病学会治療ガイドライン（日本

うつ病学会, 2013） 
・ National Institute for Health and 

Clinical Excellence （NICE）成人うつ

病治療ガイドライン（National 
Institute for Health and Clinical 
Excellence, 2009） 

作成の際には，推奨内容で提示した項目

に関してはその裏付けとなる「根拠」を提

示することにした。 
2）第 1 版の作成 
 素案の内容について，研究協力者（精神

科医，精神看護学，臨床心理士，就労移行

支援施設スタッフ，リワーク施設スタッフ）

の意見をもとに修正し，第 1 版を作成する。 
3）第 2 版の作成 
 第 1 版の内容について，研究班の分担研

究者の意見をもとに修正し，第 2 版を作成

する。 
 
2. セルフケア支援ツール 
労働者本人を対象とし対象疾患をうつ病

に限定したツールを，ガイドライン（案），

うつ病予防支援ウェブサイト「うつめど。」

（http://mental.m.u-tokyo.ac.jp/utsmed/），
労働者のメンタルヘルス支援ポータルサイ

ト「こころの耳」

（http://kokoro.mhlw.go.jp/），既存の労働

者向け支援ツール（パンフレット，リーフ

レット）などを参考にして作成する。 
 
Ｃ．結果 
1. 休業中の労働者のセルフケア支援ガイ

ドライン（案）の作成 
1）素案の作成 

事業所の産業スタッフが，メンタルヘル

ス不調により休業中の労働者のセルフケア

を支援するためのガイドラインに含めるべ

き内容として，（1）対象と基準，（2）コン

テンツ，の 2 つのカテゴリーが抽出された。

（1）対象と基準に関しては「休業中の労働

者」「抑うつ症状が軽症～中等症程度に改善

している」の 2 項目が，（2）コンテンツに

関しては「うつ病の心理教育に関する内容」

「認知行動療法」「リハビリテーション」「就

業時の仕事やストレスについての振り返り」

の 4 項目が，それぞれ抽出された。 
2）第 1 版の作成 

 素案の内容について，研究協力者（精神

科医，精神看護学，臨床心理士，就労移行

支援施設スタッフ，リワーク施設スタッフ）

の意見を聴取した。その結果，（1）推奨内

容は動詞で表現する，（2）リハビリテーシ

ョンの項目については「コンテンツ」に含

めず「形式」として独立させる，（3）観察

研究で得られた知見を「ヒント」として追

加する，（4）推奨内容やヒントで記載され

た内容を実施する際のポイントを「実施の

ポイント」として追加する，などの意見が

出された。これらの意見を反映したものを

第 1 版とした。 
3）第 2 版の作成（付録 1） 
 第 1 版の内容について，研究班の分担研

究者の意見を聴取した。その結果，内容や

表現が産業保健スタッフにとって難解であ

ることが指摘されたことから，表現の修正

を行うとともに，「推奨内容」「ヒント」お

よび「実施のポイント」をわかりやすく説

明した「解説」を追加した。また，根拠と

する資料として，オーストラリア・ニュー

ジーランド精神医学会気分障害ガイドライ

ン（Malhi et al., 2015）を追加した。これ

らを反映したものを第 2 版とした（付録 1）。 
第 2 版は，「対象」「内容」「形式」の 3 つ

の要素について，推奨内容 5 項目，ヒント

1 項目を含む合計 6 項目から構成された。

具体的には，対象は推奨内容 1 項目（対象）

から，内容は推奨内容 3 項目（うつ病の心

理教育，認知行動療法，休職前の就業状況

に関する振り返り）とヒント 1 項目（楽観

性に関する内容）から，形式は推奨内容 1
項目（リハビリテーション）から構成され

た。 
 
2. セルフケア支援ツール「うつせる。」の

作成 
1）対象 

セルフケア支援ガイドライン（案）にも

とづき，支援ツールの対象疾患をうつ病

に限定した。 
2）内容（付録 2） 
 認知行動療法を基盤としながらも，復職

を支援するための内容を追加した。特に，

復職後の就業継続につながる内容として，

病の受容，セルフスティグマの低減，心理

的資本（希望，自己効力感，レジリエンス，

楽観性），キャリア，などの内容を含めるよ
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うにした。これらの内容を，次の 6 つの内

容（ステップ）に分けて提示した。 
・ Step.1 ：復職の流れと事例 
・ Step.2 ：うつ病の知識 
・ Step.3 ：生活リズムを整える 
・ Step.4 ：ストレス対処 (認知行動療法) 
・ Step.5 ：キャリアの再考 
・ Step.6 ：復職に向けての準備 
3）提供形式 
 日本の事業所の 90％以上が中小規模事

業所であり，産業保健スタッフが配置され

ていない事業所も存在する。そのため，ア

ウトリーチのしやすさを考慮し，WEB 形式

によりコンテンツの内容を提供することに

した。 
 
Ｄ．考察 
1. 休業中の労働者のセルフケア支援ガイ

ドライン（案）の作成 
1）基本的な考え方 

メンタルヘルス不調により休業している

労働者に対して，事業場はケアを提供する

義務はない。そのため，休業中の労働者の

中には，（精神）医学的治療のみを医療機関

で受けているケース，これらの治療に加え

て復職支援機関（いわゆるリワーク施設）

に通所するケース，産業保健スタッフや管

理監督者と定期的に面談し支援を受けてい

るケース，などが混在している。本研究で

は，メンタルヘルス不調で休業中の労働者

のセルフケアを（法的義務はないものの）

事業所の産業保健スタッフ支援がすること

を想定してガイドライン（案）を作成した。 
本ガイドライン（案）の作成に際しては，

国内外の種々のガイドラインを参照したが，

基本的な考え方は NICE 成人うつ病治療ガ

イドラインに準拠した。その理由として，

それぞれのガイドラインが想定している対

象の相違が挙げられる。米国精神医学会

（APA）と日本うつ病学会のガイドライン

は主に精神科医を対象としているのに対し

て，NICE のガイドラインは“in primary 
and secondary care”と書かれており，精

神科医以外を主に対象としている。本ガイ

ドラインは，事業所の産業保健スタッフに

向けて作成することから，主な考え方は

NICE のガイドラインに準拠することにし

た。ただし，抑うつ症状の評価尺度や現場

での運用については日本での信頼性・妥当

性や日本の状況を重視する必要があるため，

日本うつ病学会の推奨内容も重視するとい

う立場を採用した。 
2）セルフケアの支援対象 

本ガイドライン（案）では，軽症から中

等症のうつ病を対象として定めているが，

軽症・中等症の定義は各学会で若干相違が

ある。たとえば，ゴールドスタンダードと

さ れ る ハ ミ ル ト ン う つ 病 評 価 尺 度

（Hamilton Depression Rating Scale：
HAM-D）を用いた場合，NICE のガイドラ

インでは軽症うつ病を 14 点から 18 点とし

ているのに対して，米国精神医学会のガイ

ドラインでは 8 点から 13 点を軽症，14 点

から 18 点を中等症としている。これらの相

違は精神医学の領域でこれから議論を深め

ていくべき重要な点であると思われる。し

かし，HAM-D の使用機会がほとんどない

産業保健スタッフが本ガイドラインを現場

で活用する上では，このような相違点に関

する詳細な説明は必ずしも必要ではなく，

また混乱を招く可能性もあると考えられた。

そのため，本ガイドラインの解説にはこれ

らの相違点については記載しなかった。 
3）ガイドラインの特徴 
 本年度は，素案から第 2 版までのガイド

ラインを作成したが，その特徴として以下

の 4 点が挙げられる。 
（1）ガイドラインの項目を，科学的根拠の

水準に合わせて「推奨内容」と「ヒン

ト」に分類した。「推奨内容」はコクラ

ンレビューや既存のガイドラインによ

り裏付けのある項目，「ヒント」は観察

研究によりコンセンサスが得られてい

る項目とした。 
（2）推奨内容で提示した項目に関してはそ

の裏づけとなる「根拠」を，ヒントで

提示した項目に関してはその裏づけと

なる「コンセンサス」を，それぞれ対

応する文献を引用しながら提示した。 
（3）推奨内容やヒントで記載された内容を

実施する際のポイントを，「実施のポイ

ント」として補足説明した。 
（4）推奨内容/ヒント，実施のポイントを

分かりやすく説明した「解説」を記載

した。 
4）今後の課題 

本ガイドラインでは，セルフケアの適用
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対象を「うつ病で休業中の労働者で，抑う

つ症状が軽症～中等症程度に回復した者」

とした。これは，提供されるセルフケアプ

ログラムの中には，体調を崩した経緯やス

トレスについて振り返る内容が含まれるこ

とがあり，労働者の状態によってはプログ

ラムの提供により，一時的に症状が再燃す

る可能性があることを考慮したためである。

しかし，支援の目的が単に復職の促進だけ

でなく，復職後の就業継続にもあるならば，

症状の回復だけでなく，作業能力の回復を

評価する Capability profile（オランダ公衆

衛生・産業保健学校 NSPOH 作成）のよう

な視点を含めることも有用と考えられる。

来年度には，産業保健スタッフなどガイド

ラインの使用者からも意見を聴取し，ガイ

ドラインの内容を確定させる予定である。 
 
2. セルフケア支援ツールの作成 
1）ツールの特徴 
本年度は，セルフケア支援ガイドライン

（案）にもとづき，支援ツールの対象疾患

をうつ病に限定した。ツールの提供形式と

しては WEB を採用した。これは，日本の

事業所の 90％以上が中小規模事業所であ

り，産業保健スタッフが配置されていない

事業所も存在することを考慮したためであ

る。 
内容に関しては，認知行動療法を基盤と

しながらも，復職後の就業継続につながる

内容を 6 つの内容（ステップ）に分けて提

示した。また， 1 ステップあたりの学習所

要時間の目標を約 15 分以内に限定し，対象

者の負担を低減するようにした。さらに，

行動科学の諸理論にもとづきながら，対象

者の動機づけ（I’m willing）と自己効力

感（I’m able）を高めるための工夫を，内

容と形式それぞれについて行った。 
2）今後の課題 

来年度（平成 28 年度）には，試作された

支援ツールについてパイロット研究（前後

比較試験）を行い，ツールの効果を評価す

るほか，ツールの内容，難易度，分量の適

切さも併せて評価し，ツールの微調整を行

う。その際，他の分担研究との連携，たと

えば，梶木分担研究者らが作成した「生活

記録表」と本分担研究で作成した「Step3 生
活リズムを整える」との連携なども有用か

もしれない。そのうえで，支援ツールの内

容と形式を確定させ，本試験（無作為化比

較試験）によりその効果を最終的に評価す

る。確定した内容についてはリーフレット

形式でも提供できるように作業を行う。 
 
Ｅ．結論 
本研究では，メンタルヘルス不調による

休業中の労働者のセルフケアの支援に関し

て，支援方策の開発とその効果評価を目的

とした。2 年目の平成 27 年度は，科学的根

拠に基づくセルフケア支援方策のガイドラ

イン（案）の作成と支援ツールの作成を行

った。 
ガイドライン（案）は，国内外のメンタ

ルヘルス不調者を対象とした復職支援ガイ

ドラインなどを参考に，「対象」「内容」「形

式」の 3 つの要素について，推奨内容 5 項

目，ヒント 1 項目を含む合計 6 項目から構

成される第 2 版まで作成が終了した。今後，

産業保健スタッフなどガイドラインの使用

者からも意見を聴取し内容を確定させる。 
セルフケア支援ツールは，ガイドライン

（案）にもとづき，対象疾患をうつ病に限

定し，6 つのステップから構成される内容

を WEB で提供するツールを作成した。今

後，パイロット研究（前後比較試験）によ

り内容と形式を確定したうえで，本試験（無

作為化比較試験）にて効果の最終評価を行

う。確定した内容についてはリーフレット

形式でも提供できるように作業を行う。 
 
Ｆ．健康危険情報 
 該当せず。 
 
Ｇ．研究発表 
１．論文発表 
有馬秀晃、島津明人、江口尚、堤明純：復

職支援プログラムほかオランダにおけ

る先進的な産業保健の取り組み．産業

医学ジャーナル（印刷中）. 
２．学会発表 
島津明人. メンタルヘルス不調による休業

中の労働者のセルフケアの支援. 日本

産業衛生学会第 57 回産業精神衛生研

究会. 2016 年 2 月 20 日, 横浜市. 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
 該当せず。 
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平成２７年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発」 

（１４０７０１０１―０１） 
分担研究報告書 

 
日本型職場復帰診断書（fit note）システムの試行 

 
研究代表者 堤 明純 北里大学医学部公衆衛生学教授 

 
研究要旨：日本型フィットノートシステムの素案とシステム構築のためのツールとマニュアルを作
成し、ワーキンググループおよび専門家から、運用上の課題等について意見を得て改善した。主治
医が、事業者およびケースそれぞれと、仕事の専門性を含めた職務や就業に対する自信や不安につ
いて確認し、就業に向けて相談することができるツールを作成した。モデル事業を念頭において、
フィットノートを使用する対象事業場を、いったん小規模事業場に限定し、フィットノートの主た
る適用となる障害群も整理をして、主治医が使用しやすくなるようにした。わが国に制度として導
入するための課題として、法的な課題と制度上の課題を整理した。以上を基に、モデル事業用のフ
ィットノートとそのマニュアルを主治医用、事業者用、労働者用に作成し、モデル事業での評価項
目を整理し、最終年度のモデル事業実施に関する準備を整えた。 

 
研究協力者 
河野慶三（富士通株式会社産業医） 
佐藤裕司（富士通株式会社産業医） 
前田聡彦（富士通株式会社産業医） 
土肥紘子（富士通株式会社産業医） 
三宅 仁（富士通株式会社常務理事健康推進本

部長） 
佐藤光弘（富士通株式会社健康推進本部健康事

業推進統括部統括部長） 
玉山美紀子（富士通株式会社人事本部労政部ア

シスタントマネージャー）  
宮岡 等（北里大学医学部精神科教授） 
鎌田直樹（北里大学医学部精神科） 
田中克俊（北里大学大学院医療系研究科教授） 
坂田深一（医療法人社団博奉会相模ヶ丘病院院

長） 
井上賀晶（医療法人社団博奉会相模ヶ丘病院診

療部長） 
石渡弘一（神奈川産業保健総合支援センター所

長） 
森田哲也（神奈川産業保健総合支援センター相

談員） 
塩崎一昌（横浜市総合保健医療センター地域精

神保健部長） 
林田耕治（トータルヘルス株式会社、株式会社

D4 代表取締役・福岡職域研究会世話人） 
森口次郎（京都工場保健会産業保健推進部部長） 
藤野善久（産業医科大学公衆衛生学准教授） 
三柴丈典（近畿大学法学部教授）  
柳下 桜（北里大学医学部公衆衛生学） 
 

A. 研究目的  
英国では、主治医が休業者の仕事への適合性

を評価し、雇用主による支援の必要性を助言で

きる「職場復帰診断書」(fit note：フィットノー

ト)の活用が始まっている。フィットノートは、

休業が必要であることを示す従来の診断書では

なく、どのような条件が整えば復職できるかに

焦点をあてた診断書であり、休業や復職に関す

る主治医、職場側双方の認識や行動を変えるこ

とで、休業の長期化を防止する効果があるとさ

れている。本研究の目的は、このフィットノー

ト システムをわが国に適用できるか、モデル事

業を取り入れて検証することにある。 
初年度の研究成果から、フィットノートは、

わが国の課題とされている産業保健体制の十分

でない職場への適用の参考になると考えられた。

一方で、わが国への導入に当たって検討するべ

き事項には、フィットノートを適用する疾患を

含め、制度上、運用上の課題が多数挙げられた。 
第２年度にあたる本年は、初年度挙げた課題

についてのワーキンググループにおけるさらに

掘り下げた議論と並行して、法律家を含む実務

家からの情報収集を行い、日本型フィットノー

トシステムの素案とシステム構築のためのツー

ルとマニュアルを作成して、最終年度のモデル

事業の準備を整えることを研究目的とした。 
 
B. 研究方法 
産業保健の専門家および産業保健に精通した

精神科医によるワーキンググループと、実際に

地域においてモデル事業を展開する際に協力い
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ただく専門施設・専門グループとの相互的なデ

ィスカッションと情報収集を通じて、フィット

ノートのひな形とマニュアルを作成、改善した。

ツールの作成については、２回の学会発表の機

会を利用して、参加者の専門家とのディスカッ

ションを基に改善したものを、さらに、ワーキ

ンググループで洗練化する形で改善した。さら

に、労災疾病臨床研究事業研究班でシンポジウ

ムを企画、開催し、現場からの意見を取り入れ

て、マニュアルの素案を作成した。 
 
1. 対象の設定 
 昨年度に引き続き、どのような事業場の労働

者を対象とすればよいかについて、精神科医お

よび産業医両ワーキンググループにおいて議論

を行った。 
 
2. 適用疾患などの設定 

精神科医ワーキンググループとのディスカッ

ションおよび、研究班会議におけるディスカッ

ションから、フィットノートのプロセスを進め

ることが難しい障害をリストアップし、マニュ

アルに反映させた。 
 
3. フィットノート導入を促進するツール 

労働者の復職を促すツールとして英国で使用

されている shared decision making tool を参考

に、労働者のメンタルヘルスおよび職場復帰に

資する項目を、精神科医および産業医のワーキ

ンググループでブレインストーミング的に抽出

し、個人属性、ストレス要因、支援要因、復職

に対する自信、復職の障害を盛り込んだツール

の原案を作成した。関連学会において原案を発

表し、参加した専門家から得られた助言を受け、

参考とする情報は事業者からと労働者からに分

けて収集することが好ましいと考えられるよう

になり、以下の２つのツールを作成することと

した。 
1) ケースの就業状況に関する情報を聴取する

ためのツール 
主治医が、ケースの職場復帰について助言す

るためには、ケースの就業状況について、ある

程度の情報を入手する必要がある。精神科医お

よび産業医のワーキンググループの意見を入れ

て作成したツールの原案を第 25 回産業医・産業

看護全国協議会において発表し、参加していた

産業医等から数々の助言を得て第２版を作成し

た。 
第２版では、職場からの情報は、前もって上

司などから、ケースに期待している業務とパフ

ォーマンスを記してもらい、主治医側としては

職場で求められているケースの業務を理解でき

ると共に、上司等からもコミットメントを得ら

れるよう工夫した。さらに、ストレスフルな状

況が分かるようにストレス要因などを例示し、

主治医が就業可能性を検討するに当たって必要

な情報として、睡眠状況を含む生活状況を聞き

取る欄を加えた。最後に、産業医および精神科

医ワーキンググループにおいて、患者保護に関

するツール使用に当たっての留意点などの意見

を得、項目を取捨選択したものを最終案とした。 
2) ケースの就業準備状況を把握するためのツ

ール 
英国では GP と患者が、「仕事に戻ることの重

要性」「仕事に戻るにあたっての障害と促進要因」

「仕事に戻れる自信」「有用な情報（主に休業が

長引くことによるリスク増加に関する情報）」な

どについて会話をする材料を提供するツールが

使用されている。本ツールは、元来、患者との

ディスカッションもしくは情報収集を通じて、

職場復帰について、患者自身が態度を決定する

ことを支援することを目的としたもの（Shared 
Decision Making）である。こちらを参照して、

ケースが有する復職に対する自信と心配な点に

ついて尋ねる項目を加えた。 
 

4. フィットノート導入にあたり、法的に勘案し

なければならない事項 
法律家（三柴丈典近畿大学法学部教授・厚生

労働省労働政策審議会 安全衛生分科会公益代

表委員）にインタビューを行い、フィットノー

トの導入に当たって法的に勘案しなければなら

ない事項について整理した。 
 
5. 制度化のための課題の整理 

初年度に課題として上がった以下の制度上の

課題に対して整理と検討を行った。 
1) 導入を促進するインフラの設定：コーディネ

ィティング 
2) 柔軟な雇用形態 
3) 発行時期と期間 
4) 就業ができない場合の福祉的措置への移行 
5) 発行費用（文書料）等 
6) 主治医のトレーニングについての検討 
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6. 日本型フィットノートひな形の作成 

以上の検討を基に、日本型フィットノートの

ひな形を作成し、想定される制度の下で、運用

上の手続き等を盛り込んだモデル事業用のマニ

ュアルを作成した。 
 
7. モデル事業評価指標の策定 
最終年度にモデル事業を実施するに当たって、

事業場側（産業保健職含む）、主治医側、また、

可能であれば、患者側からの評価項目を抽出し

た。 
 
倫理的配慮 
 マニュアルを含めたツールの作成については、

個人情報を使用しないため倫理審査の対象外で

ある。 
 
C. 研究結果 
1. 対象の設定 
フィットノートを使用することの最大のメリ

ットは、臨床主治医および事業主（もしくは、

担当者）に、産業保健職の機能を一部肩代わり

してもらうことにより、産業保健職が不在の事

業場において復職のプロセスが機能することと

考えられた。後述する課題にも挙げたように、

当該事業場で、フィットノートが有効に利用で

きるかどうかについては課題も多いが、まずは、

従業員数 50 人未満（10 人以上）の衛生推進者

をおいている事業場で適用することを想定し、

全体に広げる可能性を模索することとした。大

企業でも産業医のアクセスがしにくい支店など

でも活用の可能性はある。 
 

2. 適用疾患などの設定 
当初、適用禁忌となる障害群をリストアップ

しようとしたが、たとえば、統合失調症でも職

場で良好な関係性が保たれていれば適応の可能

性がある（相対的禁忌）など、事例性がコント

ロールされれば、どのような疾患でもフィット

ノートの適用となるため、適用禁忌が想定され

る障害は参考程度に紹介することとした（表１）。 
療養に当たり十分な休養を必ずしも要しない

適応の問題でメンタルヘルス不調に陥った例等

は、就業環境を整えることにより症状を制御で

きる可能性があることから、フィットノートの

よい適用疾患になる。いわゆる適応障害を適用

のある障害として前面に出すことも検討したが、

実際の臨床では、除外診断を含めたプロセスを

経たうえで診断がなされるものであり、一般医

家において、必ずしも、容易に診断できるもの

ではないことから、あえて障害名は限定しない

こととした。 
 
3.フィットノート導入を促進するツール 
1) ケースの就業状況に関する情報を聴取する

ためのツール 
当初、ケースの就業状況等についての情報を、

ケース本人から情報収集することを検討したが、

正確な情報が聴取できるか不明な点があること、

事業場のコミットメントを得ることは有用と思

われること等、産業医学の専門学会での参加者

から有用な意見をいただき、事業場から提出す

るものと改めた。さらに、項目については、メ

ンタルヘルス不調に陥る前の状態やケースに期

待されるパフォーマンスを聴取すべき情報候補

とした。 
ワーキンググループによる最終案の設定にあ

たって、ケースによっては、事業場からの情報

が、悪意をもったものであったり、ネガティブ

なものばかりであったりすると、医療側が混乱

するなどの課題が指摘された。さらに、事業場

に求められるパフォーマンスを問うことも、ケ

ースによって偏った情報が提出される可能性が

あることから、職位（ケースが有する責任の度

合い）と職務内容をシンプルに問うこととし、

最近の勤怠に関連する内容と、事業場で（上司

として）困っている内容について問うこととし

た。さらに、このツールを使用して、事業場に

問い合わせてよいのか、聴取する相手にケース

の情報（病状）を開示してよいのか等をケース

に確認する、インフォームド・コンセントが必

要と考えられたため、本ツールは、主治医が意

見交換をしたいときに、必要に応じて職場に問

い合わせるものとし、マニュアル上「就労に関

する意見書発行のための情報提供」と命名した

（図１）。 
2) ケースの就業準備状況を把握するためのツ

ール 
主治医がケースと就労可能性について相談が

できるツールとして、ケースの復職準備状況と

復職を妨げる要因を検討するツールを作成した。

復職準備状況については、Visual analogue 
scale を模して 10 段階で、就業に対する本人の

自信を評価させることとした。復職を妨げる要
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因については、復職をしようとする際に困るこ

とと、ケースが考えうるソルーションを自由に

尋ねることとし、マニュアル内では「就労の準

備状態について」と命名した（図２）。 
当初は働くことの必要性を尋ねる項目ととも

に、自信の有無や自己評価の理由を尋ねていた

が、よりポジティブな反応を引き出すべく削除

することとし、尋ねる順番も、自信の程度から、

就業上のバリアに移る方向で修正した。また、

睡眠を含む生活面の状況も、最終的には削除し

た。 
 
4. フィットノート導入にあたり、法的に勘案し

なければならない事項 
不要な休職を回避する目的でフィットノート 

を導入する場合に、法的に勘案しなければなら

ない事項は、医療の範囲のみで導入するか、様々

なステークホルダーを巻き込む公的な制度とし

て導入するかにより、変わってくる点を教示い

ただいた。 
すなわち、医療の範囲のみで導入する場合、

マニュアルを使用した適用疾患の篩い分けの実

施を取り入れることなどと同様の手続きとなる。

要は、医療の中での治療方法やシステムの変更

と同じようなものになるため、医師のコンセン

サスを含め、医学的な裏付けがある限り、おそ

らく法的な課題は少ない。 
一方で、様々なステークホルダーの参加を得

る公的な制度としての導入に当たっては、フィ

ットノートへの記載内容の判断をどのような基

準で行っているのか（主治医によるケースの労

働能力判断の妥当性）が問われる可能性につい

て検討をしておかなければならない、とされた。 
たとえば、労働者は働けないと思っているの

に就業させられ、状況が悪化した場合、逆に、

労働者は働けると思っているのにその適用を受

けられずに休職が続いたり、退職に至った場合

などに訴訟問題となる可能性があり、英国にお

いて、フィットノートがどのような社会的認識

を背景に導入され、現にどのように運用され、

どのように受け止められているのか等について

十分な調査の必要性があるとの助言を得た。 
なお、日本で制度を展開する際に、特に念頭

に置く必要がある内容として、病者の解雇は最

終手段とすべきという解雇権濫用規制と解雇回

避努力義務、病者への適切かつ合理的な配慮を

求める健康配慮義務、障害者への差別を禁止し、

合理的配慮を定める改正障害者雇用促進法とそ

れを受けた民事上の法理論であり、安全衛生法

上は、病者等の適正配置を求める第 61 条の解釈

適用が問われるとの回答をいただいた（表２）。 
 
5. 制度化のための課題の整理 

フィットノートを導入すると仮定した際、制

度上克服すべき課題を整理した。 
1) 導入を促進するインフラの設定：コーディネ

ィティング 
事業場側からすると、フィットノートが送っ

てこられるだけでは、主治医の助言に対応でき

ないかもしれず、負担感を軽減するために、事

業場にも納得してもらう仕組みが必要である。

一般に、事業場の実情が分からないと、就業の

配慮はできないため、復職コーディネーターな

ど、地域で、その後のフォローをサービスする

仕組みがあるとよく、支援源としては、産業保

健総合支援センター、地域産業保健センターが

候補として考えられた。労務上の配慮を検討す

る場合には、社会保険労務士が有用な資源とな

る可能性がある。 
2) 柔軟な雇用形態 
制度上の整備事項には、雇用の流動性と雇用

条件の柔軟性が挙げられる。たとえば、英国で

は、事業者と労働者個人間で、職務に対して、

個別に賃金調整が可能なため、事業者と労働者

個人間で合意が形成されれば、合意した労働条

件で復職が可能となるのである。受け入れ側に

は、個別の労働者の契約に関する柔軟な対応が

求められ、集団交渉型のわが国にはそぐわない

面がある。一方で、小規模事業場では、集団交

渉で画一的な労働契約が形成されるとは限らず、

むしろ柔軟な対応が可能となるかもしれない。

その際、社会保険労務士などの支援が有用にな

ると思われる。 
3) 発行時期と期間 

早期の職場復帰と休業予防を主目的として、

主治医には可及的速やかに記入をしてもらうこ

と、再評価に当たっての期日を記入してもらい、

職場における就業制限（休業を含む）期間の目

安にできるようにした。 
4) 就業ができない場合の福祉的措置への移行 

英国では、休業４週以上でフィットノートに

代わって休業者をケアするFit for Work Service 
(FFWS)が導入されている。FFWS は、国費で健

康と就業に関するアセスメントと助言サービス

− 16− − 17 −



 

 
 

を行う制度で、2014 年より導入された。この制

度は、４週間以上の休業に入る（もしくは見込

まれる）労働者に対し、産業保健専門職が電話

もしくは対面で労働者の状況を評価し、それぞ

れの労働者に適合する助言を提供するものであ

る。就業を阻害する要因を同定し、これらを取

り除いていくプラン（Return to Work Plan）が

作成され、長期休業者の復職支援にフィットノ

ートに代わって使用される。この Return to 
Work Plan は、労働者の同意に基づいて、GP や

事業者にも共有される。ここで、ジョブマッチ

ングなどについての適切な相談先の紹介や、複

雑な休職制度の中で手続きの遅れなどが発生し

ないように、ケースマネジメントを行うことが

重要で、ケースマネージャーが導入されている。

また、紹介者に限らず、ウェブサイトや電話で

の就業に関連する健康問題に関する助言サービ

スも行っている。このようなシームレスな休業

補償への移行について制度上の検討が必要であ

る。 
5) 発行費用（文書料）等 

制度として導入するためには、ステークホル

ダーにとって、経済的なインセンティブが必要

となる。わが国における制度として取り入れる

場合、フィットノートの受益者負担の観点から

は、２つの選択肢が考えられる。すなわち、仕

事をするために必要な書類であればケース（労

働者）負担となり、就業配慮上の意見を求める

ものであれば事業者負担となることが考えられ

る。 
6) 主治医のトレーニングについての検討 

フィットノートが、労働者に何ができるか、

に焦点を当てたものであるとすれば、主治医は、

ケースの職務や、日々の仕事が健康に及ぼす影

響について理解しておく必要がある(Coole et al, 
2013)。英国の GP が仕事関連のコンサルテーシ

ョンについて困難を感じている点は、患者擁護、

コンサルテーションのための時間、仕事と健康

に関連する知識の欠如 (Hussey, Hoddinott, 
Wilson, Dowell, & Barbour, 2004) やコミュニ

ケーションスキル(D. A. Cohen, Aylward, & 
Rollnick, 2009)であった。これら情報をもとに、

トレーニングプログラムの開発が始められ、3
時間の対面型ワークショップ教育が、マネジメ

ントにおける仕事と健康について患者と話をす

ること、患者が仕事に戻ること、事業主に仕事

と健康について話すことの重要性の認識につい

て一定の効果を挙げている(D. Cohen, Khan, 
Allen, & Sparrow, 2012)。  
 
6. 日本型フィットノートひな形の作成 
1) 日本型フィットノートひな形の開発 
英国版のフィットノートにおける主治医の記

入箇所は、「仕事に適さない」「主治医の助言を

考慮することにより仕事に適する可能性がある」

のみで、臨床上配慮すべき必要最小限の内容を

追記することになっているが、わが国の適用を

考えた場合、「仕事に適さない」とする主治医か

らのメッセージは抵抗があり、基本的には、「仕

事はできる」というメッセージとともに、就業

可能性を上げる就業上の配慮についてコメント

することとし、休業については、一般の診断書

で行うという、機能を分けることが検討された。

しかし、そのようにすると、２つの文書が並立

することになり、現場に混乱を来たすこと、ま

た、「仕事に適さない⇒（医学的事由で）就業不

可」のオプションを従来の就業不可を示すもの

ととらえれば、フィットノートに残しておくこ

とは可能であると考えられ、最終的に診断書と

しての機能を持たせた文書として提案すること

とした。（図３） 
診断書を持って休業とする現行の企業のシス

テム（考え方）を変え、フィットノートを普及

させるためには、現状の診断書を凌駕する便益

を示すことが必要と考えられ、フィットノート

の機能を理解しやすくするように、従来の診断

書にフィットノートが付加する機能をマニュア

ルに追記することとした（表３）。 
2) フィットノートマニュアルの開発 
これまでの検討を経て、日本型システムを想

定して、主治医用、事業者用、労働者用の３種

類のマニュアルを作成した。 
まずは、主な対象とする小規模事業場でフィ

ットノートを使用することによるメリットを挙

げた。さらに、英国のものであるが、フィット

ノートの効果を支持する科学的根拠を示し、早

期の職場復帰が労働者は社会にとって好ましい

ものであることを伝えることを試み、従来の診

断書にフィットノートが付加する機能を説明し

た。 
続いて、フィットノートで使用する文書類（ツ

ール類）の説明を行った。それぞれの文書の記

入箇所を指し示す形で記入すべき内容の解説を

行った。文書の解説は、ツールに関わらずフォ
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ーマットをできるだけ統一し、文書の目的、使

用方法、使用時期、適用する対象などを示した。 
さらに、主治医用のマニュアルには、特別に

使用上注意点として、フィットノートを発行す

る際に留意すべき病態について紹介した。 
最後に３種類のフィットノートすべてに、労

働者、事業者にとってのフィットノートの使用

方法を改めて付し、イラストを使った使用例と

Q & A を示した（巻末資料：フィットノートマ

ニュアル）。 
フィットノート導入の要件として、事業者側、

主治医側両者のインセンティブについて検討す

る必要性が挙げられていた。モデル事業を想定

している小規模事業場周辺での復職に関連して

は、事業場側では産業保健職の不在がもっとも

大きな課題であり、主治医側では職場との連絡

手段がないことが課題である。フィットノート

を導入することでこれらの課題が解決する可能

性をアピールすることとした（図４）。 
 
7. モデル事業評価指標の策定 

英国において、フィットノートが適切に記載

されていないことについての評価がされており 
(Coole, Nouri, Potgieter, & Drummond, 2015)、
モデル事業における、主に主治医側の評価の参

考としてリストアップした（表４）。 
運用面全般でも、フォーマットの改善や電子

文書の普及、ガイダンスや教育の改訂など、数々

の要改善点が上がるとともに、その改善にもい

くつかの障害が指摘されている。これらに対し

ては、法改訂や GP との契約の変更、IT の複雑

さや整備のためのコスト、GP コンサルテーショ

ンの制限、費用や教育提供の責任所在の不明確

さ、すべてのステークホルダーに対するガイダ

ンスとトレーニング、実務の評価などについて

課題が挙がっている(Coole, Nouri, Potgieter, 
Watson, et al., 2015)。さらに、英国でも、必ず

しも患者の希望に沿うフィットノートとならな

いことから、医師と患者の間に緊張感が生じて

いたり (Wainwright, Wainwright, Keogh, & 
Eccleston, 2015)、労働者側には、スティグマに

関する課題が残っていたりしている(Rachman, 
Bunce, Thorley, & Hendriksz, 2015)。以上のよ

うな課題が、わが国の制度設計の参考となるか、

事業場側（含む産業保健職）、主治医側を通じて

フィットノートの記載事項の取捨とともに、モ

デル事業で評価を行う予定である。 

 
D. 考察 
わが国においても、職場における調整によっ

て不要な休業を防ぐことができる多くの例があ

るということや、長期休業が予後に悪影響する

ことが少なからず経験されている（鎌田ら2013）。
仕事は健康に良いものであり、有症状は必ずし

も仕事につけないことを意味するものではなく、

むしろ予後を改善し経済的コストを軽減する可

能性があるため、事業者を含む社会全体のシス

テムを変更していくというフィットノート導入

の考え方（Waddell & Aylward 2010; Waddell & 
Burton 2006）は、わが国の産業保健制度を検討

するにあたって参考になるものである。 
 
1. 対象の設定 

ワーキンググループにおける検討では、フィ

ットノートを導入することにより、もっとも益

を受ける対象は、産業医選任義務のない小規模

事業場であるという認識であった。英国の導入

動機も、不十分な産業保健サービスを補完する

ためであり、産業保健職の手薄な小規模事業場

をまず対象とすることは合理的と思われる。社

内の制度変更など状況が許せば、大企業でも支

店等で活用の可能性がある。 
 
2. 適用疾患 

産業医および精神科医ワーキンググループに

共通して、エビデンスが不足しているメンタル

ヘルス不調への適応の可否が懸念された。十分

な休息を必要とする障害を除く適応の問題でメ

ンタルヘルス不調に陥った労働者がもっとも適

用のある状況と考えられた。 
適用疾患については、慎重な検討が必要であ

り、軽々に規定するべきではないが、英国にお

いてフィットノートが最も発行されているのは

メンタルヘルス不調であるにもかかわらず

(Elms et al, 2005)、障害名については制限を設

けておらず、パニック障害で対人関係を有する

タスクが困難なケースを「就業不可」とするプ

ロセスが例示されているのみであり、参考とす

べきと思われる。 
 
3.フィットノート導入を促進するツール 
1) ケースの就業状況に関する情報を聴取する

ためのツール 
メンタルヘルス不調に陥る前の、労働者の就

業状況やパフォーマンスを知ることは、主治医
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にとって有用である。主治医と雇用者間で、コ

ミュニケーションがうまく取れないことについ

ては英国でも課題となっているが(Kotze, 2014)、
英国のフィットノートシステムには、事業者か

ら主治医に向けた意見書は作成されていない。

英国以外でも、フィットノート類似のシステム

導入の試みが開始されており(Brijnath, Singh, 
& Mazza, 2015; Gutenbrunner et al., 2015; 
King, Murphy, Wyse, & Roche, 2015)、アイル

ランドの GP における調査では、対象の 53%が

フィットノート導入を好ましいとし、50%が患

者の復職を改善すると答えた。74%が、労働者

の復職を決するのに事業者を巻き込むのがよい

とした(King et al., 2015)。以上の例は、日本と

システムが異なる国々の調査であるが、主治医

と事業者を結ぶツールは、日本独自のものとな

る。 
基本的に、ケースとのみ接点がある英国の GP

は、ケースの就業に関する情報をケース本人か

ら取得している。当初は、ケースを介しての情

報収集ツールを考案したが、わが国において復

職を検討するに当たっては、職場と主治医との

連携が求められていること（堤, 2011）、職場に

コミットメントを求めることも望ましいこと、

さらに、ケースからのみの情報は時に正確性を

書くことなどから、職場からの情報を収集する

スタイルとした。一方で、ケースの情報を職場

とやり取りすることでの配慮の必要性も指摘さ

れた。職場からの情報にも正確性を欠く可能性

は存在するため、当該文書のやり取りについて

は、ケースの同意を得ることとした。 
2) ケースの就業準備状況を把握するためのツ

ール 
主治医（一般の精神科医）が、ケースに仕事

のことを、簡便に構造的に尋ねることができる

チェックシートは、主治医によるケースの把握、

職場復帰支援の両面で有用となる可能性がある。

専門家らのコメントには、こういったツールの

必要性と共に、多くの主治医からすると、職場

の問題を扱うのは面倒であることから、できる

だけ簡便性をもって記入してもらうことの重要

性が指摘された。情報のやり取りについては、

糖尿病患者で使用されている DM 手帳の応用な

ども示唆された。 
主治医が、ケースと就業に関してディスカッ

ション（コンサルテーション）する過程は、労

働に対して前向きな考えを引き出す、もしくは、

自らが主体的に復職に関する意思決定をしてい

く機会にもなり、当該ツールは、本来の Shared 
decision making の機能も含有するものである。 
 
4. フィットノート導入にあたり、法的に勘案し

なければならない事項 
法的に勘案しなければならない事項について

は、法律家の意見を聞いて整理した。制度化す

る際にもっとも留意されるべき点は、主治医に

よるケースの労働能力判断の妥当性であり、制

度設計の意義の明確化とともに、主治医のトレ

ーニングの必要性が、ここでも明らかになった。 
訴訟の有無に関わらず、労働者を中心とする

当該ステークホルダーに不利益を及ぼしてはい

けない。文書の趣旨は変わるものの、取り扱い

は従来の診断書と同様であり、ケースに不利益

をもたらすものではないことを、マニュアルの

冒頭から最後の Q & A までを通して、伝えるよ

うにした。 
 
5. 制度化のための課題の整理 
1) 導入を促進するインフラの設定：コーディネ

ィティング 
フィットノートで求められる就業配慮に事業

場側が対応できるか否かが課題となるため、事

業場側には、フィットノートを受けた後、現場

で調整を行うコーディネーターが存在すると望

ましく、想定される関連の支援源についてマニ

ュアルに盛り込んだ。 
2) 柔軟な雇用形態 
雇用形態については社会制度上の制限が大き

い。小規模事業場では、就業規則の範囲で柔軟

な配慮を設定できる可能性がある。フィットノ

ートでは、主治医は職場や産業保健に関する専

門的な知識は期待されず、主治医の助言に基づ

いて話し合い、可能な対応をすることは、患者

と雇用者の役割とされている。産業医抜きで、

事業者責任でやれることを既定する必要がある。

自然、裁量は大きくなる可能性はあるが、障害

者の就業配慮については、判例上、専門家の意

見を聞く必要があることから（片山組事件：最

高裁判決）、就業配慮期間等の設定についてはフ

ィットノートの再評価期間を目安にすることと

した。 
3) 発行時期と期間 

現状では、多くの例で、専門医の「要休業」

診断書を受けて休業の手続きとなり、多くの場
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合、主治医が患者を初見するタイミングとなる

が、多忙な臨床医にオンタイムの発行を求める

ことは難しい。精神科ワーキンググループ内に

は、休業期間を短くするという目標ではなく、

休む人を減らす（休ませない）という考え方も

あってよい、との意見も出されたが、初診時に

正確な診断を立てることは難しいことも事実で

ある。 
精神科医ワーキンググループでは、休業に陥

る多くの症例が適応の問題で、休職をさせずに

仕事を続けさせられる可能性があること、長く

休むと家族のダイナミズムなどが絡んで予後が

悪くなりさらに長期休業となるリスクが語られ、

初診後 2、3 週間で職場への適応ができないか見

立てをたてることができるとよいのではないか

という意見が出た。この間に主治医と患者の間

で、患者が就いている仕事についてのディスカ

ッションが必要となる。英国では、約４分の１

のフィットノート は、１から３ヶ月の期間で発

行されている(Silk, 2015)。評価日と発行日が分

離しており、将来的なフィットノートの形式の

改変に参考になると思われる。 
4) 就業ができない場合の福祉的措置への移行 
当該内容は、フィットノートシステム事態か

らは独立した制度上の課題であるが、フィット

ノートシステムが有効である期間の設定と関連

して検討されるべき事項である。産業医ワーキ

ンググループの意見として４週から６週が一区

切りという意見が大勢であった。事業場ごとの

事情があるために一律には決めにくいが、一般

に労働契約が切れる段階が目安であろうとされ

た。 
関連の検討事項としては、休業をした場合の

保険給付の出所について、合わせて整理される

必要がある（たとえば、業務外の事由による病

気やケガの療養のための休業である場合は傷病

手当金、業務上の事由による病気やケガの療養

のための休業である場合は労災保険給付、等）。 
5) 発行費用（文書料）等 

英国では、フィットノート発行にかかる費用

は、GP と NHS の包括的業務契約に含まれてい

るため、発行あたりの単価はない。したがって、

GP 直接のインセンティブはなく、このことは英

国でも課題となっている（Coole, et al, 2015）。
4)の課題と合わせて、制度上定めなければなら

ない課題として議論された。 
6) 主治医のトレーニングについての検討 

導入当初の見込みは良好であった英国でも

(Sallis, Birkin, & Munir, 2010)、課題や限界が

見られている。そのうちの大きな課題が GP に

関することであった。フィットノートの使用方

法にばらつきがあり、定められたとおりに記載

されていない等の指摘がなされている(Coole, 
Potgieter, Nouri, Worthington, & Drummond, 
2015; Coole, Watson, Thomson, & Hampton, 
2013; Kotze, 2014)。とくに、フリーテキストボ

ックスが十分に記載されていない。わずか６パ

ーセントしか、'may be fit for work'にチェック

されていないといった事実や(Shiels, Gabbay, 
& Hillage, 2014)、GP のトレーニングや知識不

足も指摘されている(Elms et al., 2005)。 
GP の態度を変えるための教育プログラムが

導入され (Cohen, Khan, Allen, & Sparrow, 
2012)、フィットノートに対する肯定的な態度と

仕事と健康の問題を扱う上での自信も増加して

きているようである (Money, Hann, Turner, 
Hussey, & Agius, 2015)。すなわち、産業医学に

関連する教育、もしくは、仕事と健康に関連す

るトレーニングを受けた GP は、患者が復職す

ることやフィットノートに対して、有意にポジ

ティブな態度を有していた (Money, Hann, 
Turner, Hussey, & Agius, 2015)。英国の GP は、

休業証明書の主たる発行者であり、傷病手当の

ゲートキーパーという日本における主治医と同

様の機能を担っている(Hussey, 2015)。わが国に

おける制度導入に当たっても、教育により主治

医の態度と行動の変容を促すことを計画してい

く価値がある。 
 
6. 日本型フィットノートひな形の作成 

項目とレイアウトについては、多くの医師に

とって診断書を含むペーパーワークは過重な負

荷と感じられていることから（Tsutsumi et al 
2012）、簡単に記入できる、必要十分な項目を選

択し、レイアウトを心がけた。さらに、フィッ

トノートの適用例を分かりやすく解説するため

にイラストを使用した。 
制度が整わない現時点では、マニュアルはあ

くまでモデル事業用のものであり、専門家等の

観察下で実効性の有無、限界、改善点が検討さ

れるべきものである。 
 
7. モデル事業評価指標の策定 

先行している英国で、徐々に明らかになって

きている課題は、ワーキンググループで議論さ
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れた制度上の課題と重なるところが大きかった。

制度導入においては、解決すべき課題となるた

め、モデル事業において、各ステークホルダー

から尋ねる項目としてリストした。モデル事業

の対象としては、産業保健職のいない事業場を

念頭としているが、ステークホルダーに不利益

を与えないように事業をモニターする産業保健

総合支援センターや地域産業保健センターの専

門家の協力が必要と思われる。モデル事業に関

わる各種専門家から広く情報を得ることを工夫

したい。 
 
E. 結論 
主治医がケースと就労可能性について相談が

できるツール、事業者からケースの就業状況を

聴取するツールを作成した。わが国に制度とし

て導入するための課題として、法的な課題と運

用上の課題を整理した。モデル事業を念頭にお

いて、フィットノートを使用する対象事業場を、

いったん小規模事業場に限定し、フィットノー

トの主たる適用となる障害群も整理をして、主

治医が使用しやすくなるようにした。主治医用、

事業者用、労働者用に、検討した内容をそれぞ

れ対象に合わせて盛り込んだマニュアルを作成

し、モデル事業での評価項目を整理した。以上

により、最終年度に、日本型フィットノートを

模索するモデル事業を行う準備ができた。 
 
Ｆ. 健康危機情報 
 該当なし。 
 
G. 研究発表 
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表１．フィットノート適応に留意すべき障害 
切迫する希死念慮がある 
薬物依存・アルコール依存 
精神遅滞 
パーソナリティ障害 
器質性精神病 
未治療の統合失調症 

 
表２．法的な課題についての整理事項 
不要な休職を回避する目的でフィットノートを導入する場合に、法的に勘案しなければならな

い事項は、医療の範囲のみで導入するか、様々なステークホルダーを巻き込む公的な制度とし

て導入するかにより、変わってくる。 
医療の範囲のみで導入する場合、マニュアルを使用した適用疾患の篩い分けの実施を取り入れ

ることなどと同様の手続きとなる～要は、医療の中での治療方法やシステムの変更と同じよう

なものになる～ため、医師のコンセンサスを含め、医学的な裏付けがある限り、おそらく法的

な課題は少ない。 
一方で、様々なステークホルダーの参加を得る公的な制度としての導入に当たっては、フィッ

トノートへの記載内容の判断をどのような基準で行っているのか（主治医によるケースの労働

能力判断の妥当性）が問われる可能性について検討をしておかなければならない。 
たとえば、労働者は働けないと思っているのに就業させられ、状況が悪化した場合、逆に、労

働者は働けると思っているのにその適用を受けられずに休職が続いたり、退職に至った場合な

どに訴訟問題となる可能性があり、英国において、フィットノートがどのような社会的認識を

背景に導入され、現にどのように運用され、どのように受け止められているのか等について十

分な調査の必要性がある。 
なお、日本で制度を展開する際に、特に念頭に置く必要があるのは、病者の解雇は最終手段と

すべきという解雇権濫用規制と解雇回避努力義務、病者への適切かつ合理的な配慮を求める健

康配慮義務、障害者への差別を禁止し、合理的配慮を定める改正障害者雇用促進法とそれを受

けた民事上の法理論だと思われる。安全衛生法上は、病者等の適正配置を求める第６１条の解

釈適用が問われると思われる。 
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表３．現状の診断書にフィットノートが付加する機能 
 従来の診断書が有する機能 フィットノートが付加する機能 

目的 医療情報の共有 早期復職、不要な休業の防止 

考え方 傷病による勤務の可否（一般に要休

業・勤務制限）を示す証明書 
・働くことは健康に良いとする考え 
・就業上の配慮をすることにより就業継

続・復職をさせる方向で、事業者・患者冠

で就業条件の合意を促す 

記載内容 ・診断 
・休業期間 

・診断（就労を困難としている状態像で可） 
・就業は可能とする意見 
・就労上の配慮についての助言 

機能 休職および復職（指針に示される第

3 ステップ）の手続きが開始される

要件 

・事業者（および労働者）が就業について

検討する際、参考とする事項 
・就業・服飾しない場合、休業補償の申請

と連動* 

受取り後の

アクション 
・休業・復職の手続き開始 
（復職の場合）復職前面談等で、就

業制限事項を決定 
・上司、産業保健スタッフ、本人で

内容を確認 
（復職の場合）検討された就業制限

の下、復職プロセスを開始 

・就業上の配慮を検討 
・就業配慮について、事業者、労働者間で

合意 
・検討された就業上の配慮の下、就業継続 

*英国での使用例 
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表４．モデル事業におけるチェックポイントとなりうる英国で課題となっている事項 
主治医側課題 
フィットノートが適切に書かれていない理由(Coole, Nouri, Potgieter, & Drummond, 2015) 
•フィットノートを記載するガイダンスに関する認知・知識の欠如 
•フィットノートフォーマットの不備 
•フィットノート記載に関するトレーニング不足 
•実務を変更する（フィットノートを作成する）ことに対するインセンティブのなさ 
•不完全な電子版フィットノートの実施 
•フィットノートを作成するＧＰの役割についての自信のなさ 
•フィットノートを作成するＧＰの役割が適切なのか疑わしい 
医師患者間に緊張が発生することに関する危惧 (Wainwright, Wainwright, Keogh, & 

Eccleston, 2015) 
 
事業場側課題 
労働契約の切れ方など、事業場別の事情の把握 

 
労働者側課題 
スティグマに関する課題(Rachman, Bunce, Thorley, & Hendriksz, 2015) 

 
各々のステークホルダーから共通に聴取する意見 
記載事項の追加もしくは削除 
フィットノートの有用性に関する自由意見 
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【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

図１
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就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

図２
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事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

図３
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平成２７年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発」 

（１４０７０１０１―０１） 
分担研究報告書 

 

生活記録表を使用した復職支援の標準的方法の開発および効果評価 

 
分担研究者 梶木繁之 産業医科大学産業生態科学研究所産業保健経営学・講師 

 
研究要旨：メンタルヘルス不調で休職した労働者の復職判定を行う嘱託産業医のための、

「生活記録表を用いた復職支援マニュアル」の開発のため、産業保健領域および精神科臨

床領域で生活記録表を用いた復職・リワークに関与している医師（産業医、精神科医）に

よるフォーカスグループディスカッション（FGD）を行い、嘱託産業医向けの暫定版：復

職支援マニュアル（マニュアル）並びに標準的生活記録表（生活記録表）の作成を行った(1-1)。 
更に生活記録表の利用実態について、主に専業の産業医が多数所属していると思われる

日本産業衛生学会産業医部会員に対して、自記式アンケート調査を行った(1-2)。 
 FGD の結果では復職面談時の判断基準として、①休職中の就寝時間と起床時間が通常の

出勤時と同様であること、②日中に横にならないことを最重要視していた。また、日中に

おける③運動、④対人関係、⑤外出の 3 つの活動内容を重要視していた。産業医は安定し

た状態が 2 週間以上必要との意見に対し、精神科医は 4 週間以上必要との意見が多かった。

記入開始の時期は、休職者が復職を考え始めたときもしくは主治医が復職可と診断したと

きが多かった。これらの要素を含む産業医向けの復職判定マニュアル：暫定版が完成した。 
 生活記録表を用いた実態調査の結果、生活記録表を用いている医師（使用者）は、女性

や若い年代に多い傾向があった。また復職判定時に重視する項目数や休職中の面談頻度が

多く、面談時間も長かった。生活記録表を用いていない医師（未使用者）は、生活記録表

そのものを知らない者が多く、さらに生活記録表を用いた復職判定マニュアルへのニーズ

が高いことが判明した。使用者、未使用者いずれも、復職判定時の最重視事項として(1)就
労継続可能性と(2)職場復帰の意欲が挙げられ、更に使用者では(3)規則正しい睡眠リズムが

挙げられた。 
 
研究協力者  
楠本 朗 産業医科大学産業生態科学研究

所産業保健経営学・大学院生 
難波克行 中外製薬(株) 統括産業医 
松岡朱理 HOYA(株)・HOYAグループ 産

業医 

服部理裕 産業医科大学産業医実務研修セ

ンター・産業医学専門修練医 
山下哲史 産業医科大学産業医実務研修セ

ンター・産業医学専門修練医 
長井聡里 すてっぷ産業医事務所 所長 
小林祐一 HOYA(株)・HOYAグループ 総
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括産業医 
吉野俊美 NTT 東日本 首都圏健康管理

センタ 産業医 
山本 愛 メットライフ生命保険（株）本

社産業医 
平岡 晃（株）小松製作所本社 健康増進

センタ 産業医 
平岡美佳 新日鐵住金（株）本社 産業医 
秋山 剛 NTT 東日本関東病院 精神・神

経科部長  
有馬秀晃 品川駅前メンタルクリニック 

院長 
五十嵐良雄 メディカルケア虎ノ門 院長 
奥山真司 トヨタ自動車 産業医（元 リ

ワーク機関精神科医） 
横山太範 さっぽろ駅前クリニック 院長 
 

1-1）標準的な生活記録表の作成と休職者向

け記入要旨、（嘱託）産業医向け復職判定マ

ニュアル：暫定版の作成 

Ａ.研究目的 

メンタルヘルス疾患の復職判定において、

産業医は復職が可能な状態かどうか、また

復職後就労継続が可能であり再休職に至ら

ない状態であるかどうか見極めることが求

められるが、適切にその判断を下すことは

難しい。特に嘱託産業医として復職判定に

関わる場合、専属産業医に比べると一般に

経験数が少ないことや関与できる時間、得

られる情報に限りがあることなどから復職

判定をスムーズに行う際に困難を伴うこと

が予想される。 
今回我々は嘱託産業医が、復職判定を効

率的かつ自信をもって実施できるための

「標準的な生活記録表を用いた復職支援マ

ニュアル」を作成することとした。今年度

は、生活記録表を用いて復職面談を行った

経験のある産業医とリワーク機関で生活記

録表を用いた復職支援を行っている精神科

医によりフォーカスグループディスカッシ

ョンを行い、標準的な生活記録表の作成と

休職者向け記入要旨（記入方法の説明文）、

復職判定マニュアル：暫定版を作成するこ

とを目的とした。 
 

Ｂ.研究方法 

復職判定を行う際に嘱託産業医が利用す

る復職判定マニュアル：暫定版を策定する

ため、生活記録表を用いて復職面談を行っ

た経験のある産業医7名とリワーク機関で

生活記録表を用いた復職支援を行っている

精神科医5名によりそれぞれの属性グルー

プ毎にフォーカスグループディスカッショ

ン（FGD）を行った。 
対象者は、産業医・精神科医としての経

験年数や学会活動と生活記録表を用いての

復職判断経験などを考慮して、機縁法を用

いて選出した。 
復職面談時における生活記録表の利用法

と復職可否の判断基準や指標について、産

業医 7 名に対して 2 時間の FGD を実施し

た。（平成 27 年 3 月 7 日）また、精神科医

師 5 名に対しても同様の質問項目により

1.5 時間の FGD を実施した（平成 27 年 4
月 25 日）。FGD の内容はヴォイスレコーダ

ーに記録し、内容を逐語訳として文章に起

こし、スクリプトをコード化して分類した

（方法 I）。それらの内容を分担研究者と研

究協力者で「復職可否の判断基準」と「生

活記録表の使用手順および留意事項」にま

とめ、再度 FGD に参加した産業医 7 名に

意見を求めた（平成 27 年 8 月 11 日）。得ら
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れた意見を基に、標準的な生活記録表（様

式）と復職判定マニュアル：暫定版を策定

した（方法 II）。 
 
Ｃ.研究結果 

結果 I 

 分析の結果、復職可否の判断基準として

は 4 カテゴリー（睡眠覚醒リズム・日中の

活動内容・症状・持続期間）が分類された。

日中の活動内容は、さらに 7 記録単位群に

分類された。産業医・精神科医のグループ

いずれも「睡眠覚醒リズム」と「日中の活

動内容」を重視したが、症状と持続期間に

ついては産業医・精神科医で意見の相違が

見られた。 
（１） 睡眠覚醒リズム 

復職の判断基準の条件として、産業医・

精神科医ともに①就寝時間と起床時間が守

られていること、②日中に睡眠を取らない

ことを最重要視していた。特に、出勤する

時間帯に間に合うよう起床することを重要

視する医師が複数名存在した。 
〈産業医〉 
 「朝、出勤時間帯に起床して一定時間活

動（少なくとも午前は外出）できる日が 1

週間の中で 5 日以上。2 週間は続けてくだ

さいと決めている。再発事例は３，４週に

延ばす場合もある。」 

 「自分が重視するのは、１：睡眠、２：

午前中、外出できる、３：毎朝通勤できる

（パニック障害でラッシュ時に乗れない人

は時間ずらして、） ４：一定期間作業継

続ができる、そのメルクマールとして図書

館などで読書のような作業が一定時間以上

連続してできるかをみる。」 

 「睡眠の中でも特に、本来出勤する時間

に起きれているかが大事。」 

 「昼寝、夕寝をしていない。」 

 「睡眠リズムが安定していなくて午前中

外出できていない場合、復職がうまくいっ

た試しがない。」 

 「記録表で生活リズムを見るとそろそろ

復職というのは読める。」 

 「判定基準を２，３週間、何時に起きて、

外出できることと基準で決めた。」 

〈精神科医〉 

 「睡眠時間 7〜8時間程度でないと体力が

戻っていないのではないかと考えられる。」 

 「睡眠時間が通勤時間に間に合うかをポ

イントにしている」 

 「睡眠と起床時間、日中寝ていないかに

着目していれば負けない。」 

 「うちは睡眠時間の記録に特化している。

正確に言うと、縦になっていられる時間（起

きていられる時間）がどれくらいあるかに

注目している。」 

（２） 日中の活動内容 

復職の判断基準の条件として、産業医・精

神科医ともに１）運動、２）対人関係、３）

外出の 3 つの活動内容を重要視していた。

さらに精神科医は４）回避的な活動の有無、

５）活動中の状態、６）食事、７）服薬を

確認していた。産業医の中の一人は７）服

薬内容の記載は、むしろ不要であるとした。 
１）運動 

〈産業医〉 
 「どうも図書館で 6 時間いる人より、ジ

ムで 1 時間いる人のほうがいいのでは。運

動って重要ではないかと感じている。同じ

時間であればジムの人のほうが復帰がい

い。」 
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 「運動すると認知機能も改善する。」 

 「運動が悪い論文はない。ただジムに行

く人は運動が好きとか、せっかく休んでい

るんだからダイエットするとか。」 

〈精神科医〉 

 「体力づくりや対人接触をしていること

はポジティブ評価となる。」 

 「睡眠覚醒リズムだけではだめな場合、

体力づくりや対人接触、図書館での勉強、

健康なスケジュール変更があっても大丈夫

なのを見させてほしい。」 

２）対人関係 

〈産業医〉 
 「コミュニケーション障害の人をどこか

で試したいなと思う時に、図書館などだと

じっと黙っていないといけなかったりする

ので、そういうプログラムが欲しいとき、

リワークだと交流がある。」 

〈精神科医〉 
 「集団の中でみんなとうまくやっている

かの対人関係」 

 「体力づくりや対人接触をしていること

はポジティブ評価となる。」 

 「睡眠覚醒リズムだけではだめな場合、

体力づくりや対人接触、図書館での勉強、

健康なスケジュール変更があっても大丈夫

なのを見させてほしい」 

３）外出 

〈産業医〉 
 「朝、出勤時間帯に起床して一定時間活

動（少なくとも午前は外出）できる日が 1

週間の中で 5 日以上。2 週間は続けてくだ

さいと決めている。再発事例は３，４週に

延ばす場合もある。」 

 「また発達障害とかで事務を想定して図

書館とか行くべきなのに、そういう発想を

しない人がいる」 

 「外出がものすごく重要と体験的に感じ

ている。」 

 「外出は一部、職場に言っているという

置き換え。」 

 「単なる外出が効果があると思う。家で

PCやるのとスタバでやるのとは差がある。」 

 「睡眠リズムが安定していなくて午前中

外出できていない場合、復職がうまくいっ

た試しがない。」 

 「判定基準を２，３週間、何時に起きて、

外出できることと基準で決めた。」 

〈精神科医〉 

 「睡眠覚醒リズムだけではだめな場合、

体力づくりや対人接触、図書館での勉強、

健康なスケジュール変更があっても大丈夫

なのを見させてほしい」 

４） 回避的な活動の有無 
〈精神科医〉 
 「起きているが回避的な行動をしている

ことなどまで把握するのであれば活動内容

まで書かせないといけない。」 

 「日中の活動性（家で横になっているな

ど）をみて復職不可と判断するのも負けな

いと思う。」 

５） 活動中の状態 
〈精神科医〉 
 「ある行動をしている時に、楽にやって

いるのか、きつい中で無理してやっている

のか、状態は表だけでは分からないので、

産業医は状態の情報を理解し活用できるよ

うにならないと健康管理できない。」 

６） 食事 
〈精神科医〉 
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  「日中何をしているか、食事、服薬を

ポイントにしている。」 

７） 服薬 
〈産業医〉 
 「復職の判断だけに使うのであれば症状

や服薬の情報いらない。」 

〈精神科医〉 
 「日中何をしているか、食事、服薬をポ

イントにしている。」 

（３） 症状 

 産業医と精神科医で意見の相違が明らか

となった。精神科医が症状の確認を重視す

るのに対して、産業医は症状の確認を不要

とする者がいた。 
〈産業医〉 
 「精神科や心療内科がやるのは症状記録

表。症状記録は産業医としてはいらない。

一日の経過ではなく一週間どうだったかを

みるので。産業医の判定では症状は入れな

いほうがいい。会社に来れていれば頭痛が

あっても良い。」 

 「主治医の表は症状が入っていて、面接

中も症状の話が中心になり話題がそっちに

持っていかれがち。産業医の面談では症状

はいらない。」 

 「症状を見たいわけじゃないから。」 

〈精神科医〉 

 「疾病を見ている側面が大きいので症状

確認の項目が多い。」 

 「日によっては家族と○○した、のよう

な健康な理由でのスケジュールの変更があ

り、それで症状悪化していないことは健康

度が高いと判断できる。」 

 「身体症状の有無は決め手になるので、

その項目が入るとよい。精神科を専門にし

ていない産業医でも見れると思う。」 

 「気分と体調を入れるのが良い。」 

（４） 持続期間 

 産業医と精神科医で意見の相違が明らか

となった。産業医は安定した状態が 2 週間

以上必要との意見に対し、精神科医は 4 週

間以上必要との意見が多かった。 
〈産業医〉 
 「朝、出勤時間帯に起床して一定時間活

動（少なくとも午前は外出）できる日が 1

週間の中で 5 日以上。2 週間は続けてくだ

さいと決めている。再発事例は３，４週に

延ばす場合もある。」 

 「それで 2週間つけてもらって確認する。」 

 「判定基準を２，３週間、何時に起きて、

外出できることと基準で決めた。」 

 「復職可の診断書が出ていなくても、産

業医面談に来てもらい、診断書提出前から

コンタクトを持って、生活記録表を書いて

きてもらう。それが 1ヶ月安定していたら、

主治医に接触して復職可と書いてほしいと

いう方が良い。」 

〈精神科医〉 

 「4〜6週間。最初の 1ヶ月でドボンする

人が多いので、そこをクリアするかをみた

い。」 

 「うちも 1ヶ月。」 

 「3 週間は短い。あなたはある状態だよ

ねと言えるのは 1 ヶ月続かないと。逆に 3

ヶ月以上続いているのに NO というのは信

頼性に欠ける。」 

 「2ヶ月。1ヶ月だと、ある日エンジンが

かかってもだめになる人もいる。」 

 

結果 II 

結果 I を参考にして、休職者本人向けの

記入マニュアル、産業医向けの復職可否の
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判断基準と使用手順を整理し、標準的な生

活記録表（様式）と復職判定マニュアル：

暫定版を策定した。 
・ 本人用 記入マニュアル（添付 1） 

 生活記録表の開始時期は「休職者が復職

を考え始めた時」、「主治医が復職可の診断

書を書いた時」とした。生活記録表を使用

する目的を「復職のための業務遂行能力の

確認のため」と記載し、産業医面談までに

生活記録表を記入してくることを求めた。

休職者が生活記録表を記入することで、休

職者に復職の意思があると判断する最低基

準とした。復職面談の際に確認する項目は、

産業医・精神科医が最重視している「睡眠

覚醒リズムの確立」を必須項目、産業医・

精神科医で同意を得られた「日中の活動内

容（運動・外出）」を推奨項目とした。記入

期間は産業医が使用することを前提とした

ため、2週間とした。 
・ 標準的な生活記録表（添付 2） 

標準的な生活記録表は、昨年度作成したも

のを用いた。氏名と日付の記入欄を設けた。

横軸には日付、縦軸には時間を表示した。

横軸は 1 週間、縦軸は 24 時間とした。睡眠

時間はゾーン表示にて記入することとした。

食事をした時間、日中の活動内容と時間を

ゾーン表示で記入することとした。標準的

な生活記録表は産業医が復職判断にあたり、

業務遂行能力を見ることを目的としている

ため、症状の記載は除外した。 
・ 復職判定マニュアル 【復職判定の参考

となる基準と留意点】（添付 3） 

 産業医が復職判定する基準として、最低

限、復職判定基準 A（必須項目）を２週間

以上満たしていることを生活記録表から読

み取り、その上で生活記録表の記載に虚偽

がないか、本人の復職の意思は確実かを確

認することとした。復職判定基準 A(必須項

目)に加えて、復職判定基準 B(推奨項目)を
生活記録表から読み取ることができれば、

より復職の確実性が高いとした。復職判定

基準 A(必須項目)は FGD で産業医・精神科

医が最重要視していた睡眠覚醒リズムの確

立とした。復職判定基準 B(推奨項目)は産業

医・精神科医が重要視していた「日中の活

動内容（運動・外出）」を反映したものとし

た。休職者が生活記録表を記入している時

点で、休職者が復職の意思があると考えて

いるが、更に面談で産業医が休職者の復職

の意思と生活記録表の記載内容の確認を実

施することとしている。持続期間は、産業

医が使用することを前提とし 2 週間とした。 
 産業医が使用する復職判定マニュアル：

暫定版には、「心の健康問題により休業し

た労働者の職場復帰支援の手引き」に記さ

れた 8 つの項目を復職の可否判断を行う際

の指標として記載し生活記録表の記入内容

との関連について解説を加えた。また遭遇

する可能性のある質問事項に関して「Ｑ＆

Ａ」を設けナラティブな表現での復職判定

基準を示し、マニュアルを利用する産業医

が容易に復職の可否判断ができるようにし

た。 

 

Ｄ.考察 

 本研究では、生活記録表の使用歴のある

産業医・精神科医の意見を基に、嘱託産業

医が復職判定を行う際に利用可能なツール

（本人用記入マニュアル、標準的な生活記

録表、復職判定マニュアル：暫定版）を開

発した。復職判定マニュアルには、生活記

録表に記載された内容のどの部分に注目し

− 36− − 37 −



 

 
 

評価すれば良いかを視覚的に示すことで、

利便性を向上させた。 
 今回作成したツールは、現時点では一部

の産業医・精神科医による経験や知識を反

映したマニュアルとなっている。復職の可

否判断に有効であるかどうかについては、

今回のツールを用いた介入研究を進めてお

り、その結果により検討する予定である。 
 
1-2)  生活記録表の利用実態調査（主に専

業産業医向けの自記式アンケート調査） 

Ａ.研究目的 

生活記録表の利用実態について、主に専

業の産業医が多数所属していると思われる

日本産業衛生学会 産業医部会員 に対し

て、郵送による自記式アンケート調査を行

い、生活記録表の利用実態を明らかとする

ことを目的とした。 
 

Ｂ.研究方法 

１．対象者 
2015 年 10 月 1 日現在、日本産業衛生学

会産業医部会に登録している 1128 名を対

象とした。 
２．調査方法 
 2015年 11-12月に郵送法による質問紙調

査を行った。対象者の属性（性、年齢、医

師歴、産業医活動の有無、産業医歴、産業

医活動日数、産業医の資格、臨床の専門、

メンタルヘルス不調者への面談経験、業種、

生活記録表の使用経験）、未使用者の場合に

生活記録表を使用しない理由（１．生活記

録表を知らない、２．生活記録表を使用す

る必要のある対象者がこれまでいなかった、

３．生活記録表は知っているが、使い方が

分からない、４．生活記録表を知っている

が、使い勝手が悪いので使用しない、５．

その他、の中から 1 つのみ選択）、ならびに

生活記録表を使用した復職判定のマニュア

ルがあれば使用したいかどうか（はい/いい

えの 2 択）、使用者に対しては、生活記録表

の譲渡者（１．産業医、保健師などの産業

保健スタッフ、２．人事課などの事務担当

者、３．上司、４．その他）、使用感（１．

全く参考にならない～５．とても参考にな

る）、利用時期（１．休職開始から要休職の

主治医情報提供書提出まで、２．要休職の

主治医情報提供書提出から復職可の主治医

情報提供書提出まで、３．復職可の主治医

情報提供書提出から復職開始まで、４．復

職開始から就業制限解除まで）を確認した。 
さらに使用者、未使用者において復職判

定において重視する条件として、①起床時

間が一定であること、②入眠時間が一定で

あること、③夜間睡眠中の中途覚醒がない

こと、④昼間の眠気がないこと、⑤職場復

帰に対して十分な意欲を示すこと、⑥通勤

時間帯に一人で安全に通勤ができること、

⑦会社が設定している勤務日に勤務時間の

就労が継続して可能であること、⑧業務に

必要な作業 （読書、コンピュータ作業、軽

度の運動等）をこなすことができる、⑨作

業等による疲労が翌日までに十分回復して

いること、⑩業務遂行に必要な注意力 ・集

中力が回復していることの 10 項目の内、ど

の項目を復職判定で確認しているか複数回

答可として質問し、さらにその中で最も重

要視する項目を 1 つのみ選択させた。その

他、休職中の面談の割合（１．行わない、

２．ごくまれに、３．時々、４．ほとんど、

５．いつも、から 1 つ選択）と面談時間（１．

10 分以内、２．11-20 分、３．21-30 分、
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４．31-40 分、５．41-50 分、６．51-60 分、

７．61 分以上、から 1 つ選択）を確認した。

回答者のうち、産業医面談経験者を対象と

した。 
３．統計解析 
 生活記録表を用いた復職面談の使用経験

の有無を説明変数とし、属性、復職判定に

おいて重視する条件、休職中の面談の割合、

面談時間を従属変数として解析した。解析

には統計処理ソフト SPSS version 20 for 
windows を用いカテゴリー変数に関しては

χ2検定を行い、連続変数は t検定を行った。

統計学的有意水準は 0.05 未満とした。 
４．倫理的配慮 
 本研究は、産業医科大学倫理委員会の承

認ならびに日本産業衛生学会産業医部会の

了承のもと実施した。 
 
Ｃ.研究結果 

１．対象者の特性 
回答者 415 名（36.8%）のうち復職面談

経験者は 369 名であった。そのうち生活記

録表の使用者は 241 名（65.3%）、未使用者

128 名（34.7%）であった（図 1）。 
使用者 241 名、未使用者 128 名の属性を

比較すると、使用者で女性の割合が高く、

また若い年代が多い傾向を認めた。産業医

活動日数は使用者で有意に多かった。産業

医経験年数、メンタルヘルス不調者に対す

る復職面談の経験年数において差は認めら

れなかった。産業医資格の種類としては、

使用者で産業医学総合実習修了者、産業医

学基本講座修了者が有意に多かった。精神

科医、心療内科の臨床専門家であるかどう

かについて差は認められなかった（表 1、2）。 
２．未使用者について 

未使用者 128 名の内、「生活記録表」を使

用しない理由として 44 名（34%）が「生活

記録表」そのものについて知らず、次いで

使い勝手が悪い 19 名（15%）、対象者がい

ない 18 名（14%）、使い方が分からない 9
名（11%）であった。また未使用者の内 95
名（74%）が、「生活記録表」を用いた復職

判定マニュアルがあれば使用したいと希望

した（表 3）。 
３．使用者について 

「生活記録表」の使用者 241 名について、

「生活記録表」を誰が渡すのか確認したと

ころ、産業医、産業保健師などの産業保健

スタッフが手渡す場合が 211 名（88%）で

最多であり、次いで事務担当者 71 名（29%）、

上司 27 名（11%）となっていた。「生活記

録表」の利用時期は、３．復職可の主治医

情報提供書提出から復職開始まで、すなわ

ち復職判定時に利用されるものが 221 名

（92%）で最も多かった。「生活記録表」の

使用感を確認すると、やや参考になる 80 名

（33%）、とても参考になる 154 名（64%）

であった（表 4）。 
４．復職判定項目について 
復職判定条件で重視する項目の数は、使

用者の方が未使用者に比べ有意に多かった

（表 5）。また①起床時間が一定であること、

②入眠時間が一定であること、③夜間睡眠

中の中途覚醒がないこと、④昼間の眠気が

ないこと（以下、昼間の眠気）、⑨作業等に

よる疲労が翌日までに十分回復しているこ

と（以下、疲労回復）において、使用者の

方が有意に重視していた（表 6）。 
最も重要視する項目において使用者で一

番多かった項目は⑦会社が設定している勤

務日に勤務時間の就労が継続して可能であ

− 38− − 39 −



 

 
 

ること（以下、就労継続可能性）で 83 名

（34%）、2 番目が⑤職場復帰に対して十分

な意欲を示すこと（以下、職場復帰意欲）

51 名（21%）、3 番目が①起床時間が一定で

あることで 29 名（12%）であった。一方未

使用者は 1 番目が⑤職場復帰意欲 39 名

（30%）、2 番目が⑦就労継続可能性で 37
名（29%）であり使用者と変わりはないも

のの、使用者で最重視されていた①起床時

間が一定であることは 8 名（6%）にとどま

り、未使用者では起床時間についてあまり

重視されていなかった（表 6）。 
５．休職者面談の状況 
 休職中の面談の頻度は、使用者のほうが

未使用者より有意に多く、また面談時間も

使用者の方が有意に長かった（表 7）。 
 
Ｄ.考察 

１．属性について 
 アンケートの結果より、医師年数が短い

ほど、産業医活動日数が多いほど「生活記

録表」を使用していた。産業医経験年数、

メンタルヘルス不調者に対する復職面談の

経験年数において差は認められず、一概に

経験の差で使用、未使用が決まるわけでは

ないと思われた。産業医の資格として、産

業医科大学で修了可能となる産業医学総合

実習修了者、産業医学基本講座修了者にお

いて有意に使用者が多かったが、産業医科

大学で「生活記録表」を使用した復職判定

を指導していることはないため、直接教育

内容が反映されたものとは考えられなかっ

た。 
２．未使用者について 

「生活記録表」を使用者していない 128
名のうち、存在自体を知らないものが 44 名

（34%）、使い方が分からないが 11名（9%）、

両者で 43%であり、生活記録表そのものの

存在がまだ普及していないものと思われた。

一方で使い勝手が悪いとの回答が 19 名

（15%）認めた。また 95 名（74%）が「生

活記録表」を用いた復職判定マニュアルの

使用を希望していた。このことから、「生活

記録表」の存在が広まるとともに、「生活記

録表」を用いた復職判定マニュアルに対す

るニーズがあることが明らかとなった。 
３．使用者について 

「生活記録表」の使用者 241 名のうち、

「生活記録表」の譲渡者は産業医、産業保

健師などの産業保健スタッフが手渡す場合

が 211 名（88%）であり、休職中から定期

的に連絡や面談を行っていることが推測さ

れた。一方、事務担当者 71 名（29%）や上

司 27 名（11%）が譲渡している場合もあり、

「生活記録表」を産業保健スタッフ以外が

渡す場合には、休職中「生活記録表」を提

出することを社内ルール化するなどの社内

制度化がなされていることが推測された。

また「生活記録表」の利用時期は、復職可

の主治医情報提供書提出から復職開始まで、

すなわち復職判定時に利用されるものが

221 名（92%）で最も多かった。「生活記録

表」の使用感を確認すると、やや参考にな

る 80 名（33%）、とても参考になる 154 名

（64%）であり、両評価合わせて 97%であ

った。このことから使用者の多くが「生活

記録表」を復職判定時に参考情報として使

用しており、高く評価していることが判明

した。 
４．復職判定項目について 
 「生活記録表」の使用者、未使用者にか

かわらず、産業医が復職判定で最重要視し
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ている項目は就労継続可能性（項目⑦）、職

場復帰意欲（項目⑤）であった。また個別

項目を確認すると、復職判定おいて重視す

る項目数は、未使用者より使用者で有意に

多く、使用者は未使用者より規則正しい睡

眠（項目①②③）、昼間の眠気（項目④）疲

労回復（項目⑨）を重視しており、より日

中の行動に支障をきたさないことに重きを

置いている傾向を認めた。 
 就労継続可能性（項目⑦）と「生活記録

表」との関係をみると、「生活記録表」は 1
日の活動記録であり、日中横になっていた

のか、散歩をしたり、読書していたのかを

確認することが可能であり、就労に必要な

最低限の体力が回復しているかどうか、そ

の体力は持続可能かどうかを確認すること

可能であると思われる。 
職場復帰意欲（項目⑤）と「生活記録表」

との関係では、「生活記録表」を記載し続け

るという行為そのものにより、復職に対す

る意欲があるかどうかを確認することが可

能であると考えられる。抑うつ気分や意欲

低下状態が持続し、「生活記録表」を記載す

ることさえおっくうな状態であれば、そも

そも業務遂行能力が回復したとは考えられ

ないと思われる。 
 「生活記録表」使用者が休職者の規則正

しい睡眠（項目①②③）を重視するという

ことが、明らかとなった。睡眠を重視する

からこそ「生活記録表」を使用していると

も考えられる。休職者が仮に始業時間が 9
時で 8 時には家を出る必要がある場合、7
時には起床が必要となる。この場合、起き

なければいけない 7 時にラインを引き、平

日この時間帯に起床できているのか、まだ

入眠中なのかを生活記録表では一目で把握

することが可能である。これは入眠時間に

ついても同様である。 
 また昼間の眠気（項目④）、疲労回復（項

目⑨）についても、「生活記録表」は一日の

活動内容を記載するようになっており、疲

労が蓄積しやすく、日中眠気が生じるよう

であれば、「昼寝」「臥床」などの項目が記

載される。この点が記載されていなければ、

日中の眠気は問題ないレベルであり、業務

に支障をきたさないと判断することが可能

である。また疲労が蓄積していくようであ

れば、入眠が早くなったり、起床が遅れた

り安定した睡眠を維持できなくなるため、

睡眠時間からも疲労の回復は確認が可能で

ある。 
 「生活記録表」使用者、未使用者双方が

復職判定において重視する 2 項目（就労継

続可能性（項目⑦）、職場復帰意欲（項目⑤））、

ならびに使用者が重視する規則正しい睡眠

（項目①②③）、昼間の眠気（項目④）、疲

労回復（項目⑨）のいずれの項目も「生活

記録表」を用いることで容易に確認できる

ものと思われる。  
５．休職者面談の状況 
 使用者の方が未使用者より有意に面談時

間は長い傾向を認めた。また休職中の面談

数も使用者の方が有意に多く、復職判定項

目で重要と考える項目数も未使用者と比べ

て使用者の方が有意に多かった。このこと

から「生活記録表」使用者は未使用者と比

較して、業務遂行能力が改善しているかど

うか判定するため当該労働者の情報をでき

るだけ多く集める傾向にあると考えらえた。 
６．まとめ 
 「生活記録表」使用者、未使用者とも復

職判定において就労継続可能性、職場復帰
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意欲を重視しているが、使用者はさらに、

規則正しい睡眠、昼間の眠気、疲労回復を

重視しており、その確認のために「生活記

録表」が使用されている可能性が示唆され

た。 
 使用者において、休職者に「生活記録表」

を手渡すのは産業保健スタッフの場合が多

いが、一部で事務担当者や上司といった産

業保健スタッフ以外が手渡しており、休職

中「生活記録表」を提出することが復職判

定に組み込まれるなどの復職判定制度が作

られている可能性が示唆された。また使用

者は面談回数、面談時間、復職判定項目で

重要と考える項目数いずれも未使用者より

多く、復職判定においてできるだけ、情報

を集める傾向にあるといえる。 
 「生活記録表」未使用者の多くが、「生活

記録表」を用いた復職判定マニュアルの使

用を希望しており、「生活記録表」を用いた

復職判定マニュアルの作成意義はあるもの

と考えられた。 
 
Ｅ．結論 
 今回の取り組みにより、標準的な生活記

録表を用いた復職判定マニュアル：暫定版

が完成した。また、産業医を専業とする医

師の生活記録表を用いた復職支援の実態が

判明した。今後は、復職判定マニュアル：

暫定版の妥当性並びに有効性の検証を行う

とともに、産業医を専業としない集団での

生活記録表の使用実態の調査を行う予定で

ある。 
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成 28 年 2 月 20 日（横浜） 
 
Ｇ．知的財産権の出願・登録の状況 
１．特許取得 
 なし 
２．実用新案登録 
 なし 
３．その他 
 なし 
Ｈ．引用文献リスト 
なし
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添付１ 
⑥本人用 記入マニュアル 

 
 

生活記録表記入のお願い 

 
この生活記録表は、【あなたが復職を考え始めた時】 もしくは 【主治医が復職可能の診断書を 

書いた時】 から記入を始めてください。 

 

生活記録表は、復職にあたりあなたの体調が十分に整っているかどうかを判断するために、 

使用します。記載された内容をもとにあなたと産業医が面談を行い、復職の可否を決定しますので、 

必ず２週間以上の生活記録を記載し、復職面談時に持参してください。 

 

生活記録表の記入方法 

① 氏名と日付を記入します。 

② 横軸には日付、縦軸には時間が表示されています。横軸は 1週間、縦軸は 24時間です。 

③ 睡眠した時間をゾーン表示(      )で記入し、「睡眠」と記入します。 

④ 食事した時間に、「朝食、昼食、夕食」と記入します。 

⑤ 日中の活動内容を空欄に記載します。活動した時間をゾーン表示(     )で記入します。 

例)散歩、買い物、運動、読書、通院、趣味、テレビ、パソコン 

 

復職面談の際に重視する項目 

A.  必須項目    

起床時間が守られていること。 

昼寝がないこと。 

 

B.  推奨項目 

日中の活動内容：散歩、買い物、運動、読書、通院 

 

記入例を参考に２週間以上記載して、復職面談時に持参ください。 
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図
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集

中
し

て
本

が
読
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あ

り
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睡
眠

記
入

例
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準

的
な

生
活

記
録
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日
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日

活
動
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食
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活
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活
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活
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活
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日
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日
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日
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添
付

3
⑧

産
業

医
用

　
判

定
マ

ニ
ュ

ア
ル

１
介

入
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の
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○
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①
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②
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活
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②
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添付 3-2 ⑧産業医用 判定マニュアル２  

問合せ先：産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 梶木繁之 
Tel：093-691-7523, E-Mail：skajiki@med.uoeh-u.ac.jp 

以下の 8項目は、「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引き」を参考にしています。復職の

可否判断の際に参照ください。また、下線の項目は生活記録表が参考になると思われます。 

(1) 労働者が職場復帰に対して十分な意欲を示していること（生活記録表をきちんと記入しているかどうかで判断でき
ます） 

(2) 通勤時間帯に一人で安全に通勤が出来ること 

(3) 会社が設定している勤務時間の就労が可能であること 

(4) 業務に必要な作業(読書・軽度の運動)が出来ること（生活記録表と面談の情報で判断できます） 

(5) 作業等による疲労が翌日までに十分回復していること 

(6) 適切な睡眠覚醒リズムが整っていること（同上） 
(7) 昼間の眠気がないこと（同上） 
(8) 業務遂行に必要な注意力・集中力が回復していること（同上） 

Q＆A 方式 判定基準（参考） 

Q１: 1回でも寝過ごしていたらダメですか？ 

A１: 基本的には 2週間、就業日（月～金）はきちんと起きているのが原則です。しかし、週 1，２回であれば先生方の

裁量でご判断ください。また、土日は起床時間が遅くてもよいと思われます。 

 

Q２： 睡眠（時間）はどのように判断したらよいでしょうか？ 

A２: 1日６～８時間が理想ですが、中途覚醒があっても起床時の状態が良ければ問題ないと思われます。  

Q３： 精神症状(抑うつや不安)を診る必要はないですか？ 

A３： 生活記録表では、復職に向けた本人の「行動」に焦点を当て、評価します。精神症状については、  先生ご自

身が精神科・心療内科を専門とされない限り、精神科主治医に診断・治療等は委ねてください。 

 

Q４： 生活記録表の記入期間が 2週間に満たない場合は、どうすればよいですか？ 

A４： 安定した心身の状況を把握するためには、最低２週間の情報が必要です。しかし、記入日数が若干（１～2日）

足りない場合は、面談時の情報をもとに、先生の裁量で復職可否をご判断ください。 

 

Q５： 1日当たりの活動項目が十分に記入されていない場合は、どうすればよいでしょうか？ 

Ａ５： 不足している情報は、面談時に詳細を確認してください。発言内容の信ぴょう性が怪しい場合や情報が不十分

な場合は、再度、生活記録表の記入を指示し、次回（2週間以降）の面談時に改めて判断してください。 

 

Q６： 対象者の日中の活動内容で復職を積極的に支持する活動はありますか？ 

A６： 定期的な体力づくり、新聞や雑誌などからの知識の吸収、人ごみの中に出かける、友人や家族と買い物に行くな

どの自発的かつ積極的な行動は良い指標です。テレビを見る、インターネットを眺めるなどは、やや受動的な行動で、

復職の準備状況を判断する指標にはなりにくいと思われます。 

 

Q７： 1回の面談で復職が困難と思われた際には、どうすればよいですか？ 

Ａ７： 再度 2週間以上の生活記録表の記入を指示し、次回の面談時に判断してください。 
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図1

生活記録表使用
241名

生活記録表未使用
128名

アンケート発送
1128名

未回答
713名

回答あり
415名

復職面談経験なし
46名

復職面談経験あり
369名

− 46− − 47 −



表１ p
% n % n

性別
男性 66 158 82 105
女性 34 81 18 23 0.001
Toatal 100 239 100 128
年代
20代 5 10 2 2
30代 23 50 10 13
40代 29 63 21 27
50代 29 63 40 50
60代 11 25 16 20
70代 2 5 10 13
その他 1 2 1 1
Total 100 218 100 126 0.001
産業医資格
日本医師会認定産業医 186 105 0.277
産業医科大学
産業医学基礎研修会
集中講座修了

20 6 0.197

産業医学総合実習修了 70 16 0.000

産業医学基本講座修了 111 32 0.000
労働衛生コンサルタント 145 65 0.083
その他 15 6 0.544
臨床の専門
精神科医 14 8 0.867
心療内科医 14 4 0.273

使用者　N＝241 未使用者　N＝128
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表 2   使用者 未使用者 ｐ 

医師年数 N 238 127   

 平均値 22.76 28.80 0.00 

  標準偏差 10.635 12.627   

産業医経験年

数 N 

239 128   

 平均値 13.62 15.29 0.135 

  標準偏差 8.840 10.830   

活動日数/月 N 240 124   

 平均値 13.433 9.363 0.00 

  標準偏差 6.8622 7.1084   

面談年数 N 235 122   

 平均値 11.30 10.74 0.533 

  標準偏差 7.837 8.438   

 
表 3 生活記録表の未使用者 % n 

生活記録表の未使用の理由     

知らない 34  44 

対象者無し 14  18 

使い方不明 9  11 

使い勝手不良 15  19 

その他 28  36 

Total 100  128 

生活記録表の使用希望     

はい 74  95 

いいえ 23  30 
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6
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醒
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に
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表7 p
% n % n

休職中面談
行わない 9 21 15 19
ごくまれに 26 62 33 42
時々 23 54 28 36
ほとんど 25 61 14 18
いつも 18 42 10 13
Total 100 240 100 128 0.05
面談時間
10分以内 0 0 2 3
11-20分 4 10 14 17
21-30分 35 83 29 36
31-40分 29 70 25 31
41-50分 13 30 7 9
51-60分 17 40 23 29
61以上 3 7 0 0
Total 100 240 100 125 0.00

使用者　N＝241 未使用者　N＝128
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平成２７年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発」 

(14070101―01) 
分担研究報告書 

 
職場訪問型復職支援の開発 

 
分担研究者 秋山 剛 NTT 東日本関東病院精神神経科  

 
研究要旨：本研究は、リワークスタッフが、職場との適切な情報の交換、復職後のコンサルテーション

を通じて、復職支援を行なう方策について検討することを目的とする。初年度は、自分の精神疾患に関

する情報を職場に伝える際の困難に関する先行研究の聞き取り、復職時にリワークスタッフから職場に

伝えることが有益と思われる情報の検討、リワークスタッフによる支援を行うために、本人および職場

から得るべき同意書についての検討を行った。 
今年度は、リワークスタッフによる職場訪問型復職支援のガイドライン案、スタッフのトレーニング

プログラム案を作成することを目的とした。原案を作成した上で、研究協力者への意見を入れ、「リワー

クスタッフによる職場訪問型支援のガイドライン案」が作成された。さらに、ツールとして、本人およ

び企業から明確な説明同意を取得するための説明同意資料、本人および企業の双方から職場、業務につ

いての基本的な情報を収集するためのシート、本人の状態について企業に情報を提供するためのリワー

クチェックリスト、復職後のフォロー面談の前に、本人の体調と業務状況について情報を収集するため

のシートと、職場へのアドバイスの与え方についての指針とする「リワークスタッフによるフォロー面

談の手引き」が作成された。最終的に、以上のガイドラインを用いてリワークスタッフのトレーニング

を行うための、「リワークスタッフによる職場訪問型支援のガイドライン」スタッフトレーニングプログ

ラム案が作成された。トレーニングプログラムでは、講義の内容を様々な意見と結びつけて理解するこ

とが可能になるように、参加者による小グループ討論を重視しており、トレーニングプログラムをパイ

ロット的に試行した。以上より、最終年度に、職場訪問や復職後フォロー面談行うためのスタッフトレ

ーニングを試行することが可能になった。 
 
研究協力者  
岩元 健一郎（国立研究開発法人国立精神・神経

医療センター） 
田島美幸（国立研究開発法人国立精神・神経医療

センター） 
堀越勝（国立研究開発法人国立精神・神経医療セ

ンター） 
平林直次（国立研究開発法人国立精神・神経医療

センター） 
今井杏里（国立研究開発法人国立精神・神経医療

センター） 
早坂佳津絵（国立研究開発法人国立精神・神経医

療センター） 
長島 杏那（国立研究開発法人国立精神・神経医

療センター） 
川﨑 直樹（日本女子大学人間社会学部心理学科） 
遠藤 彩子（ＮＴＴ東日本関東病院） 

福本 正勝（株式会社 i-OH 研究所） 
横山 正幹（さっぽろ駅前メンタルクリニック） 
高野 浩一（髙野労務管理事務所） 
髙野 美代恵（オフィスＭＥ） 
沖 泰子（オフィス ＹＭＯＳ） 
長部 ひろみ（シトラス労務管理事務所） 
山田 晴男（東京都社会保険福祉労務士会） 
香取 美恵子（東京都社会保険福祉労務士会） 
市村 玲子（東京都社会保険福祉労務士会） 
 

A. 研究目的 

① リワークスタッフによる職場訪問型復職支援

のガイドライン案の作成 
② スタッフのトレーニングプログラム案の作

成 
 
B. 研究方法 
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分担研究者が、「リワーク機関スタッフによる職

場訪問型支援のガイドライン」「スタッフのトレー

ニングプログラム」の原案を作成し、研究協力者

への聞き取りを実施し、原案を改訂した。 
 

C. 研究結果 
資料１の「リワークスタッフによる職場訪問型

支援のガイドライン案」が作成された。ガイドラ

インに付随する資料２～９を、初年度で得られて

いた成果、および過去の研究で得られていた成果

を基に作成した。 
本人および企業から明確な説明同意を取得する

ために、資料２および資料３の説明同意資料が作

成された。 
本人、企業の双方から職場、業務についての基

本的な情報を収集するために、資料４および資料

５のシートを用いることとした。 
本人の状態について企業に情報を提供するため

に、就労継続を有意に予測することが確認されて

いる資料６のリワークチェックリストを用いるこ

ととした。 
復職後のフォロー面談の前に、本人の体調と業

務状況について情報を収集するためのシートを以

前の研究成果を改変して適用することとした（資

料７および資料８）。 
職場へのアドバイスの与え方についての指針と

して、「リワークスタッフによるフォロー面談の手

引き」が作成された（資料９）。 
最終的に、以上の資料を用いてリワークスタッ

フのトレーニングを行うための、資料 10 の「リワ

ークスタッフによる職場訪問型支援のガイドライ

ン」スタッフトレーニングプログラム案が作成さ

れた。 
平成 28 年 2 月 29 日に、このトレーニングプロ

グラム案の一部をパイロット的に試行した。 

 
D. 考察 
 リワークスタッフによる職場訪問型支援は、こ

れまでに系統的には、ほとんど行われてきてこな

かった。そのために、参考資料がほとんどなかっ

たが、研究協力者の協力を得て、資料１～10 が作

成された。 
 治療スタッフであるリワークスタッフは、本人

について様々な情報を知りうる立場にある。この

情報に基づいた理解を、復職後のフォロー面談に

活用したいというのが、「リワークスタッフによる

職場訪問型支援」の一つのポイントであるが、そ

のためには、本人および企業から明確な説明同意

を取得することが必要であると判断され、資料２

および資料３の説明同意資料が作成された。 
 これまでのリワークに関する支援では、支援開

始時には、企業側とほとんど情報の交換を行って

いなかった。また、リワークスタッフは、医療ス

タッフであり、企業側の情報には精通していない。

リワーク支援の開始当初から、職場、業務につい

ての情報を得ておくことは、リワークプログラム

における支援の有効性を高め、リワークスタッフ

による職場訪問型支援を行うための重要な基盤と

なる。職場、業務の情報については、本人から得

られる情報と企業から得られる情報に相違がある

ことは、しばしば見られる。相違が存在すること

自体が重要な情報であるが、この相違を調整する

ことは、リワークスタッフによる支援の重要な一

部をなす。そのために、復職基本情報は、資料４

および５のシートを用いて、本人、企業の双方か

ら収集することとした。 
 復職時には、本人の状態について、なるべく具

体的かつ分かりやすく企業に情報を提供する必要

があり、就労継続を有意に予測することが確認さ

れている資料６のリワークチェックリストを用い

ることとした。復職時の軽減勤務や配置転換につ

いては、企業の裁量が大きい分野であり、リワー

クスタッフがあまり具体的な意見を述べることは

適切でないと考えられる。 
 復職後のフォロー面談は、職場訪問して合同面

談できることが理想であるが、それが困難な場合
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には、スカイプ面談、電話面談などで代用するこ

とも可能と思われる。復職後のフォロー面談の前

には、以前の研究で得られていた成果を改変した

資料７および資料８のシートを用いて、本人の体

調と業務状況について情報を収集することとした。 
 その後の職場へのアドバイスの与え方について

の指針として、資料９の「リワークスタッフによ

るフォロー面談の手引き」が作成された。 
 これらの資料を用いて、職場訪問や復職後フォ

ロー面談行うためのスタッフトレーニングについ

ては、資料 10 のトレーニング案が作成された。こ

のトレーニングは、参加者がリワークプログラム

および産業精神保健についての、基礎的な知識、

経験を有していることを前提としている。トレー

ニングプログラムでは、講義のほかに参加者によ

る小グループ討論を重視している。これによって、

講義の内容を、様々な意見と結びつけて理解する

ことが可能になる。 
  
E. 結論 
「リワーク機関スタッフによる職場訪問型支援

のガイドライン」「スタッフのトレーニングプロ

グラム」の案が作成された。次年度に、これら

の案を試行することが可能になった。 
 
F. 健康危険情報 
なし 
 
Ｇ．研究発表 

１．論文発表 
なし 
２．学会発表 
秋山 剛：シンポジウム休業者支援の進歩と課題、

今後望まれる支援方策－休業中のケア．リワーク

プログラムの短期化と社会保険労務士との連携．

日本産業衛生学会 第 59 回産業精神衛生研究会平

成 28 年 2 月 20 日（横浜） 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む。) 
１．特許取得 
なし 
２．実用新案登録 
なし 
３．その他 
なし 
 
Ｉ．引用文献 
１．酒井佳永，秋山剛，土屋政雄，堀井清香，富

永真己，田中克俊，西山寿子，住吉健一，河村代

志也，鈴木淳平.復職準備性評価シート（Psychiat
ric Rework Readiness Scale）の評価者間信頼性，

内的整合性，予測妥当性の検討. 精神科治療学. 2
7(5)．655-667.2012． 

２．富永真己，秋山剛，三宅由子，畑中純子，

加藤紀久，神保恵子．精神疾患による休職者の

職場復帰後フォローアップシートの開発．臨床

精神医学 36（10）． 
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資料１ 

 

「リワークスタッフによる職場訪問型支援のガイドライン案」 

 

１．目的 

本ガイドラインは、リワークスタッフが、職場との適切な情報の交換、復職後を通じ

て、復職支援を行なうことを目的としている。 

 

２．対象者 

本ガイドライン適用の対象者を以下のように想定している。 

 社員としての身分がある 

 気分障害、適応障害、不安障害等の診断を受けて、該当のリワーククリニックに外来

通院をしており、病気休暇または休職中である  

 職場に復帰したいという意欲がある  

 ガイドライン案による支援に関して、主治医の了解を得ている  

 ガイドライン案による支援に関して、企業の人事または産業保健スタッフの了解を得

ている  

 

３．支援のフロー 

 

 

４．リワークプログラムの構成 

リワークプログラムは、以下の目的が達成できる構成が必要である 
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① 復職準備性の向上  

・生活リズムの改善、活動性の向上、  

・対人交流の活性化等  

・再発予防への対処  

② セルフモニタリング 

・セルフマネジメント 

・ストレス対処のスキル向上  

③ 客観的評価  

・症状 

・職場復帰準備性 

  

５．手順 

① インテーク  

参加希望者に対してインテーク面談を行い、対象者としての基準を満たしていることを

確認する 

 

② 同意の確認 

本人および企業に対して、「リワークスタッフによる職場訪問支援プログラム」の説明書

を交付し、内容を説明し、質問への回答を行った後、同意書への署名を得る。 

 

③ 症状・経過の確認 

主治医および参加者からの情報に基づいて、症状およびこれまでの経過を確認する。 

ま 

④ 復職基本情報の収集 

本人および企業から、復職基本情報を収集する。情報が、本人と企業の間で食い違って

いるところがあれば、チェックしておく。本人、企業のプライバシーに属する項目につい

ては、合同面談で取り上げることに同意しているかどうかを確認する。 

 

⑤ 開始時合同面談  

直接の面談、スカイプ会議、電話会議などの手段を用いて、本人、リワークスタッフ、

企業担当者の間で、合同面談を持ち、復職基本情報の内容について確認し、リワークプロ

グラムを終えて、復職するときに求められる状態について話し合う。本人、企業のプライ

バシーに属する項目で、合同面談で取り上げることに同意していない情報については、取

り上げない。 
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⑥ リワークプログラムの遂行 

 リワークプログラムを遂行する。 

 

⑦ 復職時合同面談  

職場復帰準備性評価シートを用いて、本人のリワーク状況の情報を職場に伝える。 

直接の面談、スカイプ会議、電話会議などの手段を用いて、本人、リワークスタッフ、

企業担当者の間で、合同面談を持ち、参加者の職場復帰準備性について確認する。復職時、

期間を限定した軽減勤務が望まれる場合は、軽減勤務の裁量が可能か、可能な場合の期間、

軽減勤務から通常勤務移行するプロセスについて話し合う。本人が配置転換を希望する場

合は、配置転換が可能か、可能な場合は新しい職場での作業をやった経験があるか、新し

い職場に慣れる際の対人関係ストレスに耐えられるかなどについて検討する。 

 

⑧ 復職後フォロー面談 

 復職後３ヶ月をめどに、フォロー面談を行う。面談は、職場訪問して行うことが望まし

いが、職場訪問が難しい場合は、スカイプ面談、電話会議などで代用してもよい。面談に

先立って、本人に「体調シート」、上司に「業務状況シート」に記入を依頼して、本人の体

調と業務状況を把握する。合同面談の際には、シートの情報に基づいて、本人の体調と業

務状況を確認し、「リワークスタッフによる復職後のフォロー面談の手引き」に従って面談

を行う。  
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資料２ 

 

リワークスタッフによる職場訪問支援プログラム 説明書（本人用） 

 

【目的】 

本プログラムは、参加者本人が職場や社会に復帰する意思を持ち、自分で努力することを前提として、

復職後に職場で期待される業務を再発なく継続できることを目的としています。 

 

【内容】 

本プログラムの内容は、 

① 体調を整えるためのリハビリテーション 

② 職場ストレスを緩和するための認知行動スキルの習得 

③ 病気や症状への対応方法への理解を深めるための心理教育 

④ 症状、体調、作業能力、再発予防への備えを客観的に把握するための評価 

⑤ 職場が、可能な範囲で適切な処遇が行えるための企業への支援 

⑥ 復職後のリワークスタッフによる職場訪問 

からなっています。 

 

【情報共有】 

プログラム中の様子や症状等を、主治医など診療従事者と共有します。また、復職後の処遇を検討する

重要な資料として、症状や復職準備性等の評価に関する情報を職場と共有します。 

 

【個人情報の保護】 

① プログラムで得た情報は、診療従事者、復職後の処遇の検討に関わる企業関係者以外に漏らすこと

はありません。 

② 企業には、伝える情報を復職後の処遇の検討以外の目的で使用しないよう誓約を要請します。 

③ プログラム参加中に得た他の利用者およびスタッフの個人情報を他には漏らさないでください。ソ

ーシャルメディア等への書き込みをしないでください。 

 

【参加中断】 

体調の悪化、他の参加者への迷惑行為がみられた場合は、参加中断を指示する場合があります。 

 

【欠席・遅刻時の連絡】 

欠席・遅刻が発生する場合は、担当者に連絡してください。就労時と同じように、無断欠席・遅刻は避

けてください。 
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【期待される効果】 

本プログラムが円滑に進めば、復職後に職場で期待される業務を再発なく継続できることが期待されま

す。 

【効果の限界】 

症状が改善しない、プログラムにうまく参加できない、生活上のストレスが高い、企業側が適切な協力

をしないといった場合には、上記の効果が達成されない場合があります。 

 

【副作用】 

プログラムへの参加が負担になって、症状が悪化することがまれにあります。逆に、プログラムの居心

地がよくなって、復職のための取り組みが前進しにくくなる場合があります。 

 

【副作用への対応】 

副作用にあたる状況が出現した場合は、プログラムのスタッフが対応について助言します。プログラム

の負担があまりにも高い場合は、プログラムを中断していただきます。 

 

【利用できる他の治療】 

主治医による通常の治療だけで、復職する人もいます。また、本プログラム以外にも、復職を支援する

プログラムがあります。 

 

【プログラムに参加しない場合に起きる可能性】 

レベルが高いエビデンスではありませんが、主治医による通常の治療だけで、復職した場合、リワーク

プログラムを経た場合よりも、再発しやすい可能性があります。本プログラムが、他の復職を支援する

プログラムよりも有効であるというエビデンスはありません。他のプログラムでは、一般に、リワーク

プログラム開始当初からの企業との連携、復職後のリワークスタッフの職場訪問による支援は行われな

いと思われます。 
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リワークスタッフによる職場訪問支援プログラム 同意書（本人用） 

 

年   月   日 

（リワーク機関責任者） 殿 

 

 

私、は、                  （以下「職場」といいます。）への復職を目指すにあた

り、貴院の「リワークスタッフによる職場訪問支援プログラム」の、目的、内容、情報共有、個人情報

の保護、参加中断、遅刻・欠席時の連絡、期待される効果、効果の限界、副作用、副作用への対応、利

用できる他の治療、プログラムに参加しない場合に起きる可能性について説明を受け、十分に質問する

機会を得ました。プログラムへの参加について同意いたします。 

 

                        利用者氏名 署名                  

 

 

 

 

 

利用者 

本人 

連絡先 

住所 〒 

 

電話  

Email  

緊急時 

連絡先 

氏名  

本人との関係  

電話  
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資料３ 

 

リワークスタッフによる職場訪問支援プログラム 説明書（企業用） 

 

【目的】 

本プログラムでは、参加者、リワークプログラム、企業が適切に協働できることを前提として、プログ

ラム参加者が、復職後に、職場で期待される業務を再発なく継続できることを目的としています。 

 

【内容】 

本プログラムの内容は、 

① 体調を整えるためのリハビリテーション 

② 職場ストレスを緩和するための認知行動スキルの習得 

③ 病気や症状への対応方法への理解を深めるための心理教育 

④ 症状、体調、作業能力、再発予防への備えを客観的に把握するための評価 

⑤ 職場が、可能な範囲で適切な処遇が行えるための職場への支援 

⑥ 復職後のリワークスタッフによる職場訪問 

からなっています。 

 

 

【情報共有】 

プログラム中の参加者の様子や症状等を、主治医など診療従事者と共有します。また、復職後の処遇を

検討する重要な資料として、症状や復職準備性等の評価に関する情報を職場と共有します。 

 

【個人情報の保護】 

① プログラムで得た情報は、診療従事者、復職後の処遇の検討に関わる職場関係者以外に漏らすこと

はありません。 

② 職場に伝える情報は、復職後の処遇の検討以外の目的で使用しないように誓約していただきます。 

③ プログラム参加中に得た他の利用者およびスタッフの個人情報を他には漏らさないように、ブログ、

Twitter、Facebook、mixi 等 SNS への書き込みをしないように指示しています。 

 

【参加中断】 

体調の悪化、他の参加者への迷惑行為がみられた場合は、参加者に、参加中断を指示する場合がありま

す。 

 

【欠席・遅刻時の連絡】 

欠席・遅刻が発生する場合は、参加者から連絡してもらっています。 
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【企業担当者変更時の連絡】 

企業担当者が変更になる場合は連絡してください。 

【期待される効果】 

本プログラムが円滑に進めば、復職後に職場で期待される業務を再発なく継続できることが期待されま

す。 

【効果の限界】 

症状が改善しない、プログラムにうまく参加できない、生活上のストレスが高い、企業側が適切な協力

をしないといった場合には、上記の効果が達成されない場合があります。 

 

【副作用】 

プログラムへの参加が負担になって、症状が悪化することがまれにあります。逆に、プログラムの居心

地がよくなって、復職のための取り組みが前進しにくくなる場合があります。 

 

【副作用への対応】 

副作用にあたる状況が出現した場合は、プログラムのスタッフが対応について助言します。プログラム

の負担があまりにも高い場合は、プログラムを中断していただきます。 

 

【本プログラムの代替治療】 

主治医による通常の治療だけで、復職する人もいます。また、本プログラム以外にも、復職を支援する

プログラムがあります。 

 

【本プログラムに参加しない場合に予想される事態】 

レベルが高いエビデンスではありませんが、主治医による通常の治療だけで、復職した場合、リワーク

プログラムを経た場合よりも、再発しやすい可能性があります。本プログラムが、他の復職を支援する

プログラムよりも有効であるというエビデンスはありません。他のプログラムでは、一般に、リワーク

プログラム開始当初からの企業との連携、復職後のリワークスタッフの職場訪問による支援は行われな

いと思われます。 
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リワークスタッフによる職場訪問支援プログラム 同意書（参加者用） 

 

年   月   日 

（リワーク機関責任者） 殿 

 

 

当社社員          氏が本プログラムを利用するにあたり、貴院の「リワークスタッフに

よる職場訪問支援プログラム」の、目的、内容、情報共有、個人情報の保護、参加中断、遅刻・欠席時

の連絡、企業担当者変更時の連絡、期待される効果、効果の限界、副作用、副作用への対応、利用でき

る他の治療、プログラムに参加しない場合に起きる可能性について説明を受け、十分に質問する機会を

得ました。当社社員のプログラムへの参加について同意します。貴院から提供された、当社社員の症状

や復職準備性等の評価に関する情報は、復職を支援し、処遇を検討する以外の目的では一切使用いたし

ません 

 

 

                    企業名 

 

                    担当部署・役職 

 

                    担当者氏名                

 

所在地 〒 

 

電話                      内線（    ） 
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資料４ 

 

復職基本情報 （本人用） 

     年   月   日 

氏名 

 

以下の内容について、次回の診察までに記入してきてください。 

 

１．今回の休職・休務の合計期間 

  年  ヶ月   

 

２．以前のものをあわせて、医師の診断書に基づいて、休務・休職した合計回数 

  回 

 

３．以前のものをあわせて、医師の診断書に基づいた休務・休職の合計期間 

  年  ヶ月   

 

４．現在の会社の勤続年数 

  年 

 

５．他社の勤続年数を合わせたこれまでの勤続年数 

  年 

 

６．通勤に要する時間 

  時間 

 

７．勤めている会社の業種 １～12に○をつけるか、13に記載してください 

1.鉱業    2.建設業    3.製造業    4.電気・ガス・水道    5.運輸    6.通信     

7.卸売・小売    8.飲食    9.金融・保険    10.不動産業    11.サービス業     

12.医療・福祉     

13.その他 （記載してください                ） 

 

８．あなたの職種 １～11に○をつけるか、12に記載してください 

1.研究職    2.システムエンジニア    3.技術職    4.専門職    5.管理部門     

6.事務    7.営業・販売    8.サービス    9.運転    10.生産ライン・機械操作     

11.保安     
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12.その他 （記載してください                  ） 

 

９． 職階 １～4に○をつけるか、5に記載してください 

1.経営層・事業場長相当以上    2.部長・課長相当    3.係長・主任相当     

4.一般社員     

5.その他 （記載してください                  ） 

 

１０． 雇用・契約形態 １～6に○をつけるか、7に記載してください 

1.正社員    2.期間雇用従業員    3.嘱託社員   4.派遣社員     

5.パート  ６．アルバイト 

７．その他 （記載してください                  ） 

 

１１． 仕事に関する自分の評価に○をしてください 

１．よくできていた ２．標準的にできていた ３．ややできていなかった  

４．できていなかった 

（３，４の場合は内容を下に記載してください） 

 

 

１２． 現在の業務の経験年数 

 

 

１３． 会社、職場、上司、業務内容のストレス について当てはまるものに○をして、

ストレスがあれば、内容を記載してください。 

１．なかった   ２．あまりなかった  ３．あった  ４．強かった 

（２～４の場合は、内容を下に記載してください）           

 

 

１４． 配偶者、家族、パートナーなどとのストレス について当てはまるものに○を

して、ストレスがあれば、内容を記載してください。 

１．なかった   ２．あまりなかった  ３．あった  ４．強かった   

５．当てはまらない （配偶者、家族、パートナーがいない場合） 

（２～４の場合は、内容を下に記載してください）  

 

 

上記の情報を、企業との合同面談で取り上げてよいか、お知らせください 

  取り上げてよい  取り上げないで欲しい 
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１５． 配偶者、家族、パートナー以外の、プライべートなストレス について当ては

まるものに○をして、ストレスがあれば、内容を記載してください。 

１．なかった   ２．あまりなかった  ３．あった  ４．強かった 

（２～４の場合は、内容を下に記載してください）  

 

 

上記の情報を、企業との合同面談で取り上げてよいか、お知らせください 

  取り上げてよい  取り上げないで欲しい 

 

１６． 今回の休務前３ヶ月の平均時間外勤務時間 

  時間 

 

１７． その他、復職について考えていることがあれば、記載してください 
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資料５ 

 

復職基本情報 （企業用） 

                           年   月   日 

 

１．今回の休職・休務の合計期間 

  年  ヶ月   

 

２．以前のものをあわせて、医師の診断書に基づいて、休務・休職した合計回数 

  回 

 

３．以前のものをあわせて、医師の診断書に基づいた休務・休職の合計期間 

  年  ヶ月   

 

４．現在の会社の勤続年数 

  年 

 

５．会社の業種 ①～⑫に○をつけるか、⑬に記載してください 

① 鉱業    ②建設業    ③製造業    ④電気・ガス・水道    ⑤運輸    ⑥通信     

⑦卸売・小売    ⑧飲食    ⑨金融・保険    ⑩.不動産業    ⑪サービス業     

⑫医療・福祉     

⑬その他 （記載してください                ） 

 

６．本人の職種 ①～⑪に○をつけるか、⑫に記載してください 

① 研究職    ②システムエンジニア    ③技術職    ④専門職    ⑤管理部門     

⑥事務    ⑦営業・販売    ⑧サービス    ⑨運転    ⑩.生産ライン・機械操作     

⑪保安     

⑫その他 （記載してください                  ） 

 

７． 本人の職階 ①～④に○をつけるか、⑤に記載してください 

① 経営層・事業場長相当以上    ②部長・課長相当    ③係長・主任相当     

④一般社員     

⑤その他 （記載してください                  ） 

 

８．今回の休務前３ヶ月の平均時間外勤務時間 

   時間 
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９．会社の特徴のあらまし 

 

 

１０． 部署の業務のあらまし 

 

 

１１． 本人の業務のあらまし （車の運転、機械の操作、高所での作業などの危険作業、

交代勤務・深夜勤務については、必ず、情報提供をお願いします） 

 

 

１２． 仕事に関する本人の評価に○をしてください 

１．よくできていた ２．標準的にできていた ３．ややできていなかった  

４．できていなかった 

（３，４の場合は内容を下に記載してください） 

 

 

 

上記の情報を、本人との合同面談で取り上げてよいか、お知らせください 

  取り上げてよい  取り上げないで欲しい 

  

１３． 現在の業務の経験年数 

 

１４． 復職する際の社内手続き、制度のあらまし 

 

１５． 復職する際のキーパーソン 

 

１６． 給与が支払われる期間 どちらかに○をして、②なら期間を記載してください 

① 給与支払い期間は終了している    ②      まで支払われる 

 

 

１７． 傷病手当金当等、給与以外の支払いが行われる期間 どちらかに○をして、②な

ら期間を記載してください 

①  支払い期間は終了している ②     から     まで支払われる 
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１８． 休職満了退職となる期日 

   年  月  日 

 

１９． 復職時にこれまでの部署で受け入れは可能でしょうか？ ①～④に○をつけ、②

～④は状況を記載してください 

①  問題ない    ② 調整を要するが可能性がある    ③ 不可能     

④ その他 

（②～④は、下に状況を記載してください） 

 

２０． その他、復職について伝えたいことがあれば、記載してください 

 

 

回答者氏名 

回答者役職 

回答者連絡先 
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冒頭教示「最近2週間のあなたの状態について教えて下さい」

A 基本的な生活状況

1 起床時刻

健康に出勤していたときの起床時刻より、1時間以上遅く起きることが平均して週に何回あるか。

（休日は、出勤していたときの休日の起床時刻を基準とする。健康なとき、とは病気になる以前、

時間外勤務が月20時間以下であった状況を指す。―常に20時間を越える時間外勤務をしていた場合は、

時間外勤務が一番少なかった時期とする）

(1) 週に3回以上、健康に出勤したときの起床時刻より1時間以上遅く起きる。

(2) 週に2回程度、健康に出勤したときの起床時刻より1時間以上遅く起きる。

(3) 週に1回程度、健康に出勤したときの起床時刻より1時間以上遅く起きる。

(4) 週に0回（健康に出勤したときの起床時刻より1時間以上遅く起きることは殆どない）

回答 (2)

〔情報を得るための標準的な質問〕

健康に出勤したときの起床時刻より1時間以上遅く起きることは週に何回くらいありますか？

（この質問が理解できなければ）朝何時くらいに起きていますか？会社に行っていたときは、

何時に起きていましたか？

2 食生活リズム

健康なときと比べた食生活リズム（健康なときに朝食を抜く等の習慣があった場合は、この項目の

「食事を抜かす」は該当しない。健康なときの習慣からの変化を評価する）

(1) いつも乱れている（週4回以上食事を抜かす）

(2) 時に、不規則である（週2～3回食事を抜かす）

(3) だいたい問題ない（食事を抜かすのは週0～1回である。健康なときの食事時間と2時間以上ずれることが、週3回以上ある）

(4) まったく問題ない（食事を抜かすのは週0～1回である。健康なときの食事時間と2時間以上ずれることが、週2回以下である）

回答 (4)

〔情報を得るための標準的な質問〕

食事は一日何回、何時にとっていますか？日によって食事の回数や時間が違うことはありますか？

食事を抜かすことはどのくらいありますか？一日のうちどのくらいありますか？（または）日によって

食事の回数や時間が違うことはありますか？食事を抜かすことは、1週間のうちどのくらいありますか？

3 自宅外での活動

2時間以上自宅外で活動している日が、平均して週に何回あるか。

(1) 週1～2回

(2) 週3～5回

(3) 週6回

(4) 週7回(ほとんど毎日2時間以上戸外で活動する)

回答 (1)

〔情報を得るための標準的な質問〕

家の外での活動はどのくらいしていますか？2時間以上家の外で活動する日は週に何回ありますか？

（自宅外の活動とは、外出、自宅外での作業を指す―家の中での家事は含まない）

資料６　リワークチェックリスト
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B 症状

4 精神症状（ゆううつ、イライラ、不安、やる気のなさなど）のために

(1) 日常生活に週の半分以上支障がある。

(2) 日常生活に支障が出ることがある。

(3) 精神症状がときにみられるが、日常生活への支障はない。

(4) 精神症状はまったくない。

回答 (2)

〔情報を得るための標準的な質問〕

ゆううつ、イライラ、不安、やる気がないなどの症状のために、生活していて差し障りがでること、

日常生活が円滑に送れないことは、週に何回くらいありますか？（睡眠については別項目で確認）

5 身体症状（頭痛、倦怠感、発熱、下痢、吐き気など）のために

(1) 日常生活に週の半分以上支障がある。

(2) 日常生活に支障が出ることがある。

(3) 身体症状がときにみられるが、日常生活への支障はない。

(4) 身体症状はまったくない。

回答 (3)

〔情報を得るための標準的な質問〕

頭痛、倦怠感、発熱、下痢、吐き気などのからだの症状のために、生活していて差し障りがでることは、

週に何回くらいありますか？（睡眠については別項目で確認）

6 熟眠感

「よく眠れなかったと感じた日」が、平均して週に何回あるか。

(1) 週3回以上、よく眠れなかったと感じた日があった。

(2) 週2回程度、よく眠れなかったと感じた日があった。

(3) 週1回程度、よく眠れなかったと感じた日があった。

(4) 週0回（よく眠れなかったと感じた日はほとんどなかった）

回答 (1)

〔情報を得るための標準的な質問〕

よく眠れなかったと感じた日は、平均して週に何回ありますか？

7 睡眠時間

健康なときと比べて、2時間以上睡眠が短い、または長い日が、平均して週に何回あるか。

（健康なときの定義は1に同じ）

(1) 週に4回以上（健康なときと比べて睡眠が2時間以上長かったり短かったりする）

(2) 週に3回程度（健康なときと比べて睡眠が2時間以上長かったり短かったりする）

(3) 週に1～2回程度（健康なときと比べて睡眠が2時間以上長かったり短かったりする）

(4) 週に0回程度（健康なときと比べて睡眠が長かったり短かったりすることはほとんどない）

回答 (4)

〔情報を得るための標準的な質問〕

睡眠時間が、健康なときと比べて、2時間以上短いとか、逆に2時間以上長い日は、平均して週に何回ありますか？

8 昼間の眠気（Karolinska Sleepiness Scale 日本語版）　※右のスケールを見せて評価する。

(1) 7以上

(2) 4～6

(3) 3

(4) 1～2

回答 (3)

〔情報を得るための標準的な質問〕

午後2時頃の、あなたの眠気の状態をもっともよく表した数字に○をつけて下さい。

9 興味･関心

(1) 何にも興味・関心がない。

(2) 元々興味・関心があったことの全部ではないが、一部に興味・関心を持っている。

(3) 元々興味・関心があったことに、ほぼ興味・関心を持っている。または、元々興味・関心があったことには

興味・関心を持たないが、それ以外のことがらに興味・関心を持っている。

(4) 元々興味・関心があったことに加えて、それ以外のことがらにも興味・関心を持っている。

回答 (2)

〔情報を得るための標準的な質問〕

元々興味や関心があったことに、今も興味や関心を持てますか？それ以外のことで、最近興味や関心を持っていることはありますか？
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C 基本的社会性

10 身だしなみ（洗顔、洗髪、歯磨き、清潔な身なり等）

（面接時の印象で面接者が主観的に評価する）

(1) 時に、どれか整っていない（週に1回くらい）。

(2) まれに、どれか整っていない（2週間から月に1回くらい）。

(3) いつも標準的に整っている。

(4) 身だしなみが一般の人よりすぐれている印象を与える。

回答 (1)

〔情報を得るための標準的な質問〕

身だしなみは、いつも今日と同じくらいにしていますか？

11 他人との交流（他人とは、近所の人、知人、健康管理スタッフ、上司などを指す）

(1) 話しかけられても、返事をできないことがある。

(2) 話しかけられれば返事をする。自分から話しかけることはない。

(3) 自分から話しかけるが、相手は既に知っている人に限られる。

(4) 初対面の人でも、必要なときは自分から話しかける。

回答 (2)

〔情報を得るための標準的な質問〕

他の人に話しかけられて、返事をしないことがありますか？他の人に、自分から話しかけることは

ありますか？知らない人にでも、話しかけますか？
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D サポート状況

12 家族との関係

(1) 家族とは悪化した関係で、家族との関係自体が負担である。

(2) 家族からのサポートは受けられない。または、家族がいない。

(3) 家族との関係はほぼ良好であり、一定のサポートがある（一部ストレスがあるが、サポートの方が上回る）

(4) 家族との関係は良好であり、十分なサポートがある（家族とのストレスはない）

回答 (4)

〔情報を得るための標準的な質問〕

家族はいますか？家族との関係は負担ですか、それともサポートしてくれますか？

（生活は単身でも、家族との接触、サポートがある場合は、3,4と評価する）

13 主治医との関係（本人の話から、可能な範囲で面接者が評価する）

(1) 主治医に通院していない。

(2) 通院しているが、主治医の治療方針を守っていない。

(3) 主治医の治療方針は守っているが、質問や話し合いが十分にできていない点がある。

(4) 主治医と、質問や話し合いを十分している。

回答 (3)

〔情報を得るための標準的な質問〕

今、通院していますか？主治医の治療方針を守っていますか？主治医と、十分に質問や話し合いができますか？
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E 職場との関係

14 トラウマ感情

（トラウマ感情とは、「自分は職場、会社の犠牲になって発病した」という感情を指す。この項目は

「事実」の有無に関わらず、本人の申し立てに基づいて評価する）

(1) トラウマ感情を表現し、パニック、興奮、身体症状等が出現し、生活上の機能に影響することがある。

または、他人（同僚、健康管理スタッフ、家族等）の意見を聞かない。

(2) 発病に関するトラウマを表現し、パニック、興奮、身体症状等が出現することがあるが、生活上の機能

には影響しない。または、他人の意見は聞くが、考え方･トラウマ感情は変わらない。

(3) 発病に関するトラウマを表現するが、パニック、興奮、身体症状等は出現しない。

または、他人の意見を聞いて、自分なりの考え方を振り返ることができる。

(4) 発病に関するトラウマを表現しない。

回答 (1)

〔情報を得るための標準的な質問〕

「職場や会社の犠牲になって病気になった」という気持ちはありますか？（あれば）犠牲になったということを思い出して、

症状が出ることはありますか？生活に差し障りがでること、生活が円滑に送れなくなることはありますか？そういうことについて、

他の人と話し合うことはありますか？（あれば）他の人の意見について、どう思いますか？

15 就業規則、約束の不遵守

（「就業規則、約束の不遵守」とは、「無断欠勤」のように就業規則に従わない行為、「約束の不遵守」とは、）

就業規則には定められていないが、上司、同僚、顧客との約束を守らず、相手に迷惑をかける行為を指す）

(1) 就業規則の不遵守が過去にあり、今後も行動を改めるつもりがない。

(2) 就業規則の不遵守が過去にあったが、今後は行動を改めると述べている。または約束の不遵守が

過去にあり、今後も行動を改めるつもりがない。

(3) 約束の不遵守のみ過去にみられ、今後は行動を改めると述べている。

(4) 就業規則、約束の不遵守がみられたことはない。

回答 (3)

〔情報を得るための標準的な質問〕

調子が悪かったとき、無断欠勤などで「就業規則を守っていない」と言われたこと、または上司、同僚、お客さんとの

約束が守れなかったことはありますか？（あれば）そのことについて、今ふりかえってみてどう思いますか？

− 74− − 75 −



F 作業能力、業務関連

16 集中力

TVをみる、雑誌･新聞・本を読むなど、集中しようとした場合

（本に集中できれば、内容に関わらず③または④と評価する）

(1) ほとんど集中できない。または、集中しようとすることがない、集中したい気持ちがあっても実際にはできない。

(2) TV、雑誌、新聞など一般的な内容であれば集中できる。

(3) 業務関連ではない内容の本に集中できる。

(4) 業務関連の内容の本に集中できる。

回答 (4)

〔情報を得るための標準的な質問〕

TV、雑誌、新聞に集中できますか？本を読むとき、集中できますか？業務関連の内容の本を集中して読めますか？

17 業務への関心・理解

(1) 自発的な関心を示さず、上司や健康管理スタッフとの話し合いでも、関心、理解を示さない。

または、主治医から仕事の話を禁じられている。

(2) 自発的には関心を示さないが、上司や健康管理スタッフとの話し合いにより、関心、理解を示す。

(3) 自発的には関心を持っているが、上司の説明を一部理解していない点がある。

(4) 自発的には関心を持ち、上司の説明を理解している。

回答 (2)

〔情報を得るための標準的な質問〕

復職したら、どんな仕事をしたいと思っていますか？仕事の内容について、上司と話し合いをしていますか？

（していれば）上司の話は理解できますか？

18 業務遂行能力（以前の仕事に戻るとして）

現在から6ヵ月以内に、健康時の業務遂行能力の何割が達成されると思われるか？

(1) 8割未満の業務遂行能力

(2) 8割以上、9割未満の業務遂行能力

(3) 9割以上、10割未満の業務遂行能力

(4) 10割の業務遂行能力

回答 (1)

〔情報を得るための標準的な質問〕

以前の仕事に戻るとして、現在から6ヵ月以内に、健康時の仕事能力の何割まで回復できると思いますか？
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G 準備状況

19 職場上司との接触

職場の上司と面接、電話、メールでの接触回数が、平均して月に何回あるか。

休業が3ヶ月以上の場合、直近の過去3ヶ月の平均で評価する。

休業が1～3ヶ月の場合、休業期間中の月平均で評価する。

休業が1ヶ月未満の場合、面接が「なし」は0、「あり」は回数を休業期間で割って評価する。

（例：2週間の休業で1回面接していれば、1÷0.5(ヶ月)＝2回）

(1) 全く接触していない、もしくは平均して月1回未満

(2) 平均して月1回以上、2回未満

(3) 平均して月2回以上、4回未満

(4) 平均して月4回以上

回答 (3)

〔情報を得るための標準的な質問〕

職場の上司とは、月に何回くらい直接会ったり電話で話したりしていますか？メールのやりとりは含みません。

（接触は本人によるものを評価し、家族と上司の接触は含まない）

20 業務への準備

業務への準備として、下記４項目のうち、いくつを行っているか。

睡眠･覚醒のリズムを整える

作業能力の準備をする

職場の情報を入手する

通勤練習をする　など

作業能力の準備は、職種によって異なる。例えば

パソコン作業の練習をする

業務関係の本や雑誌を読む

業務関係のサイトを探索する

勤務のための体力を鍛える　など

職場の情報の入手については、例えば

他の社員や上司とメールや電話で連絡する

他の社員や上司と直接会って話をする　など

(1) 1つ以下

(2) 2つ

(3) 3つ

(4) 4つ

回答 (2)

〔情報を得るための標準的な質問〕

仕事に戻るための努力として、「睡眠･覚醒のリズムを整える」「作業の準備をする」「職場の情報を手に入れる」

「通勤の練習をする」のうち、いくつを行っていますか？
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H 健康管理

21 服薬へのコンプライアンス

(1) 主治医に相談せず、服薬を完全に中断する。

(2) 主治医に相談せず、服薬を一部中断する。

(3) 主治医に相談せず、服薬を完全に中断することはない。服薬の一部自己調整について、主治医と話し合ったことはない。

(4) 主治医に相談せず、服薬を完全に中断することはない。服薬の一部自己調整について、主治医と話し合っている。

回答 (2)

〔情報を得るための標準的な質問〕

主治医に話さずに、薬を飲むのをやめることはありますか？薬の一部を、自分で調整して飲んでもよいか、

主治医と話し合ったことはありますか？

22 健康管理スタッフとの関係

健康管理上の指導として面接に呼んだ場合

(1) 健康管理スタッフに会いに来ない。

(2) 健康管理スタッフに会いには来るが、指導を受け入れない。健康管理スタッフが、

本人の回復状況・スケジュールの都合等で、まだ面接に呼んでいない場合も含める。

(3) 健康管理スタッフの指導を、概ね受け入れるが、一部受け入れない点がある。

(4) 健康管理スタッフの指導を受け入れる。

回答 (3)

〔情報を得るための標準的な質問〕

会社の健康管理スタッフとは会っていますか？スタッフの指導は受け入れられますか？

〔健康管理スタッフがいない場合〕

治療スタッフの健康管理上の指導にしたがうかどうかで、判定してください

23 再発防止への心構え

(1) 再発の可能性について、話し合うことが出来ない。

(2) 再発の可能性について、話し合うことが出来るが、主治医、健康管理スタッフのアドバイスを受け入れない。

または主治医、健康管理スタッフがアドバイスをしていない。自発的に考えているが、主治医、健康管理スタッフの

アドバイスを受け入れない場合も含める。

(3) 再発防止について、自発的に考えることはないが、主治医、健康管理スタッフのアドバイスは受け入れる。

(4) 再発防止について、主治医、健康管理スタッフのアドバイスは受け入れ、また自発的に考えている。

回答 (1)

〔情報を得るための標準的な質問〕

復職後、再発しないように、自分で考えていることはありますか？主治医や健康管理スタッフは、アドバイスしてくれますか？

（していれば）アドバイスをどう思いますか？
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体調チェックシート 

 

体調チェックシート 

 

リワークスタッフが、あなたの健康状態を把握して、企業がなるべく適正な処遇ができるようにアド

バイスします。このシートの目的は、あなたの健康状態についてリワークスタッフに伝えるためのも

のです。 

 

最近１ヶ月の状態について記入してください。 

 

１． 勤怠（過去１ヶ月間の欠勤日数を記載してください。遅刻、早退は欠勤0.5日とします。有

給休暇による休みも含みます。計画年休は除きます。） 

① 欠勤日数が4日以上。 

② 欠勤日数が2日～3.5日。 

③ 欠勤日数が0.5日～1.5日。 

④ 欠勤日数が0日。 

 

２． 他人との交流 （他人とは、同僚、上司、顧客などをさします） 

① 話しかけられても、返事をしないことがある。 

② 話しかけられれば返事する。自分から話しかけることはない。 

③ 自分から話しかけるが、相手は、既に知っている人に限られる。 

④ 初対面の人でも、自分から話しかける。 

 

３． 業務への集中 

業務時間のうち集中していられる時間は 

①  ０～1/4未満 （０～２時間） 

② 1/4～1/2未満 （２～４時間） 

③ 1/2～3/4未満 （４～６時間） 

④ 3/4～   （６～８時間） 

 

４． 休職前と比較した作業状況 

① ０～50％未満 

② 50～75％未満 

③ 75～90％未満 

④ 90～100％ 

 

５． 報告、連絡、相談 

① 報告、連絡、相談を適切にしていない。 

② 上司から指示されれば、報告、連絡、相談を一部適切に行える。 

③ 上司から指示されれば、報告、連絡、相談を適切に行える。 

④ 自分の判断で、報告、連絡、相談を適切に行える。 

 

６． 業務への対応 

① 業務を理解できない。 

② 業務を理解しているが、自分で実施できず、また、上司や同僚の助けを求められない。 

③ 業務を理解しており、上司や同僚の助けを求めながら実施している。 

④ 業務を理解し、自分で実施している。 

資料７　体調チェックシート
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体調チェックシート 

 

 

７． 日中の眠気 

「日中、眠いと感じる日」が、平均して 

① 頻繁   （週に３回以上） 

② ときどき   （週に２回） 

③ たまに    （週に１回） 

④ ほとんどない （週に１回未満） 

 

８． 余暇の過ごし方 

健康なときと、余暇の過ごし方を比べてください 

① 疲れて寝ていることが多い 

② 寝てはいないが、余暇を楽しむ余裕はない 

③ ある程度余暇を楽しめているが、健康なときほどではない 

④ 健康なときと同じように、余暇を楽しめている 

     

９． 精神症状（例：ゆううつ、やる気がない、不安、イライラ、テンションが高いなど）のため

に 

① 日常生活に、週３日以上影響がある。 

② 日常生活に、ときに影響がある。 

③ 日常生活への影響はない。精神症状はときに（週１日以上）みられる。 

④ 精神神症状は、ほとんどない。（週１日未満） 

 

１０． 身体症状（頭痛、倦怠感、発熱、下痢、吐き気など）のために 

① 日常生活に、週３日以上影響がある。 

② 日常生活に、ときに影響がある。 

③ 日常生活への影響はない。身体症状はときに（週１日以上）みられる。 

④ 身体症状は、ほとんどみられない。（週１日未満） 

 

１１． 1日あたりの飲酒量、酒１合（１８０ｍｌ）の目安：ビール中瓶１本（約５００ｍｌ）、焼酎３５

度（８０ｍｌ）、ウイ スキーダブル一杯（６０ｍｌ）、ワイン２杯（２４０ｍｌ）とします 

① ３合以上 

② ２～３合未満 

③ １～２合未満 

④ １合未満 

 

１２． 職場以外でのサポート 

① 職場以外での人間関係でのサポートはなく、ストレスがある。 

② 職場以外での人間関係はない、または、人間関係はあるが、サポートよりもストレスのほう

が上回る 

③ 職場以外での人間関係があり、ストレスもあるが、サポートのほうが上回る 

④ 職場以外での人間関係は良好であり、ストレスはなく、サポートが得られる 

 

以下の２つの質問は、通院している方のみ回答してください。 
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体調チェックシート 

 

１３． 主治医との関係 

① 自分の判断で、主治医に相談せずに、通院をやめている。 

② 通院しているが、回数は不規則になっている。 

③ 規則的に通院しているが、主治医と一部コミュニケーションがとれていない（質問、話し合

い、理解が不十分である）。 

④ 規則的に通院しており、主治医と、質問や話し合いを十分にしている。または、主治医の許

可で、通院を終結している。 

 

１４． 服薬へのコンプライアンス 

① 医師に相談せず、服薬を完全に中断している。 

② 医師に相談せず、服薬を一部中断している。 

③ 医師に相談せずに、服薬を中断することはない。服薬の一部自己調整について、医師と話し

合ったことはない。 

④ 医師に相談せずに、服薬を中断することはない。服薬の一部自己調整について、医師と話し

合っている。 
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業務状況シート 

 

業務状況シート 

 

リワークスタッフは、社員の健康状態や作業状況を把握して、企業がなるべく適正な処遇ができるよ

うにアドバイスします。このシートの目的は、リワークスタッフに、上司からみた社員の健康状態、

作業状況に関する主な情報を伝えることです。 

 

健康状態については、別に本人から情報をもらっています。 

 

最近１ヶ月の状態について記入してください。 

 

対象社員が配置されている部署の業務 

 

対象社員者が行っている業務 

 

 

１． 勤怠（過去１ヶ月間の欠勤日数を記載してください。遅刻、早退は欠勤0.5日とします。有

給休暇による休みも含みます。計画年休は除きます。） 

① 欠勤日数が4日以上。 

② 欠勤日数が2日～3.5日。 

③ 欠勤日数が0.5日～1.5日。 

④ 欠勤日数が0日。 

 

２． 他人との交流 （他人とは、同僚、上司、顧客などをさします） 

① 話しかけられても、返事をしないことがある。 

② 話しかけられれば返事する。自分から話しかけることはない。 

③ 自分から話しかけるが、相手は、既に知っている人に限られる。 

④ 初対面の人でも、自分から話しかける。 

 

３． 業務への集中 

業務時間のうち集中していられる時間は 

①  ０～1/4未満 （０～２時間） 

② 1/4～1/2未満 （２～４時間） 

③ 1/2～3/4未満 （４～６時間） 

④ 3/4～   （６～８時間） 

 

４． 休職前と比較した作業状況 

① ０～50％未満 

② 50～75％未満 

③ 75～90％未満 

④ 90～100％ 

 

５． 報告、連絡、相談 

① 報告、連絡、相談を適切にしていない。 

② 上司から指示されれば、報告、連絡、相談を一部適切に行える。 

③ 上司から指示されれば、報告、連絡、相談を適切に行える。 
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業務状況シート 

 

④ 自分の判断で、報告、連絡、相談を適切に行える。 

 

６． 業務への対応 

① 業務を理解できない。 

② 業務を理解しているが、自分で実施できず、また、上司や同僚の助けを求められない。 

③ 業務を理解しており、上司や同僚の助けを求めながら実施している。 

④ 業務を理解し、自分で実施している。 

 

７． 身だしなみ 

健康なときと比べて、洗顔、洗髪、清潔な身なり、お化粧などが 

① いつも、どれか整っていない。 

② 時に、どれか整っていない。 

③ だいたいできている。 

④ まったく問題ない。 

   

８． 職場の規律を守らない行動（無断欠勤、無断遅刻、頻繁な離席、他人の作業の邪魔をするな

ど） 

① 職場の規律を守らない行動があって、上司に直接、制止されたことがある。 

② 職場の規律を守らない行動があったが、一般的な助言で改めた。 

③ 職場の規律を守らない行動はなかった。 

④ 模範的に規律を守っている。 

 

９． 場にそぐわない言動 

① 場にそぐわない言動が目立ち（週に１回以上）、上司や同僚が注意しても止まらない。 

② 場にそぐわない言動がときにあり（週に１回未満）、上司や同僚が注意しても止まらない。 

③ 場にそぐわない言動があるが、上司や同僚が注意すれば止まる。 

④ 場にそぐわない言動はない。 

注：場にそぐわない言動とは、職場の雰囲気からずれた、他者に不快感を与えるような行動、例えば

「相手の会話をさえぎる」「大声で話す」「馴れなれしい」「横柄」「自己顕示的」「拒否的」などの言

動をさす。 

 

１０． 他人への協力 （他人とは同僚、上司などをです） 

① 助言や指導をうけても協調行動をとれない。 

② 助言や指導があれば協調行動をとれる。 

③ 自発的に協調行動を取れるが、自分の持ち分を越えない。 

④ 自発的に、自分の持ち分を越えて、協調行動を取る。 

 

１１． 感情のコントロール 

① 過度な不安や怒りを示し、話し合っても解消できない。 

② 過度な不安や怒りを示すが、話し合えばコントロールされる。 

③ 過度な不安や怒りを示すが、自分でコントロールできている。 

④ 過度な不安や怒りは示さない。 

 

１２． 上司の指示への対応 

① 上司の指示に、従わない態度が明確にみられる。 
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業務状況シート 

 

② 上司の指示に、一部従わない部分がある。 

③ 上司の指示は、言われたとおりに実行する。 

④ 上司の指示を実行し、さらに、機転をきかして、応用して実行する。 

 

１３． 同僚・部下などへの思いやり・気づかい 

① 同僚・部下などへの思いやり・気づかいを示さない。 

② 同僚・部下などへの思いやり・気づかいを自発的には示さないが、上司の注意・促しにより、

思いやり・気づかいを示す。 

③ 同僚・部下などへの思いやり・気づかいを自発的には示すが、一部、思いやり・気づかいが

的外れな点がある。 

④ 同僚・部下などへの思いやり・気づかいを自発的に示し、思いやり・気づかい内容が適切で

ある。 

 

【総合評価】 

１４． 職場の受け入れ（現在の職場において） 

① 職場として、受け入れられる業務状況ではない。 

② 職場として、受け入れられる、最低限の業務状況である。 

③ 職場として、ほぼ受け入れられる業務状況である。 

④ 職場として、受け入れに問題ない業務状況である。 
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リワークスタッフによる復職後のフォロー面談の手引き（案） 

 

はじめに 

復職とは「職務に戻っている状態」を指す。復職した状況では、本人の体調と同時に、

本人が職位・職階にみあった作業をしているか、本人の就業状況のために周囲の社員の負

担が生じていないかが重要な情報となる。（企業は、復職した本人だけではなく、社員全体

に対して、不適切な負担のために健康を害する状況が生じないことを、確認、担保する責

任を負っている） 

 リワークスタッフは、医療従事者であり、本人の体調の確認には高いスキルを有してい

る。一方、通常は、企業の健康管理に関わる業務を行っておらず、「本人が職位・職階にみ

あった作業をしているか」「本人の就業状況のために周囲の社員の負担が生じていないか」

といった観点については研修を受けていないことが多い。 

 復職後のリワークスタッフによる訪問支援については、まず上司から「本人が職位・職

階にみあった作業をしているか」「本人の就業状況のために周囲の社員の負担が生じていな

いか」について情報を聴取してから、本人の情報聴取を行う。例えば、本人が「職場で不

当な扱いを受けている」といった情報と、上司から得た情報を比較し、本人から得た情報

の妥当性について吟味することができる。（リワークプログラムを行っている状況では、通

常、こういった吟味は、あまり問題ならないが、復職後の支援は、周囲への負担の発生を

確認する必要があり、こういった吟味は欠くことができない。） 

 

訪問前の手順 

訪問支援は、リワークプログラムの参加者が、復職後に、職場で期待される業務を再発

なく継続できることを目的とし、本人、上司（企業）、リワークスタッフ（主治医）の間で、

情報を共有することについて説明し、口頭で同意を得て、同意について記録しておきます。 

 本人に体調チェックシートと活動記録表（２週分）、上司に業務状況シートを送付し、訪

問までに準備しておいてくれるように依頼する。 

 

訪問時の手順 

１．上司から業務シートを受け取り、内容を確認し、さらに、本人が職位・職階にみあっ

た作業をしているか」「周囲からみた本人の体調はどうか」「本人の就業状況のために周囲

の社員の負担が生じていないか」について聴取する。 

・みあった作業をしていない場合は、みあった作業はどのような内容になるかを確認する。 

 

２．本人から体調シートと活動記録表（２週分）を受け取り、内容を確認し、さらに体調

について聴取する。 

・体調がよくない場合は、どのような作業ストレス、プライベートでのストレスが影響し
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ているかを確認する。 

・作業ストレスについては、スキル不足、対人関係の影響について確認する。 

・プライベートのストレスについては、主治医、カウンセラー等と相談を行っているかを

確認する。 

 

３．１，２の情報に基づいて、以下の場合分けで支援の対応を行う。 

Ⅰ．みあった作業 ○ 体調 ○ 

順調な状況 

・支援を要しない。 

 

Ⅱ．みあった作業 × 体調 ○ 

基本的には順調であり、業務内容のレベルアップについて上司と対象が相談すればよい状

況 

・上司が考えるみあった作業へのレベルアップをどのような流れで行なうかについて、上

司、本人、リワークスタッフの三者で話し合いを持つ。話し合いの中では、周囲に生じて

いる影響について、本人と情報を共有する。（周囲への影響については、本人が気がついて

いないことも、しばしばみられる。この情報法について、本人と共有した方が、その後の

職場適応がより円滑に進む） 

・みあった作業で要求されるスキルが本人にあるかを確認する。 

 スキルがあれば、上司と本人で具体的な打ち合わせを行なう。 

 スキルがない場合は、どういう方法でスキル研修が行われるか上司から情報を聴取

し、本人がスキル研修を行う上での、対応方法についてアドバイスする。 

 

Ⅲ．みあった作業 ○ 体調 × 

みあった作業を行うように本人が努力しているが、体調に影響が出ている状況 

・本人に現在の作業が継続できそうかを確認する。 

 継続できそうな場合は、上司に「継続できそうだが、体調への影響は生じている」

とアドバイスする。 

 継続できそうもない場合は、上司、本人、リワークスタッフの三者で話し合う。

話し合いの中では、周囲に生じている影響について、本人と情報を共有した後、

本人の業務を軽減することが可能かについて検討する。（企業は、可能な処遇は行

う義務を負うが、周囲の社員に過度な負担が生じるなど、可能でない処遇につい

ては、行う義務がない。企業の行える処遇で就労できることが、社員の健康管理

として求められている） 

・スキル不足については、通常はどういう方法でスキル研修が行われるか上司から情報を

聴取し、本人がスキル研修を行う上での、対応方法についてアドバイスする。 
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・対人関係ストレスについては、認知行動療法による対応について、本人と復習を行う。 

・プライベートのストレスについては、主治医、カウンセラー等と相談を行っているかを

確認する。 

・いずれの場合も「体調不十分」について、本人の同意を確認して主治医に情報を伝え、

また本人自身も主治医の診察時を予約通りに受け、相談するようにアドバイスする。 

 

Ⅳ．みあった作業 × 体調 × 

主治医の診察、判断が必要であり、リワークスタッフによる訪問支援の枠組みを越えてい

る状況 

・本人に現在の作業が継続できそうかを確認する。 

 継続できそうな場合は、上司に「継続できそうだが、体調への影響は生じていて、

業務のレベルアップは困難そうである」と伝え、本人が業務のレベルアップできな

いことで、周囲にどのような影響が生じるかについて確認する。本人には、体調が

悪化しなければ、主治医の診察を予約通りに受けるように、体調がさらに悪化した

場合は、早めに主治医の診察を受けるように指示する。 

 継続できそうもない場合は、本人に、ただちに主治医の診察を受けるように指示す

る。 

・いずれの場合も、本人の同意を確認の上、本人、上司から得た情報を主治医に伝える。 
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「リワークスタッフによる職場訪問型支援のガイドライン」スタッフトレーニングプログラム案

内容 時間 時刻

10:00

開会の挨拶 0:05 10:05

リワークスタッフによる職場訪問型支援の考え方 0:30 10:35

インテーク、同意の確認、症状・経過の確認 0:30 11:05

グループディスカッション 0:20 11:25

全体発表 0:15 11:40

休憩 0:15 11:55

復職基本情報の収集、開始時合同面談 0:30 12:25

グループディスカッション 0:20 12:45

全体発表 0:15 13:00

昼食 0:40 13:40

リワークプログラム、復職時合同面談 0:30 14:10

グループディスカッション 0:20 14:30

全体発表 0:15 14:45

休憩 0:15 15:00

復職後フォロー面談 0:30 15:30

グループディスカッション 0:20 15:50

全体発表 0:15 16:05

総合討論 0:20 16:25

閉会の挨拶 0:05 16:30
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平成２７年度労災疾病臨床研究事業費補助金

「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発」

(14070101―01)
分担研究報告書

復職者の再発予防のための管理監督者教育及び職場環境改善の手法の開発

分担研究者 川上憲人 東京大学大学院医学系研究科・教授

目的：本年度研究ではメンタルヘルス不調者の復職対応に関する管理監督者のマネジメントスキルの枠

組みを整理し、メンタルヘルス不調者の復職対応についての管理監督者向け研修プログラムを開発し試

行した。また職場復帰時の職場環境改善手法のひな形を開発した。

方法：１．管理監督者教育の開発と試行：管理監督者の復職対応をビジネスコンピテンシーの拡張版と

考え、具体的なスキルあるいは行動目標を位置づけた上で、受講者参加型の研修プログラムを開発した。

またスキルと関連したツールを開発した。2016 年１～２月に、ある企業の管理監督者を 25 名程度のグ

ループに分け 120 分の研修を試行した。研修の前後にアンケートにより、スキル別の到達目標と復職対

応の自己効力感を評価した。

２．職場復帰時の職場環境改善の手法の開発：2015年 12月から 2016年１月にかけて、「東京大学職場

のメンタルヘルス専門家養成プログラム基礎コース」を 2015 年度に修了したメンバー42 名から「職場

復帰が奏功するための職場環境改善のアイデア（職場復帰時の職場環境改善のアイデア）」を募集した。

収集したアイデアに対して、KJ法にてアイデアのカテゴリー化を行った。

結果：１．試行に参加した管理監督者 101 名では、研修前後でのスキルの到達水準の評定がいずれの項

目においても有意に改善した。総合的な満足度（非常に満足とまあまあ満足の合計）は９割であった。

２． KJ 法の結果、大分類として４つの「改善のタイミング」と６つの「改善の手法」によるマトリク

ス表にまとめた。これを「職場復帰時の職場環境改善の手法（暫定版）」とした。

考察：管理監督者向けのマネジメントスキルに対応したメンタルヘルス不調の部下の復職対応スキル研

修の基本プログラムが完成した。試行によりこの研修の有効性が示された。職場復帰時の職場環境改善

の手法には、従来から行われている産業保健上の就業上の配慮以外にも、多様な視点による改善を盛り

込むことができた。今後さらにアイデアを収集し最終版にする予定である。

研究協力者

今村幸太郎（東京大学大学院医学系研究科・特任

助教）

浅井裕美（東京大学大学院医学系研究科・大学院生）

（管理監督者研修）

北川佳寿美（ライフキャリアリサーチ・代表）

田島佐登史（元・目白大学人間学部心理カウンセ

リング学科・助教）

林 幹浩（株式会社ビスメド・産業医）

西原亜紀子（アズビル株式会社・産業医）

足立英彦（東京大学大学院医学系研究科・特任研

究員）

関屋裕希（東京大学大学院医学系研究科・客員研

究員）

山根賀子（オリンパスメディカルサイエンス販売

株式会社・保健師）

（職場環境改善手法）

坂本宣明（ヘルスデザイン株式会社・産業医）

西田典充（一般財団法人京都工場保健会・産業医）

東京大学職場のメンタルヘルス専門家養成プログ

ラム（TOMH）2015受講生

Ａ．研究目的

メンタルヘルス不調による休職者に対する職場

復帰後の支援が重要であるとの認識が広がり、特

に職場で実際に支援する管理監督者の役割が期待

されている。本分担研究の目的は、メンタルヘル

ス不調による休業者の職場復帰後の再発予防のた

めの管理監督者教育を開発し、その効果を比較対

照試験およびモデル事業で検証することである。

また復職支援のための職場環境改善ツールをモデ

ル事業場で試行し、その効果を検証することであ

る。

平成 26年度には、４つの研究を行った。第１に、

メンタルヘルス不調者の復職に影響する管理監督

者の具体的な態度および行動について、国内外に

おける６論文をレビューし、メンタルヘルス不調

者の復職に影響する管理監督者の具体的な態度や

行動としては、メンタルヘルス不調の症状や復職

手続きについての知識をはじめ、復職者本人への

適切な対応や共感的態度、業務の調整や配置転換、

復職者の同僚や周囲への配慮、産業保健スタッフ

や外部機関との連携等、多くの事柄があげられる
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ことがわかった。第２に、インターネット調査会

社のモニターから選ばれた管理監督職およびメン

タルヘルス不調で休業した経験のある労働者各

206 名に、上司の復職支援行動および復職悪化行

動について自由回答してもらい、これを分類した

結果、すべきでないこと、すべきこと、本人の状

況に合わせる必要のあること、状況による結果が

異なるものがあることがわかった。第３に、東京

都内のリワークプログラムを実施している精神科

クリニックで５名のメンタルヘルス不調による休

職経験者にインタビューを行い、受容的・肯定的

態度と管理監督者からのコミュニケーション、適

切な業務指示と配慮、労働者として公平に扱うこ

とが職場復帰の支援要因となることがわかった。

最後に、東京商工会議所のビジネスマネジャー検

定試験のマネジメント能力の分類を参考に、管理

監督者の復職対応をマネジメントスキルと対応づ

けることを検討した。以上の研究から、幅広い視

点でメンタルヘルス不調者の復職に影響する管理

監督者の態度・行動の情報が収集された。 
本年度は、これらをもとにメンタルヘルス不調

者の復職に影響する管理監督者のマネジメントス

キルの枠組みを作成し、これにもとづいて、メン

タルヘルス不調者の復職に対応する管理監督者向

け研修プログラムを開発し試行した。 
また、「心の健康問題により休業した労働者の職

場復帰支援の手引き」（平成 21 年改定）では、復

職支援と関連して職場環境等の改善を行うことが

推奨されているが、具体的な方法は提案されてい

ない。本年度研究では、すでに開発されている職

場のメンタルヘルス不調の第一次予防のための職

場環境等の改善のアクションチェックリストを参

考にしながら、復職支援のための職場環境改善ア

クションチェックリストの開発に着手し、そのひ

な形を開発した。 
 
Ｂ．対象と方法 
１．管理監督者教育の開発と試行 
１）管理監督者教育の開発 

（１）復職対応スキルの整理 

2016 年８月１日に、研究協力者による会議を開

催して、管理監督者の復職対応マネジメントスキ

ルを整理した。管理監督者の復職対応をビジネス

コンピテンシーの拡張版と考え、復職対応に関連

の深いビジネスコンピテンシーは日常の業務管理

でも有用であると位置づけた。さらに、それぞれ

のビジネスコンピテンシーの下で、平成 26 年度研

究から得られた具体的なスキルあるいは行動目標

を位置づけ、整理した（図１）。さらに管理監督者

の復職対応への負担感を受け止め、和らげる心理

教育を含める必要性を議論した。 

 

（２）スキルごとの内容の作成 

実践的なスキルの修得を目標とし、受講者参加

型の研修プログラムとした。またスキルと関連し

たツールを開発し、これを使って研修を行うこと

も工夫した。例えば「本人の状態を職場に伝える

方法検討シート」および「部下と上司のコミュニ

ケーションシート（復職後面談用）」を開発し、研

修後職場に持ち帰ることができるように別冊とし

て提供することとした。 
本研修の対象は、産業医が選任されており、心

の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援

の手引きによる標準的な復職支援が行われている

事業場を想定とした。しかし内容を調整すること

で産業医のいない事業場でも適用することが可能

である。 
 
（３）デモンストレーションと意見収集 

管理監督者向け研修の試行に参加してくれる事

業場を募集した。2015 年９月 26 日に産業保健ス

タッフ・人事担当者など計 10 名に集まってもらい、

作成した研修プログラム案（90 分版）をデモンス

トレーションし、意見交換した。 
この際に用意した研修の構成を以下に示す。 

1. 研修の目的と概要（10 分）  
2. スキル１ 管理監督者の基本的態度－個人お

よびグループワーク（10 分）  
3. スキル２ 本人の病状をチームに伝える－講

義と個人ワーク（10 分）  
4. スキル３ 励まし以外の方法で動機づけを行

える－個人およびペアワーク（10 分）  
5. スキル４ 状態に合わせて業務指示ができる

－ツールを使ったペアワーク（20 分） 
6. スキル５ 病気についての知識－講義（10 分） 
7. スキル６ 法律の基礎知識－講義（５分） 
8. スキル７ 復職者のキャリアの再構築を支援

できる－講義（５分） 
9. まとめとＱ＆Ａ（10 分） 
 デモンストレーション参加者には説明資料、研

修 PPT、別冊、参加者アンケートを配布した。 
参加者の研修に対する総合的な満足度は「非常

に満足」１名、「まあまあ満足」６名、「満足と不

満の中間」１名、無回答２名であった。研修のう

ち役立ちそうなものを選んでもらった頻度は以下

のようである（括弧内は人数）：1. 研修の目的と

概要(2)、2. スキル１管理監督者の基本的態度(5)、
3. スキル２本人の病状をチームに伝える(6)、4. 
スキル３励まし以外の方法で動機づけを行える

(6)、5.スキル４状態に合わせて業務指示ができる

(7)、6. スキル５病気についての知識(2)、7. スキ

ル６法律の基礎知識(3)、8. スキル７復職者のキャ

− 90− − 91 −



 

 
 

リアの再構築を支援できる (3)、9. まとめとＱ＆

Ａ(1)。 
 研修に関する意見では、スキル１管理監督者の

基本的態度に対して、「位置づけがわかりにくい」、

「最後に入れるとよいのではないか」、「他のスキ

ルとのつながりが不明確である」、「ワークシート

を用意した方がよいかもしれない」との意見があ

った。スキル１について、ネガティブ感情の表出

後の落としどころについて、「もう少し具体的に解

説する必要がある」、「難易度の調整が必要である」、

「順番の組み換えなどの工夫が必要である」、「ネ

ガティブ感情の吐き出しが出来ない人はどうすれ

ばいいか解説があるとよい」などの指摘がなされ

た。 
 スキル２、３では、「休職者を受け入れる上で、

組織が受け入れ態勢を取ることについても説明が

あってもよい」、「スキルの重要性について確認（教

示）があった方がよい」との意見があった。 
メンタルヘルスの基礎知識の無い管理監督者に

は、知識の差によって受け入れられるかどうかが

変わるかもしれないため、基礎的知識のパートが

最初にあった方がよく、特に疾患など基礎知識は

研修の前半のパートで触れるとよい。また、復職

支援の手引きに沿った解説、会社の体制の解説等

が冒頭にあった方がわかりやすいと思われる。さ

らに、参加者の過去の経験を引き出すことや事例

を用意することでよりわかりやすくなると思われ

る。 
スキル７は「チャンス」の言葉の使い方につい

て、「『良い機会』と書き換えるなどの配慮があっ

た方がよい」、「リカバリーのステージを考えて伝

える方がよい」、「すぐに必要となるスキルではな

いかもしれない」との意見があった。 
研修全体としては、「ディスカッションがあった

方が、内容が定着しやすい」、「グループワークの

時間があるとよい」「研修全体に一貫性、つながり

があるように工夫できるとよい」、「内容が豊富す

ぎるため、スキルを絞れるとよい」、「ペースが速

かったのでもう少し余裕をもってワークができる

とよい」、「冒頭に気持ちの共有（愚痴など含め）

があるとよい」との意見があった。以上の意見を

ふまえて、研修の内容を改善した。 
 
（４）試行用研修プログラムの開発 
 試行では、復職対応スキルを以下の５つ（８つ

の到達目標）に集約した。また参加型の研修部分

を統合、整理し、理解が得られやすいように工夫

した。 
スキル１ 管理監督者の基本的態度（□復職に

おける管理監督者の基本的態度を理解している） 
スキル２ 病気や法律に関する基本的知識（□

心の病気について知っている、□復職に関連した

法律やルールを知っている） 
スキル３ 本人の状態に合わせた業務管理（□

本人の調子を聞き出すことができる、□本人の状

態に合わせて業務指示を行うことができる） 
スキル４ 励ます以外の方法で本人を動機づけ

る（□励ます以外の方法で本人を動機づけること

ができる） 
スキル５ 本人の病状を職場に伝える（□本人

の状態を職場に伝えることができる、□周囲のサ

ポートを引き出すことができる） 
 さらに研修を通じて、１つの事例を用いて復職

時から復職後の経過を説明するようにして、研修

全体に統一感をもたせ、理解を促進することした。 
表１に、この研修プログラムの構成、内容、研

修技法の一覧を示した。また付録に研修に使用す

るパワーポイント、事例および別冊の暫定版を収

録した。 
 
２）管理監督者研修の試行 
（１）対象 

2016 年１月から２月の間に、ある販売系の企業

の管理監督者研修の中で試行を行った。 
 
（２）方法 
講師と補助者との２名で研修チームを構成し、

120 分の研修を行った。管理監督者を 30 名程度の

グループにわけて合計４回実施された。各回の研

修はいずれも異なる研修チームにより実施された。 
 
（３）研修プログラム 
 研修プログラムでは、冒頭にこの企業の看護職

から 15 分間で、自社の復職支援体制と制度につい

て説明をしてもらった。その後 120 分間、研修を

行った。この試行では、スキルの順序を変更し、

冒頭に、導入として復職対応において難しいと感

じることについてグループワークにより意見を出

してもらった上で、セクション１にスキル２、セ

クション２にスキル３、セクション３にスキル４、

セクション４にスキル５、最後にスキル１を配置

した。このプログラムに沿って講師用にシナリオ

を準備し、これに基づいて参加型研修部分を含め

ておおむね共通の研修が実施されるようにした。

質疑については講師に対応を一任した。 
 
（４）評価 
研修の開始前と終了時にアンケートにより、ス

キル別の到達目標と、復職対応の自己効力感（復

職対応についての自信はどれくらいありますか）、

復職に関する不安やストレス（復職対応と聞いた
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時、不安やストレスはどれくらいありますか）に

ついて５件法で質問し、前後で比較した。 
また研修への評価を、以下の６つの側面から評

価してもらった。 
①研修はよく準備されていましたか 
②自分の興味や関心と内容は一致していましたか 
③内容については理解できましたか 
④内容の分量についてはどうでしたか 
⑤学習内容は今後の役に立つものでしたか 
⑥研修は総合的にどうでしたか 

さらに、研修のうち、よかったもの、役立ちそ

うなセクション/スキルについていくつでもあげ

てもらった。 
 
２．職場復帰時の職場環境改善の手法の開発 
（１）アイデアの収集方法 
 2015 年 12 月から 2016 年１月にかけて、「東京

大学職場のメンタルヘルス専門家養成プログラム

基礎コース」(1)（以下、「メンタルヘルスコース」

とする）を修了したメンバーのうち、2015 年度に

修了したメンバー（現場実務経験 3 年以上を主体

とする 42 名（産業医（精神科医含む）、保健師、

臨床心理士、社会保険労務士、人事総務等）に、

「職場復帰が奏功するための職場環境改善のアイ

デア（職場復帰時の職場環境改善のアイデア）」の

募集をメールにて呼び掛けた。アイデアを収集す

るためのツールとして、2002 年に職場環境改善ア

クションチェックリスト(2)が作成された際の事

例収集のフォーマットを活用した。 
 
（２）アイデアの分類方法  
 収集したアイデアに対して、２名の産業医で内

容の確認を行い、収集されたアイデアの傾向を見

出すこととした。次に、メンタルヘルスコース

2015 年度メンバーが実際に集まって、アイデアの

傾向を踏まえた上で、一つ一つのアイデアを改め

て確認し、KJ 法にてアイデアのカテゴリー化を行

った。そのカテゴリー化した結果を、全体の体裁

を整えるために産業医が修正作業を加え、これを

メンタルヘルスコース 2015 年度メンバーの確認

を得た上で、「職場復帰時の職場環境改善の手法

（暫定版）」としてまとめることとした。 
 
倫理的配慮 

研究にあたっては、研究目的、方法、個人情報

の取り扱いについて研究参加者に説明した上で実

施した。管理監督者研修の試行は、東京大学大学

院医学系研究科・医学部倫理審査委員会で審査を

受け、承認されている（審査番号 10535-(2)）。職

場復帰時の職場環境改善の手法の開発については

個人情報を使用しないため倫理審査の対象外であ

る。 
 
Ｃ．結果 
１．管理監督者教育の開発と試行 
１）試行の状況 
 試行に参加した管理監督者は全員で 101 名であ

り、１回あたりの平均参加人数は 25 名であった。

全員が男性であり、40-49 歳が多かった（表２）。

約 1/4 の参加者が、これまでに復職対応を経験し

ていた。 
４回の研修は、いずれも事業場からの復職制度

の説明を除いて 125 分（５分延長）で終了した。

うち２回の研修では途中に５分の休憩をはさんだ。

一般的にセクション１から４までに時間を割き、

またセクションごとにまとめの記入と質疑を行い、

最後のセクションは５～10 分と短縮して終了す

ることとなった。セクションごとの所用時間は、

そのセクションでどれくらい参加者に意見を発表

させるか、およびセクションのまとめにおいてど

の程度質問がでるかによってまちまちであった。

質問が多数でたために、講師が時間管理に苦労す

る回もあった。 
 研修中には、研修内容と関連の深い質問がいく

つかなされた。スキル４ 励ます以外の方法で本

人を動機づけるについて、「復職者に『受容的態度』

が求められるが、言っていることに対して『そり

ゃ違うだろう』と思うことは正直ある。反論して

いいのか？」との質問があった。これについては、

同意ではなく、「あたなはそう感じているんだね」

という意味であることを説明した。また、スキル

５ 本人の病状を職場に伝えるについて、「本人の

同意を得ない限り、周囲に何も伝えられないとな

ると、仕事やマネジメント上で伝える必要がある

と思われることも伝えられないのではないか」と

の質問があった。これについては、「本人がいない

状況で周囲に伝えることのほうが多いのではない

でしょうか。もし、周囲に伝える内容について、

本人が事前に知らされていない場合、復職してき

た本人は、周囲が自分の病状等についてどの程度

知っているのかわからず、必要以上に不安を抱え

たり、自分のことを隠したりするようになるかも

しれません。『本人の同意を得る』ということを、

『周囲に伝える内容をあらかじめ本人に承知して

おいてもらう』と考えるのはいかがでしょうか。

本人に対し、『周りの人にはこういうことを伝える

から承知しておいてほしい』とあらかじめ伝えて

おくことは、復職してくる本人の安心につながる

と思います。また不信感を抱かれることも防ぐこ

とができると思います」と回答した。また、スキ

ル２ 病気や法律に関する基本的知識について、
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「新型うつのような人は、法律面で会社がやるべ

きことなどを調べ上げてくる。どう対応すればよ

いのか」など、自己愛的・衝動的・回避的な行動

パターンを示す部下に対する対応についての質問

もみられた。これには「こうした行動パターンに

気付くことが必要である。健康管理室と連携し、

対策を練るとよい」と回答した。 
 
２）研修前後でのスキルの変化 
 研修前後でのスキルの到達水準の評定は、いず

れの項目においても研修前とくらべて研修後に有

意な改善がみられた（表３）。特に以下の項目では

効果量が１を超えており、改善の程度が大きかっ

た：1)心の病気について知識がある、2)復職に関

連した法律やルールを知っている、5)励ます以外

の方法で、復職した本人を動機づけることができ

る、8)復職における管理監督者の基本的態度を理

解している。また以下の項目でも効果量が 0.9 近

くと大きかった：6)本人の調子を聞き出すことが

できる、7)本人の状態に合わせて業務指示を行う

ことができる。復職対応の自己効力感についても

大きな改善がみられた。復職対応への不安やスト

レスはいくらか改善していたが、有意ではなかっ

た。 
 
３）研修に対する評価 
 研修参加者による研修の評価では、概ね良好な

回答がみられた（表４）。総合的な満足度（非常に

満足とまあまあ満足の合計）は９割であった。役

立つと思われるスキルとしては、本人の状態を職

場に伝える、励まし以外の方法で動機づけを行え

る、状態に合わせて業務指示ができるがあげられ

ていた。以上の結果について、復職対応の経験者

と非経験者の間で、傾向に大きな差はなかった。 
 
４）参加者の自由記入 
 参加者からの研修に関する自由記入では、良い

点として、研修の楽しさ（「楽しく学習できました。

ありがとうございました」）、具体的な方法が習得

できたこと（「復職者への対応は非常に難しいこと

だと感じていますが、今回の研修で考え方、特に

対応方法の具体例などがわかって非常に役立ちま

した」「周りのメンバーへの伝え方を考えることが

できた。伝える目的、理由を整理することが重要」）、

復職対応を論理的に整理することの有用性（「スキ

ームで整理されていると面談の質を上げられると

思いました」）、参加型研修方法の有用性（「面談ロ

ープレは効果的」）、学習内容の日常のマネジメン

トへの利用可能性（「普段のメンバーのマネジメン

トに活用できる内容も多く含まれており、メンバ

ーとの業務面談の中で自分が意識していこうと思

います」「癌で復職する方を対応したことがありま

す。今回の研修スキルを身につけていればもう少

し違った形で対応できたと思いながら研修を受け

ました」）があげられていた。改善すべき点として

はもっと時間をとった研修への要望が多かった

（「時間が短いように感じた。素晴らしい内容なの

で、時間をしっかり設けていただきたかった」）。 
 
２．職場復帰時の職場環境改善の手法の開発 
１）対象 
 2016 年１月 20 日までに、16 名（14 事業所）

の産業保健に関わるスタッフから、職場復帰時の

職場環境改善のアイデアを収集できた。16 名の職

種の内訳は、専属産業医１名、嘱託産業医４名、

産業保健師５名、臨床心理士３名、人事労務系２

名、産業カウンセラー１名であった。このうち、

14 名はメンタルヘルスコースを修了しており、残

りの２名も産業医として経験豊富な医師であり、

一定の産業保健やメンタルヘルス休業とその復職

に関しての経験を有する者であった。14 事業所の

うち、従業員数 1000 名以上の大企業は 10 事業所、

1000 人未満の中小企業は４事業所であった。 
 
２）収集したアイデア 
 収集したアイデアの数は 80 であった。これらの

アイデアを２名の産業医にてアイデアの傾向を検

討したところ、「改善のタイミング」、「改善の手法」、

「改善の対象者」の３つに大きく分類して考える

ことができるとわかった。「改善のタイミング」に

関しては、「休職時」、「休職中」、「休職中（復職直

前）」、「復職時」、「リハビリ勤務時」、「復職後」、

「随時」の７分類が考えられた。「改善の手法」に

ついては、「面談の実施」、「職場への介入」、「心理

検査等の実施」、「関係者間の連絡」、「情報の提供」、

「指導や支援」、「復職ルールの設定」、「事前打ち

合わせ」、「復職判定の見直し」、「配置転換」、「業

務内容の変更」、「計画の立案」、「指示命令方法の

確認」、「研修の実施」、「メンタルヘルス対策チー

ムの設置」、「外部産業保健資源の活用」、「コミュ

ニケーションの推進」、「スケジュールの共有」、「職

場巡視」、「職場での経時的な様子の確認」、「表彰

の実施」の 21 分類となった。改善の対象について

は、「休業者」、「職場」、「管理監督者」、「産業保健

スタッフ」、「同僚」、「対応困難者」、「人事労務担

当者」、「全社員」の８分類となった。 
 これらのアイデアの傾向を参考にして、メンタ

ルヘルスコース 2015 年度修了メンバー11 名（産

業医２名、保健師５名、臨床心理士３名、産業カ

ウンセラー１名）が集合して、KJ 法によって改め

て分類を行った。KJ 法の結果、大分類として４つ

の「改善のタイミング」と６つの「改善の手法」
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によるマトリクス表にまとめることができた。「改

善のタイミング」は、「療養中」、「復職時」、「復職

後」、「常時」の４分類であり、「改善の手法」は、

「安心して働ける職場環境」、「安心できる療養と

円滑な職場復帰の流れ」、「社内教育・人材育成の

取り組み」、「職場内の支援とコミュニケーション」、

「体調を安定させるための支援」、「適切な就業上

の配慮」という６分類であった（表５）。 
 
Ｄ．考察 
１．管理監督者教育の開発と試行 
 管理監督者向けのマネジメントスキルに対応し

たメンタルヘルス不調の部下の復職対応スキル研

修の基本プログラムが完成した。この研修プログ

ラムは、①調査データや文献レビューなどの根拠

に基づき、②マネジメントスキルに対応すること

で復職対応という健康管理面だけでなくビジネス

面でもメリットのある研修であることを明確にし、

③５つの具体的で実践的なスキルを学ぶことを目

標とし、④さらに参加型研修とすることで研修効

果を大幅に向上させるという４つの特徴を持って

いる。 
またパワーポイントのプレゼンテーション資料

だけでなく、別冊として関連資料や書き込み可能

なワークシートをまとめた冊子を用意し、学習内

容のその場でのまとめ、および研修後これを持ち

帰って実践に活用してもらえるようにした。 
 企業における試行では、受講者のうち研修を満

足と評価した者が９割と多く、研修が受講した管

理監督者に受け入れられるものであることが示さ

れた。役立つと思われるスキルとして、本人の状

態を職場に伝える、励まし以外の方法で動機づけ

を行える、状態に合わせて業務指示ができるがあ

げられており、本研修のねらいと一致していた。 
研修前後での目標スキルの評定も、すべてのス

キルで有意に増加していた。特に 1)心の病気につ

いて知識がある、2)復職に関連した法律やルール

を知っている、5)励ます以外の方法で復職した本

人を動機づけることができる、8)復職における管

理監督者の基本的態度を理解しているで、変化の

程度が大きかった。復職対応の自己効力感も大き

く増加していた。一方、3)本人の状態を職場に伝

えることができる、4)周囲のサポートを引き出す

ことができるについては有意な改善は見られたも

のの、効果量はいくらか小さかった。スキル５「本

人の病状を職場に伝える」については、研修内容

の改善が必要かもしれない。 
 研修中には、研修内容と関連の深い質問がいく

つかなされた。スキル４「励ます以外の方法で本

人を動機づける」、スキル５「本人の病状を職場に

伝える」に関連して、誤解や理解不足が生じない

ように研修内容にこれらの質問への回答を取り込

むなどの工夫を検討する予定である。 
 研修の効果や評価について、復職対応の経験者

と非経験者の間で、傾向に大きな差はなかった。

このことは復職対応経験者でなくともこの研修が

一定の効果を持つことを示している。しかしこれ

は、復職対応経験者との意見交換やグループワー

クによる効果である可能性もある。復職対応経験

者のいない集合研修では異なった結果になる可能

性もある。 
 参加者からの研修に関する自由記入を分類する

と、本研修の利点として、①楽しさ、②具体的な

方法の習得、③復職対応を論理的に整理すること

の有用性の理解、④参加型研修の有用性、⑤学習

内容の日常のマネジメントへの利用可能性などが

示された。他の疾患の復職対応にも応用可能であ

ったかもしれないとの意見もあり、本研修が復職

全般に対して効果を持つ可能性もあると考える。

一方、課題として、研修時間が短いことが挙げら

れた。もともとは 90 分研修として作成されたが、

実際には参加型研修部分や質疑で想定以上に時間

を必要とすることがわかり、今回の試行の 120 分

の枠でも５分程度超過するという結果となった。

スキルの一部を削除する、参加型研修部分を簡略

化するなどの方法で時間枠に収まるように工夫す

る必要がある。あるいは 150 分研修として設定す

ることも考えられる。 
 平成 28 年度には、さらに改善された研修プログ

ラムによる比較対照試験を計画している。本年度

の試行結果からは、良好な結果が得られることが

期待される。 
 
２．職場復帰時の職場環境改善の手法の開発 
 今回、アイデアを検討したメンバーは、メンタ

ルヘルスコースを修了した実務経験もあるメンバ

ーであり、一定の質が担保されていると考えられ

る。また、アイデアの収集や分類を行った職種に

ついても、産業医や保健師、人事労務などといっ

た産業保健スタッフを代表する職種が集まってお

り、それぞれの職種から多様な視点からのアイデ

ア収集と検討が行われたと考えられる。 

 職場復帰時の職場環境改善は「改善のタイミン

グ」という時系列で考えていくことが現実的であ

るという意見が、準備段階としてアイデアの傾向

を検討する際や、KJ 法を行う際にも検討メンバー

から挙げられていた。これは平成 16年に出された

「心の健康問題により休業した労働者の職場復帰

支援の手引き」（平成 21 年改定）において、第１

ステップの病気休業時の開始から第５ステップの

職場復帰後のフォローに至るまで時系列でケアが

考えられていることに相当し、職場環境改善も時
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系列に沿って取り組むことが妥当であると考えら

れる。 

 職場復帰時の職場環境改善のアイデアを KJ 法

でまとめていく際に、誰が担当者か、誰が対象者

であるかという「改善の対象者」に焦点を当てて

アイデアをカテゴリー化する方法が検討段階では

挙がっていた。例えば、休業者、管理監督者、同

僚、職場環境、人事労務、産業医、産業医以外の

産業保健スタッフなどである。しかし、日本では

中小企業が 99％を占めている現状があり(3)、常駐

する産業保健スタッフが事業所内にそもそも存在

しなかったり、存在するとしても職種が限られて

いたり、非常勤で月に数回しか事業所にいない場

合など様々である。また、産業保健職がいたとし

ても事業所ごとに任せている役割が異なっている

ことがあり、職場環境改善のアイデアを人や職種

に割り当てることは難しいと考えられた。そのた

め、本アイデアをまとめるにあたっては、どのよ

うな事業所でも対応ができるように、カテゴリー

化した役割を職種に与えることは避けて、時系列

にアイデアを列挙することにとどめて汎用性を持

たせることにした。 

 安定した職場復帰を行うために今回収集された

アイデアには、ストレスを受けづらいような座席

の配置にしたり、机にパーテーションを置いて工

夫するなどといった物理的な職場環境改善の手法

や、職場同僚に休業者に関する情報を共有するな

どといったコミュニケーションを通じた職場環境

改善手法といった内容が含まれている。本調査で

まとめたアイデア集は、従来から行われている、

産業保健職が面談を通じて休業者のケアを行い、

人事労務や職場の管理監督者が就業上の配慮を行

うという内容以外にも、多様な視点による改善事

例が盛り込むことができたのが特徴である。 

 今回は、職場復帰の職場環境改善のアイデアを、

４つの改善のタイミングと、６つの改善手法の組

み合わせによってまとめることができた。今後は、

職場復帰時の職場環境改善アクションチェックリ

ストを策定していくために、さらにアイデアの収

集を行う予定となっている。すでに、今回のアイ

デア収集に協力したメンバー以外のメンタルヘル

スコース修了メンバー（約 120 名）に対して本調

査でまとめた分類とアイデア例を示しながらアイ

デア収集を開始しているところである。収集され

たアイデアは再度内容を吟味して、本調査の結果

を参考にしながらさらに分類してまとめていく予

定である。 

 

Ｅ．結論 

本年度研究では、メンタルヘルス不調者の復職

に対応する管理監督者向け研修プログラムを開発

し試行した。また職場復帰時の職場環境改善の手

法のひな形を開発した。 
管理監督者教育の開発と試行では、管理監督者

の復職対応をビジネスコンピテンシーの拡張版と

考え、具体的なスキルあるいは行動目標を位置づ

けた。実践的なスキルの修得を目標とし、受講者

参加型の研修プログラムとした。またスキルと関

連したツールを開発した。2016 年１月から２月に、

ある企業の管理監督者を 30 名程度のグループに

わけ 120 分参加型の研修を試行した。試行に参加

した管理監督者 101 名では、研修前後でのスキル

の到達水準の評定がいずれの項目においても有意

に改善した。総合的な満足度（非常に満足とまあ

まあ満足の合計）は９割であった。 
職場復帰時の職場環境改善の手法の開発につい

ては、メンタルヘルスコースを 2015 年度に修了

したメンバー42 名から「職場復帰が奏功するため

の職場環境改善のアイデア（職場復帰時の職場環

境改善のアイデア）」を募集し、KJ 法にてアイデ

アのカテゴリー化を行い、大分類として４つの「改

善のタイミング」と６つの「改善の手法」による

マトリクス表にまとめることができた。これを「職

場復帰時の職場環境改善の手法（暫定版）」とした

（表５）。 
管理監督者向けのマネジメントスキルに対応し

たメンタルヘルス不調の部下の復職対応スキル研

修の基本プログラムが完成した。今後、比較対照

試験、マニュアルの作成、e ラーニング化などを

進める予定である。一方、職場復帰時の職場環境

改善の手法では、従来から行われている産業保健

職が面談を通じて休業者のケアを行い、人事労務

や職場の管理監督者が就業上の配慮を行うという

内容以外にも、多様な視点による改善事例が盛り

込むことができた。今後さらにアイデアを収集し

最終版にする予定である。 
 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

川上憲人：シンポジウム休業者支援の進歩と課題、

今後望まれる支援方策－休業中のケア．マネジメ

ントコンピテンシーに基づいた管理監督者向けメ

ンタルヘルス不調者の復職対応スキル教育．日本

産業衛生学会 第 59回産業精神衛生研究会平成 28

年 2月 20日（横浜） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む。) 
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１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 
Ｉ．引用文献 
1 東京大学大学院医学系研究科精神保健学分野

が主催する、職場のメンタルヘルスの専門家を養

成するための研修プログラム「職場のメンタルヘ

ル ス 専 門 家 養 成 プ ロ グ ラ ム (U-Tokyo 

Occupational Mental Health Training Program) 」

基礎コース 

2 職場環境改善のためのヒント集メンタルヘル

ス ア ク シ ョ ン チ ェ ッ ク リ ス ト 

https://kokoro.mhlw.go.jp/manual/files/manua

l-file_01.pdf 

3 2012 年 中小企業庁ホームページより 2012

年２月時点 

http://www.meti.go.jp/press/2013/12/20131226

006/20131226006.pdf 
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図１ 本研究チームで作成されたメンタルヘルス不調の部下の復職対応における管理監督者のマネジメ

ントスキル枠組み 
  

＜復職に関わる人と組織のマネジメント＞ 
1. 病気だということではなく公平に復職

した部下を扱える 
2. 本人の病状の公開とチームの理解のバ

ランスを調整できる 
3. 励まし以外の方法で動機づけを行える 
4. 専門職と連携できる 
5. 組織から必要とされていると感じさせ

ることができる 
6. 業務外の状況の情報を収集し活用する

ことができる（家庭からのサポートな

ど） 
7. 復職者のキャリアの再構築を支援でき

る 
8. 同僚の支援を計画することができる 
9. 復職者と目標や今後のプロセスについ

ての理解を共有することができる 

＜復職に関わる業

務のマネジメント

＞ 
10. 病状に合わせ

て業務指示が

できる 

＜復職に関わるリ

スクマネジメント

法令遵守を含む）＞ 
11. メンタルヘル

ス不調者の復

職に関連した

ルールや規則

を理解してい

る 
12. 病気について

の知識（回復の

経過など）を理

解している 

＜復職に関わるマネージャーの役割、心構え＞ 
13. 個人差があることを前提に対応できる 
14. メンタルヘルス不調の部下をチームの一員として活かし、いきいきとした生産的な職場運営を行

うことが管理監督者に求められる能力の１つであることを理解している 
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表１ 「管理監督者のための復職対応マネジメントスキル研修」の構成、各セクションのポイントと研

修技法 
セクション 学習内容のポイント 研修技法 
導入 メンタルヘルス不調の従業員の復職対応は管理監督者の

マネジメントスキルの一部であること。５つのマネジメ

ントスキル（８つの行動目標）について学ぶこと。 

（グループワークと発表） 

スキル１ 

管理監督者

としての基

本的態度※ 
 

上司の復職対応マネジメントスキルを使うには、復職す

る部下を受け入れるにあたって管理監督者の気持ちの整

理ができていることが必要であること。 
復職対応にあたる上司のネガティブな気持ちを洗い出し

て、他の参加者と意見交換しながらこれへのアドバイス

を考えると、自分自身のネガティブな気持ちが整理され

やすいことを、演習を通じて学ぶこと。 

グループワークと発表 

スキル２ 

病気や法律

に関する基

本的知識 
 

メンタルヘルス不調について、良く出会う「うつ状態」

タイプに加え、行動面での問題が顕著な事例があること。 
管理監督者の復職対応における基本的対応（定期的な連

絡や面談、それから健康管理室や主治医と連携すること）

であること。 
管理監督者が「やるべきこと」と「やってはいけないこ

と」があること。「やってはいけないこと」として、①

復職した部下に過度な業務負担をかけること、②部下の

不調を見逃すこと、③部下にハラスメントを行うことが

あること。 

解説 
事例の使用 
 

スキル３ 

本人の病状

を職場に伝

える 
 

本人の病状を職場に伝える際には、本人と相談し、「誰

に」・「何を」・「なぜ」伝えるか決めて、本人に伝え

方についてＯＫをもらうことが必要であること。 
本人の病状を職場に伝える際の以下のポイントを、演習

を通じて学ぶこと。 

個人ワーク（参加者を少数指名し

て発表させる） 
 

スキル４ 

励ます以外

の方法で本

人を動機づ

ける 
 

上司の「励まし」は部下の再発の最大要因であるので、

励まさない動機づけの方法を管理監督者は身につける必

要があること。 
復職してきた部下は「心配、不安」、「申し訳ない」な

気持ちでいることを前提として、復職してきた部下にど

んな言葉をかけてもらえるとやる気が出るか考えるこ

と。 
職場復帰した部下への励まさない動機づけのポイントは

４つあること。 

個人ワーク（参加者を少数指名し

て発表させる） 

スキル５ 

本人の状態

に合わせた

業務管理 

管理監督者による復職対応での業務管理の流れは、定期

的な連絡、本人の調子の把握、調子に合わせて業務指示

を行うというものであること。 
病状のせいや本人の気後れのために、復職してきた部下

から上司への情報が伝わりにくいこと。 
「部下と上司のコミュニケーションシート」の使い方を

学ぶこと。 
演習を通じて、励まさない動機づけで学んだスキルを含

めて、業務管理面談のポイントを学ぶこと。 

「部下と上司のコミュニケーショ

ンシート」の利用 
二人組みでのロールプレイ 
 

まとめ ５つのマネジメントスキル（８つの行動目標）について

学んだことを確認すること。 
質疑を通じて不明点やさらに知りたい点を確認するこ

と。 

 

※試行ではスキル１を最後（まとめの直前）に行うこととした。 
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表２ ある企業での管理監督者研修の試行に参加した管理監督者 101 名の基本属性 

 
人数 ％ 

性別 
   男性 101 100.0 

 女性 0 0.0 
年齢 

   39歳以下 25 24.8 
 40-49歳 70 69.3 
 50-59歳 6 5.9 
復職対応経験 

  あり 24 23.8 
 なし 76 75.2 
 未記入 1 1.0 

 
表３ 管理監督者研修の事前、事後での復職対応スキルの到達目標および復職対応における自己効力

感・ストレスの変化 

  
研修前 

 
研修後 

   
項目 人数 平均値* SD 平均値* SD 効果量✝ p‡ 
スキル別の到達目標：        
1)心の病気について知識がある 100 2.4  1.1  3.5  0.8  1.11 <0.001 
2)復職に関連した法律やルールを知
っている 100 1.9  0.9  3.4  0.9  1.56 <0.001 
3)本人の状態を職場に伝えることがで
きる 100 3.2  1.0  3.9  0.7  0.74 <0.001 
4)周囲のサポートを引き出すことがで
きる 100 3.2  1.0  3.9  0.7  0.71 <0.001 
5)励ます以外の方法で、復職した本人
を動機づけることができる 100 2.4  1.0  3.7  0.7  1.34 <0.001 
6)本人の調子を聞き出すことができる 99 2.9  1.0  3.7  0.7  0.89 <0.001 
7)本人の状態に合わせて業務指示を
行うことができる 100 2.8  1.0  3.6  0.7  0.97 <0.001 
8)復職における管理監督者の基本的
態度を理解している 100 2.2  1.0  3.8  0.7  1.47 <0.001 
復職対応の自己効力感等：        
9)復職対応についての自信はどれくら
いありますか 100 2.1  0.9  3.2  0.8  1.13 <0.001 
10)復職対応ときいた時、不安やストレ
スはどれくらいありますか 100 3.7  1.1  3.5  1.0  -0.17 0.083 

* とても=5 , いくらか=4,  まあまあ=3,  少し=2,  ない=1 の平均点. SD: 標準偏差. 
✝平均値の差（増加分）をその標準偏差で除したもの. 02 前後は小さい、0.4 前後は中程度の、0.7 前後

は大きい変化とされる. 
‡研修前後の平均値の差の検定 (対応のある t 検定). 
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表４ 管理監督者研修の事業場試行に参加した管理監督者 101 名の研修に対する評定 

 
項目 

 
回答者数 ％ 

(1)研修はよく準備されていましたか (n=100) 
 

 
非常によく準備されていた 28 28.0 

 
よく準備されていた 59 59.0 

 
まあまあ準備されていた 8 8.0 

 
やや準備不足だった 3 3.0 

 
まったく準備不足だった 2 2.0 

(2)自分の興味や関心と内容は一致していましたか (n=100) 
 

 
一致していた 28 28.0 

 
だいたい一致していた 49 49.0 

 
半分くらい一致していた 18 18.0 

 
あまり一致していなかった 5 5.0 

 
ほとんど一致していなかった - 

 (3)内容については理解できましたか (n=99) 
 

 
非常によく理解できた 41 41.4 

 
だいたい理解できた 50 50.5 

 
半分くらいは理解できた 5 5.1 

 
理解できないところが多かった 2 2.0 

 
ほとんど理解できなかった 1 1.0 

(4)内容の分量についてはどうでしたか (n=99) 
 

 
少なすぎた 2 2.0 

 
やや少なかった 13 13.1 

 
ちょうどよかった 71 71.7 

 
やや多すぎた 11 11.1 

 
多すぎた 

 
2 2.0 

(5)学習内容は今後の役に立つものでしたか (n=99) 
 

 
非常に役に立つ 63 63.6 

 
やや役に立つ 24 24.2 

 
まあまあ役に立つ 8 8.1 

 
あまり役に立たない 4 4.0 

 
ほとんど役に立たない - 

 (6)研修は総合的にどうでしたか (n=99) 
 

 
非常に満足した 53 53.5 

 
まあまあ満足した 38 38.4 

 
満足と不満の中間だった 2 2.0 

 
やや不満だった 4 4.0 

 
非常に不満だった 2 2.0 

(7) 研修のうちよかったもの、役立ちそうなもの（複数選択可）    (n=101) 
 

 
1  研修の目的と概要 11 10.9 

 
2  スキル 心の病気についての知識 40 39.6 

 
3  スキル 法律の基礎知識 37 36.6 

 
4  スキル 本人の状態を職場に伝える 76 75.2 

 
5  スキル 励まし以外の方法で動機づけを行える 81 80.2 

 
6  スキル 状態に合わせて業務指示ができる 63 62.4 

 
7  スキル 管理監督者の基本的態度 35 34.7 

 
8  Ｑ＆Ａ 5 5.0 
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表５ 職場復帰時の職場環境改善の手法（暫定版）アクションチェックリスト 
タイミ

ング 
大分類 意見 

療養

中 

安心して働ける職場環境 病名の取り扱いについて関係者間で決めておく。 

安心できる療養と円滑な職場復帰の流れ 

ある程度体調が整ってきたら、本人から会社に定期的に連絡をしてもらうように連絡す

る。 

主治医に対して会社の療養の制度と復職の流れや基準の概要を文書等で情報提供して

おく。 

復職時に、療養の手引きや復職するための基準などの文書を渡して、どのように療養中

を過ごせばよいのかをわかりやすくする。 

職場復帰に向けて、生活記録表をつけて自己確認をするとともに、産業保健スタッフは

助言を行う。 

社内教育、人材育成の取り組み なし 

職場内の支援とコミュニケーション 

療養中の方がなんで休んでいるのか、いつ頃復帰予定であるかを必要に応じて職場同

僚に情報共有しておく。 

復職した社員にどのように声かけを行えばよいかについて上司や同僚にアドバイスを行

う。 

療養中の社員が担当していた業務がどうなっているかを確認し、特定の人に負荷がかか

り過ぎていないか確認する。 

療養中の社員がいる部署では欠員が生じているため、必要があれば人員配置を検討す

る。 

体調を安定させるための支援 

本人の体調や現状を面談にてヒアリングする機会を設ける。 

産業保健スタッフは、当該社員の健康情報に関して必要があれば主治医と文書等で情

報提供を行う。 

リワークに参加するかどうかを決める。 

適切な就業上の配慮 本人のストレス源に対して、会社で事前に考えておくべきことがあれば検討しておく。 

復職

時 

安心して働ける職場環境 

復帰の際に人と接する業務に戻るのか、机上で作業する業務に戻るのか、体を動かす

作業に戻るのがよいかを本人の意見を踏まえて関係者で協議する。 

ストレスを受けづらいような座席の配置にしたり、机にパーテーションを置いたりするなど

工夫する。 

安心できる療養と円滑な職場復帰の流れ 

復職する際には、復職可否を判定するための会議（復職判定委員会）を設けるようにす

る。 

復職判定に関わるメンバーを決めておく。 

復職判定委員会前に事前に関係者で話し合いを行う。 

復職当日にどこに行けばよいか、どのように挨拶を行えばよいかを事前に説明しておく。 

社内教育、人材育成の取り組み なし 

職場内の支援とコミュニケーション 復職が確定した後に職場へ挨拶に行く。 

体調を安定させるための支援 通勤練習やリハビリ勤務を行うことを検討する。 

適切な就業上の配慮 

どの部署に戻るか、どの仕事に戻るか、どの席に戻るかを事前に関係者で確認する。 

上司にどのように仕事の与え方をすればよいのか助言する。 

就業制限の期間は事前に決めておく。 

復職後に取り組んでもらう業務の内容と量を、復職後３〜６ヶ月まで文書として作成して

本人に提示して理解してもらう。 

復職

後 

安心して働ける職場環境 所属チームのメンバーの予定がホワイドボードなどで把握できるようにする。 

安心できる療養と円滑な職場復帰の流れ なし 

社内教育、人材育成の取り組み 
復職後に、本人に対して業務内容に関する教育を行う。 

復職した社員に対して、職場内で支援する人（メンター）を付ける。 

職場内の支援とコミュニケーション 

挨拶は職場同僚からも行い、本人からもしっかりと行うようにする。 

復帰した本人に職場内の情報がメールや回覧等で入るように戻す。 

職場内で定期的にミーティングの機会を作り、業務の進捗の確認や困ったことが起きて

いないかを確認する。 

復職後は週報を記載してもらい、「できたこと・良かったこと」と、「できなかったこと・相談

したいこと」を記載してもらう。 

報告・連絡・相談をしっかりと行っていくために、報連相用の個人ノートを作成して情報を

管理監督者と共有する。 

復職した社員を持つ管理監督者に対して産業保健スタッフがケアをする（上司への労

い）。 

体調を安定させるための支援 

復職後数ヶ月以内は、人事や上司が本人と定期的に面談を行うように予定する。 

就業制限期間中は、産業保健スタッフが本人と定期的に面談を行うように予定する。 

本人の病院・クリニックの受診の時期を確認して、適切に受診することができるようにす

る。 

産業保健スタッフ（保健師等）が職場を定期的に巡回して、当該社員の勤務状況や周囲
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の関係性を定期的に確認する。 

就業制限解除後も一定期間を定めて本人と面談し、適切な労務管理が行えているか確

認する。 

遅刻やミスなどの小さな変化も調子の不安定さかもしれないので、放置せずに声かけを

行う。 

適切な就業上の配慮 

事前に定めた就労条件を管理監督者が責任を持って守る。 

過度な就労制限を行わない（過度に配慮しすぎない）ことも大切である。 

指示命令系統を整える。 

常時 

安心して働ける職場環境 

職場内での思いやりカードやサンキューカードなど、相互に認め合う雰囲気を作る。 

ホッと一息つきたいときに休憩する場所がある。 

衛生委員会で職場としてどんなサポートができるかをリストアップする。 

メンタルヘルスに対応するチームとして、人事や産業保健スタッフがメンバーとなって、

様々な対応（ハラスメント問題を含む）に当たる。 

安心できる療養と円滑な職場復帰の流れ 
復職するための条件を事前に決めておく。 

復職後に、再度の病気療養の指示を行うことがある条件を事前に決めておく。 

社内教育、人材育成の取り組み 

セルフケア研修。 

産業保健スタッフに対する研修。 

管理監督者研修を行う。 

強みを伸ばすマネジメントスタイルを高める研修を管理監督者に行う。 

各人の長所を取り上げ、肯定的にとらえることで育成に関与する。 

各人の弱みを今後の課題として取り上げ、上司や人事が一緒になって育成に関与する。 

職場内の支援とコミュニケーション なし 

体調を安定させるための支援 なし 

適切な就業上の配慮 
定期的に、メンタルヘルスサポートに関わる関係者で、会社内でメンタル不調者の状況を

確認する機会を設け、どのように対応していく予定とするかの共通認識を図る。 
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平成２７年度労災疾病臨床研究事業費補助金 
「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発」 

(14070101―01) 
分担研究報告書 

 
職場復帰後のメンタルヘルス不調労働者の再発予防のための産業保健スタッフ・上司・本人が情報交換

するシステムの開発 
 

分担研究者 江口尚 北里大学医学部公衆衛生学・助教 
 

研究要旨：本研究の目的は、メンタルヘルス不調による休職者の復職時の負担軽減のために、ICT

（Information and Communication Technology：情報通信技術）を活用して、本人、上司、産業保健ス

タッフ間のコミュニケーションを促進するシステムを開発し、モデル事業場で試行し、その効果と課題

を明らかにすることである。このために、昨年度は文献レビューによる情報収集、システム開発に必要

な情報や課題の検討を行った。研究 2年目にあたる本年度の研究では、昨年度の研究成果をもとにシス

テムのひな形を開発し、産業保健職から使用感についてヒアリング調査を行った。また、既存のソーシ

ャルネットワークシステム（SNS）との連携の可能性についても検討した。 

 

研究協力者 

平世将夫（株式会社レイディーバグ） 

川島正敏（東海旅客鉄道株式会社） 

坂本宣明・大崎陽平（ヘルスデザイン株式会社） 

伊東学（株式会社日本エンブレース） 

 

Ａ．研究目的 

メンタルヘルス不調による休職者が、復職した

後の再発予防のためには、本人、上司、産業保健

スタッフが、復職プラン、通院状況、本人の体調

など、本人の復職に関する情報を共有することが

重要である。しかし、実際には、３者間の情報共

有がうまくいかず、本人の体調の悪化や、通院が

できていない状況をうまく把握することができず

に再発してしまうことがある。また、情報交換そ

のものが本人の負担になっている可能性がある。

そこで、本研究の目的は、メンタルヘルス不調に

よる休職者の復職時の負担軽減のために ICT

（Information and Communication Technology：

情報通信技術）の活用に着目し、メンタルヘルス

不調による休職者の、復職後の、本人、上司、産

業保健スタッフ間のコミュニケーションを促進す

るシステムを開発し、モデル事業場で試行し、そ

の効果と課題を明らかにすることである。 

初年度に当たる平成 26年度には、まず、国内外

の復職に関する文献レビューを行い、ICT の活用

や、メンタルヘルス不調による休職者が、復職を

するに際して、上司、産業保健スタッフ間でどの

ような情報のやりとりが必要なのかについて情報

を得た。その上で、ICT の専門家から、本人、上

司、産業保健スタッフが、復職に関する情報交換

を行う上での、個人情報保護に関する課題、既存

の商用プラットフォームの可能性について情報を

得た。さらに、ICT の専門家との意見交換を通し

て、必要な情報や課題の整理を行い、次年度以降

のシステム開発に必要な仕様を検討した。 

その上で、2年目にあたる本年度は、平成 26年

度の研究成果をもとにシステムのひな形を開発し、

産業保健職から使用感についてヒアリング調査を

行った。また、既存のソーシャルネットワークシ

ステム（SNS）との連携の可能性についても検討し

た。 

 

Ｂ．対象と方法 

１．システムのひな形（モック）の開発 

システム開発会社と協力し、平成 26年度に整理

した本人、上司、産業保健スタッフ間で共有する

情報を盛り込んだモックの開発を行った。 

 

２．モックの使用感についての産業保健職へのヒ

アリング 

モックに対して、専属産業医 1名、嘱託産業医

2 名から使用感や、必要な情報の過不足について

ヒアリングを行った。 

 

３．既存の SNS との連携についてのサービス提供

へのヒアリング 

完全非公開型 SNSによるソーシャル医療介護連

携プラットフォームを提供している事業者に対し

て、本研究で開発しているシステムとの連携につ

いてヒアリングを行った。 

 

倫理的配慮 

研究にあたっては、情報交換システムの開発や

専門家に対するヒアリング調査については個人情

報を含まない研究であり倫理審査の対象外である。 
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Ｃ．結果 

１．システムのひな形（モック）の開発 

平成 26年度の研究成果に基づいて、メンタルヘル

ス不調者の復職後の再発予防のためには、個人情

報が保護された上で、本人、上司、産業保健スタ

ッフ間で取り決めた配慮が適切に行われているか、

本人の体調悪化時に早期発見、早期対応ができる

か、について以下の情報を取り込んだ（表１－１）。 

■職場復帰プラン（勤務時間、業務内容、次回面

談日等）についての情報。 

■通院状況（通院日、治療状況、服薬内容）につ

いての情報。 

■勤怠（出勤時間、退勤時間、休暇取得等）につ

いての情報。 

■体調（不眠、食欲不振等の体調、業務遂行能力

の主観的・客観的評価）についての情報。 

■情報共有の頻度：それぞれの情報を、共有する

頻度で、月単位、週単位、日単位で分類すること

とした。 

また、それぞれの役割（本人、上司、産業保健

スタッフ）でのどのような情報が必要かについて

検討を行い、以下の機能を取り込むこととした（表

１－２）。 

■復職面談の時の復職プラン（①勤務時間 ②職

務内容 ③通院日）を作成する（復職プランは上

司が作成をして、その内容を本人が確認する）。 

■産業保健スタッフによる復職プランのチェック

や、本人、上司に対して復職に関連アドバイスが

行える。 

■本人の体調の把握と、体調不良の早期発見を目

的として、出社時間の登録、退社時間の登録、１

日の振り返りの入力（フリーテキスト）が行える。 

■本人のコメントに対して、上司や産業保健スタ

ッフからコメントができる。 

■本人による業務遂行能力の自己評価が行える。 

■上司による本人の業務遂行能力の評価が行える。 

■産業保健スタッフによる、定期面談後の共有事

項（面談で決まったこと（就業制限など）、話した

内容、次回面談日、同席者）の入力が行える。 

■定期面談を行うなどの経過観察中の本人、上司、

産業保健スタッフ間の、クローズな形で、相互に

テキストベースで情報交換、相談を行える。 

 

２．モックの使用感についての産業保健職へのヒ

アリング 

 システムの目的は、メンタルヘルス不調者の復

職後の再発予防に資するために、ICT を用いて、

個人情報保護などのセキュリティに配慮した上で、

メンタルヘルス不調者、上司、産業保健スタッフ

間で負担なく情報交換が行えるシステムを構築す

ることを目指した。 

1） エントリー画面 

エントリー画面には、システム管理者用ログイン、

企業の管理者用ログイン、労働者=社員ログイン、

上司ログイン、産業保健職ログインを配置した。 

 
図 1 エントリー画面 

 

システム管理者は、システム全体を管理する役割

である。そのため、システム管理者用の画面では、

本システムを利用する企業のアカウント情報（企

業名、ログイン ID、パスワード、管理担当者名、

メールアドレス、利用期間、稼働ステータス、閲

覧制限）を登録、設定することができる。また、

その稼働状態を一覧で確認できる。 

 
図 2 システム管理者用画面 

 

企業管理者用画面では、その企業で本システムを

利用している社員ごとに、社員名、復職日、休職

期間、最終面談日、次回面談日、就業制限の内容、

最新の評価、１カ月の勤怠、１年の勤怠、次回通

院日、体調に関するアンケート、を一覧で確認を

することができる。社員の体調は、氏名の色を赤、

青、黄で表示し、視認性に配慮した。また、社員

のアカウント情報として、社員名、ログイン ID、

パスワード、部署名、担当上司、メールアドレス、

休職期間、復職日、ステータス、を入力すること

ができる。 
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図 3 企業管理者用画面 

 

労働者=社員用画面は、毎日、当該社員がアクセス

することを念頭に置いている。毎日の、出勤時刻、

退勤時刻、通院日を登録することができる。また、

業務遂行能力の評価、産業医や上司とのテキスト

ベースのやり取りができる機能を盛り込んだ。 

 
図４ 労働者=社員用画面 

 

担当者社員一覧画面を設け、社員名（体調によっ

て当該社員自らが青（調子良好）、黄（調子やや不

良）、赤（調子不良）で表示できる）、復職日、休

職期間、最終面談日、次回面談日、就業制限の内

容、最新の評価、１カ月の勤怠、１年の勤怠、次

回通院日、アンケート（睡眠、意欲、食欲）を一

覧できるようにした。さらに、個別の画面に移行

し、テキストベースのメッセージ機能、スケジュ

ール（出勤時刻、退勤時刻、通院日）、今日の振り

返り、を確認することができる。また、産業医と

上司で情報交換ができるようなテキストベースの

メッセージ機能を設けた。 

 
図５ 上司用画面 

産業保健職の画面は、社員名（体調によって当該

社員自らが青（調子良好）、黄（調子やや不良）、

赤（調子不良）で表示できる）、担当上司名、復職

日、休職期間、最終面談日、次回面談日、就業制

限の内容、最新の評価、１カ月の勤怠、１年の勤

怠、次回通院日、アンケート（睡眠、意欲、食欲）

を一覧できるようにした。さらに、個別の画面に

移行し、テキストベースのメッセージ機能、スケ

ジュール（出勤時刻、退勤時刻、通院日）、今日の

振り返り、を確認することができる。また、産業

医と上司、産業医と本人で情報交換ができるよう

なテキストベースのメッセージ機能を設けた。 

 
図６ 産業保健職画面 

 

２．モックの使用感についての産業保健職へのヒ

アリング 

この具体的なイメージをもとに産業保健スタッ

フからのヒアリング結果を踏まえて、システムの

修正を行った。産業保健スタッフからの評価は、

「本システムを利用することで体調をより確実に

フォローができる」「メンタルヘルス不調者の労務

管理について上司に自覚を促すことができる」と

いう前向きな意見がある反面、「上司の負担が大き

いのではないか」「上司がフォローする頻度につい

ては検討が必要ではないか」と言った上司の負担

を危惧する意見も出された。産業保健職が、常勤

なのか、非常勤なのかでも運用方法が異なる可能

性があるという意見も出された。 

 

３．既存の SNS との連携についてのサービス提供

へのヒアリング 

 在宅介護者向けのチーム医療において、全国の

医師会での活用が広がっている完全非公開型 SNS

によるソーシャル医療介護連携プラットフォーム

を、本システムにも活用できる。この SNS はシス

テムの互換性があり、本システムの情報を、この

SNS にアウトプットをすることも可能であるとの

ことであった。また、逆にこの SNS の機能を本シ

ステムに取り込むことも可能である。この SNS を

活用することのメリットは、紙ベースのデータを

デジタルカメラで撮影して upload できる点にあ
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る。この機能により、処方されている薬剤の説明

書や診断書、診療情報提供書などの情報を共有す

ることができる。情報の共有には制約を設けるこ

とができるようになる。 

 

Ⅾ．考察 

１．システムのひな形（モック）の開発 

 平成 26年度の研究成果に基づいて、メンタルヘ

ルス不調者の復職後の再発予防のためには、個人

情報が保護された上で、本人、上司、産業保健ス

タッフ間で取り決めた配慮が適切に行われている

か、本人の体調悪化時に早期発見、早期対応がで

きるか、についての情報や、それぞれの役割（本

人、上司、産業保健スタッフ）でのどのような情

報が必要かについて検討を踏まえた機能を取り込

むこととした。その上で、以下の点が課題となっ

た。 

課題 1：運用をインターネットとするかイントラ

ネットとするかについて 

個人情報の観点からは、社内で完結するイントラ

ネット上での運用が好ましいが、サーバーの環境

が企業によって異なるため、システム会社として

は、メンテナンスが大変になることが危惧されて

いる。現在では、給与などの人事情報も外部サー

バーで運用する企業が増加していることからも、

一定のセキュリティを保つことができれば、外部

サーバーを利用することも検討する。外部サーバ

ーを利用した場合には、サーバー環境が統一され

るため、カスタマイズをするコストを省くことが

できる。 

課題 2：本システムの背景にある考え方について 

本システムを構築した当初の目的は、関係者間で

の情報の漏れが無いようにすることであったため、

当事者の体調や通院状況を「管理する」イメージ

が強い。そのイメージが、本システムを導入する

に当たっての障害となることも予想されることか

ら、引き続き、ヒアリングを実施して、改善をし

ていく必要があるだろう。 

課題 3：テキスト情報の活用について 

本システムでは、本人、上司、産業保健スタッフ

間で、テキストベースでの情報のやりとりをする

ことを想定している。これは、これまで、ある意

味ブラックボックス化していた個別対応が「見え

る化」することにつながる。将来的には、そのテ

キスト情報をビックデータとして取り込み、再発

予防につながるような対応について検討する事も

可能になるかもしれない。また、人工知能（AI）

の活用も念頭に置く必要があるだろう。 

 

２．モックの使用感についての産業保健職へのヒ

アリング 

 本システムの運用については、概ね好意的な意

見であった。以下の課題が挙げられた。 

課題 4：システムへの外部からアクセスについて 

多くの嘱託産業医が月に 1 回 3 時間程度の活用し

かしてない現状において、本システムへ外部から

アクセスができるようになると、産業保健職、上

司、当事者が直接つながるため、企業側から、タ

イムリーに対応することを求められるようになる

かもしれない。そのようなことを想定した上で、

どのような運用ルールにするかについては検討が

必要である。 

まだ、産業医のみに対してのヒアリングである

ため、今後は、産業保健師や、企業担当者に対し

てもヒアリング調査を行っていきたいと考えてい

る。 

 

３．既存の SNS との連携についてのサービス提供

へのヒアリング 

課題 5：モックはシステム化がなされていないた

め、どのような形で、既存の SNS とのインプット

やアウトプットが可能なのかの検討は、今後の課

題である。 

課題 6:連携を想定している既存の SNSは、在宅医

療での活用のために作成されたものである。医療

の世界は、利害関係がそう反する可能性が少ない

が、産業保健の場では、時として、本人、上司、

産業保健スタッフの利害関係がそう反することが

ある。その違いを留意した上での、運用上の整理

が必要である。 

 

Ｅ．結論 

本年度は、職場復帰後のメンタルヘルス不調労

働者の再発予防のための産業保健職・上司・本人

が情報交換するシステムのひな形を開発し、モッ

クの使用感についての産業保健職へのヒアリング、

既存の SNSとの連携についてのサービス提供への

ヒアリングを行った。これらにより平成２８年度

のシステム化とパイロット的なシステムの運用に

向けた準備が整った。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

１．論文発表 

なし 

２．学会発表 

江口尚：シンポジウム休業者支援の進歩と課題、

今後望まれる支援方策．ICT を活用した職場復帰

後の情報交換システムの開発．日本産業衛生学会 

第59回産業精神衛生研究会平成28年2月20日（横
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況(予定を含む。) 

１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 

 

Ｉ．引用文献 

なし
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す
る

。

ロ
グ

イ
ン

各
企

業
の

管
理

者
用

ID
/
P
W

で
ロ

グ
イ

ン
す

る

労
働

者
ア

カ
ウ

ン
ト

 新
規

作
成

ニ
ッ

ク
ネ

ー
ム

（
も

し
く
は

氏
名

）、
メ

ー
ル

ア
ド

レ
ス

、
ス

テ
ー

タ
ス

（
フ

ォ
ロ

ー
中

・フ
ォ

ロ
ー

終
了

）
、

復
職

開
始

日
、

休
職

期
間

、
ID

、
P
W

の
情

報
を

登
録

す
る

。
労

働
者

ア
カ

ウ
ン

ト
 更

新
登

録
情

報
を

変
更

す
る

。
労

働
者

ア
カ

ウ
ン

ト
 削

除
ア

カ
ウ

ン
ト

そ
の

も
の

を
削

除
す

る
。

労
働

者
ア

カ
ウ

ン
ト

の
権

限
管

理
出

社
時

間
や

退
社

時
間

の
編

集
権

限
の

有
無

を
設

定
す

る
。

労
働

者
ア

カ
ウ

ン
ト

一
覧

の
表

示
登

録
内

容
に

加
え

て
、

「
次

回
面

談
日

」
「
最

終
面

談
日

」
「
就

業
制

限
の

内
容

」
「
最

新
の

評
価

（
上

司
の

評
価

）」
「
最

新
の

調
査

票
6項

目
」
「
過

去
1ヵ

月
の

勤
怠

状
況

（
閲

覧
日

か
ら

起
算

し
て

1
ヵ

月
の

遅
刻

・
早

退
・欠

勤
）」

「
1年

間
の

累
積

の
勤

怠
状

況
（
遅

刻
・早

退
・
欠

勤
）」

「
現

状
（青

・黄
・赤

）」
を

表
示

す
る

。

上
司

ア
カ

ウ
ン

ト
 新

規
作

成
ニ

ッ
ク

ネ
ー

ム
（
も

し
く
は

氏
名

）、
メ

ー
ル

ア
ド

レ
ス

、
ID

、
P
W

の
情

報
を

登
録

す
る

。
上

司
ア

カ
ウ

ン
ト

 更
新

登
録

情
報

を
変

更
す

る
。

上
司

ア
カ

ウ
ン

ト
 削

除
ア

カ
ウ

ン
ト

そ
の

も
の

を
削

除
す

る
。

上
司

ア
カ

ウ
ン

ト
と

労
働

者
の

関
連

付
け

上
司

が
担

当
す

る
労

働
者

ア
カ

ウ
ン

ト
を

設
定

す
る

。
上

司
ア

カ
ウ

ン
ト

の
権

限
管

理
コ

メ
ン

ト
権

限
の

有
無

を
設

定
す

る
。

デ
フ

ォ
ル

ト
は

有
。

上
司

ア
カ

ウ
ン

ト
一

覧
の

表
示

産
業

医
ア

カ
ウ

ン
ト

 新
規

作
成

ニ
ッ

ク
ネ

ー
ム

（
も

し
く
は

氏
名

）、
メ

ー
ル

ア
ド

レ
ス

、
ID

、
P
W

の
情

報
を

登
録

す
る

。
※

産
業

医
ア

カ
ウ

ン
ト

は
１

つ
の

み
し

か
作

成
で

き
な

い
。

産
業

医
ア

カ
ウ

ン
ト

 更
新

登
録

情
報

を
変

更
す

る
。

産
業

医
ア

カ
ウ

ン
ト

 削
除

ア
カ

ウ
ン

ト
そ

の
も

の
を

削
除

す
る

。
産

業
医

ア
カ

ウ
ン

ト
の

権
限

管
理

コ
メ

ン
ト

権
限

の
有

無
を

設
定

す
る

。
デ

フ
ォ

ル
ト

は
有

。
産

業
医

ア
カ

ウ
ン

ト
の

表
示

（1
つ

の
み

）
ニ

ッ
ク

ネ
ー

ム
（
も

し
kは

氏
名

）の
表

示
の

み

人
事

ア
カ

ウ
ン

ト
 新

規
作

成
ニ

ッ
ク

ネ
ー

ム
（
も

し
く
は

氏
名

）、
メ

ー
ル

ア
ド

レ
ス

、
ID

、
P
W

の
情

報
を

登
録

す
る

。
※

人
事

ア
カ

ウ
ン

ト
を

入
れ

る
場

合
は

、
階

層
①

で
権

限
設

定
さ

れ
る

。
人

事
ア

カ
ウ

ン
ト

 更
新

登
録

情
報

を
変

更
す

る
。

人
事

ア
カ

ウ
ン

ト
 削

除
ア

カ
ウ

ン
ト

そ
の

も
の

を
削

除
す

る
。

人
事

ア
カ

ウ
ン

ト
表

示
（
1
つ

の
み

）
ニ

ッ
ク

ネ
ー

ム
（
も

し
kは

氏
名

）の
表

示
の

み

シ
ス

テ
ム

管
理

者
用

画
面

（
階

層
①

）

各
利

用
企

業
の

管
理

者
画

面
（
階

層
②

）
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 表
１
－
２

 
必

要
機
能
一
覧

 

 

機
能
（
大
項
目
）

機
能
（
小
項
目
）

詳
細

ロ
グ
イ
ン

各
労
働
者
用
ID
/
P
W
で
ロ
グ
イ
ン
す
る

出
社
時
間
の
登
録
機
能

ボ
タ
ン
を
1
ク
リ
ッ
ク
で
シ
ス
テ
ム
時
刻
（
ク
リ
ッ
ク
し
た
時
刻
）
が
打
刻
。
デ
フ
ォ
ル
ト
は
編
集
不
可
。

退
社
時
間
の
登
録
機
能

ボ
タ
ン
を
1
ク
リ
ッ
ク
で
シ
ス
テ
ム
時
刻
（
ク
リ
ッ
ク
し
た
時
刻
）
が
打
刻
。
デ
フ
ォ
ル
ト
は
編
集
不
可
。

通
院
完
了
の
登
録
機
能

通
院
し
た
こ
と
を
入
力
す
る
。
こ
の
入
力
を
し
な
い
と
、
通
院
し
て
い
な
い
と
し
て
ア
ラ
ー
ト
が
あ
が
る
。

調
査
票
入
力
機
能

6
項
目
程
度
の
ア
ン
ケ
ー
ト
。
企
業
ご
と
に
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
可
能
だ
が
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
版
は
固
定
で
も
よ
い
。

1
日
の
振
り
返
り
入
力

フ
リ
ー
テ
キ
ス
ト
で
入
力
。
8
0
0
文
字
上
限
。
コ
メ
ン
ト
入
力
も
可
能
。

業
務
遂
行
能
力
の
自
己
評
価
入
力
機
能

企
業
ご
と
に
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
可
能
だ
が
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
版
は
固
定
で
も
よ
い
。

復
帰
プ
ラ
ン
の
承
認
機
能

上
司
が
入
力
し
た
復
帰
プ
ラ
ン
を
承
認
す
る
。

産
業
医
へ
メ
ッ
セ
ー
ジ
機
能

上
司
閲
覧
不
可
で
、
ダ
イ
レ
ク
ト
に
産
業
医
に
相
談
で
き
る
。

デ
ー
タ
出
力
機
能

1
週
間
分
の
内
容
を
印
刷
で
き
る
。
出
退
勤
、
振
り
返
り
、
調
査
票
結
果
を
出
力
。

ア
ラ
ー
ト
表
示

以
下
に
つ
い
て
、
自
分
に
あ
が
っ
て
い
る
ア
ラ
ー
ト
を
表
示
す
る
。

・
自
分
宛
の
コ
メ
ン
ト
が
あ
る
場
合

・
自
分
宛
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
あ
る
場
合

・
計
画
し
て
い
た
出
勤
日
の
1
日
後
ま
で
に
予
定
し
て
い
た
出
退
勤
入
力
が
な
い
場
合

・
計
画
し
て
い
た
通
院
日
の
2
日
後
ま
で
に
予
定
し
て
い
た
通
院
完
了
入
力
が
な
い
場
合

ロ
グ
イ
ン

各
上
司
用
ID
/
P
W
で
ロ
グ
イ
ン
す
る

労
働
者
リ
ス
ト

各
企
業
の
管
理
者
画
面
で
表
示
さ
れ
る
労
働
者
ア
カ
ウ
ン
ト
一
覧
と
同
じ
表
示

復
職
プ
ラ
ン
入
力
機
能

①
勤
務
時
間
の
カ
レ
ン
ダ
ー
登
録
　
②
職
務
内
容
　
③
就
業
制
限
の
内
容
（
①
②
の
内
容
を
テ
キ
ス
ト
で
ま
と
め

る
）
　
④
通
院
日
の
カ
レ
ン
ダ
ー
登
録
を
行
う
。

復
職
プ
ラ
ン
更
新
機
能

復
帰
プ
ラ
ン
の
変
更
等
が
で
き
る
。

振
り
返
り
へ
の
コ
メ
ン
ト
機
能

フ
リ
ー
テ
キ
ス
ト
で
入
力
。
権
限
有
り
の
場
合
の
み
。

労
働
者
の
現
状
入
力

青
・
黄
・
赤
で
現
在
の
労
働
者
の
状
況
を
入
力
す
る
。

業
務
遂
行
能
力
の
上
司
評
価
入
力
機
能

企
業
ご
と
に
カ
ス
タ
マ
イ
ズ
可
能
だ
が
、
パ
イ
ロ
ッ
ト
版
は
固
定
で
も
よ
い
。

産
業
医
へ
メ
ッ
セ
ー
ジ
機
能

労
働
者
閲
覧
不
可
で
、
ダ
イ
レ
ク
ト
に
産
業
医
に
相
談
で
き
る
。

デ
ー
タ
出
力
機
能

1
週
間
分
の
内
容
を
印
刷
で
き
る
。
出
退
勤
、
振
り
返
り
、
調
査
票
結
果
を
出
力
。

ア
ラ
ー
ト
表
示

以
下
に
つ
い
て
、
自
分
に
あ
が
っ
て
い
る
ア
ラ
ー
ト
を
表
示
す
る
。

・
自
分
宛
の
コ
メ
ン
ト
が
あ
る
場
合

・
自
分
宛
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
あ
る
場
合

・
担
当
の
「
労
働
者
」
が
計
画
し
て
い
た
出
勤
日
の
1
日
後
ま
で
に
予
定
し
て
い
た
出
退
勤
入
力
が
な
い
場
合

・
担
当
の
「
労
働
者
」
が
計
画
し
て
い
た
通
院
日
の
2
日
後
ま
で
に
予
定
し
て
い
た
通
院
完
了
入
力
が
な
い
場
合

・
「
調
査
票
」
の
入
力
で
、
あ
る
ポ
イ
ン
ト
に
達
し
た
場
合

・
面
談
後
の
共
有
事
項
登
録
で
「
次
回
面
談
日
」
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
場
合

ロ
グ
イ
ン

産
業
医
用
ID
/
P
W
で
ロ
グ
イ
ン
す
る

労
働
者
リ
ス
ト

各
企
業
の
管
理
者
画
面
で
表
示
さ
れ
る
労
働
者
ア
カ
ウ
ン
ト
一
覧
と
同
じ
表
示
＋
上
司
名
の
表
示

振
り
返
り
へ
の
コ
メ
ン
ト
機
能

フ
リ
ー
テ
キ
ス
ト
で
入
力
。
権
限
有
り
の
場
合
の
み
。

定
期
面
談
後
の
共
有
事
項
入
力
機
能

①
決
ま
っ
た
こ
と
　
②
話
し
た
内
容
　
③
次
回
面
談
日
・
同
席
者
を
入
力
す
る
。

メ
ッ
セ
ー
ジ
機
能

労
働
者
お
よ
び
上
司
と
個
別
で
ダ
イ
レ
ク
ト
に
や
り
と
り
で
き
る
。

デ
ー
タ
出
力
機
能

1
週
間
分
の
内
容
を
印
刷
で
き
る
。
出
退
勤
、
振
り
返
り
、
調
査
票
結
果
を
出
力
。

ア
ラ
ー
ト
表
示

以
下
に
つ
い
て
、
自
分
に
あ
が
っ
て
い
る
ア
ラ
ー
ト
を
表
示
す
る
。

・
自
分
宛
の
コ
メ
ン
ト
が
あ
る
場
合

・
自
分
宛
の
メ
ッ
セ
ー
ジ
が
あ
る
場
合

・
担
当
の
「
労
働
者
」
が
計
画
し
て
い
た
出
勤
日
の
1
日
後
ま
で
に
予
定
し
て
い
た
出
退
勤
入
力
が
な
い
場
合

・
担
当
の
「
労
働
者
」
が
計
画
し
て
い
た
通
院
日
の
2
日
後
ま
で
に
予
定
し
て
い
た
通
院
完
了
入
力
が
な
い
場
合

・
「
調
査
票
」
の
入
力
で
、
あ
る
ポ
イ
ン
ト
に
達
し
た
場
合

・
面
談
後
の
共
有
事
項
登
録
で
「
次
回
面
談
日
」
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
場
合

労
働
者
ア
カ
ウ
ン
ト
の
管
理
画
面

（
階
層
③
）

上
司
ア
カ
ウ
ン
ト
の
管
理
画
面

（
階
層
③
）

産
業
医
ア
カ
ウ
ン
ト
の
管
理
画
面

（
階
層
③
）
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休職中のセルフケアガイドライン 

第 2 版 

                       

１．対象 

 推奨内容 

項目 
【推奨 1：対象】 

・ 抑うつ症状が軽症～中等症程度のうつ病の労働者で休職中の者を対象とする。 

根拠 

【推奨 1：対象】 

・ 英国国立医療技術評価機構（NICE）ガイドライン（NICE, 2009）では、うつ病と

診断される基準以下の抑うつ状態（診断閾値下抑うつ状態）および軽症～中等症

のうつ病に対して、低強度の心理社会的介入が推奨されている。 

・ オーストラリア・ニュージーランド精神医学会気分障害ガイドライン（Malhi et 

al., 2015）では，うつ病の初期対応として低強度の介入（インターネットを用

いた心理教育など）を推奨している。 

 

実施のポイント 

・ 医療機関に通院中の場合は、セルフケアプログラム開始前に、プログラム受講につい

て主治医の同意を得るよう促す。 

・ うつ病の重症度の評価について、日本うつ病学会治療ガイドライン（日本うつ病学会, 

2013）では、自己記入式質問紙である簡易抑うつ症状尺度日本語版（Quick Inventory 

of Depressive Symptomatology：QIDS-J）を用いることを推奨している（軽症：QIDS-J

が 10点以下、中等症：QIDS-Jが 11-15点）。 

・ うつ病が重症・最重症の場合は専門的治療の優先度が高く、しばしばセルフケアを行う

のが困難であるため、ウェブサイトなどによりプログラムを提供する場合には、最初に

「セルフチェック」の形でうつ病の重症度について QIDS-J などを用いた自記式の判定

を実施することが望ましい。 

 

【解説】 

 抑うつ症状の評価には QIDS-Jなどの質問紙を用いることができますが、質問紙による

評価が難しい場合には、セルフケアプログラムの導入について主治医の意見を得ると

良いでしょう。 

 セルフケアプログラムには、体調を崩した経緯やストレスについて振り返るプログラ

ムが含まれることがあります。そのため、従業員の状態によってはプログラムの提供

により、症状が一時的に再燃する可能性があります。また、プログラムの効果には個

人差があります。プログラムを提供する際には、主治医にプログラムの概要を示し、

提供について同意を得るように留意しましょう。 

− 113 −



 抑うつ症状が重症と判断された場合には、従業員に「セルフケアプログラムは症状が

ある程度改善してからはじめることが効果的」である点を伝え、症状が改善されるま

では主治医の指示のもと療養に専念するように伝えましょう。 

 

 

２．内容 

 推奨内容 

項目 

【推奨 2：うつ病の心理教育】 

・ うつ病とはなにか、うつ病の治療、家族や関係者の接し方、生活習慣（特に睡眠

リズム）の改善など、うつ病の心理教育に関する内容を含める。 

【推奨 3：認知行動療法】 

・ 行動活性化技法や問題解決技法など、認知行動療法に関する内容を含める。 

【推奨 4：休職前の就業状況に関する振り返り】 

・ 休職前に就労していた時の仕事やストレスについて振り返る内容を含める。 

根拠 

【推奨 2：うつ病の心理教育】 

・ NICE ガイドライン（NICE, 2009）では、診断閾値下抑うつ状態および軽症～中

等症のうつ病に対して、睡眠衛生について助言すること、うつ病の特性や経過に

ついての情報を提供すること等が推奨されている。 

・ オーストラリア・ニュージーランド精神医学会気分障害ガイドライン（Malhi et 

al., 2015）では，うつ病の初期対応として心理教育を推奨している。 

・ 日本うつ病学会ガイドライン（日本うつ病学会, 2013）では、うつ病の治療計画

策定について、うつ病の心理教育を治療の基本に置いている。中でも、治療導入

初期には、①うつ病とはなにか、②うつ病の治療、③家族や関係者の接し方、④

生活習慣（特に睡眠リズム）の改善、などを含む心理教育が推奨されている。 

【推奨 3：認知行動療法】 

・ NICE ガイドライン（NICE, 2009）では、低強度の心理社会的介入として、個人

向けのガイド付き自助認知行動療法（行動活性化と問題解決技法も含む）、コン

ピューター認知行動療法、構造化された集団運動プログラム、集団認知行動療法

などが推奨されている。 

・ オーストラリア・ニュージーランド精神医学会気分障害ガイドライン（Malhi et 

al., 2015）では，うつ病の初期対応として認知行動療法を推奨している。 

・ うつ病の従業員の職場復帰支援についてのコクランレビュー（Nieuwenhuijsen 

et al., 2014）では、認知行動療法的視点も取り入れることの有効性が示唆され

ている。 

・ 日本うつ病学会ガイドライン（日本うつ病学会, 2013）では、うつ病の治療に科

学的根拠のある体系化された精神療法として、認知行動療法が紹介されている。 
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・ オランダの産業医向けガイドライン（オランダ産業医学会, 2007）では、認知行

動療法や職場における問題解決技法に基づくアプローチが効果的とされている。 

【推奨 4：休職前の就業状況に関する振り返り】 

・ うつ病の従業員の職場復帰支援についてのコクランレビュー（Nieuwenhuijsen 

et al., 2014）では、専門家と一緒に就労時の仕事やストレスについて振り返り、

対応策を検討することの有効性が示唆されている。 

・ オランダの産業医向けガイドライン（オランダ産業医学会, 2007）では、産業医

が従業員と職場の双方の問題を適切にアセスメントし、従業員の問題解決力を高

めることが効果的とされている。 

 

実施のポイント 

・ セルフケアプログラムを作成する際には、専門用語の使用は避け、挿絵などを活用し、

わかりやすい内容で構成する。 

・ 認知行動療法については、休職者がひとりでも取り組めるように、事例や記入例を多く

取り入れたり、Q&Aのパートを設けるようにする。 

・ 就労時の仕事やストレスについての振り返りは、一時的に体調の悪化を招く可能性があ

るため、取り組みをしても良いかについて事前に主治医に相談するようにする。 

 

【解説】 

 うつ病で休業中の従業員は、症状の影響で一時的に理解力や情報処理能力が低下して

いる場合があります。セルフケアプログラムを作成する場合は、専門用語の使用は避

け、挿絵などを活用してわかりやすい内容で構成しましょう。 

 認知行動療法については、従業員が休業中に一人でも取り組めるように、事業場の実

態に即した事例を用意し、解説することが効果的です。また、認知行動療法のワーク

についても、記入例などを用意し自己学習しやすいプログラムにしましょう。プログ

ラムに関する Q&A を用意することも有効です。 

 休業中に、就労時の仕事やストレスについて振り返ることは、再発・再休業を予防す

るうえでとても重要です。一方で、振り返りの作業はストレス場面に直面化すること

となり、一時的に体調が悪化する場合があります。そのため、振り返りの初期では産

業保健スタッフと一緒に作業をしたり、一人での作業が苦しくなったら中断してもよ

いことを伝えるなどの対処が有効です。振り返りの作業に取り組んでも良い状態かど

うかについては、主治医に相談するようにしましょう。 

 

 ヒント 

項目 【ヒント 1：楽観性に関する内容】 
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・ 状況を楽観的に捉える考え方の内容を含める。 

根拠 

【ヒント 1：楽観性に関する内容】 

・ Kronstrom (2011) らの前向き観察研究において、楽観尺度の高得点者は、うつ

病により休職する割合が低く、休職しても復職できる割合が高いのに対して、悲

観尺度の高得点者は、うつ病による休職後に復職できる割合が低い結果が得られ

ている。 

 

実施のポイント 

・ 楽観的なものの見方の習得を支援するために認知行動療法を提供する際，認知再構成や

原因再帰属などの技法を含めることが望ましい。 

 

【解説】 

 楽観的な考え方とは「望ましくない出来事を体験した時でも、その体験を否定的に捉

えすぎない考え方」のことです。 

 楽観的な考え方ができる人は、望ましくない出来事を体験した時でも、その出来事は、

一時的で、他のことには波及せず、自分を責めすぎないといった特徴を持っています。 

 認知行動療法を通して、悲観的な考え方を修正したり楽観的な考え方を身に着けたり

しながら、現実的にものごとを捉えられるようになります。 

 

 

３．形式 

 推奨内容 

項目 

【推奨 5：リハビリテーション】 

・ 抑うつ症状の再燃を避け，無理のない回復を促すために、家事・学業・労働など

での負荷は休業中から復職後を通して段階的に引き上げるようにする。 

根拠 

【推奨 5：リハビリテーション】 

・ 日本うつ病学会ガイドライン（日本うつ病学会, 2013）では、回復期・維持期に

おいても注意・遂行機能の低下（集中困難、うっかりミス、忘れやすさ）など一

定の認知機能障害が残存しうること、労働などの負荷が急速にかかると抑うつ状

態の再燃の可能性が高まることから、回復期には生活上の負荷の強度を段階的に

引き上げることが推奨されている。 

 

実施のポイント 

・ リハビリテーションの計画については、従業員(本人)、職場関係者(上司、人事労務担

当者など)、必要に応じて家族と相談して検討することが望ましい。 

・ 抑うつ症状の再燃を避けるために、無理のない回復を促す工夫を行う。復帰に向けた準
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備は，従業員(本人)ができると思う程度の半分くらいを目安に訓練を始め，段階的に負

荷を高めていく（例：短時間ごとに休憩をとる，処理する事柄に優先順位をつける）。 

 

【解説】 

 休業中から復職後を通して、段階的に負荷を上げるような計画を立てることが円滑な

復職とその後の再発・再休職予防に役立ちます。復職後の業務計画は、従業員(本人)、

職場関係者(上司、人事労務担当者など)と協議して決めることが重要です。復職後も、

従業員（本人）や職場関係者と就労状況について十分に情報共有し，計画の見直しと

調整を図ることが望ましいでしょう。 

 生活リズムが整い、具体的な復職時期が近付いた段階では、日常生活でのパフォーマ

ンスを把握することが，復職後の業務計画を立てるうえで役立ちます。たとえば，読

書課題（新聞や小説、業務関連の専門書等を読んで内容をまとめる）を用いる場合、

読むスピードや理解度、理解までにかかる時間が、体調を崩す前に比べてどの程度回

復しているかが，パフォーマンスの指標となります。 

 復職した後も一定期間は、体調面で不安定な状態が続くため、従業員ができると思う

半分くらいを目安に業務負荷を設定し、段階的に負荷を高めていくことが有効です。

従業員は焦りや不安、復職前の経験から「もっとできる」と思いがちです。そのため、

結果的にオーバーワークになってしまうことがあります。定期的な面談で現在の業務

量や負担感パフォーマンスなどを確認し、適宜，業務量を調整することが再発・再休

業予防に役立ちます。 
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FIT NOTEシステム

導入マニュアル 主治医用

就労に関する意見書

本マニュアルには、メンタルヘルス不調を来した労働者の職場復帰を促し、長期休業を予防するために、

主治医が就労に関する意見を述べるFIT NOTEシステムの概要が記されています。

働くことで健康を築く
FIT NOTE（就労に関する意見書）とは、
労働者の仕事と健康を両立させるために

医師が発行する意見書です

─モデル事業用─

本マニュアルは、平成26年度労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発
（14070101-01）」に基づいて実施されるモデル事業用に作成されたものです。− 120 − − 121 −
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2 3

１．FIT NOTE（就労に関する意見書）の意義

▶▶（１）FIT NOTE（就労に関する意見書）とは
　医師が、労働者の疾病管理状況や症状を鑑みて、就労上の配慮事項を会社側へ提案し、医師の

意見を表明する文書です。メンタルヘルス不調者の就労能力について、職場とコミュニケーショ

ンを取りながら、当該労働者の健康状態が一般的に仕事に適しているかどうかを評価し、早期復

職を促し不要な休業の防止を促すために使用します。

▶▶（２）FIT NOTE（就労に関する意見書）のメリット

　１）小規模事業所における職場復帰に関わる課題　

対象 課題

事業者側

・産業保健職（医）の不在

・労働者の健康状態が把握できず、復帰時に適切な配慮が困難

・長期休業に伴う生産性の低下、さらに周辺の負荷増大による組織全体の生産性や活

力の低下

・安全配慮義務違反、労働災害認定などの訴訟リスク

労働者側

・長期休業による予後の不良

・長期休暇取得の制度がないため、状態が改善しないまま出社することによるメンタ

ルヘルス不調の慢性化

・メンタルヘルス不調ということだけで退職を迫られるリスク

主治医側

・職場との連絡手段の欠如

・労働者の職場環境や業務内容に関する情報の不足

・一部で労働者都合の診断書を発行（主治医の考えとの差違）

　上記のような職場復帰に関わる課題は、職場環境や職務内容による不適応が労働者に起こった

時に、就労するにあたってとるべき対応について指導できる産業保健職がいない小規模事業所に

おいて起こりやすい問題です。FIT NOTE（就労に関する意見書）に基づいて【主治医－労働

者－事業者】のコミュニケーションの促進を図ることで、適切な就労配慮を実施することがで

き、早期復職・不要な休業の防止が期待できます。

　２）FIT NOTE（就労に関する意見書）使用におけるメリット　

対象 メリット

事業者側

・産業保健職（医）不在職場での復職可能性の向上

・労働力の損失を予防（医師の指示に基づく適正配置）

・安全配慮義務履行

労働者側

・不要な休業の回避や早期復職の可能性

・復職時に会社と交渉するエンパワーメントを得ることが可能

・退職の回避

主治医側
・事業者（職場）とのコミュニケーションの円滑化

・労働者の都合による診断書ではなく、医師の見解を述べることが可能

　FIT NOTE（就労に関する意見書）を用いることにより、主治医が就業可能と判断するレベ

ルと、職場が復帰する労働者に求めるレベルの差を小さくし、職場の不適応への対応を最大限に

支援します。
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２．FIT NOTE（就労に関する意見書）の効果に関する 
科学的根拠

　FIT NOTEシステムは、2010年に英国で法制化された労働者の職場復帰支援策です。FIT 

NOTE（就労に関する意見書）は従来の『要休業』を示す診断書ではなく、どのような条件が

整えば復職できるかに焦点をあてた診断書であり、Carol Black卿によるレビューが主要なエビ

デンスになっています１。その骨子は、以下のとおりです。

１）就労は一般に健康に良いものであり、失職による好ましくない影響を軽減する効果がある２。

２）就労は仕事がもたらす健康リスクや長期失業による健康への悪影響を凌駕する２。

３）多くの休業者は軽症で何らかの配慮をすることで就労可能であるが不必要に労働市場から排

除されている３。

４）休職期間が長いほど離職リスクが高まり社会的コストが嵩む２。

　以上により、復職は重要な臨床上のアウトカムと位置づけられ、「疾病のために働くことがで

きない」という旧来の考え方からの変換を図る必要があるとしています４。

　休業・復職に関する主治医、職場側双方の認識や行動を変えることで、休業の長期化を防止す

る効果があるとされ、英国において効果検証が進められています。

　わが国にはFIT NOTE（就労に関する意見書）もしくは類似するシステムは存在しないため、

今後の研究・調査の結果が待たれます。しかしながら休業が必ずしも必要ないと思われる事例や

長期休業が予後不良であることは、我が国の臨床例でも認められています。FIT NOTE（就労

に関する意見書）の導入により、産業保健体制の十分でない職場への適応の可能性があります。

・仕事をすることは、一般に健康に良いものである

・長く仕事をしないことは、心身の健康を損なう

・多くの休業者は軽症で、何らかの配慮をすることにより復職できる

・休業期間が長いほど、離職リスクが高まる

 〈英国雇用年金省　『Fit Noteを最大限に活用する　GPガイダンス』より抜粋〉

1.Black 2008; Department of Work and Pensions[DWP]2008
2.Waddell and Burton 2006
3.Hann and Sibbald 2011
4.Hann and Sibbald 2011;O’Brien et al 2008
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３．休業のための診断書とFIT NOTE（就労に関する意見書）
との考え方の違い

　　（労働者の就労可能性の評価について）

　現在一般に使用されている診断書は、主に労働者の臨床所見に基づいて、療養や就労の制限、

もしくは休業について医師の意見を述べるものになっています。FIT NOTE（就労に関する意

見書）は、労働者の職場の状況も勘案した上で、就労を継続するために有用な助言を医学的な見

地から述べるものです。

▶▶ １）従来の診断書にFIT NOTE（就労に関する意見書）が付加する機能

従来の診断書がもっている機能
FIT NOTE（就労に関する意見書）が

付加する機能

目的 医療情報の共有 早期復職、不要な休業の防止

考え方
・傷病による勤務の可否（一般に、

要休業・勤務制限）を示す証明書

・働くことは健康に良いとする考え

・就業上の配慮をすることにより就業継

続・復職をさせる方向で、事業者・患

者間で就業条件の合意を促す

記載内容
・診断

・休業期間

・診断（就労を困難としている状態で可）

・就業は可とする意見

・就労上の配慮についての助言

機能

・休職及び復職（指針に示す第３ス

テップ）の手続きが開始される用

件

・事業者（及び労働者）が就業について

検討する際、参考とする事項

・就業・復職しない場合、休業補償の申

請と連動＊

受領後のア

クション

・休業・復職の手続き開始 

（復職の場合）復職前面談等で、

就業制限事項を決定。

・上司・産業保健スタッフ・本人で

内容を確認 

（復職の場合）検討された就業制

限の下、復職プロセスの開始

・就業上の配慮を検討

・就業配慮事項について、事業者、労働

者間で合意

・検討された就業上の配慮の下就業継続

＊英国での使用例
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４．FIT NOTE（就労に関する意見書）で使用する文書

　FIT NOTE（就労に関する意見書）には、以下のような文書が用意されています。

▶▶ １）FIT NOTE（就労に関する意見書）

　臨床症状を踏まえた就労能力を評価し、就労可否及び条件を示します。

▶▶ ２）就労の準備状態について

　労働者の就労に対するモチベーションの高さや職場のストレス要因、解決策の参考にします。

▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供

　労働者に期待されている業務内容および現在の勤務状況を確認します。

FIT NOTE 
システム 

労働者 

主治医 会社 

FIT NOTEで使用する文書と 
話し合いを持つ関係 

就労に 
関する 
意見書 

就労の 
準備状態 
について 

就労に関する 
意見書発行の 
ための情報提供 

▶▶ 1）FIT NOTE 就労に関する意見書

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 
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▶▶ 2）就労の準備状態について

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 
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▶▶ 2）就労の準備状態について

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

− 132 − − 133 −



12 13

５．FIT NOTE（就労に関する意見書）作成にあたっての 
留意事項

▶▶ １）FIT NOTE（就労に関する意見書）（主治医記入）

【目的】本人（および会社）から職場環境・業務に関する情報を得て、労働者の病状を踏まえ、

労働者の働き方について会社側へ提案するための文書です。

【使用方法】就労の準備状態について（必要に応じて就労に関する意見書発行のための情報提供

も合わせる）の内容を確認し、労働者と主治医が、治療をしながら働くこと、その方法について

話し合います。条件付きで働く事が可能な場合は、職場環境、勤務時間等配慮事項を会社側に提

案します。

【使用時期】この意見書は、就労の準備状態について（必要に応じて就労に関する意見書発行の

ための情報提供を合わせる）が揃い次第、速やかに作成してください。作成の遅れは、適応して

いない就労状況が長引くことや、復職のタイミングを逃すことにつながる可能性があります。

以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、精神的な症状により就労に支障を来している時

・一定期間休職し、復職を検討する時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくは精神的な健康障害の懸念がある労働者に使用できま

す。

【適用する症状等】

就労上の配慮をすることで、仕事を続けられる可能性のある労働者すべてに適用可能です。

【職場への提出】原則、本人を介して、会社側に提出します。

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

【就労について】

以下に沿って評価します。

・『就労困難』：現状では

就業は勧められない

・『条件が合えば就労可

能』：現在の仕事に限ら

ず、何らかの仕事をす

ることが出来る

【評価対象の障害】

就労に影響を及ぼして

いる疾病、症候、状態

像を記入します。

【就労配慮項目】

就労条件について提案

します。挙げられてい

る項目以外は、【具体的

な記載】に記入します。

・実際の就労配慮は、

職場と労働者が話し

合い、決定すること

が望ましいため、詳

細な職場環境・業務

内容を記載する必要

はありません。

【就労可能性の再評価】

・『就労困難（不可）である』に該当した時は、再評価日を設定してください。

・『条件が合えば就労可能』に該当する時は、状況の変化が見込まれるなど再評価

が必要と考えられる場合は、設定してください。

・再評価予定日は、事業場が就業配慮（休業を含む）を実施する期間の目安となり

ます。

− 134 − − 135 −
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５．FIT NOTE（就労に関する意見書）作成にあたっての 
留意事項
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ための情報提供を合わせる）が揃い次第、速やかに作成してください。作成の遅れは、適応して

いない就労状況が長引くことや、復職のタイミングを逃すことにつながる可能性があります。

以下に使用時期の例を示します。
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精神科・心療内科を受診している、もしくは精神的な健康障害の懸念がある労働者に使用できま
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【適用する症状等】

就労上の配慮をすることで、仕事を続けられる可能性のある労働者すべてに適用可能です。

【職場への提出】原則、本人を介して、会社側に提出します。

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

【就労について】

以下に沿って評価します。

・『就労困難』：現状では

就業は勧められない

・『条件が合えば就労可

能』：現在の仕事に限ら

ず、何らかの仕事をす

ることが出来る

【評価対象の障害】

就労に影響を及ぼして

いる疾病、症候、状態

像を記入します。

【就労配慮項目】

就労条件について提案

します。挙げられてい

る項目以外は、【具体的

な記載】に記入します。

・実際の就労配慮は、

職場と労働者が話し

合い、決定すること

が望ましいため、詳

細な職場環境・業務

内容を記載する必要

はありません。

【就労可能性の再評価】

・『就労困難（不可）である』に該当した時は、再評価日を設定してください。

・『条件が合えば就労可能』に該当する時は、状況の変化が見込まれるなど再評価

が必要と考えられる場合は、設定してください。

・再評価予定日は、事業場が就業配慮（休業を含む）を実施する期間の目安となり

ます。

− 134 − − 135 −



14 15

▶▶ ２）就労の準備状態について（労働者記入）

【目的】主治医と労働者が、健康と就労を両立させる方法を話し合うための文書です。

【使用方法】原則として、労働者本人が記入します。労働者が自分で記入することが困難なとき

は、主治医が本人の状況を確認しながら記載し、記録として残すことも可能です。

【使用時期】この問診票は、労働者が一度持ち帰り、健康な状態で就労するための条件を考えて

回答してもらうと良いでしょう。初診・診察時に回答できるならば、そうしても構いません。

以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、精神的な症状により就労に支障を来している時

・一定期間休職し、復職を検討する時

・労働者から休業や勤務制限のための診断書を求められ、本人の意向や状況を確認したい時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくは精神的な健康障害の懸念がある労働者に使用できま

す。現在就労していなくても、今後働きたい人には使用することができます。

【医療機関への提出】主治医が求める時期に提出します。

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

【労働者の心身に対する

自信】自身の健康状態

をどのように考えてい

るかを確認します。労

働者の直感的な感覚を

記してもらってくださ

い。

【仕事について①】

就労する上で最も障害

になることを確認しま

す。

【仕事について②】

労働者が希望する職場

環境・就労条件を確認

します。

【仕事について③】

これまで得られていなかった支援もしくは妥協案等、

労働者からの現実的な提案を確認します。
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14 15

▶▶ ２）就労の準備状態について（労働者記入）
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あてはまる数字に〇をしてください 
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2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
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るかを確認します。労
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▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供（職場記入）

【目的】主治医が、患者である労働者の職場の状況や、彼（女）に期待されるパフォーマンスに

ついて情報を得るための文書です。

【使用方法】職場における配慮に関してアドバイスすることがふさわしい時期（FIT NOTE（就

労に関する意見書）発行時）に、必要に応じて職場へ記入を依頼します。

【使用時期】以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、メンタルヘルス不調により就労に支障を来している時

・労働者から休業や勤務制限のための診断書を求められ、会社の意向・職場環境等を確認したい

時

・一定期間休職し、復職を検討する時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくはこころの健康に懸念がある労働者に使用できます。

現在就労していなくても、今後働きたい人にも使用することができます。

【記入者の選定】管理監督者（事業者）、衛生管理者、産業保健スタッフ等、主治医との連携にお

いて、会社側窓口になれる者が記入します。記入者はメンタルヘルスの知識を持っていることが

必須ではありませんが、その労働者の就労における配慮を検討する立場にある方が望ましいで

しょう。

【医療機関への提出】原則、労働者の次回受診時に間に合うように記入します。提出方法は労働

者を介しての提出でも、医療機関へ直接の郵送でも構いません。

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

【職位】

労働者の職位を選択し

ます。

【従来の働きぶり】

【具体的な業務内容】主

治医が労働者の職場環

境をできる限り把握し、

適切な就労に関するア

ドバイスをするため、

会社が当該労働者に期

待している業務内容、

これまでの働きぶり等

を記入します。

【勤務状況】

この３ヶ月以内に健康

状態に影響を与える状

況について聞いていま

す。異動は会社内のみ

ならず、入退社も含み

ます。

【留意事項】

上記【勤務状況】においての詳細、または就労に関する

意見を述べるに際に、必要と思われる具体的な状況等を

記入します。
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▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供（職場記入）

【目的】主治医が、患者である労働者の職場の状況や、彼（女）に期待されるパフォーマンスに

ついて情報を得るための文書です。

【使用方法】職場における配慮に関してアドバイスすることがふさわしい時期（FIT NOTE（就

労に関する意見書）発行時）に、必要に応じて職場へ記入を依頼します。

【使用時期】以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、メンタルヘルス不調により就労に支障を来している時

・労働者から休業や勤務制限のための診断書を求められ、会社の意向・職場環境等を確認したい

時

・一定期間休職し、復職を検討する時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくはこころの健康に懸念がある労働者に使用できます。

現在就労していなくても、今後働きたい人にも使用することができます。

【記入者の選定】管理監督者（事業者）、衛生管理者、産業保健スタッフ等、主治医との連携にお

いて、会社側窓口になれる者が記入します。記入者はメンタルヘルスの知識を持っていることが

必須ではありませんが、その労働者の就労における配慮を検討する立場にある方が望ましいで

しょう。

【医療機関への提出】原則、労働者の次回受診時に間に合うように記入します。提出方法は労働

者を介しての提出でも、医療機関へ直接の郵送でも構いません。

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

【職位】

労働者の職位を選択し

ます。

【従来の働きぶり】

【具体的な業務内容】主

治医が労働者の職場環

境をできる限り把握し、

適切な就労に関するア

ドバイスをするため、

会社が当該労働者に期

待している業務内容、

これまでの働きぶり等

を記入します。

【勤務状況】

この３ヶ月以内に健康

状態に影響を与える状

況について聞いていま

す。異動は会社内のみ

ならず、入退社も含み

ます。

【留意事項】

上記【勤務状況】においての詳細、または就労に関する

意見を述べるに際に、必要と思われる具体的な状況等を

記入します。
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▶▶ ４）使用における注意点

　FIT NOTE（就労に関する意見書）は職場における適応の問題でメンタルヘルス不調を来し

ている労働者に最も適応があります。

　FIT NOTE（就労に関する意見書）は、下記に示すものであったり、症状不安定で就労の継

続が困難と想定される場合には、発行に注意が必要です。

・切迫する希死念慮がある

・薬物依存・アルコール依存

・精神遅滞

・器質性精神病

・未治療の統合失調症

・パーソナリティ障害 等

　個人的または社会的な問題をかかえた労働者からFIT NOTE（就労に関する意見書）発行を

求められた場合、FIT NOTE（就労に関する意見書）は医学的な問題のためのみに発行するこ

とを伝えます。個人的な問題が労働者にストレスを与え、結果としてメンタル不調を来している

のであれば、FIT NOTE（就労に関する意見書）を発行することは可能です。

６．労働者にとってのFIT NOTE（就労に関する意見書）の
使い方

　“就労困難である”と判断された場合　

　労働者はFIT NOTE（就労に関する意見書）を休業のための診断書の代わりに使用すること

ができます。就労可能性の再評価は“実施する”に☑され、記載された月日まで、休業すること

が勧められます。

　“条件が合えば就労可能と考える”と判断された場合　

　労働者は医師の記載した意見について、職場と話し合い、就労を支援するための配慮を検討し

てもらいます。

７．事業者にとってのFIT NOTE（就労に関する意見書）の
使い方

　“就労困難である”と判断された場合　

　労働者が医師により”就労困難である”と判断された場合、もしくは”条件が合えば就労可能

と考えられる”と判断されたが就労配慮に対応出来ず、結果として就労が困難であると事業者・

管理者が判断した場合、FIT NOTE（就労に関する意見書）は休業を要する証明書として社内

の業務処理に使用することが可能です。

　“条件が合えば就労可能と考える”と判断された場合

　FIT NOTE（就労に関する意見書）の内容を、会社と労働者で話し合うことが求められます。

何らかの配慮を検討することにより、就労開始・継続の可能性を高めます。

　就業配慮可能性の再評価予定日を目安として、労働者の就業配慮（休業を含む）を実施して下

さい。就業配慮の期間は、再評価予定日よりも前に終了させることは可能です。
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▶▶ ４）使用における注意点

　FIT NOTE（就労に関する意見書）は職場における適応の問題でメンタルヘルス不調を来し

ている労働者に最も適応があります。

　FIT NOTE（就労に関する意見書）は、下記に示すものであったり、症状不安定で就労の継

続が困難と想定される場合には、発行に注意が必要です。

・切迫する希死念慮がある

・薬物依存・アルコール依存

・精神遅滞

・器質性精神病

・未治療の統合失調症

・パーソナリティ障害 等

　個人的または社会的な問題をかかえた労働者からFIT NOTE（就労に関する意見書）発行を

求められた場合、FIT NOTE（就労に関する意見書）は医学的な問題のためのみに発行するこ

とを伝えます。個人的な問題が労働者にストレスを与え、結果としてメンタル不調を来している

のであれば、FIT NOTE（就労に関する意見書）を発行することは可能です。

６．労働者にとってのFIT NOTE（就労に関する意見書）の
使い方

　“就労困難である”と判断された場合　

　労働者はFIT NOTE（就労に関する意見書）を休業のための診断書の代わりに使用すること

ができます。就労可能性の再評価は“実施する”に☑され、記載された月日まで、休業すること

が勧められます。

　“条件が合えば就労可能と考える”と判断された場合　

　労働者は医師の記載した意見について、職場と話し合い、就労を支援するための配慮を検討し

てもらいます。

７．事業者にとってのFIT NOTE（就労に関する意見書）の
使い方

　“就労困難である”と判断された場合　

　労働者が医師により”就労困難である”と判断された場合、もしくは”条件が合えば就労可能

と考えられる”と判断されたが就労配慮に対応出来ず、結果として就労が困難であると事業者・

管理者が判断した場合、FIT NOTE（就労に関する意見書）は休業を要する証明書として社内

の業務処理に使用することが可能です。

　“条件が合えば就労可能と考える”と判断された場合

　FIT NOTE（就労に関する意見書）の内容を、会社と労働者で話し合うことが求められます。

何らかの配慮を検討することにより、就労開始・継続の可能性を高めます。

　就業配慮可能性の再評価予定日を目安として、労働者の就業配慮（休業を含む）を実施して下

さい。就業配慮の期間は、再評価予定日よりも前に終了させることは可能です。
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８．FIT NOTE（就労に関する意見書）の活用事例

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

仕事に慣れず悩んでいる50歳男性の事例（適応障害）
大変申し訳
ありません

その件は…
少々お待ちください

年下の上司から何度も指導されていま
すが、なかなか仕事を覚えることが出
来ません。残業してもノルマをこなせ
ず、最近は眠れなくなり、体がだるい
ため、心療内科を受診しました。

３ヶ月前に技術職からコールセンター
へ異動したＡさん。これまでの仕事内
容とは180度違い、時間の流れ方も
大きく変わりました。

Ａさん、この前も
言いましたよ！

すみません…

まず、よく眠って疲れ
をとりましょう。睡眠
導入剤を処方します。

仕事が変わってから眠れませ
ん。いつまでも仕事を覚えら
れない自分が情けなくて、電
話が怖いのです。

できれば元の職場に
戻りたいのですが…

それと、このような症状が
現れた原因と、改善するた
めにはどうすれば良いか一
緒に考えたいので、あなた
は問診票②を書いてきてく
ださい。

Ａさんの仕事をできるだけ理
解してアドバイスをしたいの
で、次の受診までにこの書類①

をあなたの上司に書いてきて
もらってください。

まずは生活リズムを整えて、体調を
良くしましょう。意見書には、Ａさ
んの現在の状況と、検討して頂きた
い就業配慮項目を書きますね。

Ａさんは電話でのコミュニケーショ
ンが苦手なようですね。残業も多
く、疲れもたまっています。それと
以前の職場は縮小傾向にあり、戻る
ことは難しいようですね。

問診票を書いていて、
電話を受ける業務が
今とてもつらいこと
がわかりました。
少しずつ慣れていけ
るなら、出来るかも
しれません。

『就業に関する意見書発行のための情報提供』と『就労の準備状態について』を使用し、会社・
労働者双方から職場環境と労働者の状況を確認し、「就業に関する意見書③」を作成します。

Ａさんは、上司の配慮により、決まった
客先の窓口を担当することになりまし
た。同じコールセンターでの仕事ですが、
業務を限定したことで、少しずつ慣れる
ことができています。睡眠障害のため、
２ヶ月外来通院をしましたが、その後体
調は改善し、不要になりました。

①

②

③
初診～１ヶ月

その後の診察

３ヶ月後
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８．FIT NOTE（就労に関する意見書）の活用事例

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
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①

②
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３ヶ月後
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９．FIT NOTE（就労に関する意見書）システムに関する 
Ｑ＆Ａ

Q1．就労における配慮事項をアドバイスしましたが、会社による配置転換や一時的な業務

配慮などの対応がなされない場合はどうすればよいですか？

会社における対応は、主治医に期待される職務ではありません。主治医は継続して注意深く

労働者の健康状態を確認する必要があります。

Q2．FIT NOTE（就労に関する意見書）発行後に、労働者の症状が悪化した場合はどう

すればよいですか？

職場における配慮の有無にかかわらず、労働者の症状が悪化し、就労困難となる可能性があ

ります。就労困難と判断する場合は、その旨を記載したFIT NOTE（就労に関する意見書）

の再発行を検討してください。

Q3．FIT NOTE（就労に関する意見書）を発行し会社に提出することで、労働者にとっ

て、解雇を含めた不利益な事象が起こりませんか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は、従来の診断書と同様の取り扱いがなされます。加

えて、FIT NOTE（就労に関する意見書）に基づいて、働く事が労働者・会社にとって利

益になることを双方が認識し、医師のアドバイスについてよく話し合うことが求められま

す。

Q4．FIT NOTE（就労に関する意見書）における再評価はいつすれば良いですか？

・就労困難（不可）と判断した場合は、再評価が必要になります。

・条件が合えば就労可能と判断した場合は、状況が変わったら再評価をします。

・再評価日を設定した場合は、再評価日に改めて就労可能性の評価を行い、FIT NOTE（就

労に関する意見書）を再発行します。

・再評価日を設定せず、後日就労困難（不可）になった場合は、その時点でFIT NOTE（就

労に関する意見書）を再発行します。

Q5．FIT NOTE（就労に関する意見書）はどのくらい強制力がありますか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は労働者を診断した記録をもとに、就労に関する医師

の助言を行うものであり、法的な拘束力はありません。

Q6．就労に関する意見書発行のための情報提供を労働者が会社に提出しても、対応してく

れない場合はどうすれば良いですか？

就労に関する意見書発行のための情報提供は労働者の現状、期待されている業務内容などを

知ることを目的としていますが、就労に関する意見書発行のための情報提供がなくてもFIT 

NOTE（就労に関する意見書）を発行することは可能です。

Q7．就労の準備状態についてに労働者が記入出来ない場合はどうすれば良いですか？

主治医が労働者の状況を確認しながら記載し、記録として残します。

Q8．主治医が労働者の希望に沿わず、医学的な意見を述べることで医師－患者間の信頼を

損ねる可能性がありますか？

可能性はあります。就労の準備状態について（就労に関する意見書発行のための情報提供）

により労働者の状況を把握し、話し合いを深めることで、“仕事をすることは健康によいも

の”“長く仕事をしないことは、心身の健康を失う”ことへの労働者の理解を促し、早期の

就労の支援をします。主治医と労働者が話し合い、同意のもとに意見書を発行するプロセス

が大切です。

Q9．FIT NOTE（就労に関する意見書）で示された配慮はいつまで必要ですか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）内に記載された配慮項目について、事業者は、就業配

慮可能性の再評価予定日を目安に、配慮を行います。労働者の臨床症状に基づいてアドバイ

スを提供して下さい。
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FIT NOTEシステム

導入マニュアル 主治医用

就労に関する意見書

本マニュアルには、メンタルヘルス不調を来した労働者の職場復帰を促し、長期休業を予防するために、

主治医が就労に関する意見を述べるFIT NOTEシステムの概要が記されています。

働くことで健康を築く
FIT NOTE（就労に関する意見書）とは、
労働者の仕事と健康を両立させるために

医師が発行する意見書です

─モデル事業用─

本マニュアルは、平成26年度労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発
（14070101-01）」に基づいて実施されるモデル事業用に作成されたものです。 − 151 −
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１．FIT NOTE（就労に関する意見書）の意義

▶▶（１）FIT NOTE（就労に関する意見書）とは
　医師が、労働者の疾病管理状況や症状を鑑みて、就労上の配慮事項を会社側へ提案し、医師の

意見を表明する文書です。メンタルヘルス不調者の就労能力について、職場とコミュニケーショ

ンを取りながら、当該労働者の健康状態が一般的に仕事に適しているかどうかを評価し、早期復

職を促し不要な休業の防止を促すために使用します。

▶▶（２）FIT NOTE（就労に関する意見書）のメリット

　１）小規模事業所における職場復帰に関わる課題　

対象 課題

事業者側

・産業保健職（医）の不在

・労働者の健康状態が把握できず、復帰時に適切な配慮が困難

・長期休業に伴う生産性の低下、さらに周辺の負荷増大による組織全体の生産性や活

力の低下

・安全配慮義務違反、労働災害認定などの訴訟リスク

労働者側

・長期休業による予後の不良

・長期休暇取得の制度がないため、状態が改善しないまま出社することによるメンタ

ルヘルス不調の慢性化

・メンタルヘルス不調ということだけで退職を迫られるリスク

主治医側

・職場との連絡手段の欠如

・労働者の職場環境や業務内容に関する情報の不足

・一部で労働者都合の診断書を発行（主治医の考えとの差違）

　上記のような職場復帰に関わる課題は、職場環境や職務内容による不適応が労働者に起こった

時に、就労するにあたってとるべき対応について指導できる産業保健職がいない小規模事業所に

おいて起こりやすい問題です。FIT NOTE（就労に関する意見書）に基づいて【主治医－労働

者－事業者】のコミュニケーションの促進を図ることで、適切な就労配慮を実施することがで

き、早期復職・不要な休業の防止が期待できます。

　２）FIT NOTE（就労に関する意見書）使用におけるメリット　

対象 メリット

事業者側

・産業保健職（医）不在職場での復職可能性の向上

・労働力の損失を予防（医師の指示に基づく適正配置）

・安全配慮義務履行

労働者側

・不要な休業の回避や早期復職の可能性

・復職時に会社と交渉するエンパワーメントを得ることが可能

・退職の回避

主治医側
・事業者（職場）とのコミュニケーションの円滑化

・労働者の都合による診断書ではなく、医師の見解を述べることが可能

　FIT NOTE（就労に関する意見書）を用いることにより、主治医が就業可能と判断するレベ

ルと、職場が復帰する労働者に求めるレベルの差を小さくし、職場の不適応への対応を最大限に

支援します。
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２．FIT NOTE（就労に関する意見書）の効果に関する 
科学的根拠

　FIT NOTEシステムは、2010年に英国で法制化された労働者の職場復帰支援策です。FIT 

NOTE（就労に関する意見書）は従来の『要休業』を示す診断書ではなく、どのような条件が

整えば復職できるかに焦点をあてた診断書であり、Carol Black卿によるレビューが主要なエビ

デンスになっています１。その骨子は、以下のとおりです。

１）就労は一般に健康に良いものであり、失職による好ましくない影響を軽減する効果がある２。

２）就労は仕事がもたらす健康リスクや長期失業による健康への悪影響を凌駕する２。

３）多くの休業者は軽症で何らかの配慮をすることで就労可能であるが不必要に労働市場から排

除されている３。

４）休職期間が長いほど離職リスクが高まり社会的コストが嵩む２。

　以上により、復職は重要な臨床上のアウトカムと位置づけられ、「疾病のために働くことがで

きない」という旧来の考え方からの変換を図る必要があるとしています４。

　休業・復職に関する主治医、職場側双方の認識や行動を変えることで、休業の長期化を防止す

る効果があるとされ、英国において効果検証が進められています。

　わが国にはFIT NOTE（就労に関する意見書）もしくは類似するシステムは存在しないため、

今後の研究・調査の結果が待たれます。しかしながら休業が必ずしも必要ないと思われる事例や

長期休業が予後不良であることは、我が国の臨床例でも認められています。FIT NOTE（就労

に関する意見書）の導入により、産業保健体制の十分でない職場への適応の可能性があります。

・仕事をすることは、一般に健康に良いものである

・長く仕事をしないことは、心身の健康を損なう

・多くの休業者は軽症で、何らかの配慮をすることにより復職できる

・休業期間が長いほど、離職リスクが高まる

 〈英国雇用年金省　『Fit Noteを最大限に活用する　GPガイダンス』より抜粋〉

1.Black 2008; Department of Work and Pensions[DWP]2008
2.Waddell and Burton 2006
3.Hann and Sibbald 2011
4.Hann and Sibbald 2011;O’Brien et al 2008
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6 7

３．休業のための診断書とFIT NOTE（就労に関する意見書）
との考え方の違い

　　（労働者の就労可能性の評価について）

　現在一般に使用されている診断書は、主に労働者の臨床所見に基づいて、療養や就労の制限、

もしくは休業について医師の意見を述べるものになっています。FIT NOTE（就労に関する意

見書）は、労働者の職場の状況も勘案した上で、就労を継続するために有用な助言を医学的な見

地から述べるものです。

▶▶ １）従来の診断書にFIT NOTE（就労に関する意見書）が付加する機能

従来の診断書がもっている機能
FIT NOTE（就労に関する意見書）が

付加する機能

目的 医療情報の共有 早期復職、不要な休業の防止

考え方
・傷病による勤務の可否（一般に、

要休業・勤務制限）を示す証明書

・働くことは健康に良いとする考え

・就業上の配慮をすることにより就業継

続・復職をさせる方向で、事業者・患

者間で就業条件の合意を促す

記載内容
・診断

・休業期間

・診断（就労を困難としている状態で可）

・就業は可とする意見

・就労上の配慮についての助言

機能

・休職及び復職（指針に示す第３ス

テップ）の手続きが開始される用

件

・事業者（及び労働者）が就業について

検討する際、参考とする事項

・就業・復職しない場合、休業補償の申

請と連動＊

受領後のア

クション

・休業・復職の手続き開始 

（復職の場合）復職前面談等で、

就業制限事項を決定。

・上司・産業保健スタッフ・本人で

内容を確認 

（復職の場合）検討された就業制

限の下、復職プロセスの開始

・就業上の配慮を検討

・就業配慮事項について、事業者、労働

者間で合意

・検討された就業上の配慮の下就業継続

＊英国での使用例
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8 9

４．FIT NOTE（就労に関する意見書）で使用する文書

　FIT NOTE（就労に関する意見書）には、以下のような文書が用意されています。

▶▶ １）FIT NOTE（就労に関する意見書）

　臨床症状を踏まえた就労能力を評価し、就労可否及び条件を示します。

▶▶ ２）就労の準備状態について

　労働者の就労に対するモチベーションの高さや職場のストレス要因、解決策の参考にします。

▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供

　労働者に期待されている業務内容および現在の勤務状況を確認します。

FIT NOTE 
システム 

労働者 

主治医 会社 

FIT NOTEで使用する文書と 
話し合いを持つ関係 

就労に 
関する 
意見書 

就労の 
準備状態 
について 

就労に関する 
意見書発行の 
ための情報提供 

▶▶ １）FIT NOTE 就労に関する意見書

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 
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▶▶ ２）就労の準備状態について

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

− 162 − − 163 −
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▶▶ ２）就労の準備状態について
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５．FIT NOTE（就労に関する意見書）作成にあたっての 
留意事項

▶▶ １）FIT NOTE（就労に関する意見書）（主治医記入）

【目的】本人（および会社）から職場環境・業務に関する情報を得て、労働者の病状を踏まえ、

労働者の働き方について会社側へ提案するための文書です。

【使用方法】就労の準備状態について（必要に応じて就労に関する意見書発行のための情報提供

も合わせる）の内容を確認し、労働者と主治医が、治療をしながら働くこと、その方法について

話し合います。条件付きで働く事が可能な場合は、職場環境、勤務時間等配慮事項を会社側に提

案します。

【使用時期】この意見書は、就労の準備状態について（必要に応じて就労に関する意見書発行の

ための情報提供も合わせる）が揃い次第、速やかに作成されます。

以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、精神的な症状により就労に支障を来している時

・一定期間休職し、復職を検討する時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくは精神的な健康障害の懸念がある労働者に使用できま

す。

【適用する症状等】

就労上の配慮をすることで、仕事を続けられる可能性のある労働者すべてに適用可能です。

【職場への提出】原則、本人を介して、会社側に提出します。

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

【就労配慮項目】主治医

は職務全般における就

労の適応について判断

します。

【評価対象の障害】

就労に影響を及ぼして

いる疾病、症候、状態

像が記載されます。

【就労について】

就労可能性を高めうる

就業上の配慮について

就労条件について主治

医が提案します。挙げ

られている項目以外は、

【具体的な記載】に記入

されます。実際の就労

配慮は職場と労働者が

話し合い、決定します。

【就労可能性の再評価】

・『就労困難（不可）である』に該当した時は、再評価日を設定されます。それま

での間は休業を要します。

・状態が変化する可能性がある場合は、再評価日を設定されます。

・再評価予定日は、事業場で就業配慮（休業を含む）を実施する期間の目安とし

て下さい。

− 164 − − 165 −
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５．FIT NOTE（就労に関する意見書）作成にあたっての 
留意事項
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【職場への提出】原則、本人を介して、会社側に提出します。
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□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 
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                    医師名 

【就労配慮項目】主治医

は職務全般における就

労の適応について判断

します。

【評価対象の障害】

就労に影響を及ぼして

いる疾病、症候、状態
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− 164 − − 165 −
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▶▶ ２）就労の準備状態について（労働者記入）

【目的】主治医と労働者が、健康と就労を両立させる方法を話し合うための文書です。

【使用方法】原則として、労働者本人が記入します。労働者が自分で記入することが困難なとき

は、主治医が本人の状況を確認しながら記載し、記録として残すことも可能です。

【使用時期】この問診票は、労働者が一度持ち帰り、健康な状態で就労するための条件を考えて

回答してもらうと良いでしょう。初診・診察時に回答できるならば、そうしても構いません。

以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、精神的な症状により就労に支障を来している時

・一定期間休職し、復職を検討する時

・労働者が休業や勤務制限のための診断書を求め、主治医が労働者の意向や状況を確認したい時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくは精神的な健康障害の懸念がある労働者に使用できま

す。現在就労していなくても、今後働きたい人には使用することができます。

【医療機関への提出】主治医が求める時期に提出します。

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

【労働者の心身に対する

自信】自身の健康状態

を労働者がどのように

考えているかを確認し

ます。労働者の直感的

な感覚を記してもらっ

て下さい。

【仕事について①】

就労する上で最も障害

になることを確認しま

す。

【仕事について②】

労働者が希望する職場

環境・就労条件を確認

します。

【仕事について③】

これまで得られていなかった支援もしくは妥協案等、

労働者からの現実的な提案を確認します。

− 166 − − 167 −
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▶▶ ２）就労の準備状態について（労働者記入）
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あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 
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2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
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▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供（職場記入）

【目的】主治医が、患者である労働者の職場の状況や、彼（女）に期待されるパフォーマンスに

ついて情報を得るための文書です。

【使用方法】職場における配慮に関してアドバイスすることがふさわしい時期（FIT NOTE（就

労に関する意見書）発行時）に、必要に応じて労働者を介して主治医が職場へ記入を依頼しま

す。

【使用時期】以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、メンタルヘルス不調により就労に支障を来している時

・労働者が休業や勤務制限の診断書を求め、主治医が会社の意向・職場環境等を確認したい時

・一定期間休職し、復職を検討する時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくはこころの健康に懸念がある労働者に使用できます。

現在就労していなくても、今後働きたい人にも使用することができます。

【記入者の選定】管理監督者（事業者）、衛生管理者、産業保健スタッフ等、主治医との連携にお

いて、会社側窓口になれる者が記入します。記入者はメンタルヘルスの知識を持っていることが

必須ではありませんが、その労働者の就労における配慮を検討する立場にある方が望ましいで

しょう。

【医療機関への提出】原則、労働者の次回受診時に間に合うように記入します。提出方法は労働

者を介しての提出でも、医療機関へ直接の郵送でも構いません。

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

【職位】

労働者の職位を選択し

ます。

【従来の働きぶり】

【具体的な業務内容】主

治医が労働者の職場環

境をできる限り把握し、

適切な就労に関するア

ドバイスをするため、

会社が当該労働者に期

待している業務内容、

これまでの働きぶり等

を記入してください。

【勤務状況】

この３ヶ月以内に健康

状態に影響を与える状

況について聞いていま

す。異動は会社内のみ

ならず、入退社も含み

ます。

【留意事項】

上記【勤務状況】においての詳細、または就労に関する

意見を述べるに際に、必要と思われる具体的な状況等を

記入してください。
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16 17

▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供（職場記入）

【目的】主治医が、患者である労働者の職場の状況や、彼（女）に期待されるパフォーマンスに
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【使用時期】以下に使用時期の例を示します。
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【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

【職位】

労働者の職位を選択し

ます。

【従来の働きぶり】

【具体的な業務内容】主

治医が労働者の職場環

境をできる限り把握し、

適切な就労に関するア

ドバイスをするため、

会社が当該労働者に期

待している業務内容、

これまでの働きぶり等

を記入してください。

【勤務状況】

この３ヶ月以内に健康

状態に影響を与える状

況について聞いていま

す。異動は会社内のみ

ならず、入退社も含み

ます。

【留意事項】

上記【勤務状況】においての詳細、または就労に関する

意見を述べるに際に、必要と思われる具体的な状況等を

記入してください。
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６．労働者にとってのFIT NOTE（就労に関する意見書）の
使い方

　“就労困難である”と判断された場合　

　労働者はFIT NOTE（就労に関する意見書）を休業のための診断書の代わりに使用すること

ができます。就労可能性の再評価は“実施する”に☑され、記載された月日まで、休業すること

が勧められます。

　“条件が合えば就労可能と考える”と判断された場合　

　労働者は医師の記載した意見について、職場と話し合い、就労を支援するための配慮を検討し

てもらいます。

７．事業者にとってのFIT NOTE（就労に関する意見書）の
使い方

　“就労困難である”と判断された場合　

　労働者が医師により”就労困難である”と判断された場合、もしくは”条件が合えば就労可能

と考えられる”と判断されたが就労配慮に対応出来ず、結果として就労が困難であると事業者・

管理者が判断した場合、FIT NOTE（就労に関する意見書）は休業を要する証明書として社内

の業務処理に使用することが可能です。

　“条件が合えば就労可能と考える”と判断された場合

　FIT NOTE（就労に関する意見書）の内容を、会社と労働者で話し合うことが求められます。

何らかの配慮を検討することにより、就労開始・継続の可能性を高めます。

　就業配慮可能性の再評価予定日を目安として、労働者の就業配慮（休業を含む）を実施して下

さい。就業配慮の期間は、再評価予定日よりも前に終了させることは可能です。

− 170 − − 171 −
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８．FIT NOTE（就労に関する意見書）の活用事例

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

仕事に慣れず悩んでいる50歳男性の事例（適応障害）
大変申し訳
ありません

その件は…
少々お待ちください

年下の上司から何度も指導されていま
すが、なかなか仕事を覚えることが出
来ません。残業してもノルマをこなせ
ず、最近は眠れなくなり、体がだるい
ため、心療内科を受診しました。

３ヶ月前に技術職からコールセンター
へ異動したＡさん。これまでの仕事内
容とは180度違い、時間の流れ方も
大きく変わりました。

Ａさん、この前も
言いましたよ！

すみません…

まず、よく眠って疲れ
をとりましょう。睡眠
導入剤を処方します。

仕事が変わってから眠れませ
ん。いつまでも仕事を覚えら
れない自分が情けなくて、電
話が怖いのです。

できれば元の職場に
戻りたいのですが…

それと、このような症状が
現れた原因と、改善するた
めにはどうすれば良いか一
緒に考えたいので、あなた
は問診票②を書いてきてく
ださい。

Ａさんの仕事をできるだけ理
解してアドバイスをしたいの
で、次の受診までにこの書類①

をあなたの上司に書いてきて
もらってください。

まずは生活リズムを整えて、体調を
良くしましょう。意見書には、Ａさ
んの現在の状況と、検討して頂きた
い就業配慮項目を書きますね。

Ａさんは電話でのコミュニケーショ
ンが苦手なようですね。残業も多
く、疲れもたまっています。それと
以前の職場は縮小傾向にあり、戻る
ことは難しいようですね。

問診票を書いていて、
電話を受ける業務が
今とてもつらいこと
がわかりました。
少しずつ慣れていけ
るなら、出来るかも
しれません。

『就業に関する意見書発行のための情報提供』と『就労の準備状態について』を使用し、会社・
労働者双方から職場環境と労働者の状況を確認し、「就業に関する意見書③」を作成します。

Ａさんは、上司の配慮により、決まった
客先の窓口を担当することになりまし
た。同じコールセンターでの仕事ですが、
業務を限定したことで、少しずつ慣れる
ことができています。睡眠障害のため、
２ヶ月外来通院をしましたが、その後体
調は改善し、不要になりました。

①

②

③
初診～１ヶ月

その後の診察

３ヶ月後
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８．FIT NOTE（就労に関する意見書）の活用事例

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する
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９．FIT NOTE（就労に関する意見書）システムに関する 
Ｑ＆Ａ

Q1．就労における配慮事項をアドバイスされましたが、対応が困難な場合はどうすればよ
いですか？

会社は、意見書に記載された配慮等便宜を図ることができない場合、無理に行うことはあり
ません。このような場合、労働者が休業を必要とすることを裏付ける材料としてFIT 
NOTE（就労に関する意見書）を活用することができます。

Q2．職場における配慮が出来ず、労働者の症状が悪化した場合はどうすればよいですか？

職場における配慮の有無にかかわらず、労働者の症状が悪化し、就労困難となる可能性があ
ります。その場合は、労働者に対し、主治医へ相談をするよう促してください。

Q3．FIT NOTE（就労に関する意見書）が再発行されることはありますか？

・就労困難（不可）である場合は、就労が可能になるまで定期的に主治医が状況を確認し、
再評価した上でFIT NOTE（就労に関する意見書）が再発行されます。
・条件が合えば就労可能である場合は、再評価の設定がされないこともあります。
・労働者の健康状態や症状の変化に伴い、必要に応じて主治医が再発行を検討します。

Q4．FIT NOTE（就労に関する意見書）はどのくらい強制力がありますか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は労働者を診断した記録をもとに就労に関する医師の
助言を行うものであり、意見書の内容に従うか否かに法的な拘束力はありません。

Q5．就労に関する意見書発行のための情報提供は必ず記入しなければなりませんか？

就労に関する意見書発行のための情報提供は労働者の現状、期待されている業務内容などを
知ることにより、主治医が就労に関する適切なアドバイスを与えるために活用します。何ら
かの理由で記入出来なくても、FIT NOTE（就労に関する意見書）を発行することは可能
ですが、主治医から依頼された時はできるだけご協力ください。

Q6．休業から復帰する時にはFIT NOTE（就労に関する意見書）は必要ですか？

必須ではありませんが、使用することをお勧めします。
メンタルヘルス不調は再発を来す可能性のある疾患です。主治医の意見をもとに労働者と会
社が必要な就労配慮を話し合い検討することで、再発のリスクを下げることができます。

Q7．FIT NOTE（就労に関する意見書）で示された配慮はいつまで有効ですか？

就業配慮可能性の再評価予定日を目安として、就業配慮を実施して下さい。就業配慮の期間

は、再評価予定日よりも前に終了させることは可能です。

Q8．FIT NOTE（就労に関する意見書）の内容を確認した上で、労働契約の変更を労働

者に提案することは可能ですか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は早期復職・不要な休業の防止をするためのシステム

です。これまでの就労内容とは限らず、労働者が一般的な仕事に適しているかどうか、医学

的な評価がなされます。そのため、労働者へ働く機会を与えるために、労働契約や社内制度

の変更を検討してもよいでしょう。労働者に不利益をもたらさないように、会社と労働者が

医師のアドバイスをもとによく話し合うことが求められます。

Q9．配慮事項を検討するために、就労の準備状態についてを見ることは出来ますか？

会社に提供できる情報ではありません。就労の準備状態については労働者の機微な個人情報

であり、医師が意見書を発行するための医学的な評価をするために使用します。

Q10．FIT NOTE（就労に関する意見書）では業務遂行能力を評価してもらうことは可能

ですか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は労働者が一般的な仕事に適しているかどうかを評価

します。労働者が従事していた業務における回復レベルを評価するものではありません。

主治医の意見をもとに、労働者のストレス要因の軽減を図り、労働者と会社が話し合い、就

労を続ける方法を検討することが求められます。

Q11．就業配慮の仕方がわからないのですが？

産業保健総合支援センターや地域産業保健センターでは、産業保健に関する様々な問題に関

して、専門のスタッフに無料で相談ができます。困ったときは一人で抱え込まず、専門機関

から支援を得ましょう。
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FIT NOTEシステム

導入マニュアル 事業者用

就労に関する意見書

本マニュアルには、メンタルヘルス不調を来した労働者の職場復帰を促し、長期休業を予防するために、

主治医が就労に関する意見を述べるFIT NOTEシステムの概要が記されています。

働くことで健康を築く
FIT NOTE（就労に関する意見書）とは、
労働者の仕事と健康を両立させるために

医師が発行する意見書です

─モデル事業用─

本マニュアルは、平成26年度労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発
（14070101-01）」に基づいて実施されるモデル事業用に作成されたものです。 − 181 −
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１．“働くこと”と“健康”について

・仕事をすることは、一般に健康に良いものである

・長く仕事をしないことは、心身の健康を損なう

・多くの休業者は軽症で、何らかの配慮をすることにより復職できる

・休業期間が長いほど、離職リスクが高まる

… 〈英国雇用年金省　『Fit…Noteを最大限に活用する　GPガイダンス』より抜粋〉

　仕事が健康に影響を及ぼすメカニズム　

　英国の研究によると、仕事をすることは心身の健康にプラスの効果をもたらし、金銭上の問題

（経済的不安定）のリスクを軽減して、全体的な生活の質を向上し得ることが明らかになってい

ます。

　あなたは今、働き続けることが難しい状況でしょうか。職場における何らかの配慮により、ス

トレスが軽減すれば、休むことによって生じうる心身の健康リスクを避けることができます。

　あなたが休業している場合、復職するときに100%回復している必要はありません。仕事に戻

ることでむしろ回復が早くなる可能性があります。

　適切な量・質の仕事をすることは健康状態にプラスに作用します。そのため、主治医はあなた

が現在できること、そして健康を悪化させることなく仕事復帰が可能かどうか判断するFIT 

NOTE（就労に関する意見書）を発行し、あなたが働くことのできる就労条件について会社に

提案します。

２．FIT NOTE（就労に関する意見書）とは

▶▶ FIT NOTE（就労に関する意見書）とは

　主治医は、あなたの病気や症状を勘案した上で、あなたの健康状態が一般的に仕事に適してい

るかどうかを評価します。FIT NOTE（就労に関する意見書）は、医師があなたから就労に対

するモチベーションの高さや職場のストレス要因を聞き、必要に応じて会社側からも情報提供を

得て、就労上の配慮事項を会社側へ提案し、医師の意見を表明する文書です。

　主治医は、あなたと、あなたを通じて職場とコミュニケーションを取りながら、早期復職を促

し不要な休業の防止するためにFIT NOTE（就労に関する意見書）を発行します。

　以下は、FIT NOTE（就労に関する意見書）により得られるメリットです。

・職場に復帰できる時期を早めます

・配慮を得ることにより、休まず働き続けることができます

・就労配慮・条件について会社と交渉することができます

・退職しない方法を検討できます

　FIT NOTE（就労に関する意見書）では、それまでの業務に留まること、戻ることを前提に

意見を出していません。主治医は職務全般における就労の適応について判断します。

　FIT NOTE（就労に関する意見書）を会社に提出し、その内容についてあなたは会社と話し

合います。そして会社が何かしらの対応、配慮を図ってくれるかどうかを検討します。

　医療以外の問題（家庭問題や職場での対人問題等）について、主治医はFIT NOTE（就労に

関する意見書）を発行しません。ただしそれらの問題により心身の健康が脅かされ、治療が必要

な場合は、主治医が状況に応じてFIT NOTE（就労に関する意見書）の発行を検討します。
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３．休業のための診断書とFIT NOTE（就労に関する意見書）
との考え方の違い
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見書）は、あなたの職場の状況も勘案した上で、就労を継続するために有用な助言を医学的な見

地から述べるものです。

▶▶ １）従来の診断書にFIT NOTE（就労に関する意見書）が付加する機能

従来の診断書がもっている機能
FIT NOTE（就労に関する意見書）が

付加する機能

目的 医療情報の共有 早期復職、不要な休業の防止

考え方
・傷病による勤務の可否（一般に、

要休業・勤務制限）を示す証明書

・働くことは健康に良いとする考え

・就業上の配慮をすることにより就業継

続・復職をさせる方向で、事業者・患

者間で就業条件の合意を促す

記載内容
・診断

・休業期間

・診断（就労を困難としている状態で可）
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機能
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テップ）の手続きが開始される用

件
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検討する際、参考とする事項
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（復職の場合）検討された就業制

限の下、復職プロセスの開始

・就業上の配慮を検討

・就業配慮事項について、事業者、労働

者間で合意
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6 7

４．FIT NOTE（就労に関する意見書）で使用する文書

　FIT NOTE（就労に関する意見書）には、以下のような文書が用意されています。

▶▶ １）FIT NOTE（就労に関する意見書）

　臨床症状を踏まえた就労能力を評価し、就労可否及び条件を示します。

▶▶ ２）就労の準備状態について

　労働者の就労に対するモチベーションの高さや職場のストレス要因、解決策の参考にします。

▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供

　労働者に期待されている業務内容および現在の勤務状況を確認します。

▶▶ １）FIT NOTE 就労に関する意見書

FIT NOTE 
システム 

労働者 

主治医 会社 

FIT NOTEで使用する文書と 
話し合いを持つ関係 

就労に 
関する 
意見書 

就労の 
準備状態 
について 

就労に関する 
意見書発行の 
ための情報提供 

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 
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8 9

▶▶ ２）就労の準備状態について ▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 
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10 11

５．FIT NOTE（就労に関する意見書）作成にあたっての 
留意事項

▶▶ １）FIT NOTE（就労に関する意見書）（主治医記入）

【目的】あなた（および会社）から職場環境・業務に関する情報を得て、あなたの病状を踏まえ、

あなたの働き方について主治医が会社側へ提案するための文書です。

【使用方法】就労の準備状態について（必要に応じて就労に関する意見書発行のための情報提供

も合わせる）の内容を確認し、治療をしながら働くこととその方法について、あなたと主治医が

話し合います。そして職場環境や勤務時間についてなどの配慮事項を会社側に提案します。

【使用時期】この意見書は、就労の準備状態について（必要に応じて就労に関する意見書発行の

ための情報提供も合わせる）が揃い次第、速やかに作成されます。

以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、精神的な症状により就労に支障を来している時

・一定期間休職し、復職を検討する時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくは精神的な健康障害の懸念がある、働いている人に使

用できます。

【適用する症状等】

就労上の配慮をすることで、仕事を続けられる可能性のある人すべてに適用可能です。

【職場への提出】原則、あなたが会社側に提出します。

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

【就労配慮項目】主治医

は職務全般における就

労の適応について判断

します。

【評価対象の障害】

就労に影響を及ぼして

いる疾病、症候、状態

像が記載されます。

【就労について】

就労可能性を高めうる

就業配慮について主治

医が提案します。挙げ

られている項目以外は、

【具体的な記載】に記入

されます。実際の就労

配慮は職場があなたの

意見を聞いて、決定し

ます。

【就労可能性の再評価】

・『就労困難（不可）である』に該当した時は、再評価日を設定されます。それま

での間は休業を要します。

・状態が変化する可能性がある場合は、再評価日を設定されます。

・再評価予定日は、事業場が就業配慮（休業を含む）を実施する期間の目安とな

ります。
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留意事項
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▶▶ ２）就労の準備状態について（あなたが記入します）

【目的】あなたと主治医が、健康と就労を両立させる方法を話し合うための文書です。

【使用方法】原則として、あなた本人が記入します。あなたが自分で記入することが困難なとき

は、主治医があなたの状況を確認しながら記載し、記録として残すことも可能です。

【使用時期】この問診票は、あなたが一度持ち帰り、健康な状態で就労するための条件を考えて

回答すると良いでしょう。初診・診察時に回答できるならば、そうしても構いません。

以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、精神的な症状により就労に支障を来している時

・一定期間休職し、復職を検討する時

・あなたが休業や勤務制限のための診断書を求め、主治医があなたの意向や状況を確認したい時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくは精神的な健康障害の懸念がある労働者に使用できま

す。現在就労していなくても、今後働きたい人には使用することができます。

【医療機関への提出】主治医が求める時期に提出します。

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

【労働者の心身に対する

自信】自身の健康状態

をあなたがどのように

考えているかを記入し

ます。あなたの直感的

な感覚を記して下さい。

【仕事について①】

就労する上で最も障害

になることを記載しま

す。

【仕事について②】

あなたが希望する職場

環境・就労条件を記載

します。

【仕事について③】

これまで得られていなかった支援もしくは妥協案等、

現実的な提案を確認します。

− 194 − − 195 −



12 13

▶▶ ２）就労の準備状態について（あなたが記入します）

【目的】あなたと主治医が、健康と就労を両立させる方法を話し合うための文書です。

【使用方法】原則として、あなた本人が記入します。あなたが自分で記入することが困難なとき

は、主治医があなたの状況を確認しながら記載し、記録として残すことも可能です。

【使用時期】この問診票は、あなたが一度持ち帰り、健康な状態で就労するための条件を考えて

回答すると良いでしょう。初診・診察時に回答できるならば、そうしても構いません。

以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、精神的な症状により就労に支障を来している時

・一定期間休職し、復職を検討する時

・あなたが休業や勤務制限のための診断書を求め、主治医があなたの意向や状況を確認したい時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。

精神科・心療内科を受診している、もしくは精神的な健康障害の懸念がある労働者に使用できま

す。現在就労していなくても、今後働きたい人には使用することができます。

【医療機関への提出】主治医が求める時期に提出します。

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

【労働者の心身に対する

自信】自身の健康状態

をあなたがどのように

考えているかを記入し

ます。あなたの直感的

な感覚を記して下さい。

【仕事について①】

就労する上で最も障害

になることを記載しま

す。

【仕事について②】

あなたが希望する職場

環境・就労条件を記載

します。

【仕事について③】

これまで得られていなかった支援もしくは妥協案等、

現実的な提案を確認します。

− 194 − − 195 −



14 15

▶▶ ３）就労に関する意見書発行のための情報提供（職場記入）

【目的】主治医が、患者であるあなたの職場の状況や、彼（女）に期待されるパフォーマンスに

ついて情報を得るための文書です。

【使用方法】職場における配慮に関してアドバイスすることがふさわしい時期（FIT NOTE（就

労に関する意見書）発行時）に、必要に応じてあなたを介して主治医が職場へ記入を依頼しま

す。

【使用時期】以下に使用時期の例を示します。

・休業はしていないものの、メンタルヘルス不調により就労に支障を来している時

・あなたが休業や勤務制限のための診断書を求め、主治医が会社の意向・職場環境等を確認した

い時

・一定期間休職し、復職を検討する時

【適用する労働者】正規社員、パート、派遣、アルバイト等雇用形態は問いません。精神科・心

療内科を受診している、もしくはこころの健康に懸念がある人に使用できます。現在就労してい

なくても、今後働きたい人にも使用することができます。

【記入者の選定】管理監督者（事業者）、衛生管理者、産業保健スタッフ等、主治医との連携にお

いて、会社側窓口になれる者が記入します。記入者はメンタルヘルスの知識を持っていることが

必須ではありませんが、労働者の就労における配慮を検討する立場にある方が望ましいでしょ

う。

【医療機関への提出】原則、あなたの次回受診時に間に合うように記入を依頼します。提出方法

はあなたを介しての提出でも、医療機関へ直接の郵送でも構いません。

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

【職位】

労働者の職位を選択し

ます。

【従来の働きぶり】

【具体的な業務内容】主

治医が労働者の職場環

境をできる限り把握し、

適切な就労に関するア

ドバイスをするため、

会社が当該労働者に期

待している業務内容、

これまでの働きぶり等

を記入してください。

【勤務状況】

この３ヶ月以内に健康

状態に影響を与える状

況について聞いていま

す。異動は会社内のみ

ならず、入退社も含み

ます。

【留意事項】

上記【勤務状況】においての詳細、または就労に関する

意見を述べるに際に、必要と思われる具体的な状況等を

記入してください。
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６．労働者にとってのFIT NOTE（就労に関する意見書）の
使い方

　“就労困難である”と判断された場合　

　労働者はFIT NOTE（就労に関する意見書）を休業のための診断書の代わりに使用すること

ができます。就労可能性の再評価は“実施する”に☑され、記載された月日まで、休業すること

が勧められます。

　“条件が合えば就労可能と考える”と判断された場合　

　労働者は医師の記載した意見について、職場と話し合い、就労を支援するための配慮を検討し

てもらいます。

７．事業者にとってのFIT NOTE（就労に関する意見書）の
使い方

　“就労困難である”と判断された場合　

　労働者が医師により”就労困難である”と判断された場合、もしくは”条件が合えば就労可能

と考えられる”と判断されたが就労配慮に対応出来ず、結果として就労が困難であると事業者・

管理者が判断した場合、FIT NOTE（就労に関する意見書）は休業を要する証明書として社内

の業務処理に使用することが可能です。

　“条件が合えば就労可能と考える”と判断された場合

　FIT NOTE（就労に関する意見書）の内容を、会社と労働者で話し合うことが求められます。

何らかの配慮を検討することにより、就労開始・継続の可能性を高めます。

　就業配慮可能性の再評価予定日を目安として、労働者の就業配慮（休業を含む）を実施して下

さい。就業配慮の期間は、再評価予定日よりも前に終了させることは可能です。
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　就業配慮可能性の再評価予定日を目安として、労働者の就業配慮（休業を含む）を実施して下

さい。就業配慮の期間は、再評価予定日よりも前に終了させることは可能です。
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８．FIT NOTE（就労に関する意見書）の活用事例

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

仕事に慣れず悩んでいる50歳男性の事例（適応障害）
大変申し訳
ありません

その件は…
少々お待ちください

年下の上司から何度も指導されていま
すが、なかなか仕事を覚えることが出
来ません。残業してもノルマをこなせ
ず、最近は眠れなくなり、体がだるい
ため、心療内科を受診しました。

３ヶ月前に技術職からコールセンター
へ異動したＡさん。これまでの仕事内
容とは180度違い、時間の流れ方も
大きく変わりました。

Ａさん、この前も
言いましたよ！

すみません…

まず、よく眠って疲れ
をとりましょう。睡眠
導入剤を処方します。

仕事が変わってから眠れませ
ん。いつまでも仕事を覚えら
れない自分が情けなくて、電
話が怖いのです。

できれば元の職場に
戻りたいのですが…

それと、このような症状が
現れた原因と、改善するた
めにはどうすれば良いか一
緒に考えたいので、あなた
は問診票②を書いてきてく
ださい。

Ａさんの仕事をできるだけ理
解してアドバイスをしたいの
で、次の受診までにこの書類①

をあなたの上司に書いてきて
もらってください。

まずは生活リズムを整えて、体調を
良くしましょう。意見書には、Ａさ
んの現在の状況と、検討して頂きた
い就業配慮項目を書きますね。

Ａさんは電話でのコミュニケーショ
ンが苦手なようですね。残業も多
く、疲れもたまっています。それと
以前の職場は縮小傾向にあり、戻る
ことは難しいようですね。

問診票を書いていて、
電話を受ける業務が
今とてもつらいこと
がわかりました。
少しずつ慣れていけ
るなら、出来るかも
しれません。

『就業に関する意見書発行のための情報提供』と『就労の準備状態について』を使用し、会社・
労働者双方から職場環境と労働者の状況を確認し、「就業に関する意見書③」を作成します。

Ａさんは、上司の配慮により、決まった
客先の窓口を担当することになりまし
た。同じコールセンターでの仕事ですが、
業務を限定したことで、少しずつ慣れる
ことができています。睡眠障害のため、
２ヶ月外来通院をしましたが、その後体
調は改善し、不要になりました。

①

②

③
初診～１ヶ月

その後の診察

３ヶ月後
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８．FIT NOTE（就労に関する意見書）の活用事例

【会社記入】 

就労に関する意見書発行のための情報提供 
この情報提供書は、医療機関受診が必要と考えられる者について、適切な配慮を検討する

ための情報を得ることを目的とした書類です。管理監督者、衛生管理者、産業保健スタッ

フ等、今後医療機関との連絡する際の窓口となる方に、以下項目の記入をお願いします。 
※この情報提供書は、なるべく速やかにご記入ください。労働者を介して、もしくは医療機関に直接郵送

してご提出ください。 
氏名：            

職位： 
一般社員 管理職 役員 経営者 非正規社員 パート・アルバイト その他（   ） 
勤務内容 
 
 
 
 
 
 
 
勤務状況： この 3 ヶ月以内にあてはまるもの全てに○をつけてください 
・月 45 時間以上の残業（あり なし） ・最近半年以内での異動（あり なし） 
・交替勤務（あり なし）・頻繁な早退や遅刻（あり なし）・頻繁な休務（あり なし） 
その他、事業場で（上司として）お困りのこと： 
 
 
 
 
 
 

年  月  日 
所在地                 
会社名                 

部署・役職       氏名        
電話番号                 

事業者 殿           【主治医記入】 

就労に関する意見書 

            年  月  日 生まれ 
 

 診断                                           

 

上記患者は現在、  □ 就労困難（不可）である 

□ 条件が合えば就労可能と考える 

 

（条件が合えば就労可能な場合）以下の項目について配慮されることにより、当該患者さ

んが就業を続けられる可能性が高まります。 

□ （復帰における）一時的な短時間勤務  

□ 職務の変更（異動を含む） 

□ 勤務時間の配慮（残業や休日出勤、交替勤務などを避ける等） 

□ 段階的復職 

□ その他、職場における配慮 

□ 特定の条件はない 

具体的な記載（対人折衝業務や国内・海外出張の可否など） 

 

 

 

 

 

 

※職場における配慮内容は、本人を含めた話し合いにより決定することをお勧めします。 

 

就労可能性の再評価について □ 実施する（  年 月 日に再評価予定） 

  

 □ 実施しない 

                               年  月  日 

医療機関名 

                    医師名 

就労の準備状態について 

この問診票は、主治医とあなたが健康と就労を両立させる方法を話し合うために用います。配布された時に答え

られない質問には、後日回答しても構いません。以下、ご記入をお願いいたします。 
 

名前                       
 
1．あなたの働くことに対する、心とからだ、両面からみた自信について伺います。 
 
・“働くことができる”という自信を１から１０の尺度で例えると、あなたにとっての数値はいくつですか？ 
あてはまる数字に〇をしてください 
（１は働く自信が全くない、１０は働く自信があり全く問題ない）。 

      1  2  3  4  5  6  7  8  9  10 
  全く自信がない                       全く問題ない 
 
 
 
 
 
 
2．あなたが仕事で困っていることについて伺います。 
 
・仕事に戻ることで何が一番心配ですか？困っていることを挙げてください。 
 
 
 
 
 
 
 
 
・どのような解決策があるでしょうか（実現しないと思われるものでも構いません）？ 
 
 
 
 
 
・どのような支援があると仕事を続けられると思いますか？ 
 

仕事に慣れず悩んでいる50歳男性の事例（適応障害）
大変申し訳
ありません

その件は…
少々お待ちください

年下の上司から何度も指導されていま
すが、なかなか仕事を覚えることが出
来ません。残業してもノルマをこなせ
ず、最近は眠れなくなり、体がだるい
ため、心療内科を受診しました。

３ヶ月前に技術職からコールセンター
へ異動したＡさん。これまでの仕事内
容とは180度違い、時間の流れ方も
大きく変わりました。

Ａさん、この前も
言いましたよ！

すみません…

まず、よく眠って疲れ
をとりましょう。睡眠
導入剤を処方します。

仕事が変わってから眠れませ
ん。いつまでも仕事を覚えら
れない自分が情けなくて、電
話が怖いのです。

できれば元の職場に
戻りたいのですが…

それと、このような症状が
現れた原因と、改善するた
めにはどうすれば良いか一
緒に考えたいので、あなた
は問診票②を書いてきてく
ださい。

Ａさんの仕事をできるだけ理
解してアドバイスをしたいの
で、次の受診までにこの書類①

をあなたの上司に書いてきて
もらってください。

まずは生活リズムを整えて、体調を
良くしましょう。意見書には、Ａさ
んの現在の状況と、検討して頂きた
い就業配慮項目を書きますね。

Ａさんは電話でのコミュニケーショ
ンが苦手なようですね。残業も多
く、疲れもたまっています。それと
以前の職場は縮小傾向にあり、戻る
ことは難しいようですね。

問診票を書いていて、
電話を受ける業務が
今とてもつらいこと
がわかりました。
少しずつ慣れていけ
るなら、出来るかも
しれません。

『就業に関する意見書発行のための情報提供』と『就労の準備状態について』を使用し、会社・
労働者双方から職場環境と労働者の状況を確認し、「就業に関する意見書③」を作成します。

Ａさんは、上司の配慮により、決まった
客先の窓口を担当することになりまし
た。同じコールセンターでの仕事ですが、
業務を限定したことで、少しずつ慣れる
ことができています。睡眠障害のため、
２ヶ月外来通院をしましたが、その後体
調は改善し、不要になりました。

①

②

③
初診～１ヶ月

その後の診察

３ヶ月後
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９．FIT NOTE（就労に関する意見書）システムに関する 
Ｑ＆Ａ

Q1．就労における配慮事項をアドバイスされましたが、会社による配置転換や一時的な業

務配慮などの対応がなされない場合はどうすればよいですか？

会社が意見書に記載された配慮等便宜を図ることができない場合もあります。やむをえず休

業となった場合、あなたが職務に休業を必要とすることを裏付ける資料としてFIT NOTE

（就労に関する意見書）を活用することができます。

Q2．FIT NOTE（就労に関する意見書）発行後に、あなたの症状が悪化した場合はどう

すればよいですか？ 

職場における配慮の有無にかかわらず、あなたの症状が悪化し、就労困難となる可能性があ

ります。その場合は、速やかに主治医にあなたの健康状態について相談をしてください。

Q3．FIT NOTE（就労に関する意見書）を発行し会社に提出することで、解雇される可

能性はありませんか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は労働者を診断した記録をもとに就労に関する意見を

述べる文書であり、診断書と同様の取り扱いをします。意見書に述べられた内容を踏まえ、

会社は可能な限りの配慮を検討し、あなたに不利益をもたらさないことが求められます。

Q4．FIT NOTE（就労に関する意見書）再発行されることはありますか？

・就労困難（不可）である場合は、就労が可能になるまで定期的に主治医が状況を確認し、

再評価した上でFIT…NOTE（就労に関する意見書）が再発行されます。

・条件が合えば就労可能である場合は、再評価の設定がされないこともあります。

・あなたの健康状態や症状の変化に伴い、必要に応じて主治医が再発行を検討します。

Q5．FIT NOTE（就労に関する意見書）はどのくらい強制力がありますか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は労働者を診断した記録をもとに、就労に関する医師

の助言を行うものであり、事業者がその助言に従うか否かについては法的な拘束力はありま

せん。

Q6．就労に関する意見書発行のための情報提供の記載を会社に依頼しても、対応してくれ

ない場合はどうすれば良いですか？

就労に関する意見書発行のための情報提供はあなたの現状、期待されている業務内容などを

知ることにより、主治医が就労に関する適切なアドバイスを与えるために活用します。会社

側の協力が困難な場合、就労に関する意見書発行のための情報提供がなくてもFIT NOTE

（就労に関する意見書）を発行することは可能です。

Q7．就労の準備状態についてを自分で記入出来ない場合はどうすれば良いですか？

主治医があなたの状況を確認しながら記載し、記録として残します。

Q8．主治医が記載する意見に、自分の希望を入れてもらえますか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）において、主治医は、就労の準備状態について（就労

に関する意見書発行のための情報提供）に書かれた内容と医学的にみたあなたの状態に合わ

せて、意見を述べるよう努めることになっています。あなたの状況を把握し、話し合いを深

めることで、“仕事をすることは健康によい”“長く仕事をしないことは、心身の健康を失

う”ことへの理解を促し、早期の就労の支援をします。主治医と話し合い、同意のもとに意

見書を発行するプロセスが大切です。

Q9．FIT NOTE（就労に関する意見書）で示された配慮はいつまで有効ですか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）内に記載された配慮項目について、事業者は、就業配

慮可能性の再評価予定日を目安に、配慮を行います。症状によって、再評価予定日前に就業

配慮を終了してもらうこともあります。
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９．FIT NOTE（就労に関する意見書）システムに関する 
Ｑ＆Ａ

Q1．就労における配慮事項をアドバイスされましたが、会社による配置転換や一時的な業

務配慮などの対応がなされない場合はどうすればよいですか？

会社が意見書に記載された配慮等便宜を図ることができない場合もあります。やむをえず休

業となった場合、あなたが職務に休業を必要とすることを裏付ける資料としてFIT NOTE

（就労に関する意見書）を活用することができます。

Q2．FIT NOTE（就労に関する意見書）発行後に、あなたの症状が悪化した場合はどう

すればよいですか？ 

職場における配慮の有無にかかわらず、あなたの症状が悪化し、就労困難となる可能性があ

ります。その場合は、速やかに主治医にあなたの健康状態について相談をしてください。

Q3．FIT NOTE（就労に関する意見書）を発行し会社に提出することで、解雇される可

能性はありませんか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は労働者を診断した記録をもとに就労に関する意見を

述べる文書であり、診断書と同様の取り扱いをします。意見書に述べられた内容を踏まえ、

会社は可能な限りの配慮を検討し、あなたに不利益をもたらさないことが求められます。

Q4．FIT NOTE（就労に関する意見書）再発行されることはありますか？

・就労困難（不可）である場合は、就労が可能になるまで定期的に主治医が状況を確認し、

再評価した上でFIT…NOTE（就労に関する意見書）が再発行されます。

・条件が合えば就労可能である場合は、再評価の設定がされないこともあります。

・あなたの健康状態や症状の変化に伴い、必要に応じて主治医が再発行を検討します。

Q5．FIT NOTE（就労に関する意見書）はどのくらい強制力がありますか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）は労働者を診断した記録をもとに、就労に関する医師

の助言を行うものであり、事業者がその助言に従うか否かについては法的な拘束力はありま

せん。

Q6．就労に関する意見書発行のための情報提供の記載を会社に依頼しても、対応してくれ

ない場合はどうすれば良いですか？

就労に関する意見書発行のための情報提供はあなたの現状、期待されている業務内容などを

知ることにより、主治医が就労に関する適切なアドバイスを与えるために活用します。会社

側の協力が困難な場合、就労に関する意見書発行のための情報提供がなくてもFIT NOTE

（就労に関する意見書）を発行することは可能です。

Q7．就労の準備状態についてを自分で記入出来ない場合はどうすれば良いですか？

主治医があなたの状況を確認しながら記載し、記録として残します。

Q8．主治医が記載する意見に、自分の希望を入れてもらえますか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）において、主治医は、就労の準備状態について（就労

に関する意見書発行のための情報提供）に書かれた内容と医学的にみたあなたの状態に合わ

せて、意見を述べるよう努めることになっています。あなたの状況を把握し、話し合いを深

めることで、“仕事をすることは健康によい”“長く仕事をしないことは、心身の健康を失

う”ことへの理解を促し、早期の就労の支援をします。主治医と話し合い、同意のもとに意

見書を発行するプロセスが大切です。

Q9．FIT NOTE（就労に関する意見書）で示された配慮はいつまで有効ですか？

FIT NOTE（就労に関する意見書）内に記載された配慮項目について、事業者は、就業配

慮可能性の再評価予定日を目安に、配慮を行います。症状によって、再評価予定日前に就業

配慮を終了してもらうこともあります。
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FIT NOTEシステム

導入マニュアル 労働者用

就労に関する意見書

本マニュアルには、メンタルヘルス不調を来した労働者の職場復帰を促し、長期休業を予防するために、

主治医が就労に関する意見を述べるFIT NOTEシステムの概要が記されています。

働くことで健康を築く

─モデル事業用─

FIT NOTE（就労に関する意見書）とは、
あなたの仕事と健康を両立させるために

医師が発行する意見書です

本マニュアルは、平成26年度労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発
（14070101-01）」に基づいて実施されるモデル事業用に作成されたものです。 − 211 −
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1

管理監督者のための復職対応
マネジメントスキル研修

メンタルヘルス不調からの復職者の
再発予防のための管理監督者教育

開発チーム

平成27年度 労災疾病臨床研究事業費補助金「メンタルヘ

ルス不調による休職者に対する科学的根拠に基づく新しい
支援方策の開発」 (14070101―01) 分担研究：復職者の再発

予防のための管理監督者教育（及び職場環境改善の手法）
の開発

平成27年度暫定版

はじめに

• この研修は、平成27年度厚生労働省労災疾病
臨床研究事業費補助金「メンタルヘルス不調に
よる休職者に対する科学的根拠に基づく新しい
支援方策の開発」 (14070101―01) 分担研究：復
職者の再発予防のための管理監督者教育（及び
職場環境改善の手法）の開発により実施されて
います。

• 皆様にアンケートに回答いただき、その結果を参
考に研修内容の改善を行います。

• ご参加いただけるかどうかは、皆様の自由意思
でお決めいただければ結構ですが、できればご
協力をいただけるとありがたく思います。

2

メンタルヘルス不調からの
復職におけるマネジメントの重要性

• どの企業でもメンタルヘルス不調になる方がい
ます。病気を抱えた方への職場での支援（両立
支援といいます）の機会が増えています。

• 病気を抱えた方を職場に受け入れることで

– 病気を抱えた方も人的資源として活かす（多様性とし
て受け入れる）

– 職場全体の志気やパフォーマンスを低下させない

• これらが管理監督者の重要なマネジメントスキ
ルの一部となっています。

3

調査データから見えた
上司による復職対応のポイント

• やるとよいこと
– 定期的な本人との面談
– 業務・勤務時間への配慮
– 産業保健スタッフや主治医との連絡
– 本人と同僚との交流を増やす

• 相手の状態に合わせる必要のあること
– 声かけの回数（多すぎるとダメ）
– 業務軽減および負荷の程度

• してはいけないこと
– はげまし
– パワハラ、暴言、心ない言葉

• 状況次第で結果が変わるので慎重にすべきこと
– 配置転換

管理職200人、
復職者200人
に聞きました

4

メンタルヘルス不調の従業員の復職対応
は上司のマネジメント能力の拡張版

日常運営*

•基本的態度

•法対応・リスク
マネジメント

•業務の管理

•人と組織の管理

復職対応

•基本的態度

•法対応・リスク
マネジメント

•業務の管理

•人と組織の管理

* 東京商工会議所「ビジネスマネジャー検定」コアコンピテンシーから
5

復職対応って・・？？皆さんの心の声

１．うまく対応できるか不安だな～

３．復職して来たらどうやって仕事をさせればいいんだ？

４．本人にやる気を出させて働かせるにはどうすればいいんだ？

５．一緒に仕事する職場のメンバーにはどう説明しておけばいいんだ？

２．メンタルヘルス不調ってどんな病気？なぜ現場が対応しなければいけないのか？

6
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今日はこれを学びます

１．うまく対応できるか不安だな～

３．復職して来たらどうやって仕事をさせれ
ばいいんだ？

４．本人にやる気を出させて働かせるには
どうすればいいんだ？

５．一緒に仕事する職場のメンバーにはど
う説明しておけばいいんだ？

２．メンタルヘルス不調ってどんなものなん
だ？なぜ現場が対応するんだ？

スキル１
管理監督者としての

基本的態度

スキル２
病気や法律に関する

基本的知識

スキル３
本人の状態に合わせた

業務管理

スキル４

励ます以外の方法で本人
を動機づける

スキル５
本人の病状を職場に

伝える

基本的
態度

法対応・
リスクマネジメ

ント

業務の
管理

人と組織の
管理（人）

人と組織の
管理（組織）

上司の復職対応のマネジメントスキル

7

今日の研修の目的

メンタルヘルス不調の部下の復職対応を例として、
管理監督者としてのマネジメント能力の向上をねらい
とします

• 具体的には以下の５つのスキルを身につけます

スキル１
管理監督者としての

基本的態度

スキル２
病気や法律に関する

基本的知識

スキル３
本人の状態に合わせた

業務管理

スキル４

励ます以外の方法で本人
を動機づける

スキル５
本人の状態を職場に

伝える

基本編

実践編

8

復職対応マネジメントスキル事前チェック
（別冊２ページ上半分、できるものにチェックしてみましょう）

1. 基本的態度 □復職における管理監督者の基本的態度を理解している

2. 法対応・リスクマネジメント
□心の病気について知っている
□復職に関連した法律やルールを知っている

3. 業務の管理
□本人の状態を聞き出すことができる
□本人の状態に合わせて業務指示を行うことができる

4. 人と組織の管理
（人の管理）

□「励ます」以外の方法で本人を動機づけることができる

5. 人と組織の管理
（組織の管理）

□本人の状態を職場に伝えることができる
□周囲のサポートを引き出すことができる

9

基本編

• まずは復職対応の基本知識を学びます。本
日みなさんはシロクマ株式会社営業部営業１
課の田中課長として、復職対応の基本を一緒
に学んでいきます。

1. 基本的態度 □復職における管理監督者の基本的態度を理解している

2. 法対応・リスクマネジメント
□心の病気について知っている
□復職に関連した法律やルールを知っている

スキル１
管理監督者としての

基本的態度

スキル２
病気や法律に関する

基本的知識

10

• 復職をうまく進めるには、上司の復職対応基本
力を高めることが大切です。

• 復職者は不安や気分の落ち込みなどのネガティ
ブな感情を持ちやすいため、上司がそれを和ら
げるような関わりを行うことができれば、復職が
スムーズに進みます。

• 部下のネガティブな感情をケアするためには、
まず上司自身のネガティブな感情のケアができ
ていることが必要です。 11

スキル1
管理監督者の基本的態度

マネジメントのポイント

場面1

• 10月の中間決算を前に営業活動に忙しい毎日だが、
営業1課の田中課長は久しぶりに営業2課の前山課長
と昼食を食べに行った。

• その席で田中課長は「最近、メンタルヘルス不調で１
年ほど休んでいた吉田が復職してきて、その対応が
大変で・・」と話し始めた。

• 「田中課長、これから大変そうですね」と前山課長は
心配そうだ。「メンタルヘルス不調ってよくわからない
し、復職してきてもどうやって仕事をさせればいいんで
すかね・・いろいろ考えないといけないんですかね・・」
と田中課長はちょっと困った様子だった。

12
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復職対応力を高める練習１
復職者の対応にあたる田中課長の気持ちを考える

• 復職した部下の対応にあたる田中課長の心の中にはどのような
気持ちや考えが浮かんでくるでしょうか。

• 田中課長が感じている気持ちでもよいですし、

できれば田中課長とは違う考え方や性格の人が

どのように感じそうかについても

考えてみてください。

• 一人でアイディアを

リストアップしたあと、

グループで意見交換をしてみましょう。

13

無意識

意識

復職対応力を高める練習１（回答例）

復職した部下の対応にあたる田中課長の気持ちや考えの例

「うまく対応できるか不安だ」

「もしうまくいかなかったら自分は
どう評価されてしまうだろうか」

「できることなら
○○は大変だからやりたくない」

「本音を言えば
負担だから逃げてしまいたい」

「なぜ自分がこんな目に合わなければ
ならないのか」

14

無意識

意識

自分のネガティブ感情を認識することが大事

ネガティブ感情の表出のメリット

15

ネガティブ
感情

・・・・・・・・
・・

○×△
□・・・・

ネガティブ
感情

ネガティブ
感情

ネガティブ感情を抑えるデメリットを知る

16

ネガティブ感情を表出

無意識

意識

ネガティブ感情を抑制

エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー

エ
ネ
ル
ギ
ー

復職対応力を高める練習２：
上司の気持ちをケアしてみる

意見交換で挙げられた考えや気持ちについて、自分の大
切な友人がそのように感じていたらどのように励ましたり、
助言したりできるか、グループで話し合ってみてください。

至らない点を指摘したり、叱咤するよりも、できるだけ共感、
慰め、ねぎらい、励ましを中心とした受容的なコメントを考
えてみてください。

17

各パートの
の時間を十
練習2はオプ
でいかがで

復職対応力を高める練習２（回答例）

励ましや慰めの例

18

「うまく対応できるか不安
だ」

「この状況なら不安になる
のも無理はない」

「もしうまく行かなかったら
自分はどう評価されてしま
うだろうか」

「頑張りをきちんと評価してくれ
る人もいるから大丈夫」

「できる範囲で精一杯やればそ
れでいい」

「できることなら○○は大
変だからやりたくない」

「本音を言えば負担だから
逃げてしまいたい」

「他にも大変なことがある
のによく頑張っている」

各パートの
の時間を十
練習2はオプ
でいかがで
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スキル1 振り返り

• あなたは、部下の復職対応における「管
理監督者としての基本的態度」について
学びました。

• 何を学んだか、何が印象的だったか、別
冊の１ページ目の該当箇所に書いてみ
ましょう。

19

スキル2
病気や法律に関する基本的知識

• 管理監督者は法律やルールで復職時に適切に
対応しなければならないことになっています。

• 心の病気は、同じ病名がついていても、1人1人
様々な状態を示します。

• 病名にとらわれ過ぎず、管理監督者として本人
の状態を把握し、どのようにマネジメントしていく
のかを考えることが必要です。

マネジメントのポイント

20

場面2
• 営業1課の吉田さんは、まじめで仕事熱心。入社以来、営業の成

績も優秀だったが、4月に営業1課に異動して、これまでとはやり方
が違う営業活動にやや戸惑いを感じていた。

• 3ヶ月程したころから、いつもは短時間でできていた仕事に何時間
もかかってしまい、たまった仕事は残業をして何とか終わらせると
いう日々が続いた。

• 次第に寝つきが悪くなり、疲れが取れず、朝起きるのがつらくなっ
てきた。思うように仕事ができないことが不安になり、「今日こそは
遅れた分を取り戻さなくては」と焦ったりして、ますます仕事に集中
することができず、単純なミスをするようになった。

• ある日どうしても朝起きれずに会社を欠勤。それをきっかけに精神
科を受診。主治医から「うつ状態」で休養が必要との診断書が提
出され、休業することとなった。

• 3ヶ月程の服薬と休養で不調感もなくなり、夜も眠れるようになった。
主治医からの「復職可能」の診断書が出され、人事担当者、産業
医と相談の上、吉田さんは元の職場である営業1課に復職するこ
ととなった。

21

復職に関する法律やルール

• 復職時には管理監督者が「やるべきこと」と
「やってはいけないこと」があります

根拠となる法律法 やるべきこと

労働者の心の健康の保
持増進のための指針

・管理監督者の役割として相談対応を行うこと

・メンタルヘルス不調の従業員が復職するときは、管理監督者
が産業保健スタッフや人事と連携して支援すること

労働契約法第5条 等 ・部下が心身両面で安全に仕事ができる職場環境を整えること

心の健康問題により休業
した労働者の職場復帰支
援の手引き

・診断書（病気休業診断書）が提出されたことを人事労務スタッ
フ等に連絡すること
・職場復帰支援プランの作成に参加すること
・職場復帰支援プランに従い就業上の配慮を行うこと
・フォローアップ（観察と支援）を行うこと

個人情報保護法
・本人の情報を取得し、他に伝える場合は本人の了解を原則と
してとること

22

復職に関する法律やルール

根拠となる法律法 やってはいけないこと

労働基準法第36条 ・36協定の限度時間を超え時間外労働や休日労
働をさせること

民法第415条
民法第709条
民法第715条

・安全配慮義務を怠ること

【予見義務】社員が心身の健康を害することを予
測できたのに手段を講じない

【結果回避義務】社員が心身の健康を害すること
を回避する手段があったのに手段を講じない

心理的負荷による精神障害
の認定基準
男女雇用機会均等法

・業務の心理的負荷に加えて、長時間労働や上司
の支援不足があれば精神障害等の労働災害に認
定される可能性があること

・悪質なハラスメントがあれば労働災害に認定さ
れる

• 管理監督者が「やってはいけないこと」は、
①過度な負担をかけること、②不調を見逃す
こと、③ハラスメントを行うこと

23

よく見られる「うつ状態」について

• 病気の特徴
– 身体・・食欲や睡眠の障害（眠れない・朝起きられない）
– 気持ち・・不安、焦り、自分を責める気持ち
– 治療に有効なのは、服薬、業務の軽減、休養

• 復職時の配慮
– 回復には波があるので回復を急がない

– 復職直後は業務が思うようにできず不安に陥りがちであ
ることを理解する

– 過剰な責任感や完璧主義など、本人の「業務負荷になり
やすい傾向」を把握し、本人と仕事のやり方を話し合って
いく

– 配置転換や仕事内容の変更は慎重に行う

24
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同じような症状でも

• 行動面で問題のある「うつ状態」
– 「自分は悪くない、周囲が悪い」と自己愛や他罰的傾向があり、

病気なのか性格なのかわかりにくいタイプ（非定型・新型・ディ
スチミア親和型などと呼ばれるうつ）

– 職場のルールを説明する
– 元の職場への復帰にこだわらない
– 「よく見られるうつ状態」とは別の対応が必要

• 行動面で問題がおきやすい病気
– 双極性障害、不安障害、てんかん、統合失調症、発達障害、ア

ルコール依存症

• それぞれに対応のコツがある。産業保健スタッフや主治医
との連携が重要

25

管理監督者としての心の病気への基本的な対応

1. 本人との定期的な面談

–不調になる兆候（症状の悪化、業務効率の低下
など）や仕事の負荷、通院・服薬状況などを対面
による面談で定期的に確認する（週1回程度）

2. 産業保健スタッフ等や主治医との連携

–必要に応じて、産業保健スタッフや人事労務管理
スタッフと本人の様子を共有し相談し合う

–産業保健スタッフを通じて、主治医に本人の状態
を報告し、意見や情報をもらう

26

• あなたは、部下の復職対応における「病気や
法律に関する基本的知識」について学びまし
た。

• 特に印象的だったことを、別紙１に書き出して
みましょう。

スキル2 振り返り

27

実践編

• ここからは実践編です。田中課長と一緒に吉
田さんの復職に関して具体的な対応を学ん
でいきましょう。

3. 業務の管理
□本人の状態を聞き出すことができる
□本人の状態に合わせて業務指示を行うことができる

4. 人と組織の管理
（人の管理）

□「励ます」以外の方法で本人を動機づけることができる

5. 人と組織の管理
（組織の管理）

□本人の状態を職場に伝えることができる
□周囲のサポートを引き出すことができる

スキル３
本人の状態に合わせた

業務管理

スキル４

励ます以外の方法で本人
を動機づける

スキル５
本人の状態を職場に

伝える
28

スキル3
本人の状態に合わせた業務管理

• メンタルヘルス不調からの復職では、症状が変動
（週単位、日単位）し、どのように業務管理していけ
ばよいか予想が難しいものです。

• 本人も職場に対する気後れや不調のために、自分
の状態をはっきり話せないことがあります。

• 管理監督者が本人の状態を把握できずに、適切な
業務管理ができず、本人が再休職になることも少
なくありません。

• 本人の状態を適切に把握して業務管理を行うこと
が必要です。

マネジメントのポイント

29

場面3
• 田中課長は復職してきた吉田さんの様子を見るため
に、週1回15分の面談を行って、体調や業務の進捗状
況を確認するようにした。

• しかし、吉田さんは「今のところ大丈夫です」というば
かりで、体調や仕事の進み具合を曖昧にしか答えな
い。

• 田中課長もあまり詳しく聞くとまた具合が悪くなってし
まうのでは思い、「そうか。何かあったら話してくれ」と
答えていた。

• しかし、仕事の相方である佐々木さんの話によると、
業務負荷を考えて短時間で終わる仕事をお願いして
いるが、細かい点の確認が多く時間がかかっていると
いうのだ。また、ときどきぼんやりしているという話も聞
いていた。

30
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部下とのコミュニケーションをスムーズに行う

• 復職後、部下は上司に話しにくい話題がある。
• 「部下と上司のコミュニケーションシート」（別紙4
ページ）は、メンタルヘルス不調による休業から
復職した部下が体調や業務上の問題を上司に
話しやすくするためのツール

• 部下が話しにくい話題をリストアップ。これを
使って部下との面談を行うことで

（1）部下からの情報収集を適切に行う
（2）事前に話題がわかるので面談をコントロール
しやすくなる
（3）話題別の対応マニュアル（別冊５～７ページ）
があるので適切な対応がとれるようになる

31

ロールプレイ

• 「部下と上司のコミュニケーションシート」を使って、
部下との面談の演習をしてみましょう。

• 隣の人とペアになって、上司と部下の面談の
ロールプレイをしてみましょう。

• 部下役になった人は「シート」から１つ項目を選び、
これについて上司に相談します。

• 上司は部下の話を引き出し、対応を考え、提案し、
部下と合意します。

• 上司役と部下役を入れ替えてやってみましょう。
終わったら、それぞれの上司役のよかった点、部
下だったら気になったかもしれない点について話
し合いましょう。

32

面談における３つの原則

1. 自分の感情をコントロールする

– 「面倒くさいことを言ってきたな！」という顔をしない。面倒く

さいことを言われたら、反応する前に30秒待ってみよう。

2. 言いたいことを、ポジティブな言い方に直して伝える

– 同じ内容も言い方で印象が違う。「いじめ」ととられないよう

に注意する

3. 対応を決める時は本人に確認する

– 業務の軽減、スケジュールの変更などを決める時に、「これ

でいいよね」と本人に確認する。２人で決めたことにしておく

ことが大事

33

スキル4
励ます以外の方法で本人を動機づける

• 上司の「励まし」は部下の再発の最大要因

–部下の復職対応をした管理監督者の10人に1人が「励ました
ら部下が再発した」と回答しています

–「励まし」が部下の「これ以上頑張れない」との負担感や、
「もっと頑張らなければ」という焦りを生じやすいためです

• 管理監督者の態度が復職後の働きやすさに影響

–「この上司のもとならやっていけそう、頑張れそう」と部下に
思わせることで仕事に動機づけさせ、職場に貢献させること
ができます

マネジメントのポイント

34

場面4

• 復職から1ヶ月。吉田さんはまだ本調子ではない
様子だが、徐々に回復しているようにも見える。

• もともと営業2課で優秀な成績を残していた吉田
さんは、営業1課に異動してきてからもその活躍
が期待されていた。

• ある日の面談で田中課長は「早く良くなって、営
業2課のときと同じように営業1課でも活躍してく
れよ、期待しているぞ吉田！」と激励した。

• しかし、その翌日から吉田さんは会社を再び休
み始めてしまった。

35

復職してきた吉田さんの気持ちは・・

この先どういう道
（キャリア）があるの

か不安。

上司や同僚から
どう思われている
か気になる。

休んでいた分を
取り戻さないと
いけないと焦る。

また調子を崩さ
ないか心配。

36
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• 復職してきた部下は上司から好意で励まされ
ても気持ちがついていかないことがある。

• しかし、部下を仕事に動機づけるのは管理監
督者の大事なマネジメントの1つ。

• 田中課長は「励ます」以外にどうすればよ
かったのか？

復職してきた部下への動機づけ

37

励まし以外の動機づけを高める方法

• ２つの動機づけ

• 復職した部下を人的資源として活かすためには、
部下の「内発的動機づけ」を高めることが重要

外発的動機づけ 金銭や賞罰等の外的要因による
動機づけ

内発的動機づけ やりがい、楽しみ、面白さ、満足
感等の内的要因による動機づけ

38

励まし以外の動機づけを高める方法例
「受容的・肯定的な態度で接する」

• 「この上司のもとなら頑張れる」と思わせるため
受容的・肯定的な態度で接することは、復職した
部下だけでなく、部下全員の内発的動機づけを
高めるために使えるスキルである。

• ただし、忙しく余裕のない職場である場合、部下
に受容的・肯定的な態度を示すこと自体に上司
が抵抗を感じることはあり得ると思われる。

• 抵抗感等のネガティブな感情については、産業
保健スタッフに相談したり、紙に気持ちを書き出
したりすること等を通じて、整理する必要がある。

39

受容的・肯定的な態度を示す方法
「共感と受容」

1. 部下の気持ちを理解し寄り添う（共感する）

– 部下の立場に立って気持ちを理解し、その気持ちに寄り
添おうとする旨を伝える

（例）部下の気持ちを想像し、「○○という気持ちはないかい」

「心配になる（焦る、不安になる）のは自然なことだね」

2. 上司として受け容れる旨を伝える（受容する）

– 部下の気持ちに共感したうえで、上司として受け容れる
旨を伝える

（例）「上司として、君（あなた）をサポートするから、少しずつ、
焦らないで、一緒にやっていこう」

「周りのことは気になるだろうけど、今は君（あなた）に
できることを一つずつやっていこう」

40

グループディスカッション

• 復職してきた吉田さんと対応する田中課長の
気持ちを踏まえたうえで、吉田さんの仕事の
動機づけを高めるためにどのような方法があ
るか、グループで話し合ってみましょう。

• できるだけ多くのアイディアを出しましょう。
（他の人が出したアイディアを批判しないこと）

• ①司会兼発表者と②書記役を決めたうえで、
始めましょう。

41

復職してきた吉田さんへの動機づけスキル

この先どういう道
（キャリア）があるの

か不安。

上司や同僚から
どう思われている
か気になる。

休んでいた分を
取り戻さないと
いけないと焦る。

また調子を崩さ
ないか心配。

「まずは」スキル

42

「ひとつずつ」スキル

「わかるよ」スキル 「一緒に」スキル
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励まし以外の動機づけスキル

スキル 使用例 動機づけのポイント

「まずは」スキル 「まずは最初の１ヶ月、ちゃ
んと出勤できることを目指
そう」

長期の心配をするよりも当
面の目標を明確にする

「ひとつずつ」スキル 「今はあなたにできること
をひとつずつやっていこう」

仕事の目標を本人にとって
達成可能と思える範囲内に
する

「わかるよ」スキル 「焦る気持ちはわかるよ」 本人を認める（仕事の過程
や本人を考えを認める）

「一緒に」スキル 「一緒にやっていこう」 自律性と関係性を認める

43

あなたは、部下の復職対応における「本人の状
態に合わせた業務管理」と「励ます以外の方法
で本人を動機づける」について学びました。

• 特に印象的だったことを、別冊１ページの該
当箇所に書き出してみましょう。

スキル3・4 振り返り

44

スキル5
本人の病状を職場に伝える

• 職場復帰で困ることの一つに、本人の病状を職
場にどう伝えればよいのかということが挙げら
れます。

• 本人のプライバシーに配慮しなければいけない
一方、職場のメンバーが知っておいた方がサ
ポートしてもらいやすいとも考えられます。

• 「誰に」「何を」「どうして」伝えるかを整理して、
本人の病状を職場に伝えることが必要です。

マネジメントのポイント

45

事例5
• 吉田さんは2度目の休職後、再び営業1課に復
職することになった。田中課長が復職前に吉田
さんに会い、今後の仕事のやり方などについて
話をした。吉田さんは「休職していた分、早く仕
事ができるようにならないといけない」と思ってい
た。しかし、相方の佐々木さんは忙しそうで話か
けづらく、そうなると、ますます焦ってしまい、何
度も同じことを質問してしまうということであった。
焦ると眠れなくなることもあり、調子が崩れてしま
うとのことだった。また、主治医からは復職後も2
週間に1度、木曜日に通院するよう言われている
とのことであった。

46

本人の病状を職場に伝えるポイント

本人と相談する

「誰に」伝えるか決める

「何を」伝えるか決める

「なぜ伝えるか」（伝えることのメリット）をはっきりする

本人の了解を取る

1

2

3

4

5

47

「誰に」「何を」「なぜ」の具体例
なぜ伝えるか
（伝えることのメリット）

不調の時に気づいても
らえる

不調の時に仕事を配
慮してもらえる

分かっていてもらえる
と安心する

職場のメンバーとして
当然の情報共有であ
る

誰に

仕事の相方であ
る佐々木さんに

所属グループの
メンバー5人に

職場の全員20人
に

何を※

精神的な病気で休
んでいたこと

どんな理由で不調
になったか

調子に波があるの
で理解しておいて
欲しいこと

通院のため週１日
早退すること

※病名を職場のメンバーに伝える必要はありません
48
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吉田さんの病状を職場に伝えるにあたって
「誰に、何を、どうして」リストを作ってみましょう

誰に 何を どうして 本人のOK

仕事の相方
である佐々
木さんに

所属グルー
プのメン
バー5人に

職場の全員
20人に

49

吉田さんの病状を職場に伝えるにあたっての
「誰に、何を、どうして」リスト（作成例）

誰に 何を どうして 本人のOK

仕事の相方
である佐々
木さんに

仕事を抱え
込んで休み
やすいこと

再度不調に
なることを防
ぐため

○

所属グルー
プのメン
バー5人に

２週間に１回
通院のため
休むこと

スケジュー
ル共有のた
め

○

職場の全員
20人に

本人から朝
礼で説明し
てもらう

職場の一員
として当然だ
から

○（不安そうだ
が産業医から
助言もらってで
きそうとのこと

50

「本人の状態を職場に伝える方法検
討シート」（別冊３ページ）

• 復職した部下の状態について周囲の同僚等
に理解してもらうため、誰に、どのような内容
を、どういうメリットがあるから伝えるかについ
て整理するために使います。

• 周囲に伝えることと、伝えないことのメリットと
デメリットを想定したうえで、実際に伝える内
容や相手を決定する助けになります。

• 参考にしてください。

51

周囲の負担感を減らす伝え方

• 部署全体へ
– 「普通に接してほしい」など接し方についての説明を行う

• 所属グループメンバーへ
– 周囲に負担がかかっていないか定期的に尋ねる

– 不公平感などがある場合には「経過観察期間中のみの
措置であること」や「復職時には誰もが使える制度」であ
ることを説明する

• 仕事の相方へ
– 本人をサポートしてほしいことを伝える

– 相方に対しては上司がサポートするつもりであることを伝
える

– 対応してくれていることへの感謝・お礼の言葉を伝える

52

• あなたは、部下の復職対応における「本
人の病状を職場に伝える」ついて学びま
した。

• 特に印象的だったことを、別冊１ページ
の該当箇所に書き出してみましょう。

スキル5 振り返り

53

今日はこれを学びました

１．うまく対応できるか不安だな～

３．復職して来たらどうやって仕事をさせれ
ばいいんだ？

４．本人にやる気を出させて働かせるには
どうすればいいんだ？

５．一緒に仕事する職場のメンバーにはど
う説明しておけばいいんだ？

２．メンタルヘルス不調ってどんなものなん
だ？なぜ現場が対応するんだ？

スキル１
管理監督者としての

基本的態度

スキル２
病気や法律に関する

基本的知識

スキル３
本人の状態に合わせた

業務管理

スキル４

励ます以外の方法で本人
を動機づける

スキル５
本人の病状を職場に

伝える

基本的
態度

法対応・
リスクマネジメ

ント

業務の
管理

人と組織の
管理（人）

人と組織の
管理（組織）

上司の復職対応のマネジメントスキル

54
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復職対応マネジメントスキル事前チェック
（別冊２ページ上半分、できるものにチェックしてみましょう

1. 基本的態度

□復職における管理監督者の基本的態度を理解している

2. 法対応・リスクマネジメント

□心の病気について知っている
□復職に関連した法律やルールを知っている

3. 業務の管理

□本人の状態を聞き出すことができる
□本人の状態に合わせて業務指示を行うことができる

4. 人と組織の管理
（人の管理）

□「励ます」以外の方法で本人を動機づけることができる

5. 人と組織の管理
（組織の管理）

□本人の状態を職場に伝えることができる
□周囲のサポートを引き出すことができる

55

Q&A

• 学びきれなかったところを質問してみましょう。

• もっと知りたかったことを質問してみましょう。

56
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本日の事例 
本日みなさんはシロクマ株式会社営業部営業１課の課長の田中さんです。シロクマ株式会社は創業 50 年の

菓子メーカー。社員 500 人。本社は東京、関東に 1 カ所の自社工場があり、全国に 3 カ所（関東、関西、九

州）の支社があります。 

登場人物 

●関東支社 営業部営業 1 課 田中課長 

入社 15 年目。入社後 3 年間は既存顧客が中心の営業 2 課に所属していたが、学生時代にラグビー部で鍛え

た体力と持ち前のガッツで、営業成績は常にトップクラス。その手腕を買われて新規開拓担当の営業 1 課に異

動。以来営業 1 課で活躍している。課長昇進から 3 年目。営業 1 課 20 名のマネジメントはもちろん、営業活

動もこなす。自分にも部下にも厳しいと評判だが、部下を連れて飲みに行くなど面倒見の良い一面も。営業 1
課の売上向上のため、日々仕事に邁進している。 

●関東支社 営業部営業 1 課 佐々木さん 

入社 7 年目。入社以来営業部。田中課長と同様、学生時代は体育会系で活躍し、営業成績も優秀。少々せっ

かちな性格で、人の話を最後まで聞かずに、やや前のめり気味に仕事をしてしまうことも。無駄なことや面倒

なことは苦手。 

●関東支社 営業部営業 1 課 吉田さん 

入社 3 年目。都内私立大学経済学部に進学し、在学中はテニス同好会に所属。3 年次後半から副部長として

活躍、所属していたゼミでもゼミ長として活躍しており、同期の中でもリーダー的存在。入社後は営業 2 課に

配属。仕事にもまじめに取り組み、新人ながら順調に営業成績をのばしてきた。今年 4 月の定期人事異動で営

業 1 課に異動。 

●関東支社 営業部営業 2 課 前山課長 

入社 20 年目。入社後 5 年間は工場で生産管理を担当。その後、営業部に異動。もともと理系出身で工場勤

務も気に入っていたので、異動当初は営業に慣れるのに苦労していたが、元来のお菓子好きに加え、地道で緻

密な性格が営業活動でも功を奏し、営業成績も徐々に上がってきた。普段はやや控えめで物静かな性格だが、

とことん相手の話を聞く「聞き上手な」姿勢が取引先はもちろん、部下からの信頼も厚い。 

 

場面 1 

10 月の中間決算を前に営業活動に忙しい毎日だが、営業 2 課の前川課長は久しぶりに営業 1 課の田中課長

と昼食を食べに行った。その席で田中課長は「最近、メンタルヘルス不調で 1 年ほど休んでいた吉田が復職し

てきて、その対応が大変で・・」と話し始めた。「メンタルヘルス不調？田中課長、これから大変そうですね」

と前山課長は答えた。田中課長は「メンタルヘルス不調ってよくわからないし、復職してきてもどうやって仕

事をさせればいいんですかね・・いろいろ考えないといけないんですかね・・」と田中課長はちょっと困った

様子だった。 

 

平成 27 年度暫定版 
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場面 2 

 営業 1 課の吉田さんは、まじめで仕事熱心。入社以来、営業の成績も優秀だったが、4 月に営業 1 課に異動

して、これまでとはやり方が違う営業活動にやや戸惑いを感じていた。3 ヶ月程したころから、いつもは短時

間でできていた仕事に何時間もかかってしまい、たまった仕事は残業をして何とか終わらせるという日々が続

いた。次第に寝つきが悪くなり、疲れが取れず、朝起きるのがつらくなってきた。思うように仕事ができない

ことが不安になり、「今日こそは遅れた分を取り戻さなくては」と焦ったりして、ますます仕事に集中するこ

とができず、単純なミスをするようになった。ある日どうしても朝起きれずに会社を欠勤。それをきっかけに

精神科を受診。主治医から「うつ状態」で休養が必要との診断書が提出され、休業することとなった。3 ヶ月

程の服薬と休養で不調感もなくなり、夜も眠れるようになった。主治医からの「復職可能」の診断書が出され、

人事担当者、産業医と相談の上、吉田さんは元の職場である営業 1 課に復職することとなった。 

場面 3 

 田中課長は復職してきた吉田さんの様子を見るために、週 1 回 15 分の面談を行って、体調や業務の進捗状

況を確認するようにした。しかし、吉田さんは「今のところ大丈夫です」というばかりで、体調や仕事の進み

具合を曖昧にしか答えない。田中課長もあまり詳しく聞くとまた具合が悪くなってしまうのでは思い、「そう

か。何かあったら話してくれ」と答えていた。しかし、仕事の相方である佐々木さんの話によると、業務負荷

を考えて短時間で終わる仕事をお願いしているが、細かい点の確認が多く時間がかかっているというのだ。ま

た、ときどきぼんやりしているという話も聞いていた。 

場面 4 

 復職から 1 ヶ月。吉田さんはまだ本調子ではない様子だが、徐々に回復しているようにも見える。もともと

営業 2 課で優秀な成績を残していた吉田さんは、営業 1 課に異動してきてからもその活躍が期待されていた。

ある日の面談で田中課長は「早く良くなって、営業 2 課のときと同じように営業 1 課でも活躍してくれよ、期

待しているぞ吉田！」と激励した。しかし、その翌日から吉田さんは会社を再び休み始めてしまった。 

場面 5 

 吉田さんは 2 度目の休職後、再び営業 1 課に復職することになった。田中課長が復職前に吉田さんに会い、

今後の仕事のやり方などについて話をした。吉田さんは「休職していた分、早く仕事ができるようにならない

といけない」と思っていた。しかし、相方の佐々木さんは忙しそうで話かけづらく、そうなると、ますます焦

ってしまい、何度も同じことを質問してしまうということであった。焦ると眠れなくなることもあり、調子が

崩れてしまうとのことだった。また、主治医からは復職後も 2 週間に 1 度、木曜日に通院するよう言われてい

るとのことであった。 
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管理監督者のための復職対応マネジメントスキルトレーニング別冊 

 

今日学ぶ５つのマネジメントスキル 

 

領域とスキル それぞれについて何を学んだか書いてみましょう 

基本的態度  

１．管理監督者としての基本的態

度を学ぶ 

 

 

 

 

法対応・リスクマネジメント  

2．病気や法律に関する基本的知

識を学ぶ 

 

 

 

 

業務の管理  

3．本人の状態に合わせた業務管

理を行う 

 

 

 

 

人と組織の管理（人）  

4．励ます以外の方法で本人を動

機づける 

 

 

 

 

人と組織の管理（組織）  

5．本人の病状を職場に伝える  

 

 

 

 

  

平成 27 年度暫定版 
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復職対応マネジメントスキル事前チェック！ 

（できるものにチェックしてみましょう） 

1．基本的態度 
□復職における管理監督者の基本的態度を理解している 

2. 法対応・リスクマネジメント □心の病気について知っている 

□復職に関連した法律やルールを知っている 

3．業務の管理 □本人の状態を聞き出すことができる 

□本人の状態に合わせて業務指示を行うことができる 

4．人と組織の管理 

（人の管理） 
□「励ます」以外の方法で本人を動機づけることができる 

5. 人と組織の管理 

（組織の管理） 

□本人の状態を職場に伝えることができる 

□周囲のサポートを引き出すことができる 

 

いくつチェックがつきましたか？  

 

あなたの復職対応マネジメントスキルは（    ）点／８点満点 

 

 

 

 

復職対応マネジメントスキル事後チェック！ 

（できるものにチェックしてみましょう） 

1．基本的態度 
□復職における管理監督者の基本的態度を理解している 

2. 法対応・リスクマネジメント □心の病気について知っている 

□復職に関連した法律やルールを知っている 

3．業務の管理 □本人の状態を聞き出すことができる 

□本人の状態に合わせて業務指示を行うことができる 

4．人と組織の管理 

（人の管理） 
□「励ます」以外の方法で本人を動機づけることができる 

5. 人と組織の管理 

（組織の管理） 

□本人の状態を職場に伝えることができる 

□周囲のサポートを引き出すことができる 

 

いくつチェックがつきましたか？  

 

あなたの復職対応マネジメントスキルは（    ）点／８点満点 
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スキル２ 法的対応・リスクマネジメント 

管理監督者として「やるべきこと」と「やってはいけないこと」があります。 

根拠となる法律法 やるべきこと 

労働者の心の健康の保持増

進のための指針 

・管理監督者の役割として相談対応を行うこと 

・メンタルヘルス不調の従業員が復職するときは、管理監

督者が産業保健スタッフや人事と連携して支援すること 

労働契約法第 5条 

労働安全衛生法第 3条第 1項 

労働安全衛生法第 20条 

労働安全衛生法第 22条 

・部下が心身両面で安全に仕事ができる職場環境を整える

こと 

心の健康問題により休業し

た労働者の職場復帰支援の

手引き 

・診断書（病気休業診断書）が提出されたことを人事労務

スタッフ等に連絡すること 

・職場復帰支援プランの作成に参加すること 

・職場復帰支援プランに従い就業上の配慮を行うこと 

・フォローアップ（観察と支援）を行うこと 

個人情報保護法 
・本人の情報を取得し、他に伝える場合は本人の了解を原

則としてとること 

 

根拠となる法律法 やってはいけないこと 

労働基準法第 36条 
・36協定の限度時間を超え時間外労働や休日労働をさせる

こと 

民法第 415条 

民法第 709条 

民法第 715条 

・安全配慮義務を怠ること 

  【予見義務】   社員が心身の健康を害することを

予測できたのに手段を講じない 

  【結果回避義務】 社員が心身の健康を害することを

回避する手段があったのに手段を講じない 

心理的負荷による精神障害

の認定基準 

・過労死、労災認定につながるような業務による心理的負

荷をかけること 

心の健康問題により休業し

た労働者の職場復帰支援の

手引き 

・職場でセクシャルハラスメントやパワーハラスメントを

行うこと 
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スキル３ 部下と上司のコミュニケーションシート（復職後面談用）:部下用 

 

このシートの目的： 

○ 復職後に上司と部下が定期的あるいは臨時に面談を行う時に、体調の悪さや仕事の問題について部下

から話題にするのは、難しいものです。気後れして話しそびれてしまうことで、上司が部下の体調を

把握できず、業務の指示が適切にできないこともおきます。このシートは、復職後の面談でよくあり

がちな部下から上司への相談内容をリストアップしたもので、部下が上司に自分の体調と業務の状況

を正確に伝えることができるようにするものです。 

使い方： 

○ 部下は、上司との面談の前に、相談したい項目にチェックしておきます。 

○ 面談ではシートを上司に見せながら、相談や報告を行います。 

 

１．体調について 

1)  □ 体調のために休んだり、遅刻したりしてしまうこと 

2)  □ 体調のために仕事に時間がかかってしまうこと 

3)  □ 体調のために特定の仕事（対外交渉など）を負担に感じること 

4)  □ 仕事のやり方を忘れたり、カンが鈍っていること 

5)  □ その他、体調のために仕事がすまないこと 

２．業務について 

1)  □ 仕事の量や内容を負担に感じること 

2)  □ 仕事に必要な知識が不足しており、周りにも聞きにくいこと 

3)  □ 仕事が簡単すぎたり、量が少なすぎること 

4)  □ 仕事の達成感を十分感じられないこと 

5)  □ 仕事の内容が自分に合わないと感じること 

6)  □ 周りを気にして焦ってしまうこと 

7)  □ 同僚との関係について 

8)  □ 今後の仕事に不安を感じること 

３．業務以外のことについて 

1)  □ 通院・服薬に関すること 

2)  □ 上司との連絡・相談の方法について 

3)  □ 職場環境について 

4)  □ プライベートなことについて 

４．その他のことについて 

1)  □ その他、相談しておきたいこと（具体的に：                    ） 
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スキル５   本人の状態を職場に伝える方法検討シート 

復職した部下の状態について周囲の同僚等に理解してもらうため、誰に、どのような内容を、どういう

メリットがあるから伝えるかについて整理するために使います。 

誰に 誰に伝えるか  □ 同僚 □ 上司 □ 部下 □ 先輩 □ 後輩 □ その他（       ） 

誰から伝えるか □ 本人 □ 上司 □ その他（       ） 

どういう方法で伝えるか  □ 一斉に伝える □ 個別に伝える  □ その他（       ） 

↓ 

何を ①休みを取得した理由、通院状況等について伝えるか 

□ 病気のため休んでいたことを伝える □ 精神的に調子を崩して休んでいたことを伝える 

□ 通院していることを伝える     □ 服薬していることを伝える 

②復職にあたっての勤務制限について伝えるか 

□ 勤務時間や仕事内容に制限があることを伝える 

※ 伝える場合、何を伝えるか 

□ 時間外勤務禁止  □ 交替勤務禁止  □ 休日勤務禁止 

□ 就業時間短縮（勤務時間：  時  分 ～  時  分） 

□ 出張禁止     □ その他（          ） 

③今後体調が悪化する可能性について伝えるか 

□ 今後体調が悪くなる可能性があることを伝える 

※ 体調が悪くなったときに予想される状態 

□ 遅刻や休みが多くなる   □ 仕事のスピードが遅くなる 

□ 仕事のミスが増える    □ その他（          ） 

□ 本人の体調が悪そうなときの関わり方を伝える 

※ 伝える場合、具体的にしてほしい関わり方 

□ 本人に声をかけてほしい  □ 上司に教えてほしい 

□ その他（          ） 

④定期的に休む予定等について伝えるか 

□ 通院のため休むときがあること伝える 

□ 健康管理室での面談のため席をはずすことがあることを伝える 

↓ 

周囲に伝えること、伝えないことのメリットとデメリットを書き出して比較してみます。 

 メリット デメリット 

周囲に伝える   

周囲に伝えない   
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メンタルヘルス不調による休職者に対する支援

～休業中のケアから再発予防まで～
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本研究会の開催にあたり以下の団体からご寄付を頂きました。厚く御礼申し上げます。
　北里大学医学部
　北里大学医学部同窓会
　一般社団法人相模原市医師会

本研究会は、平成 26 年度労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠に基
づく新しい支援方策の開発」（14070101-01）研究班（研究代表者 堤 明純）の企画の下、開催します。
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3第 57回産業精神衛生研究会

　メンタルヘルス不調による休職者がいる事業所の割合の高止まり及び復職後早期の再休職率の高さなど、当
該労働者の円滑な職場復帰及び再発予防は重要課題です。メンタルヘルス不調による休業中もしくは復職周辺
の労働者の支援に関連することは、実務上たいへん難渋している課題ですが、科学的なエビデンスがもっとも
少ない領域でもあります。

　海外には、産業医による労働者のセルフケア支援が復職と再発予防に有効かつ経済的であったとするオラン
ダや、主治医が休業者の仕事への適合性を評価し、雇用主による支援の必要性を助言できる「職場復帰診断書」
(fit note) を活用している英国の先進事例などがあります。本邦にも、生活記録表を活用した好事例、リワー
クによる復職支援の効果などが報告され始めています。メンタルヘルス不調に伴う休業者の支援方策について、
その効果を評価し整理をすることは、実務に資するところが大きいと思われます。

　メンタルヘルス不調により療養を要する労働者の円滑な職場復帰のため、本人、家族、主治医、事業者及び
人事労務担当者、ライン、産業保健スタッフ等がいかに関与すべきかについて臨床面と職場において新しい支
援方策を提案することを目的として、労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学
的根拠に基づく新しい支援方策の開発」が進められています。本事業では、６つの研究班に別れ、研究班が有
する産業医と臨床医のネットワークにより、新しいメンタルヘルス不調による休職者の支援方策について有効
性評価を行い、科学的根拠に基づく支援策を提案しようとしています。

　第 57 回の産業精神衛生研究会では、厚生労働省労働基準局補償課職業病認定対策室長西井裕樹様に精神障
害の休業補償給付についてご講演をいただき、労災保険における精神障害の認定の状況、考え方とともに、労
災保険制度と休業補償給付等について確認したのち 、労災疾病臨床研究事業の各研究班が、労働者の休業中
のケア、復職時の支援、復職後の再発予防方策についての最近のエビデンスと研究成果の中間報告を含めた話
題提供を行い、制度を含む現状の課題と今後望まれる支援方策について参加者とのディスカッションをもつこ
とで、復職支援を進める機会とすることを目的としています。一般演題でも、最新の研究成果が発表されます。
明日からの実務に活かすため、皆さんとともに学ぶ一日になるようにと願っています。

        平成 28 年 2 月 20 日

        北里大学 医学部 公衆衛生学 単位
         教授　　堤　明純

開催に当たって

第57回産業精神衛生研究会
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 1-1.　	 マネジメントコンピテンシーに基づいた
  管理監督者向けメンタルヘルス不調者の復職対応スキル教育		 	 	 14
   東京大学大学院 医学系研究科 精神保健学分野 教授　　川上	憲人 
 1-2.　	 ICT を活用した職場復帰後の情報交換システムの開発	 	 	 	 16
   北里大学 医学部 公衆衛生学 単位 助教　　江口　尚 

 2.　職場復帰時の支援		 	 	 	 	 	 	 	 18
  座長：有馬秀晃　品川駅前メンタルクリニック 院長
 2-1.	 生活記録表による復職支援	 	 	 	 	 	 	 18
   産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 講師　　梶木	繁之 
 2-2.	 リワークプログラムの短期化と社会保険労務士との連携	 	 	 	 20
   NTT 東日本関東病院 精神神経科 部長 秋山　剛  

	 3.　休業中のケア	 	 	 	 	 	 	 	 	 21
  座長：田中克俊　北里大学大学院 医療系研究科 産業精神保健学 教授
 3-1.	 メンタルヘルス不調による休業中の労働者のセルフケアの支援	 	 	 21
   東京大学大学院 医学系研究科 精神保健学分野 准教授　　島津	明人  
 3-2.	 Fit	note	システムの紹介とわが国への導入可能性	 	 	 	 	 22
   北里大学医学部 公衆衛生学 単位 教授　　堤　明純	    

− 262 − − 263 −



5第 57回産業精神衛生研究会

9:00   受付開始      
9:30 ～ 9:40  開会挨拶      

9:40 ～ 10:50  《一般演題》　 
   座長：堀口兵剛　北里大学 医学部 衛生学 単位 教授 
   1．異動による職業性ストレスの変化
    井上嶺子　産業医科大学 産業生態科学研究所 精神保健学研究室
   2．不眠の認知行動療法が労働者のストレスを軽減する効果
    山本　愛　北里大学大学院 医療系研究科 産業精神保健学
   3．大規模職域集団での各自閉症の特性の分布とうつ症状との関連

	 	 	 	 鈴木知子　北里大学 医学部 公衆衛生学 単位

11:00 ～ 12:00  《教育講演》	 	 	 	 	 	
	 	 	 「精神障害の休業補償給付について」   
   座長：相澤好治　北里大学 名誉教授   
   演者：西井裕樹　厚生労働省 労働基準局 補償課 職業病認定対策室長  
 

12:00 ～ 13:30  昼食休憩      

13:30 ～ 16:45  《シンポジウム》「休業者支援の進歩と課題、今後望まれる支援方策」※	
	 	 	 「再発予防・職場適応支援」
   座長：森田哲也　株式会社リコー 統括産業医 
   演者：川上憲人 東京大学大学院 医学系研究科 精神保健学分野 教授
   　　　江口　尚 北里大学 医学部 公衆衛生学 単位 助教
   「職場復帰時の支援」
   座長：有馬秀晃　品川駅前メンタルクリニック 院長
   演者：梶木繁之 産業医科大学 産業生態科学研究所 産業保健経営学 講師
   　　　秋山　剛 NTT 東日本関東病院 精神神経科 部長  
   「休業中のケア」
   座長：田中克俊　北里大学大学院 医療系研究科 産業精神保健学 教授
   演者：島津明人 東京大学大学院 医学系研究科 精神保健学分野 准教授
   　　　堤　明純 北里大学医学部 公衆衛生学 単位 教授  
   全体討議
     ※日本医師会認定産業医・単位（生涯・専門 3 単位）取得可能

メンタルヘルス不調による休職者に対する支援

～休業中のケアから再発予防まで～

2016 年 2 月 20 日（土）9:30 ～ 16:45

プログラム
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神奈川産業振興センター
〒 231-0015 横浜市中区尾上町 5-80　14 階多目的ホール

JR 関内駅北口より徒歩 5 分
市営地下鉄 関内駅 7 番出口より徒歩 2 分

みなとみらい線 馬車道駅 3 番出口より徒歩 7 分

62 台収容の屋内立体駐車場 ( 時間貸し ) があります。

会場へのアクセス
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一般演題

【背景】
　人事異動は労働者にとってストレッサーの代表的なもののひとつと考えられる。本研究では、勤務地は変わ
らないが職務内容や人間関係の変化を生じると考えられる同事業場内での異動と、職業性ストレスとの関連を
検討することを目的とした。

【方法】
　地方自治体の某事業場で 2012 年 6 月と 2013 年の 6 月の 2 回、調査を実施した。有効な回答が得られた
483 名を分析対象とした。質問票には職業性ストレスを評価するための Job Content Questionnaire 日本語版

（JCQ; Kawakami et al., 1995）を使用した。JCQ は 4 下位尺度（要求度、コントロール、上司からの支援、同
僚からの支援）から構成され、要求度は低値であるほど、コントロール、上司からの支援、同僚からの支援は
高値であるほど、良好な状態と解釈される。性別、年齢、所属、職位を、人事データから抽出した。2012 年
と 2013 年で、所属が変わっていれば異動有り、変わっていなければ異動無しとした。職位は上がっていれば
昇格有り、それ以外は昇格無しとした。独立変数を、異動の有無、性別、年齢、年度、昇格の有無、異動の有
無と年度の交互作用とし、従属変数を JCQ の各下位尺度得点として、反復測定分散分析を行った。

【結果】
　JCQ の 4 下位尺度のうち、“ コントロール ”、“ 上司からの支援 ”、“ 同僚からの支援 ” については、異動の有
無と年度による交互作用は有意ではなかった（表 1）。さらに “ コントロール ”、“ 上司からの支援 ”、“ 同僚か
らの支援 ” について、年度の主効果も有意ではなかった。“ 要求度 ” については年度の主効果が有意で、異動
前から異動後にかけて “ 要求度 ” 得点が低くなった（図 1）。さらに “ 要求度 ” については異動の有無と年度の
交互作用も有意であり、異動有り群については異動後に “ 要求度 ” の平均点が有意に低く、異動無し群につい
ては有意な変化を認めなかった（図 2）。

　》》》一般演題 1

異動による職業性ストレスの変化

井上 嶺子 1、真船 浩介 1、中川 悠子 2、井上 彰臣 1、廣　尚典 1

1 産業医科大学　産業生態科学研究所　精神保健学研究室
2 産業医科大学　大学院医学研究科　産業保健管理学研究室

異動の有無と年度の交互作用 年度の主効果

要求度 F(1, 451)=8.33, p=0.0041 F(1, 451)=11.99, p=0.0006

コントロール F(1, 446)=2.31, p=0.1292 F(1, 446)=3.04, p=0.0817

上司による支援 F(1, 458)=0.14, p=0.7039 F(1, 458)=0.20, p=0.6567

同僚による支援 F(1, 456)=0.29, p=0.5915 F(1, 456)=0.13, p=0.7231

F(1, 451)=11.99, p=0.0006

（表 1）異動の有無と年度の交互作用と、年度の主効果
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【考察】
　“コントロール ”、“ 上司からの支援 ”、“ 同僚からの支援 ”は、異動無し群と異動有り群の間で変化に違いを
認めなかった。本研究の異動は 4～ 5月に行われ、調査は 6月に実施した。異動から 1～ 2か月後の時期は、
異動有り群が異動先の業務について全体像を把握する途上にあると考えられる。そのため、異動後の異動有り
群の業務が限定的で、“コントロール ”、“ 上司からの支援 ”、“ 同僚からの支援 ”について異動有り群は困難を
感じていなかった可能性を考える。
　“ 要求度 ” については、異動有り群が有意に低下し、異動無し群で有意な変化を認めなかった。上記のよう
に異動後の異動有り群の業務が限定的で、異動有り群の “要求度 ”が低下した可能性を考える。
　異動前から異動後にかけて、異動有り群の職業性ストレスの上昇は認めなかった。今後、異動から調査時期
の間隔を考慮に入れて、異動と職業性ストレスの変化の関連を検討していきたい。

（図 1）“ 要求度 ” の変化 ( 図 2）異動有り群と異動無し群の “要求度 ”の変化
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一般演題

【背景】
　労働者のストレス対策は喫緊の課題となっている。ストレスと不眠の間には有意な関連があり、不眠は抑う
つや不安の発現、増悪、遷延要因となることが知られている。不眠に対する非薬物療法的アプローチのひとつ
に不眠の認知行動療法 Cognitive behavioral therapy for insomnia（CBT-I) がある。労働者を対象とした無作為
化試験において CBT-I は労働者の睡眠の質を改善させることが示されている。さらに近年の臨床研究において、
CBT-I は不眠患者の不眠のみならず、併存する抑うつや不安を軽減させることがわかっている。しかし労働者
の抑うつ・不安を軽減させるかどうかは未だ検討されていない。よって我々は、不眠を呈する労働者に対する
簡便な CBT-I が不眠だけでなく抑うつ・不安を軽減させるかを無作為化試験にて調べた。

【方法】
　国内の IT 関連企業に勤務するホワイトカラーの日勤労働者 1199 名のうち、研究参加への同意が得られた者
の中から不眠のスクリーニングのための自記式調査尺度であるアテネ不眠尺度（AIS）が 6 点以上で，不眠症
以外の他の睡眠障害（睡眠関連呼吸障害、睡眠関連運動障害、中枢性過眠症、睡眠時随伴症、概日リズム睡眠
障害）が疑われる者、精神科治療中の者や睡眠に影響する身体疾患や治療薬使用中の者を除外して 130 名を適
格基準とした。介入は 60 分間の集団睡眠衛生教育、30 分間の個人指導の 2 回計 90 分間とした。集団教育は
事業場の産業医 1 名、個人指導は産業医 1 名ならびに保健師 2 名の計 3 名が実施した。なお産業医、保健師は、
介入前に睡眠の専門家から CBT-I について 3 時間のトレーニングを受けた。集団教育の内容は日本の厚生労働
省「睡眠障害の対応と治療ガイドライン」、米国の国立衛生研究所が作成したマニュアル、米国睡眠医学会に
よる１６の提言を参考に作成した資料を用いた。個人指導は教育の約 1 週間後に実施した。主に睡眠に関連す
る生活習慣や寝室環境について聞き取りをしたうえで刺激調整法、睡眠制限法、リラクセーション法を個人に
あわせて指導した。また、指導内容の理解を深め自宅での実践をサポートするための資料を参加者に配布した。
介入期間中、質問などは随時メールにて受け付けた。ストレスの評価には抑うつ不安症状を調べる K6 を、不
眠の重症度には Insomnia severity index (ISI) を用いた。介入の効果は，K6 得点及び ISI 得点のベースラインか
ら個人指導実施 3 か月後の変化を調べて評価した。解析は Mixed Effect Model（多重代入法を用いた ITT 解析）
を行い、さらにベースライン時の高ストレス者 (K6 得点 ≥ 5) におけるサブグループ解析をした。倫理的配慮か
ら本研究終了後にコントロール群に対しても同様の介入を行った。本研究は、北里大学医療衛生学部倫理委員
会にて承認された。加えて事業場の安全衛生委員会にて承認された。

【結果】
　研究への同意が得られた 1120 名中、AIS6 点以上で不眠症以外の睡眠障害、精神疾患、身体疾患のいずれも
該当しない 130 名を無作為に介入群 65 名、コントロール群 65 名に割り付けた。介入群 65 名中 47 名（72％）
が集団教育と個人指導を受けた。全参加者を対象とした解析では、K6、ISI ともに Time × Group（介入群・コ
ントロール群）交互作用は有意ではなかった。ベースライン時の K6 得点 5 点以上の群 ( 介入群 31 名、コント
ロール群 21 名 ) におけるサブグループ解析では、K6、ISI ともに Time × Group 交互作用は有意であった（そ

　》》》一般演題 2

不眠の認知行動療法が労働者のストレスを軽減する効果

山本 愛　田中 克俊
北里大学大学院　医療系研究科　産業精神保健学
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れぞれ d=0.37、d=0.39）。

【考察】
　不眠労働者全員を対象とした解析では、ストレスを軽減する効果は有意ではなかったが、ベースライン時に
高ストレスを伴う不眠を抱えた労働者のストレスは有意に軽減した。本研究の特徴は，睡眠医療を専門としな
い産業保健スタッフが簡便な CBT-I を実施した点にある。介入への参加率は 83.1％と高く、実際の現場におい
て受け入れやすいプログラムであったといえる。産業保健スタッフは睡眠の専門家から事前に研修を受け、ま
た専門家の指導のもとに作成したマニュアルも活用することで比較的安全に実施できた。また産業保健スタッ
フが実施することで低コスト、フォローアップのしやすさなどメリットも多く，研究後の継続的な睡眠保健活
動にもつながった。しかしながら、本研究のプログラムは簡便さゆえに，介入の効果量は大きくはなかった。
これは、動機づけや指導内容において定型的な CBT-I と比べると不十分な点が多くあったためと考えられる。
また，先行研究によると、CBT-I のうつ・不安の軽減効果はベースラインのうつ不安症状の程度が重いほど大
きいことが示されているが、本研究における参加者 130 名のベースラインの K6 得点は平均 4.6 点とストレス
の程度が軽かったため、期待される効果が示されなかったのかもしれない。しかしながら，本研究において、
不眠を伴う高ストレス労働者に対する介入として CBT-I の有用性が示されたことは意義があると思われる。
　本研究の限界としては、参加者の属性が IT 関連企業の日勤ホワイトカラー労働者に限られていたこと、評
価指標は主観的評価に限られたこと、参加者への負担を最小限にするため、アウトカムや調整要因に関する質
問票調査を必要最小限なものにしたこと、評価期間は 3ヵ月と短かったことがあげられる。

【結語】
　本研究において、不眠を呈する労働者に対する簡便な CBT-I は、ストレスを抱える労働者のストレスを有意
に軽減させることが示された。簡便な CBT-I のプログラムは職場でのストレス対策として有効である可能性が
ある。今回の結果の一般妥当性を高めるためには，広範囲の職種を対象とした、より長期間のフォローアップ
期間を有する RCT がおこなわれる必要がある。
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一般演題

【目的・背景】
　近年、職域での職場不適応や難治性うつ病の背景因子の一つとして発達障害のひとつである自閉スペクトラ
ム症が注目されている。この疾患の特性（自閉症特性）が高いとストレスに柔軟に対応することが難しく抑う
つになりやすいといわれており、また、自閉スペクトラム症であるとうつ病の併発が高いと報告されている。
Baron － Cohen らにより開発された 50 項目からなる正常知能成人を対象とした自記式質問紙である自閉症ス
ペクトル指数（Autism-Spectrum Quotient; AQ）は、自閉スペクトラム症のスクリーニングに使用できること
に加え、自閉症スペクトラム仮説に基づいて一般健常者の自閉症傾向の個人差も測定可能とされている。自閉
スペクトラム症の診断は、この自閉症スペクトラム（連続）仮説により DSM-5 に改訂された際に、カテゴリー
的診断から、その程度が連続的に分布する量的診断へと変わった。この AQ 調査票は広く活用されており、近
年は精度を落とさずに質問数を 28 項目に減らした short version が発表され多数への調査が容易になり注目を
集めている。
　2009 年 か ら 開 始 さ れ た 大 規 模 な 職 域 集 団 で あ る J-HOPE（Japanese study of Health, Occupation and 
Psychosocial factors related Equity）では、労働者の健康格差の実態とそのメカニズムを解明することを目的
としている。我々は、AQ-short 調査票を日本語化し逆翻訳による妥当性検証を行い、J-HOPE の一部を用いて
AQ-short 調査票により自閉症特性を調査してきた。この職域集団では、自閉症特性の分布が連続的なベル状カー
ブの分布を示し、自閉症特性が高くなるほど段階的に抑うつのリスクが増すことを報告してきた。
しかし、自閉症の各々の特性については分布が明らかでなく、また、いずれの自閉症特性が抑うつと関連を示
すのかが不明であったため、我々は今回これらのことを検討した。
　
【対象と方法】

　日本全域の大企業に勤務している 23-65 歳の 2095 人の労働者を対象とした。自閉症特性とうつ症状の評価
には、各々妥当性が確認された日本語版 AQ-short と K6 スケールの調査票を用いた。
　AQ-short 調査票からは、下位尺度として自閉症の症状を特徴づける 2 つの領域「社会的行動」の困難と、「数
字やパターン化」への興味について構成されており、「社会的行動」の領域は、さらに「社会的スキル」の困難、「注
意の切り換え」困難、「型どおりの行動」への執着、「想像力」の困難の 4 つの領域で構成されている。この下
位尺度を各々の自閉症の特性として用いた。
　解析は、AQ-Short 値と各々の下位尺度のヒストグラムより連続的な分布か否かを検討した。また、AQ-
Short 値または各々の下位尺度を独立変数、うつ症状を従属変数として年齢と性で調整した重回帰分析により
関連を検討した。

【結果】
　自閉症特性の分布は、AQ-Short 値のみならずその下位尺度のいずれも連続的なベル状カーブの分布が示さ
れた。
　また、年齢と性で調整したうつ症状との関連について、AQ-Short 値のみならずその下位尺度のいずれも有

　》》》一般演題 3

大規模職域集団での各自閉症の特性の分布とうつ症状との関連

鈴木知子 1　宮木幸一 1　江口　尚 1　堤　明純 1

1 北里大学　医学部　公衆衛生学　単位
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意な正の関連が示された（重回帰分析、標準化係数 (95％ CI、P 値 )：自閉症特性（AQ-Short 値）0.322 (0.282 
- 0.363、P<0.001)、「社会的行動」の困難 0.310 (0.269 - 0.352、P<0.001)、「数字やパターン化」への興味 0.059(0.015 
- 0.102、P=0.008)、「社会的スキル」の困難 0.249(0.207 - 0.290、P<0.001)、「注意の切り換え」困難 0.279(0.238 
- 0.321、P<0.001)、「型どおりの行動」への執着 0.282(0.241 - 0.323、P<0.001)、「想像力」の困難 0.167(0.124 
- 0.209、P<0.001)）。
　各々の自閉症特性を全て考慮した自閉症特性と抑うつとの関連を検討するために、AQ-Short の下位尺度「数
字やパターン化」への興味、「社会的スキル」の困難、「注意の切り換え」困難、「型どおりの行動」への執着、「想
像力」の困難の全てを独立変数として年齢性で調整したモデルでは、「想像力」と抑うつとの関連が消失した

（P=0.659）が、他の下位尺度はいずれも抑うつと有意な正の関連が示された（いずれの下位尺度 P<0.001）。

【考察】
　大規模な職域集団を対象とした調査で、自閉症特性の分布は、各々の自閉症特性も含めて連続的なベル状カー
ブの分布が示された。また、どの自閉症特性もうつ症状と有意な正の関連が示された。各々の自閉症特性を考
慮した抑うつとの関連を検討すると、「想像力」以外の自閉症特性は独立して抑うつと有意に関連しているこ
とが示唆された。

【結論】
　AQ-Short の下位尺度はいずれもベル状カーブの分布を示すスペクトラムとして捉えられることが示唆され
た。自閉スペクトラム症とうつ病の併発のメカニズムとして、周囲が自閉症特性を正しく理解せずにその理解
に沿った対応が行えない、そして、本人が周囲との間で適切な行動や楽しく生きるスキルを身につけていない
等の社会適応の困難さや 2 次的な問題が指摘されており、自閉スペクトラム症を「傾向」と捉え適切な配慮を
行うことは、産業保健上、有用と思われる。
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　》》》教育講演

1.　近年、業務によりうつ病を始め精神障害を発病したとする労災請求件数は、大幅に増加してきており､ 平
成 26 年度には 1,456 件に至っている。また、業務上と認定（支給決定）された件数についても同年度には
497 件となり、請求件数、認定件数ともに過去最多の状況となっている。

2.　精神障害に係る労災請求事案について、業務上か否かを判断するため、「心理的負荷による精神障害の認定
基準について」（平成 23 年 12 月 26 日）が策定されている。
認定基準には、認定要件、基本的な考え方、具体的な判断などの事項について、取りまとめられているが、「療
養及び治ゆ」の項目においては、心理的負荷による精神障害は、その原因を取り除き､ 適切な療養を行えば全
治し、再度の就労が可能となる場合が多いが、就労が可能な状態でなくとも治ゆ（症状固定）の状態にある場
合もあるとされていること等が示されているところである。

3.　ところで、労働者に生じた業務上の傷病等について、労働基準法には事業主（使用者）は災害補償責任を
負い、各種の災害補償を行わなければならないことを規定しているが、労働者災害補償保険法に基づく労災保
険給付が行われる場合には事業主の災害補償責任は免除され、労災保険給付が実質の災害補償となる。
　労災保険制度は、業務上の傷病を被った労働者等への療養を始めとする必要な保険給付による早期社会復帰・
援護を目指すものである。
　このため、まず、療養補償給付の支給を行い、①療養のため、②労働することができず、③賃金を受けられ
ない、ことの３要件に該当する場合には、その第４日目から休業補償給付が支給されることとなる。
この支給要件の１つである「労働することができない」とは、労働者が傷病を被る直前に従事していた種類の
労働をすることができない場合をいうものではなく、一般的に労働不能であることをいうものである。

　以上のことを踏まえ、労災保険における精神障害の認定の状況、考え方とともに労災保険制度と休業補償給
付等について解説する。

精神障害の休業補償給付について

西井 裕樹
厚生労働省　労働基準局　補償課　職業病認定対策室長　

− 270 − − 271 −



14

１.　はじめに
　メンタルヘルス不調による休職から復職した者の再発予防と職場適応支援には、管理監督者の役割が重要で
ある。わが国では基本的な考え方の啓発、事業場の復職支援プログラムの周知、事例検討は行われているが、
管理監督者のスキル（コンピテンシー）の向上に着目した体系的な教育研修はまだ技術的には開発の余地があ
る。一方、海外では管理監督者の復職対応のマネジメントスキルを明確にするための研究が行われている。こ
の研究プロジェクトでは、管理監督者のメンタルヘルス不調者の復職対応スキルを明確にし、その向上のため
の研修を開発することを目的としている。

2.　管理監督者の復職対応マネジメントスキルの明確化
1） 国内外における計６論文を対象にレビューした結果、メンタルヘルス不調者の復職に影響する管理監
督者の具体的な態度や行動としては、メンタルヘルス不調の症状や復職手続きについての知識をはじめ、
復職者本人への適切な対応や共感的態度、業務の調整や配置転換、復職者の同僚や周囲への配慮、産業保
健スタッフや外部機関との連携等、多くの事柄があがっていた。
2） インターネット調査会社のモニターから選ばれた管理職 206 名およびメンタルヘルス不調で休業した
経験のある労働者 206 名に上司の復職支援行動について自由回答してもらい分類した。「すべきでないこ
と」としてはげまさない・焦らせない、心ない言葉を使わない、「すべきこと」として業務・勤務時間配
慮および本人とのコミュニケーションがあげられた。異動・配置換えについては、その状況や内容により
善し悪しが左右されると思われた。
3） 東京都内のリワークプログラムを実施している精神科クリニックで 5 名のメンタルヘルス不調による
休職経験者にインタビューを行った。①受容的・肯定的態度と管理監督者からのコミュニケーション、②
適切な業務指示と配慮、③労働者として公平に扱うことが職場復帰の支援要因となる管理監督者の態度・
行動としてあげられた。

3.　研修プログラムの開発
　研究協力者が分担して教育研修プログラム ( 案 )(90 分版 ) を作成した。産業保健スタッフ・人事担当者など
合計 10 名から意見を聞き研修プログラムを修正し最終案を作成した。教育研修プログラムの特徴は、復職対
応スキルを管理監督者のビジネスコンピテンシーの拡張と考え研修することである。最終版ではスキルを以下
の５つに絞り、90 分間でも十分な理解が得られるように工夫した：スキル１　管理監督者の基本的態度、ス
キル２　病気や法律についての基本的知識、スキル３　本人の状態に合わせた業務管理、スキル４　励ます以
外の方法で本人を動機づける、スキル５　本人の病状を職場に伝える。
　実践的なスキルの修得のために、受講者参加型の研修プログラムとした。「本人の状態を職場に伝える方法
検討シート」および「部下と上司のコミュニケーションシート（復職後面談用）」を開発し、研修後職場に持
ち帰ることができるようにした。

　》》》シンポジウム 1-1　再発予防・職場適応支援

マネジメントコンピテンシーに基づいた

管理監督者向けメンタルヘルス不調者の復職対応スキル教育

川上 憲人
東京大学大学院　医学系研究科　精神保健学分野　教授　
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４.　おわりに
　本研修プログラムは、産業医が選任されており、心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引
きによる標準的な復職支援が行われている事業場を前提としている。しかし内容を調整することで産業医のい
ない事業場でも適用することが可能である。平成 28 年度には比較対照試験を実施し、この研修の効果を評価
する。現在、調査対象企業を募集中である。

謝辞：本研究は、平成 26 年度労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠
に基づく新しい支援方策の開発」（14070101-01）（研究代表者 堤明純）により実施されている。研究協力者
は、今村幸太郎、浅井裕美、関屋裕希、足立英彦（東京大学大学院医学系研究科）、田島佐登史（元・目白大
学）、北川佳寿美（ライフキャリアリサーチ）、西原亜紀子（アズビル株式会社）、林　幹浩（株式会社ビスメド）、
小林由佳（本田技研工業株式会社・臨床心理士）である。
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【目的】
　本研究の目的は、メンタルヘルス不調者の復職後の再発予防に資するために、ICT を用いて、個人情報保護
などのセキュリティに配慮した上で、メンタルヘルス不調者、上司、産業保健スタッフ間で負担なく情報交換
が行えるシステムを構築することである。

【対象と方法】
　文献レビューやガイドラインからの情報収集により、職場復帰時に必要な情報の整理を行った。その上で、
再休職を予防する三次予防のために、復職後のメンタルヘルス不調労働者の負担軽減や本人、上司、産業保健
スタッフ間の復職に関する情報交換を効率的に行うためにどのようなシステムが適当なのか、産業保健職から
ヒアリングを行った。それらの結果をもとに、ICT 専門家と包括的に検討を行い、システムについての具体的
なイメージを作成し、それをもとに、産業保健スタッフから、使用感についての意見聴取を行った。

【結果】
１．システムに必要な情報の検討

1） システムに必要な共有すべき情報の検討
メンタルヘルス不調者の復職後の再発予防のためには、個人情報が保護された上で、本人、上司、産
業保健スタッフ間で取り決めた配慮が適切に行われているか、本人の体調悪化時に早期発見、早期対
応ができるか、についての情報が必要と考えられた。そのために、以下の情報をシステムに取り込む
こととした。
■職場復帰プラン（勤務時間、業務内容、次回面談日等）についての情報。
■通院状況（通院日、治療状況、服薬内容）についての情報。
■勤怠（出勤時間、退勤時間、休暇取得等）についての情報。
■体調（不眠、食欲不振等の体調、業務遂行能力の主観的・客観的評価）についての情報。
■情報共有の頻度：それぞれの情報を、共有する頻度で、月単位、週単位、日単位で分類することとした。

2） セキュリティ上留意すべき事項の検討
システム構築に当たっては、本システムは復職に関連した機微な情報を取り扱うことから、システム
開発上の最優先事項として、個人情報保護等のセキュリティの観点からの検討を行った。

２．システムに必要な機能の検討
　それぞれの役割（本人、上司、産業保健スタッフ）でのどのような情報が必要かについて検討を行った。
その結果、必要な機能をリストアップし、役割別に情報を整理した。
■復職面談の時の復職プラン（①勤務時間　②職務内容　③通院日）を作成する（復職プランは上司が作　
　成をして、その内容を本人が確認する）。

　》》》シンポジウム 1-2　再発予防・職場適応支援

ICT を活用した職場復帰後の情報交換システムの開発

江口  尚
北里大学医学部　公衆衛生学　単位　助教
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■産業保健スタッフによる復職プランのチェックや、本人、上司に対して復職に関連アドバイスが行える。
■本人の体調の把握と、体調不良の早期発見を目的として、出社時間の登録、退社時間の登録、１日の振
　り返りの入力（フリーテキスト）が行える。
■本人のコメントに対して、上司や産業保健スタッフからコメントができる。
■本人による業務遂行能力の自己評価が行える。
■上司による本人の業務遂行能力の評価が行える。
■産業保健スタッフによる、定期面談後の共有事項（面談で決まったこと（就業制限など）、話した内容、
　次回面談日、同席者）の入力が行える。
■定期面談を行うなどの経過観察中の本人、上司、産業保健スタッフ間の、クローズな形で、相互にテキ
　ストベースで情報交換、相談を行える。

３．具体的なシステムイメージの作成
　１、２の検討結果をもとに、簡単にシステム化した具体的なイメージを作成した。システムについては、
発表当日、供覧する。この具体的なイメージをもとに産業保健スタッフからのヒアリング結果を踏まえて、
システムの修正を行った。産業保健スタッフからの評価は、「本システムを利用することで体調をより確
実にフォローができる」「メンタルヘルス不調者の労務管理について上司に自覚を促すことができる」と
いう前向きな意見がある反面、「上司の負担が大きいのではないか」「上司がフォローする頻度については
検討が必要ではないか」と言った上司の負担を危惧する意見も出された。

【考察】
　産業保健スタッフからのヒアリング結果からは、システムに必要な要素や、システムで取り扱う情報につい
ては、ある程度網羅できていると考えられた。また、システムについては、上司の自覚を促し、一定頻度でメ
ンタルヘルス不調者本人の体調をフォローできることから、早期発見という点から、システムの目的である再
発予防にも効果があることが示唆された。今後は、実際に利用できる形でのシステム化を行い、モデル事業所
での運用により、上司、本人、産業保健スタッフにとって使い勝手の良いシステムを構築していきたいと考え
ている。

謝辞：本研究は、平成 26 年度労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による休職者に対する科学的根拠
に基づく新しい支援方策の開発」（14070101-01）（研究代表者 堤明純）により実施されている。研究協力者は、
川島正敏（東海旅客鉄道株式会社）、坂本宣明、大崎陽平（ヘルスデザイン株式会社）、平世将夫（株式会社レ
イディーバグ）、伊東学（株式会社日本エンブレース）である。
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はじめに
　メンタルヘルス不調者の復職面談時において、産業医は復職が可能な状態かどうか、復職後も就労継続が可
能で再休職に至らない状態であるかを判断する手段の 1 つとして、「生活記録表 *（次ページの例参照）が用い
られることがある。しかし産業保健分野において、生活記録表による復職支援の実態や効果について報告した
ものは限られている。当発表では、平成 26 年度から 27 年度にかけて行っている取り組みについて報告する。

1.　生活記録表を用いた復職判断時の基準と実施上の留意点【産業医と精神科主治医】
　　①生活記録表を用いて復職判断を行っている産業医 7 名によりフォーカスグループディスカッション
　　　（FGD）を行った。その結果、以下のような意見が示された。

• 朝、出勤時間帯に起床して一定時間活動（少なくとも午前は外出）できる日が 1 週間の中で 5 日以上
かつ、2 週間は続けてくださいと決めている。

• 睡眠が安定している、午前中に外出できる、毎朝通勤できる（パニック障害でラッシュ時に乗れない
人は時間ずらして、一定期間作業継続ができる（図書館で読書）

• 昼寝や夕寝をしておらず、昼間に活動している。
• ウォーキングやジムで 1 時間の運動などは重要。
• 主治医にかかっていることが大前提。

　　②生活記録表を用いてリワーク支援を行っている精神科主治医 5 名により FGD を行った。その結果、以
　　　下のような意見が示された。

• 就寝時間、食事、服薬、日中の活動、睡眠などが重要。
• 患者が産業医に復職の話が出た時点から生活記録表は記載させるのが良い。
• 本人が復職の意志を表明している時点から記載させるのが良い。
• 記入期間：最低 2 週間。1 か月。4 ～ 6 週間。3 週間から 3 か月。2 ヶ月。
• 何時に寝て何時に起きてという睡眠時間の記録に特化しています。正確に言うと、起きていられる時

間が何時間あるかに注目しています。
• 朝ちゃんと起きて、リワークに来ているか（参加率）が一番大事である。
• どれだけのパフォーマンスが出ているかがもう一つ、それから集団の中でみんなとうまくやっている

かの対人関係が重要。
• 厚労省の復職支援の手引き（指針）で示されている 8 要件（安定した生活リズム、安全な通勤、8 時

間の活動、翌日に疲れを残さない等）が重要な判断基準。
• 平均睡眠時間 7 ～ 8 時間程度に戻っていること。
• 何時に寝て何時に起きているか、通勤時間がどれくらいあって会社の始業時間に間に合うか、日中に

何をしているか、食事をきちんと取れて、服薬が出来ているか。
• 体力づくり ( 散歩やジョギングしているのか ) や対人接触をしていること。

　》》》シンポジウム 2-1　職場復帰時の支援

生活記録表による復職支援

梶木  繁之
産業医科大学　産業生態科学研究所　産業保健経営学　講師
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2.　生活記録表の普及状況に関する実態調査
　日本産業衛生学会　産業医部会員（1128 名）に対して、生活記録表の使用実態に関する自記式アンケート
形式の調査を行った。
　調査項目は「性別、年代、医師免許取得年、産業医活動の有無、産業医経験年数、活動日数、産業医資格の
種類、臨床の専門、復職面談経験、事業場の業種、生活記録表の使用経験の有無とその理由、使用感、利用時期、
生活記録表を本人に誰が渡すか、復職判定条件、休職中の産業医面談の有無、初回の復職面談時間」であった。

【中間報告】
　12 月 16 日現在、回収率は 15.1%（170 部）であり、男女比は男性 70.6%（120 名）、女性 28.8%(49 名 )、
医師歴（平均）は 25 年、産業医活動実施率は 91.8%(156 名 )、活動日数（月平均）は、12 日 / 月、メンタル
ヘルス不調者に対する復職面談の経験者は 87.6%（149 名）、未経験者は 5.30%（9名）、生活記録表の使用経
験率は 61.2％ (103 名 ) であり、うち男性が 66.0%（68 名）、年代別では 20 代で 100%（4名 )、30 代で 91.3%（21
名 )、40 代で 68.3%（28 名）、50 代で 66.7%（34 名）、60 代で 63.2％（12 名）、70 代で 28.3%（2名）であっ
た。結果として、若年群、休職中に産業医が本人と頻回に会う群では生活記録表の使用率が高い傾向がみられ
た（84.6%、44 名）。また、生活記録表を使用する医師のうち、生活記録表が復職判定の指標として「とても
参考になる」と回答したものが 65%（67 名）であった。生活記録表を使用する医師 103 名中、復職判定の際
の最重視項目は、「会社が設定している勤務時間の就労が可能であること（41 名）」、「職場復帰に対して十分
な意欲を示していること（31 名）」、「起床時間が一定であること（18 名）」の順で多く、前 2項目は復職面談
を通じて判断を要する一方、後 1項目は生活記録表で判断可能であった。
　なお、2月 20 日の研究会当日には調査結果（全体概要）について報告する。

参考資料：生活記録表 *（例）
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　1997 年に考案されたリワークプログラムは、現在 180 カ所程度で提供されており、一定の発展を遂げてき
ている。
　しかし、現状のリワークプログラムには、2 点改善するべき点がある。
　①参加期間が、6 ～ 12 ヶ月程度と長期に及び、大企業の社員でないと利用しにくい。
　②プログラム参加時、および復職時の企業との情報交換が不十分である。

　この問題を解決し、労働者の 60 ～ 70％を占めると言われる中小企業の社員でも、リワークプログラムを活
用できるようにするためには、
　① 病気の理解と節制の実行
　② 作業能力の回復
　③ 職場の対人ストレス対応能力の改善
　④ 「病気と一緒に人生を生きる」というアイデンティティの変化
に重点的に焦点をあてた、プログラムの内容の絞り込みによる短期化が必要である。職場の対人ストレス対応
能力の改善については、認知行動療法が有効である可能性がある。
　同時に、参加者からの依頼を受けて、プログラム導入時に、復職する職場、休職期間・給与支給期間等に関
する情報を、企業から受け取り、復職時には、復職者の状態について、有用な情報を伝えるといった連携が望
ましい。

　企業との連携を進めるためには、「共有した情報は復職者の復職支援、処遇検討以外の目的では使用しない」
という契約を交わす必要がある。
　中小企業では、社会保険労務士がメンタルヘルス活動を担っていることが多い。社会保険労務士との連携を
円滑に進めるためには、社会保険労務士等が使用できる一次予防研修資料、ストレスチェック高得点者への対
応に関する資料、復職時の状態把握のための資料を提供する必要がある。
　このような体制を確立できれば
　① 研修資料による一次予防
　② ストレスチェックによる二次予防と対応
　③ 復職時の支援による三次予防
を、中小企業において施行可能なモデルとして提示できる。

　》》》シンポジウム 2-2　職場復帰時の支援

リワークプログラムの短期化と社会保険労務士との連携

秋山　剛
NTT 東日本関東病院　精神神経科　部長
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　メンタルヘルス不調による休職者の支援方策の有効性の検証は海外でも少数であり，科学的根拠に基づく実
行可能な方策を提案し，その有効性を評価することは重要である。本分担研究では，メンタルヘルス不調によ
る休業中の労働者のセルフケアの支援に関して，支援方策の開発とその効果評価を目的としている。
　初年度の平成 27 年度は，セルフケアの支援方策の内容とその効果に関して国内外の情報収集を目的に，1）
オランダの産業医向け復職支援ガイドラインのレビュー， 2）適応障害またはうつ病による休業中の労働者に
対する職場復帰支援介入研究のレビュー，3）オランダの復職支援専門家の訪問，を行った。これらの情報より，
わが国でメンタルヘルス不調による休業中の労働者のセルフケアを支援するための方策として，以下の 3 点が
示唆された。

1） 疾患の特性を考慮しながら，通常の臨床的ケアに追加する形で，認知行動療法（問題解決技法）を取
り入れることが有用である。その際，職場側が，仕事内容への直接的なアプローチを行うことも有用
である。

2） セルフケア支援プログラムの作成に際しては，動機づけや自己効力感を高めるための行動科学の諸理
論を応用すること，疾患や休職に関するセルフスティグマの低減を図ること，復職のタイミング（復
職準備性）を考慮すること，各労働者の強み（身体的および心理社会的）を労働者とともに専門職が
把握すること，なども重要である。

3） ただし，これらの示唆を支持する実証研究の数は十分とは言えず，今後のさらなる科学的根拠の蓄積
が必要である。

　2 年目の平成 27 年度は，昨年度のレビューで取り上げられた文献内容を精査して産業保健スタッフ向けの
支援ガイドライン素案を作成し，研究協力者の意見をもとに第 1 版を作成した。また，労働者本人を対象とし
た WEB 版セルフケア支援ツール「うつせる。」を作成し，その効果を前後比較試験で検証する準備を進めている。
最終年度の平成 28 年度は，ガイドライン（案）の内容を確定させるほか，「うつせる。」の内容を確定させ，
その効果を無作為化比較試験で検証する予定である。また，「うつせる。」と同内容の本人向けパンフレットと
家族向けパンフレットも作成する予定である。
　本研究を通じて，メンタルヘルス不調による休職者のセルフケア支援が，より科学的根拠にもとづくものと
なるとともに，実効性の高い具体的な支援方策が提供されることが期待される。

　》》》シンポジウム 3-1　休業中のケア

メンタルヘルス不調による休業中の労働者のセルフケアの支援

島津　明人
東京大学大学院　医学系研究科　精神保健学分野　准教授
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　英国において、労働者の職場復帰の支援策として、主治医と事業場スタッフの円滑な連携を目的とした「職
場復帰診断書」(fit note) システムが採用されている。fit note は、休業が必要であることを示す従来の診断書
とは違い、どのような条件が整えば復職できるか、もしくは、休業せずに働けるか、に焦点をあてたものであり、
メンタルヘルス不調による休業に関する主治医と職場側双方の認識や行動を変えることで、不要な休業や休業
の長期化を防止する効果があるとされる。職場の配慮により休業が必ずしも必要ないと思われる事例が多々あ
ることや、長期休業が予後不良であることはわが国の臨床例でも認められており、fit note の考え方は、わが
国の労働衛生行政の新しい制度設計の参考になると思われ、とくに、産業保健サービスの行き届かない小規模
事業場で活用される可能性がある。

　わが国への導入に当たって検討するべき事項には、労働者の不利益とならないという保証、事業場において
柔軟な就業配慮を可能とすること、法的問題の整理 、就業ができない場合の福祉的措置への移行、発行費用等
の制度上整備すべき課題や、適応疾患（職場における適応の問題でメンタルヘルス不調に陥った例等）の整理、
負担とならない書類量、臨床医のトレーニング等の運用上の課題が挙げられる。fit note の導入を促進するも
のとしては、主治医が労働者に期待されている就業能力を把握できる機会（文書）、労働者の就労準備性を把
握できるツール、事業場スタッフを支援するコーディネーターの働き等がある。

　産業保健の形態や休業補償の制度等が異なる国から、診断書のシステムのみを切り出して導入することは容
易ではない。課題は多いが、fit note は、「この労働者は働けるよ。○○といった就業配慮をすることで、その
可能性は挙がるよ」という主治医のメッセージを送れる意見書として、従来の診断書との機能を分けて導入す
ることにより有用なシステムを構築できる可能性がある。わが国における fit note の可能性や課題について、
参加者と議論をしたい。

　》》》シンポジウム 3-2　休業中のケア

Fit note システムの紹介とわが国への導入可能性

堤　明純
北里大学　医学部　公衆衛生学　単位　教授

上
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本研究会は、平成 26 年度労災疾病臨床研究事業「メンタルヘルス不調による
休職者に対する科学的根拠に基づく新しい支援方策の開発」（14070101-01）
研究班（研究代表者 堤 明純）の企画の下、開催します。

本研究会の開催にあたり以下の団体からご寄付を頂きました。
厚く御礼申し上げます。
北里大学医学部
北里大学医学部同窓会
一般社団法人相模原市医師会


